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法令名 
・本稿においては、1962（昭和 37）年の「建物の区分所有等に関する法律」
（法律第 69 号）を「62 年法」とし、1983（昭和 58）年同法（法律第 51号）
を「83 年法」と呼び、83年法を大幅に改正した 2002（平成 14）年同法（法
律第 140 号）を「2002 年法」或いは「改正法」とした。 
本稿で使用した法律名の略称 
・法・・・・・・・建物の区分所有等に関する法律 
・管理適正化法・・マンションの管理の適正化の推進に関する法律 
・建替え円滑化法・マンションの建替えの円滑化等に関する法律 
・被災区分所有法・被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法 
・規約・・・・・・マンション標準管理規約 
判例等の略号 
・（東京）地判＝（東京）地方裁判所判決 
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・判タ＝判例タイムス 
・金判＝金融・商事判例 
・ジュリ＝ジュリスト 
・法時＝法律時報 
・新聞＝法律新聞 
※脚注について 
・脚注は第二章を除いて各章ごとに記載。第二章は各節ごとに記載。 
 
 
 1 
序 論 
 
ⅰ．はじめに 
  
マンション問題は、ソフト・ハードの両面に渡り複雑多岐である。そして、その一つひ
とつを解決していくことは至難である。今から 20 年ほど前のマンションが抱える課題は、
区分所有者の団体、いわゆる管理組合１）の活動が展開されているマンションにおいて、ほ
ぼ共通の課題として話題に取り上げられた経験を通して述べると、例えば①モータリゼー
ションに伴う駐車場不足への対応、②専有部分内でのペットの飼育の可否２）・騒音問題、
③管理費等の滞納への対処といったこと等であった｡これが今日において一通りすべて解
決し課題から除外されたというわけではないが、現在に至っては駐車場の増設問題がほぼ
一段落して来た反面、住戸分の駐車場を建設当初から設置したところでは、少子高齢化に
よる利用者減、機械化によるメンテナンス費用の負担増といった新たな問題が提起され３）、
ペットの飼育については環境税４）を想起するような規約の見直しが現れはじめた。また、
バブル経済崩壊５）を受けての平成不況下にあって、滞納管理費の増加は、マンションの維
持管理面において深刻な妨げとなりつつある６）。「マンションはその性格上、紛争を内在さ
せている」７）との見方は、この 20 年間に現象化された課題が少しずつ形を変えて他のマ
ンションでも課題化されることから紛争の萌芽が重層的に構成されていることを窺わせる。
さらに、課題点の区分所有者という主体間での解決は非常に困難であるとの見方がある８）。
こういった状況に加え、マンションの建物の維持管理の延長線上に建物の老朽化・狭隘化・
陳腐化からの解放を求めてマンションの建替えを検討するところが、バブル期と呼ばれた
頃から徐々に登場しはじめた。そしてこれは 95 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災
（兵庫県南部地震）を契機に、マンションの安全性の確保という側面、復旧過程の困難さ
からの回避といった観点から建替え問題として確実に現実性を帯びてくるのである。（第一
章を見よ） 
近年、分譲マンションを取巻く諸課題に向けて、マンションに関わる法体系の構築とも
見るべきことができる、新たな制度の導入による対応が目立ち始めた。ここでは新たな制
度と見られる法・規約について、特徴的な事項についてのみ簡単に触れておくと、2000 年
（平成 12 年）に「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」（以下：管理適正化法）
が議員立法により制定され、マンション管理士の創設によって管理組合の運営その他マン
ション管理に関し、相談に応じ助言指導等を業務として行うことが可能となった。管理組
合へのアドバイザー的内容を業務とし、管理規約の見直し、修繕計画の作成、ペット飼育、
ピアノ騒音等といった問題への対処を行う。また、マンション管理業者に登録を義務付け、
新たに管理業務主任者という制度を創設し、一方では同管理士による、当然に構成された
団体である管理組合の活性化を図り、他方で登録という仕組みによって管理業への国家の
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介入を行うというものである９）。 
 次に、都市再生や居住環境の向上を目的に、2002 年（平成 14 年）公布・施行した「マ
ンションの建替えの円滑化等に関する法律」（以下：建替え円滑化法）によって、マンショ
ン建替え組合の設立、権利変換手法の導入等画期的システムが構築された。要約すれば 83
年区分所有法 64 条を明確にし、具体化したものと理解できるのだが、建替え決議後の円滑
化という面だけではなく、建替え促進の一面をも持ち合わせている 10）。（第二章第四節を
見よ）  
 さらに、「建物の区分所有等に関する法律」（以下：区分所有法という。なお条数を示す
ときは「法」とする）は、83 年（昭和 58 年）の改正以来、ほぼ 20 年ぶりに 2 度目の改正
が行われ、第 153 回臨時国会で成立、2003 年 6 月、円滑化法の一部改正とともに施行され
た。その改正の大きな柱は、阪神・淡路大震災を契機としての被災マンションへの法の対
処を充実させる狙い、都市再生という政府方針の流れに、マンションが組み入れられてい
るという経済政策的側面性が強くにじみ出たものとなっている。改正区分所有法は、2000
年 2 月に法務省が法制審議会に諮問し、建物区分所有法部会が審議を重ね 2001 年 3 月に中
間試案を公表。さらに検討を重ね８月には要綱案をまとめ同審議会総会に提出され、９月
に同総会から法律案要綱が法務大臣に答申されたものの、その後にさらに「団地」を含ん
だ建替えについて新たな法文が盛り込まれるなど、全く特異な法改正であった。同法にお
ける最大の特徴は、区分所有建物の建替えの円滑な実施、適正な管理の実現に向け､①建替
え決議の合理化と手続きの整備を行う、②団地内の建物についての建替え承認決議及び一
括建替え決議の導入、③復旧決議が行われた場合の買取請求権の整備が進められたほか、
④大規模修繕工事等を実施する場合の決議要件の緩和、⑤管理者等の権限の拡充、⑥規約
の適正化、⑦管理組合法人の人数要件の撤廃、⑧作成書類・議決権行使等の IT 化などの見
直し、変更がなされている点といえる 11）。（第二章第一節、二節を見よ） 
 また、2004 年にはこれまでの中高層共同住宅標準管理規約が、その名称を「マンション
標準管理規約」（以下：標準管理規約）と改め、マンションの管理運営を組織的かつ合理的
に行い、良好な共同生活秩序を維持していくことを目的に改正が行われている。この改正
の中での大きな特色は、①建替えに関する規定の整備、②未納管理費の請求に関する規定
の充実等を挙げることができ、建物の建替えに係るコンセンサスに必要となる事項の調査
を管理組合の業務と位置付け、その資金面の裏付けを明確にしたことや、未納管理費等の
請求を理事会決議により、理事長が組合を代表し訴訟その他の法的措置を遂行できる規定
を設けたといったところであり、区分所有法を超えない範囲でより具体化したところ、管
理運営面で迅速性が問われる部分でより緻密さが加わった点が光る 12）。（第二章第五節を
見よ） 
 マンション問題の時系列的な流れ、そして最近までに整えられた各制度の中で、ひとつ
の焦点とされるのが本稿のテーマである建替え問題である。ここで、いわゆる老朽化マン
ションの建替えの実体について、その全体像を把握しておかなければならない。 
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ⅱ．問題の所在 
 
まず、これまでの老朽化マンションの建替え実例の大まかな分析からすると、注目すべ
きは、実例のほとんど全て 13）が、区分所有法には因らない「任意建替え」14）及び費用負
担を極力避けた「等価交換方式」15）という手法を採用してきたという事実である｡90 年を
バブル経済崩壊時点と仮定してみると、90 年までのわが国の経済は、ほぼ右肩上がりの成
長率を示し経済規模の拡大とともに地価も上昇し続ける傾向を示した 16）。マンション建替
え論がこのころ白熱する経緯も、経済情勢、特に地価との関係で無縁であるとはいえない
ことを物語る。これは、区分所有者全員の合意による任意の建替え実現に向けての誘因
（incentive）が、地価上昇に裏付けられた等価交換方式と呼ばれる建替え手法の採用にあ
って、同手法の利用が可能な段階で余剰床の販売が充分見込めるものとしたならば、それ
によって従前の居住者の費用負担が極端に押さえられた建替えが可能だという結果が得ら
れたからである。これは同時に、マンション建替えが住棟の高層化・超高層化を招き高層
密集化が避けられない状況を示すことに繋がるのである。この原型は、わが国初のマンシ
ョン建替え実例である宇田川団地（渋谷区・56 年入居、90 戸）が渋谷ホームズ（270 戸）
となる 1975 年にまで遡ることができ、建替えを検討するマンション全体に波及したとみる
ことができる。換言すると、建替えを検討するあるいは成功したマンションはほとんど宇
田川団地を踏まえた事例であり、それを踏襲し展開したところである。いわば宇田川団地
の事例が建替えの成功・不成功を問わず通念（common interest）として形成され 17）、立
地、余剰容積率、住宅規模 18）といった建替え実現のコンセプトを制約と捉えず「宇田川団
地シンドローム」を成すのである 19）。（第三章第二節を見よ） 
次に、建替え実例に占める割合が圧倒的であるマンションが団地型に集約されるのはな
ぜであろうか。区分所有法第一章が規定する単棟型マンションは民間企業（ディベロッパ
ー、ゼネコン等）が供給母体であるのに対し、団地型は公的機関（旧公団、公社）がそれ
である。民間マンションは一般的に指定容積率を最大限に活用し販売住戸数の確保を最優
先にするものの、旧公団等の建物は、指定容積率にとらわれることなく低く抑える傾向が
強かった 20）。民間マンションがダウンゾーニング期に既存不適格マンション 21）となる傾
向に対し、公団・公社供給のものは余剰容積率を生み出したというわけである。当然にこ
の傾向は、供給時期が初期のものほど強く現れる。したがって、建替え実例は民間分譲の
例外を除いて公的分譲である団地型マンションに集中せざるを得ないのである 22）。（第三章
第一節を見よ） 
さて、これまでに供給されたマンションストックは､どのくらいに上るのであろうか。国
土交通省（以下：国交省）によると 2005 年末までに、全国ベースで約 487 万戸（竣工ベー
ス）に達し、国内全世帯数の 10％を占め約 1200 万人が居住し、ここ 10 年間の年間の新規
供給ベースは、約 20 万戸前後という高い数値が示され続けている 23）。因みに 2006 年度内
には 500 万戸を上回る。なかでも留意すべき点は、マンションが都市型居住形態として、
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確実に定着する方向を示しているということである 24）。では、住宅の基本性能及び耐震性
能、建築後年数の観点から概ね建替え若しくは再生の対象として数値化できるストック数
はどう分析できるであろうか。昭和 50 年代前半までに整備されたものとして約 487 万戸中
90 万戸ないし 100 万戸に達すると推定されている（民間・公的分譲の合計値）。団地型ス
トックは、487 万戸中概ね 120 万戸（98 年末着工統計による竣工ベース×35％）から 170
万戸（06 年末着工統計による竣工ベース×35％）であり、単純計算からすると、建替え及
び再生の時期を迎える団地型ストックは 35 万戸前後と見られる 25）。このうち、先の制約
をクリアできるものは、ほぼ 15 万戸ほどと予測される 26）。 
 
ⅲ．課題の設定 
 
 マンション紛争はひとたびこじれると、区分所有者という主体間での解決が非常に困難
であることは先にも述べた。区分所有者は、全員で、建物並びにその敷地及び付属施設の
管理を行うための団体を構成し（法 3 条前段）、いわゆる管理組合を当然に構成するわけだ
が、この団体は常にリヴァイアサンの脅威 27）に陥る可能性を秘めている。マンションはも
ともと「争いの家」28）とされるわけであるから、止むを得ないことかも知れない。 
 さて本稿では、区分所有関係の合意形成の一環である「建替え決議」について、決議要
件の緩和、団体的拘束性の強化といった側面を踏まえ、建替え成功実例の要因、建替えを
検討するまでの段階で未だ実施に至らない、若しくは失敗事例の各要因について比較分析
を行うことで、建替え制度の射程と限界を明らかとし、マンション建替えの実態からの示
唆を明確にすることを本研究の対象とする。 
 まず、区分所有法におけるわが国の特異な所有権性の所在 29）を簡単に押さえておく。 
区分所有法は、その名称が示すように建物の部分への所有権を規定する法律ではあるが、
62 年（昭和 37 年）区分所有法 30）が、民法旧 208 条 31）に代わって導入されて以来、83
年区分所有法による大幅な見直しを経て、改正（2002 年）区分所有法は、団体的制約が一
層強められてきた反面で、所有権としての絶対性、排他性という要素が徐々に弱められて
きているという流れ 32）を示しているといえるのではないだろうか。 
また、先にも触れた通り、建替え実例が団地に集中している状況から、区分所有法にお
ける「建物区分所有」と「団地」といった両者の適用関係の把握が重要である。本稿の課
題は、実態を踏まえての建替え制度の特性と新たな制度設計への示唆をも含めた検討にあ
る。 
 
ⅳ．全体的な構成 
 
 本稿は以下の順で検討を進める。まず第一章では、わが国の分譲マンションがどのよう
に普及してきたかを捉え、トラブルの時系列的類型、居住の継続と増築問題を扱う。第二
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章は、マンションの建替え、再建制度を区分所有法、被災区分所有法、建替え円滑化法、
管理規約の側面から検討する。第三章おいては、マンション建替えの成功事例の分析と未
だ実施には至っていない事例の要因を挙げ比較することとし、第四章では、わが国の区分
所有法における建替え制度の特異性を比較法の観点から分析し、終章は本稿における結論
として、第一章から四章までの検討・分析から得られた建替え制度と実態からの示唆を提
示したいと考える。 
 なお、分譲マンションに居住しているかどうかは別として、ほぼ区分所有者ではないと
想定される学生（千葉大学・早稲田大学・津田塾大学）がマンションという住まいをどう
見ているかといった簡単な調査分析と、マンションに居住する住民（区分所有者、若しく
はその配偶者）を対象とした住まいの将来像を聞いた意識調査がある 33)。「さて、自分たち
の住んでいるマンションの将来をどう考えているものなのか」本稿に入る前に、その結果
を推察すると、どうもマンションの建替えなど遠い将来の話であって余り深刻には受け止
めたくないというのが本音のようである。 
 
 
（１）鈴木禄弥「物権法講義（三訂版）」（創文社 1991）36 頁参照。同教授は「講学上はこ
れを管理組合と呼ぶことができるとし、民法上の組合ではないかもしれないが理論
上これを組合の一種と証することは許されるだろう」とする。この点については多
数の分析があるが、62 年法上におけるそれは、例えば玉田教授は、「管理組合が物管
理的団体として管理にあたるかぎり､その管理の中味は､建物､敷地等の､いうなれば
物理的施設管理に限られるのは当然であって､この場合の管理組合の性質は組合と
見るべきであるが、管理組合が物管理団体として物理的施設管理に当たるとともに、
居住者団体として居住管理に当たるのであれば、この場合の管理組合は、区分所有
の建物を場とする地域社会であり､その性質は権利能力なき社団とみるべき」とする。
玉田弘毅「建物区分所有法の現代的課題」（商事法務 1981）84 頁参照。一方、丸山
教授は、「人の結合性という点からは社団として取り扱わなければならず､しかも構
成員から独立して存在するところの管理組合の責任財産に欠けるところがあって､
その面で組合的側面を残さざるを得ない」とする。丸山英氣「区分所有建物の法律
問題」（三省堂 1980）267 頁参照。62 年法と 83 年法以降については、区分所有関係
の成立と同時に法律上当然に区分所有者の団体が構成されるか否かの歴然とした差
異があるものの、法 3 条の「区分所有者の団体が社団型団体（権利能力なき社団）
であるか組合的団体であるかは具体的に設立される組織の実体に応じて個別に決定
するほかないが､当該組織が本法(83 年法)の定める規定に従って運営されている限り
においては権利能力なき社団に該当すると見てよい」とする。稲本洋之助・鎌野邦
樹「コンメンタール マンション区分所有法」（日本評論社 1997）27 頁、（同第 2 版
2004）28 頁参照。なお、新田教授は法 3 条を踏まえ、マンション管理団体の財産の
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帰属形態、同団体の物的一体性に基づく特殊性を指摘しつつ同団体の法的性格を明
らかとしている。新田敏「マンション管理団体の法的性格」（マンション学 12 号）
34－37 頁、「マンションの共用部分から生ずる金銭債権の性質」（杏林社会科学研究
第 18 巻第 2 号 2002.10）50－52 頁参照。 
（２）朝日新聞 2000 年６月６日 1 面参照。 
（３）拙稿「判例評釈 福岡高裁平 12（ネ）472 号平成 15 年 2 月 13 日判決 判時 1828
号 36-39 頁」（マンション学第 18 号）183-186 頁参照。 
（４）金本良嗣著「都市経済学」（東洋経済新報社 1997）「権利の配分が明確であればどの
ような配分であるかにかかわらず当事者間の交渉によって｢パレート最適｣の状態が
達成できる」201 頁参照。同様の趣旨での報道としては THE NEW KEY2000.10.5
付 12 面参照。 
（５）IMES  DISCUSSION  PAPER  SERIES  翁邦雄編「資産価格バブルと金融政策」 
（日本銀行金融研究所 2000.11）参照。「資産価格の上昇、経済活動の過熱、マネー
サプライ･信用の膨張等に特徴付けられる「バブル経済」と呼ばれた時期は、およそ
1987 年から 90 年までの４年間と推定される」とする。 
（６）舟橋哲「マンションにおける滞納管理費回収の法的手法とその課題」（マンション学
第 24 号（2006）111―116 頁参照及び、藤井俊二「管理費の滞納が許容される期間」
（前掲書）117-121 頁参照。 
（７）丸山英氣「都市の法律学」（悠々社 2000）18 頁参照。 
（８）吉田邦彦「居住福祉法学の構想」（東信堂）25－26 参照、尾崎一郎「都市の公共性と
法」（岩波書店 1997）63 頁参照。 
（９）マンション管理適正化研究会「マンション管理適正化法」（大成出版社                            
2001）３－13 頁参照。 
（１０）マンション建替え円滑化法研究会「マンション建替え円滑化法の解説」（大成出版
社 2003）13 頁参照。 
（１１）吉田徹編「改正マンション法」（商事法務 2003）３－17 頁参照。 
（１２）財団法人マンション管理センター「マンション標準管理規約及びマンション標準
管理規約コメント（単棟型、団地型）」１－３頁参照。 
（１３）国土交通省国土技術政策総合研究所「マンションの円滑な建替え手法の開発」
（2002）17－18 頁参照。 
（１４）財団法人マンション管理センター「分譲マンション建替えの円滑な推進方策に関
する調査研究報告書」（1990）59 頁参照。 
（１５）前掲書 57－58 頁参照。 
（１６）植村修一編「最近の地価形成の特徴」日銀調査月報 2000.10 参照。 
（１７）黒川和美「公共部門と公共選択」（三嶺書房 1993）123-124 頁参照、Thomas C．
Schelling, ARMS AND INFULUENCE,  NEW HEVEN AND LONDON 
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YALE  UNIVERSITY  PRESS,  pp.126－141 
（１８）〔拙稿〕「旧・高井戸西住宅建替えの成功要因と団地型建替えの今後の展開」日住
協（日本住宅管理組合協議会）研究センター編「第９回建替え問題シンポジウム/
資料」＜現在の名称：NPO 日住協＞1999）15-22 頁参照。 
（１９）松本恭治「土地資産依存のマンション建替え方式の終焉を迎えて」（マンション学
15 号）22 頁参照、[松本恭治]「建替えをめぐる法律問題」丸山英氣編「マンショ
ンの増築・建替え」（清文社 1991）138－142 頁参照、財団法人日本住宅リフォー
ムセンター「マンションの建替え事業に関する基礎調査」（1987）36 頁参照、財
団法人マンション管理センター「マンション管理の現況と施策」（1990）141 頁参
照、建設省民間住宅課「分譲マンションの老朽化対策」（住宅 VOL.42、1993）15
－16 頁参照。 
（２０）財団法人マンション管理センター「分譲マンション建替えの円滑な推進方策に関
する調査研究報告書」（1990）59 頁参照、小菊豊久「マンションは大丈夫か」（文
藝春秋 2000）78－80 頁参照。 
（２１）日経アーキテクチャー編「甦る 11 棟のマンション」（日経 BP 社 1997）187－188
頁参照。震災での被災地区のマンション復興に限らず、実容積率が法定容積率を
上回るケースでは、「既存不適格建物」として老朽化による建替えの際、問題化す
る可能性が強いと指摘。67 年頃までに民間ディベロッパーによって分譲されたマ
ンションは、現在の法定容積率を大きく上回っている可能性が高い。公団分譲団
地でも、建替えを検討する住宅が、中層住宅に多いのは、ほぼこの理由からと見
られる。総務庁が 92 年にまとめた「中高層分譲共同住宅の管理等に関する行政観
察結果報告書」によると、築後 10 年以上を経過した全国ベースの 167 マンション
のうち、法定容積率と実容積率の状況を割合で示すと、「容積率に余裕がある」は
13．2％。58．1％が法定容積率＝実容積率あるいは、「実容積率が法定容積率を上
回る」と回答する。 
（２２）財団法人日本住宅リフォームセンター「マンションの建替え事業に関する基礎調査」
（財団法人トラスト 60.1987）36 頁参照。 
マンションの立地状況「都区部で分譲されたマンションについての容積率調査」 
供給者 件数 棟数 戸数 敷地面積 延床面積 階数 戸数 規模 容積 
民間 166 177 7,061 1,199.5 3,934.7 6.7 42.5 66.9 1.35 
公団 14 100 2,165 11,862.5 8,776.5 4.6 154.6 54.0 0.35 
公社 39 69 2,286 2,300.0 4,126.7 6.6 58.6 ― 0.87 
同潤会 10 84 1,932 6,160.6 6,737.2 3.4 193.2 35.4 0.38 
 
（２３）国土交通省 住宅着工統計（竣工ベース）参照。 
（２４）長谷工総合研究所 CRI データ（2006．03 NO.331）参照。 
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（２５）財団法人ベターリビング「既存団地の再生にかかる提案募集」資料（2005．9．30）
付。 
（２６）マンション問題研究会「シティコミュニティ」1997.11 月号参照。316 万戸のマンシ
ョンのうち、現制度の枠内で建替えを含む再開発の可能な住宅は 15 万戸程度ではな
いかとの指摘がある。この数値は、日本住宅公団、住宅・都市整備公団（現・独立
行政法人 都市再生機構＜UR＞）、住宅供給公社等による昭和 40 年代前半までに供
給された団地型マンションの数と同潤会供給の住戸数を加算したものに極めて近い
数値である。 
（２７）トーマス・ホッブス「リヴァイアサン（一）」（岩波書店 1972）228－234 頁参照、
J.M ブキャナン「自由の限界」（秀潤社 1986）219－225 頁参照。 
（２８）丸山「区分所有法の理論と動態」（三省堂 1985）５頁参照。 
（２９）川島武宜教授は、所有権が人の固有の支配領域として意識される場合にはじめて、
各人の所有権の範囲は明確に意識され、特殊＝近代的な「公」と「私」との分化の
基礎が確立されるが、わが国の場合、このような意識が広範に欠けているかはなは
だ微弱である。「自由」の意識の上に合理主義精神の上に基礎付けられないで、義理
や人情などの支配的・協同体的情緒と深く結ばれる。しかも、所有権の限界は明確
に意識されないし、むしろ明確にしないで、その時その時の精神的雰囲気によって  
「何となく」決まったり、また「何とかしてもらう」ことを愛好するとし、曖昧か
つ漠然とした所有権意識構造を指摘されているが、わが国の区分所有権は特異に変
化し比較法的にも異質な団体的拘束を強いている。川島武宜「新版所有権法の理論」
（岩波書店 1987） 62 頁参照。 
（３０）〔川島一郎〕「建物区分所有等に関する法律」川島武宜編「注釈民法（７）」（有斐
閣 1968）354－400 頁参照。 
（３１）梅謙次郎「民法要義 巻之二」（信山社 復刻叢書法律学編 12-11）91－92 頁参照。
民法旧 208 条は、民法典第 3 章「所有権」の第 1 節として「所有権の限界」の中
に示され「数人ニテ一棟ノ建物ヲ区分シ各其一部ヲ所有スルトキハ建物及ヒ其付
属物ノ共用部分ハ其共有ニ属スルモノト推定ス」とし第 2 項で「共用部分ノ修繕
費其他ノ負担ハ各自ノ所有部分ノ価格ニ応ジテ之ヲ分ツ」と定められていた。条
文の説明では、「本条ハ建物ノ所有権ニ関セリ即チ一棟ノ建物ヲ区分シ数人ニテ
別々ニ之ヲ所有スル場合ニ於テ其共ニ使用スル部分ノ共有ナルコト及ヒ之ニ関ス
ル修繕費其他ノ負担ノ分担法ヲ定メタリ蓋シ本条ノ規定ハ西洋造ノ家屋ニ在リテ
ハ、一階毎ニ所有者ヲ異ニスル場合又日本造ノ家屋ニアリテハ長屋ノ各戸ヲ別々
ニ所有スル場合ニ於テ最モ其適用ヲ見ルコト多カルヘシ」「本条第一項ノ規定ニ依
レハ、建物及ヒ其付属物ノ共用部分ハ各所有者ノ共有ニ属スルモノト推定セリ是
固ヨリ当然ノ規定ナリト雖モ未タ必スシモ事実ニ適合スルモノト謂フヘカラス故
ニ此推定ハ他ノ推定ノ如ク反証ヲ以テ是ヲ撃破スルコトヲ得ヘシ」「本条第二項ニ
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所謂「其他ノ負担」トハ主トシテ租税ヲ云ヘリ蓋シ家屋税ハ通常一棟ニ付キ其額
ヲ定ムルカ故ニ本条ノ場合ニ於テハ各所有者ニ於テ之ヲ分担セサルコトヲ得ス」
とする。なお、この点につき末川博士は、一棟の建物を区分して各々その一部を
所有する場合は区分所有権として民法典に認められているが、建物及びその付属
物の共用部分は区分所有者の共有に属するものと推定される。共用部分は、反証
のないかぎり一応共有に属するとみることが普通の場合の実情に適しかつ紛争を
予防するのに足るからであるが、これを分割請求することは性質上許されず、修
繕費その他の負担は各自の所有部分の価格に応じて分担しなければならないと解
説する。末川博「物権法」（日本評論社 1971）288－289 頁参照。 
（３２）丸山「区分所有の所有権性」（日本不動産学会誌第 16 巻第 4 号）66－67 頁参照。 
（３３）千葉大学法経学部鎌野研究室 学生アンケート調査 2000.10 実施（アンケート①） 
（対象：千葉、早稲田、津田塾大学 1、2 年生計 250 名） 
＜質問＞「あなたが､もし分譲マンションに住んでいたとしたら、将来どのように考えます
か（自分が所有者であると想定します）」 
＜回答＞A：適当な時期がきたら建替えたい。B:できるだけ建替えずにある程度費用をかけ
ても修繕して長く今の状態で住み続けていきたい。C:適当な時期がきたら自分の住戸を売
って出て行きたい。適当な価格で売れない場合はみんなで売ってその金銭を分けたい。D:
その他 
 A B Ｃ Ｄ 無回答 合計  
C-u 41 35 65 5 7 153  
T-u 5 3 7 2 1 18  
W-u 21 16 36 2 4 79  
合計 67 54 108 9 12 250  
■分譲マンションに住んでいたとしたら将来どのように考えるか無回答
5%
D　4%
C　42% B　22%
A　27%
A　適当な時期が来たら建替えたい
B　できるだけ建替えずにある程度費用をかけても修繕して住み続けたい
C　適当な時期が来たら自分の住戸を売って出て行きたい。適当な価格で売れない場合はみんなで売ってその金銭を分け
たい
D　その他
無回答
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マンション居住者アンケート実施要項（アンケート②） 
 このアンケート調査は、マンション居住者（区分所有者）の大まかな属性とともに建替
えへのニーズをどのように考えておられるかということを把握するのが狙いであり、建替
え実現に向けての課題点、対策を集約し、検討を進めようと行うものです。 
 
調査対象 
 首都圏全域 区分所有者 
調査方式 
 記名・５者択一方式          
アンケート調査期間：２００１年１月から３月末日まで 
アットランダムに抽出した１００サンプル 
１００管理組合の１００区分所有者及びその配偶者を対象 
東京 神奈川 千葉 埼玉 １都３県（20×５ブロック）  
昭和 40 年代入居、50 年代、60 年代、平成 
   65 年前後 75 年前後 85 年前後 95 年前後（25×４） 
団地型：単棟型＝１：１   公団：公社：民間＝３：２：５ 
質問 10 点５択形式 
■質問項目 
はじめに 
あなたのマンションの将来をどのように考えていますか 
① 適当な時期が来たら建替えたい 
② できるだけ建替えずに修繕して長く今の状態で住みつづけたい 
③ 適当な時期が来たら自分の住戸を売って出て行きたい。適当な価格で売れない場合は、
みんなで売ってその金銭を分けたい 
 
１）マンションの建替えについて考えたことがありますか 
① はい（建替え委員会を設けて具体に検討している） 
② はい（建替えられたらいいねと住民同士で話し合うことがある） 
③ そろそろ考えておかないとと思うことがある 
④ 建替えは考えず計画修繕をどうしていくかが課題である 
⑤ 建替えは全く考えたことがない 
 
２）建替え遂行上どんなものが問題となりますか(複数回答) 
① コンセンサス 
② 仮住居 
③ 資金 
 11 
④ コンサル 
⑤ 法制度 
 
３）建替え実現のためどんな施策が必要と思われますか（複数回答） 
① 自治体・国からの支援（制度緩和） 
② 自治体・国からの支援（アドバイザーの派遣） 
③ 自治体・国からの支援（資金の補助） 
④ 自治体・国からの支援（相談窓口の設置） 
⑤ 何もない 
 
４）建替えは必要ですか 
① 20 年後には 
② 10 年後には 
③ 今すぐにも 
④ 次世代には 
⑤ 全く必要ない 
５）建替えを行う際の資金についてどうお考えですか 
① 当然自己資金を出し合って行うべき 
② 計画的に積み立てていくべき 
③ 等価交換方式を採用しなるべく出資を抑えるべき 
④ 金融機関からの借り入れができるよう考慮すべき 
⑤ 考えたことがない 
 
６）建替え実施に向けどんなことが１番ネックになると思われますか 
① 住民の高齢化 
② 法制度 
③ コンセンサス 
④ 資金 
⑤ 住民同士の協力 
 
７）マンションの老朽化とはどんなとき思いますか 
① 建物の外観（外壁面のヒビ等） 
② 住戸内の設備（特に洗濯機置き場等水回り） 
③ エレベータがない 
④ 修繕積立金の上昇 
⑤ 別に感じない 
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８）マンションの住み心地はいかがですか 
① とてもいい 
② 普通 
③ あまりよくないので早く出て行きたい 
④ ペットとともに住みたい 
⑤ リフォームを自由にしたい 
 
９）マンションの制度について 
① 区分所有法も組合規約もよく承知している 
② 組合規約を遵守するよう心がけている 
③ 区分所有法も組合規約も知らない 
④ もっと自由になればと思う 
⑤ 区分所有法も規約もわかりやすいように改定すべき 
 
10）マンションが老朽化しました。こんな選択ができるとしたらどれを一番に選びますか 
① 土地を持分割合に応じて売却して出て行きたい 
② 何が何でも建替えたい 
③ その直前に売却して出ていく 
④ 建替え・スーパーリフォーム・従前とを分けて対応していく 
⑤ 新たなスーパーリフォームを専有・共用部分で実施する 
＊ スーパーリフォームとは、いわゆる建物の「更新」をイメージしていて、大規模修
繕工事を超えた内・外装の改修です。 
 
11) コミュニティについて伺います。もし建替えられたら、隣近所はどのようになるのが
望ましいですか 
① 今までどおり 
② 同一の敷地内ならかまわない 
③ なるべく気の合う人のところに住みたい 
④ 階層、住棟を考慮する 
⑤ 別にどこでもかまわない 
 
12）その他ご意見があればお聞かせください  
ご氏名                 年齢    男・女 
 
住所 
郵便番号 
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ファックス番号 
マンション名              住戸数 
建築・入居開始年 
分譲主        公団・公社・民間 
 
■回答結果 
はじめに 
① １８％     ② ５７％     ③ ２５％   計 100％ 
※アンケート①と比較し学生（ほぼ区分所有者ではない）は圧倒的に③の売却を支持して
いるが、実質的な所有者は②長く住みつづけられることを望む傾向である。 
マ ン シ ョン 居 住 者 アン ケ ー ト　■ は じめ に ■
② 57%
③ 25% ① 18%
① 　適 当 な 時 期 が 来 た ら建 替 え た い
② 　で き る だ け 建 替 え ず に あ る 程 度 費 用 を か け て も修 繕 して 住 み 続 け た い
③ 　時 期 が 来 た ら 住 戸 を 売 っ て 出 て 行 き た い 。適 当 な 価 格 で 売 れ な い 場 合 は 、み ん な で 売 って そ の 金 銭 を
分 け た い
 
１） 
① ０   ② １４   ③ １９   ④ ４６    ⑤ ２１    計 100％ 
※建替えは住民間の話題に上ることはあってもまだまだ具体化には至らない､目前に迫る
計画修繕に追われているという傾向と見られる。 
■ マ ン シ ョン の 建 替 え を 考 え た こ とが あ り ま す か ■
④ 46%
③ 19%
② 14%
① 0%
⑤ 21%
① 　は い （具 体 的 に 検 討 して い る ）
② 　は い （建 替 え られ た らい い ね と住 民 同 士 で 話 し合 うこ とが あ る ）
③ 　そ ろ そ ろ 考 え て お か な い とと思 う
④ 　建 替 え は 考 え ず 計 画 修 繕 を ど うす る か が 課 題
⑤ 建 替 え は 考 え た こ とが な い  
２） 
① ６０  ② ４４   ③ ７６   ④ １６   ⑤ ５８     計 254 
（複数回答） 
※④コンサルの導入を除いてほぼ横ばいながら、やはり資金の拠出が重く圧し掛かると見
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ているようである。 
■建替え遂行上どんなものが問題になりますか■
⑤2%④8%
③38% ②22%
①30%
①　コンセンサス ②　仮住居
③　資金 ④　コンサル
⑤　法制度
 
３） 
① ３６  ② ３０  ③ ５６  ④ ３０  ⑤ ２  無回答 １   計 155 
（複数回答） 
※①から④まで公共へ対しての支援の要求は平均的である。 
■建替え実現のためどんな施策が必要と思われますか■⑤1%
④19%
③37% ②19%
①24% ①　自治体・国からの支援（制度緩和）
②　自治体・国からの支援（アドバイザー派遣）
③　自治体・国からの支援（資金の補助）
④　自治体・国からの支援（相談窓口の設置）
⑤　何もない
 
４） 
① ２８  ② ４  ③ ０  ④ ６１   ⑤ ７         計 100% 
※建替えについては自分たちが行うというよりは次世代が本格的な時期を迎えると想定し
ているようである。 
■ 建 替 え は 必 要 で す か ■
⑤ 　7%
④ 　61%
③ 　0%
② 　4%
① 　28%
① 　20年 後 に は ② 　10年 後 に は ③ 　今 す ぐ に も
④ 　次 世 代 に は ⑤ 　全 く必 要 な い
 
５） 
① １４   ② ２５   ③ ２７   ④ １６    ⑤ １８   計 100% 
※建替えを行うときの資金については、⑤「全く考えていない」を含め平均的に分散して
いる。 
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■建替えを行う際の資金について■⑤18%
①14%
④16% ②25%
③27%
①　当然自己資金を出し合って行うべき
②　計画的に積立てていくべき
③　等価交換方式を採用しなるべく出資を抑えるべき
④　金融機関からの借り入れができるように考慮すべき
⑤　考えたことがない
 
６） 
① ２３   ② ９   ③ ３６   ④ １６    ⑤ １６   計 100％ 
※建替えについての最大の難関は合意形成、続いて住民の高齢化であると見ている。 
■建替え実施に向けどんなことが一番ネックになると思われますか■⑤　16%
③　36%
①　23%
②　9%
④　16% ①　住民の高齢化 ②　法制度
③　コンセンサス ④　資金
⑤　住民同士の協力
 
７） 
① ２６   ② ２６   ③ １１   ④ ２４    ⑤ １３   計 100％ 
※建物の外観や住戸内の設備、修繕費の徴収額の上昇により、より老朽化が印象付けられ
るとしている。 
■マンションの老朽化とはどんな時と思うか■
①26%
②26%
③11%
④24%
⑤13%
①　建物の外観（外壁面のヒビ等）　適当な時期が来たら建
替えたい
②　住戸内の設備（特に洗濯機置場等水回り）
③　エレベーターがない
④　修繕積立金の上昇
⑤　別に感じない
 
８） 
① ３９  ② ５１     ③ ０     ④ ２      ⑤ ８ 計 100％ 
※入居 30 年以上を経過するマンションも当アンケートの対象であるが、住み心地の点から
するとほぼ満足の域にあると見られる。 
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■ マ ン シ ョン の 住 み 心 地 は ■
③ 0%
④ 2% ⑤ 8%
① 39%
② 51%
① 　と て も い い
② 　普 通
③ 　あ ま り よ くな い の で 早 く出 て 行 き た い
④ 　ペ ッ トと と も に 住 み た い
⑤ 　リ フ ォ ー ム を 自 由 に し た い
 
９） 
① ３５  ② ４０   ③ ７   ④ ０   ⑤ １６ 無回答 ２ 計 100％ 
区分所有法・規約等ほぼ認知されていると見られる（当アンケートの回答者が管理組合役
員､役員経験者が多かった為と推定される）。 
■ マ ン シ ョ ン の 制 度 に つ い て ■⑤ 1 6 %
③ 7 %
④ 0 %
① 3 6 %
② 4 1 %
① 　 区 分 所 有 法 も 組 合 規 約 も よ く 承 知 し て い る
② 　 組 合 規 約 を 遵 守 す る よ う 心 が け て い る
③ 　 区 分 所 有 法 も 組 合 規 約 も 知 ら な い
④ 　 も っ と 自 由 に な れ ば と 思 う
⑤ 　 区 分 所 有 法 も 規 約 も わ か り や す よ う に 改 正 す べ き  
10） 
① １４   ② ４   ③ ９   ④ ４６    ⑤ ２７     計 100％ 
※ほぼ圧倒的に修繕を計画的に行い､継続的な居住を願う形となっている。なお無回答とし
ているのは、承知しつつも④への要求も若干ありか。 
■マンションが老朽化しました。こんな選択ができるとしたら
どれを一番に選びますか■
①14%⑤27%
④46%
②4%
③9%
①　土地を持分割合に応じて売却して出て行きたい
②　何がなんでも建替えたい
③　その直前に出て行く
④　建替え・スーパーリフォーム・従前とを分け て対応してい く
⑤　新たなスーパーリフォームを専有・共用部分で実施する  
11） 
① ３９   ② １１   ③ ９   ④ ２５   ⑤ １６     計 100％ 
※建替えられても現在のコミュニティは、ほぼ継続したいという願いが強く見受けられる。 
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12）主な意見：入居 10 年未満のマンションでは、「まだ将来は考えられない」「余り現実性
を感じない」といった声が複数見当たったが、建替えは必要か４）の問について、入居 30
年目のマンションでは「今から検討すべき」だが２）②仮住居等の問題があり不可能では
ないか。「建替えのための具体的手続がわからない」とするものや、「建替えには国､地方公
共団体による命令が必要で再開発の資格をもつコンサルタントが行うべき」とした指摘が
見られる。入居後 30 年目を越えたとしても差し迫った建替え意識というものは余り感じら
れない。入居 20 年目前後のマンションでは、「現在老朽化しているとは思わないが、EV が
ないのには不安を感じる」10）の問に対して「新しい技術の発展に期待したい」とし、い
わば今後の状況に併せて対処しようとする考え方があるように見える。なお、団地型マン
ションでは、「建替えを考えるにあたって､棟毎に単独で行うのではなく団地全体で取組む
べきである」とした上で、その理由として「関係諸施設が完全に棟毎には独立していない」
と指摘する。 
■回答者の性別は男：女 72：28 年齢別構成は 30 歳代 14 名、40 歳代 35 名、50 歳
代 20 名、60 歳代以上 31 名である。 
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第一章 マンション普及と紛争類型 
 
 
第一節 マンションブームとマスハウジング 
 
第一款 はじめに 
 戦後における区分所有建物（いわゆる分譲マンション）の本格的な普及の過程を見てみ
ると、現在を含めて、これまで実に 6 度のマンションブームと呼ばれる時期を迎えている。
それ以前の集合住宅は、歴史上、長屋型式の住宅の発生が始まりであって、すでに鎌倉期
頃にはスタートしている。近代的集合住宅の登場は、明治期の三井学寮、軍艦島アパート
等であり、本格的なものは関東大震災（1923 年 9 月 1 日）前後に東京市内（現東京都）に
建築された古石場住宅（江東区・23 年 4 月入居、99 戸）（26 年入居、24 戸「東京市営」）
や中之郷アパートメント（墨田区・26 年入居、102 戸）、青山アパートメント（渋谷区・26
年入居、138 戸）をはじめとする「同潤会アパート」１）である。そしてマンションブーム
と呼ばれる時期が訪れたのは、それから四半世紀を経てのことであって、戦後 10 年を経過
した 1955 年（昭和 30 年）、日本住宅公団（現・独立行政法人 都市再生機構）の創設以後
のことであった２）。 
 「第１次マンションブーム」は 1955－60 年（昭和 30 年から 35 年）にかけ供給された
分譲マンションは併せて 27 棟 1248 戸。すでに、この時点で「団地族」３）という流行語が
出始めている。61－63 年（昭和 36 年から 38 年）の３年間が 62 棟 2191 戸に伸び、64 年
は 1 年間で 56 棟 1766 戸に増加しており、65 年（昭和 40 年）の東京オリンピック開催に
よる国際化と欧米的ムードの広がりからのマンションブームといえそうだ。マンション建
設が、土地の有効利用になり、この後、事業としても確立するようになる４）。 
 「第２次マンションブーム」は“いざなぎ景気”を迎える頃、金融機関のマンションロ
ーンの増加傾向やマンションの大衆化、市民化路線（これまではタレント、プロスポーツ
選手など特殊な人達の購入対象）で、70 年（昭和 45 年）には、それまで戸数が年間 1800
戸から 2000 戸程度であったものが、67 年（昭和 42 年）に 1 万戸を超えた。66 年（昭和
41 年）までの数値からすると 10 倍から 20 倍の伸びを示し、2 万数千戸台の供給を示すよ
うになった５）。 
 「第３次マンションブーム」は 71－73 年（昭和 46 年から 48 年）かけてのことであり、
後半は、田中角栄首相の「列島改造ブーム」を受け約 9 万戸、15 万戸の供給体制が続く。
第２次ブームと第３次ブームの間には、住宅金融公庫によるマンションローンの貸出しと
いう効果もあった反面、日照権問題の発生もみられたが、確実に供給が増える傾向を示し
た６）。 
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 「第４次マンションブーム」は 77－80 年（昭和 52 年から 55 年）にかけて、マンション
供給は大量供給、販売面で好調期を迎え、供給戸数は首都圏だけで５万戸を超えている状
況である７）。 
「第５次マンションブーム」は 85 年（昭和 60 年）になると、マンションの販売はさら
に加速度を増し、高倍率のマンションも目につき、超高級マンションも出現した。 
その後、バブル期を迎えるにあたっては、第６次マンションブームとして捉えることが
でき、年間供給ベースは単年度で 20 万戸を超える時期も目立つ。なお､平成期の経済不況
下にあってもこの数値はほぼ持続し現在に至っている。 
 
第二款 地価上昇から見た都市構造の変化及び土地政策 
 戦後の地価高騰ということを踏まえながら概観すると、戦後の地価高騰は、60 年代は工
業用地、70年代は住宅用地、80年代は商業用地を中心に都市圏の地価が急騰するのである。 
ほぼ 10 年ないし 13 年周期に、戦後これまでに３回の急騰期が認められる８）。 
 その背景には、岩戸景気と呼ばれる好景気の中で、55 年（昭和 30 年）、池田勇人内閣に
よる所得倍増計画９）に見られるような製造業を中心とした工業部門の活況で、設備投資部
門が激増したからであり、この段階で、工業用地確保のみにかかわらず、宅地を含めた土
地ブームが起こったと見られる（61、62 年）。では、70 年代となると、大幅な金融緩和政
策によって、資産の過剰流動性を生み、流動性のない土地が、長期的に確実に値上がりす
るもとのして捉えられたと見るべきだろう。さらに、田中角栄内閣による列島改造論 10）の
登場で、宅地を含む開発ブームが沸き起こった（71、72 年）。80 年代は、中曾根康弘内閣
による「民活路線」と「アーバンルネッサンス」11）に見られるように、国内需要の拡大を
見込んだ都市開発に関する諸規制の緩和が見られた。産業の第３次化による高度情報化、
国際化に対し、企業が東京都心部で中枢管理機能の一極集中化を強めてきたことで、業務・
商業地域から地価が急騰する形を見せている（80 年）。 
わが国の土地政策の観点からすると、常に土地は、もしくは床は大量供給するという対
応によって、これらの急騰が発生すると位置付けられている 12）。さらに、86 年には、商業
地主導の地価上昇時期（バブル地価）があり、オフィスビルの不足感が、マンション供給
も含めて、商業地なみの価格帯に巻き込んだことは記憶に新しいところである。 
 持家入手の壁として、①1950 年代は、戦前借家の持家化が続いた。一部富裕層の持家建
設があったとし、②1960 年代は、小住宅建設が東京から、神奈川、埼玉、千葉へとスプロ
ール化して行き、③1970 年代は、1968 年の都市計画法改定（市街化調整区域の設定）を受
けて、一応スプロール化 13）の歯止めとなったが、地価上昇は、個別の土地入手の上での住
宅建設を困難にし、建売住宅などの集団建設にメリットを与えるようになった。最初は土
地分譲が進み、後では建売住宅団地が大量に流通していったとする。④1980 年代は、地価
上昇に伴い、建売住宅自体をも高額化し、このことでさらに高密度化が進み、集合化した
マンションを増加させたとする。東京では、これ以前からもマンション建設はあったが、
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郊外も含めて、建売住宅団地からマンションへの交替が加速された。⑤1990 年代は、バブ
ル地価の影響で、マンションにオフィスビル代替の価格をつけたことで、一時はマンショ
ンでさえ庶民の手から離れる結果となった。しかしバブル崩壊にともなう経済不況により、
低金利の続行、地価下落の継続、建設コストの低下、オプションの中止、といった低価格
化要因により、マンションブームが継続しているとしている 14）のである。 
 戦後の東京への一極集中は、都心部を中心に都市全体を拡大させてきた。中・高層分譲
共同住宅、いわゆる分譲マンション、分譲の団地型マンションも昭和 40 年代頃から郊外に
本格的に進出していく。その建物寿命は、賃貸住宅の家賃算出の根底にある 70 年の償却期
間をさすのだろうが、公団等による賃貸団地の建設に要した費用（修繕費、管理事務費、
地代など併せた形の費用）の償却期間を示していると思われる。実質的には、建物が、「70
年」持つのか「50 年」持つのかという命題は、常に建物が現在進行形であるだけに判断が
つかない。ただ、計画修繕という行為を全く持たない同潤会アパートも、入居後 50 年目を
超えたころから、突然の雨漏り、外壁面の落下などが見られるとしている。都市再生機構
による昭和 30 年代入居団地である賃貸住宅の建替えは、当初設定の 70 年の家賃償還期間
を待たずに 86 年（昭和 61 年）から着手し始めた。 
 
第三款 区分所有制度とマンショントラブルの類型 
わが国にマンションと呼ばれる分譲中高層集合住宅が本格的に登場しはじめて約半世紀
余りが経過し、現在では全国ベースで約 500 万戸に迫り､1000 万人以上が居住していると
いわれるほどまでに普及し､都市型の居住形態としてすっかり定着している。では、こうい
ったマンションと呼ばれる居住形態におけるトラブルとは一体どのようなものであるのだ
ろうか。供給開始時点から 4 期に分けてトラブルの類型 15）を考察する。 
供給開始当初を 60 年（昭和 35 年）前後と想定して、そこから約 10 年間を初期段階とす
ると、わが国のマンション本格供給の背景は、岩戸景気､所得倍増といった経済大国化の流
れの中、加速度的に進展した産業構造の転換を受け、都市圏への人口は増加の一途をたど
るという状況にあって登場してくる。都市の住宅は、これまでの伝統的な低層住宅群が変
貌し、突然、巨大な建物としてのマンションが、その中に登場し増えつづける。マンショ
ンの建設が進む過程において、通風や日照といった周辺の住民と大きな建物の間の紛争が
生じた（第一期）。 
続いて､昭和 40 年代半ばから 50 年代には、一般に都市圏が膨張（スプロール化）する傾
向を示す中、住宅部門はマス（大量）供給の時代に入る 16）。すると、ここではマンション
建設時の問題というよりは、とても短期間の間に住宅の大量供給を実現していくことから、
欠陥住宅の大量発生という問題がクローズアップしてきた。ここまでの大きな特徴は、本
稿のテーマと非常に結びつきの強い区分所有法とは､さほど結びついた判例というものが
ほとんど見当たらない（第二期）。 
さて、第三の段階は､時代的には昭和 50 年代後半からの約 20 年間と想定すると､概略的
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には管理をめぐる紛争というのが焦点となって現象化する。具体的には、①駐車場や管理
人室は共用部分であるか専有部分かといった問題や、パイピング 17）の帰属（最判平 12.3.21）、
②駐車場や庭の専用使用権は有効か（最判平 10.10.22）、③専有部分の利用規制の方法や程
度、④集会あるいは管理組合の運営をめぐっての争い（最判平 2.11.26）、⑤集会の招集手
続の瑕疵､決議の瑕疵（東京高判平７.12.18）、⑥区分所有者の不当行為（東京高判平 7.2.28）、
⑦管理者の解任（東京地判平 2.10.26 判時 1393 号 102 頁）、⑧義務違反者への措置（最判
昭 62.7.17）、⑨駐車場利用料金や修繕積立金等の共同の資金の性格（東京高判平 4.8.31）、
⑩管理をめぐって生じる不法行為の評価（東京高判平 7.6.14）といったものが挙げられる
18）。 
さらに、第四の段階というのは、建替え､復旧をめぐるトラブルと想定され、83 年区分所
有法は、建替え、復旧についての紛争を踏まえ､世界に先駆けて両者の規定を設けていたも
のの、95 年に発生した阪神・淡路大震災は、その射程を大きく超えるものとなった。建替
え事例と復旧がその大きな焦点であったといえる 19）。 
 
第四款 小括 
 マンションブームと呼ばれた時期を通して、地価上昇の波が押しては引き、その都度新
たな政策が展開されてきた。マンション普及の過程を顧みることで、マンションと呼ばれ
る住まいは都市型の居住形態として確実に定着しその供給の要請に対応する一方、忘れて
ならないのは郊外化、スプロール化現象の一担い手としての展開も見せて来るわけである。
そして、この住まいは、時系列と共に様々なトラブルを抱え、その対処に翻弄されながら
今日を迎えている。マンション問題は、その時々に表情を変えて重層的な紛争の様相を含
むものとして登場し、また時を経て違った様相を提供する 20）。ここでは、その普及過程と
全体的なトラブルの類型を行った。 
 
第二節 モータリゼーションと駐車場増設問題 
 
第一款 はじめに  
 昭和 30 年代、40 年代供給の団地型マンションの多くは、敷地内駐車場が、入居当初から
備わっていたわけではなく、モータリゼーションに伴って、徐々に増設してきたというプ
ロセスがある。昭和 50 年代に入って現象化するこれらの問題は、当然に市街地に位置する
マンション、単棟型マンションでも課題化 21）するが、団地型の場合、設置台数の多さ、建
設コストの膨大さといった側面があり、団地型特有の問題としてクローズアップされる。
この問題はまず、そこに住む住民を二分する形で露呈してきた。駐車場を造ることでより
一層便利さを向上させたいとするグループと、従来どおり植栽、芝生といった緑地を減ら
すことなく保ちたいとするグループの相対立する２つの存在である 22）。 
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 このことに拍車をかけるきっかけとなったのが、80 年代後半のいわゆるバブル経済の登
場を頂点とする数次に渡るマンションブームであった。これは、敷地内駐車場の確保に向
け前述のようなグループ分けがあった中で、その解決方法は、団地型マンションの近隣地
区に管理組合等が土地を駐車場として借上げ利用・運営を行っていたものを、地価の高騰・
土地の有効利用を理由に、地主側が土地の返還を要求してきたことを発端とし、同様な状
況が各地域でも多発化してきたことによる。 
 こうなると置き場に困った車の所有者は、駐車場があろうがなかろうが敷地内に車を持
ち込もうとし、敷地内の道路は安全確保の意味でとても危険な状態に陥ることになる。そ
もそも、区分所有者を二分する形で存在していた増設問題に外圧がかかってくるわけであ
る。その結果、「駐車場の大増設論」と「安全確保論」「住環境擁護論」が登場し、集合団
地の本格供給後初の建物以外の大きなハードルが登場してきたというのが経緯である。こ
ういった状況に際して、区分所有者の団体による住民総会での結論の多くは、駐車場の不
足に対する対処として増設に向けた議案を区分所有者に諮り賛否を求めると、ほとんど反
対の声は起こらず、ほぼ承認の意思表示として示される（総論賛成）。この決議を受けて、
いよいよ増設計画案がまとまり棟別の説明会が開催されると待ち構えたような反対の声に
翻弄される。自分の住戸の近くに駐車場は要らないというのがそれである（各論反対）23）。 
 
第二款 敷地内駐車場増設と緑地問題をめぐる裁判例 
モータリゼーションに伴って、駐車場増設承認派の考え方は、マンションに駐車場が備
わっていることが当然のことであって、駐車場の有無が住戸の価格に大きく関わってくる
という主張を展開する一方、環境擁護派は車を住棟間に持ち込めば、年少者・高齢者の安
全性を損ねるばかりか、緑多い住環境､生活環境を台無しにしてしまうと主張した。昭和 30･
40･50 年代入居の団地型マンションでは、こういった平行線の議論を数多く展開してきた経
験がある。次に郊外にある団地型マンションにおける典型的な駐車場増設工事禁止仮処分
申請事件をめぐる判例を取り上げる。 
 
1.事案の概要 
 X 団地は、71（昭和 46）年入居・696 戸・中層５階建て 39 住棟・建蔽率 20～30％・容
積率 60～70％・敷地内に全住戸の 11.6％にあたる 81 台分の駐車場を確保していたものの、
充足には程遠く、車の保有者の多くは同団地近隣地区における民間の駐車場の一括借り上
げによって、不足分を補ってきた。ところが 2 箇所 172 台分の民間駐車場のうち 1 箇所 107
台分の地主が駐車場としての契約を打ち切りたいと通告してきたのが 88 年であった。これ
を受けて管理組合は、団地内のコミュニティ広場を仮の駐車場として暫定利用し、さらに
芝生地を削って実質 87 台分を増設する計画を臨時の住民総会で提案した。この承認率は
82.6％であり、「共用部分の変更」を定める管理規約を充分クリアするものである。ところ
が、同年 7 月、芝生地を利用し駐車場を建設するとしたところに隣接する住棟の一居住者 A
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は、環境の悪化と車の騒音を理由に、増設工事差し止めの仮処分命令を求め横浜地裁に提
訴したのである 24）。 
2.争点 
 増設工事を差止めたいとする居住者 A の主張は、芝生地に駐車場ができることで｢平穏に
生活する権利が侵害され、環境の悪化と騒音に悩まされるというもので、共用部分の変更
が専有部分の使用に特別の影響を及ぼすときに該当（法 17 条 2 項）すると主張。全体で
82.6%の承認があっても、法 17 条 2 項に従い個別の承諾が必要だとして、工事の差止めを
求めた。これに対し、増設工事を早々に進めたい管理組合側は、団地環境整備を踏まえた
増設計画であり、差止めを主張する居住者が住む住棟へは、出入り・採光・通風にも影響
を及ぼさないよう十分配慮しているとし、個別の承諾を得る必要はないと反論した。 
3.判旨 
 88（昭和 63）年 11 月横浜地裁は、A の申請を却下。特別の影響については、採光・通
風に影響を及ぼすものとは認められないとし、団地環境整備を踏まえた駐車場の増設であ
り、景観の向上に資するとともに歩道・車道・駐車場を低木で区別し安全面にも十分に考
慮している。工事差止めを求めた区分所有者 A の受忍限度を超えるような環境の悪化や騒
音が生じるとは認め難いとし、特別の影響を及ぼすとは認められないと判断した。工事差
止めを求めた居住者 A は原判決の取消しと工事禁止の仮処分命令の決定を求め東京高裁に
抗告した。 
 89（平成元）年 3 月東京高裁は、抗告を棄却。その理由として、特別の影響を及ぼすと
きとは、変更による不利益が、ある専有部分に局所的に生じる場合であり、一般的な影響
を意味するものではない。住棟の採光・通風には直接影響がなく、その程度は受忍限度を
超えるとは認め難いと判断する。差止めを求めた居住者 A は、横浜地裁に行った仮処分申
請と同様の本訴（88 年 8 月）を同年 4 月にすべて取り下げ、本件が終了したというもので
ある。 
4.検討  
公共の福祉のため住民が何らかの損害を受けることは止むを得ないことであろうか。高
度経済成長期にあって企業は、公共の福祉を前提に、国際力強化を同義語とし、あらゆる
開発を推し進めてきた。このことは単に経済活動という視点にとどまらず、モータリゼー
ションということから団地型マンションと呼ばれる住居形態にも波及してきたのではない
かと見られる。企業の財産権の行使の正当性を否認するものではないが他方においてその
行使によって住民の蒙る被害を十分考慮し、比較衡量して判断することにより新受忍限度
論が台頭してきた。今後の方向性としては、住民の生活・健康・生命を保証する観点から
責任の所在を明らかとしたもっと厳しい対応が必要になってくると思われる 25）とする見方
もあるが、このことは、事例として取り上げた X 団地といかにも類似しているように思わ
れる。管理組合は、大多数の中心的選択を求めるのではなく少数意見を踏まえた重心的選
択を一層求められてくるのではないかと推察される 26）。 
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第三款 小括 
 この判決を受け、同じような境遇の団地型マンションは増設に向け大きく前進する傾向
を見せる。同様な紛争への発展ケースとしては、90 年に東京地裁八王子支部（和解）で、
横浜市で 1 件あり、地裁への仮処分申請までは至ったものの、判決前に申請を取り下げて
いる。 
 団地型マンションにおける駐車場増設の成果は、X 団地が行ったような「総合団地環境整
備」という新しい視点を導入していくことで、団地全体の環境面でのリストラクチャリン
グとしてクローズアップされてきた。団地というとフラットな土地に同じような形の住棟
が居並ぶ形態を想像するが、X 団地では敷地を立体的に活用し、車のライトをさえぎるよう
な工夫が見られ、それでも気になるケースがあるならば、駐車場の後方部に築山（高さ１
ｍ程度）を設け頂上部分に横一列に低木を整え、のり面に芝生を配し芝生地の減少を極力
抑えるなど考案されてきた。しかも、こういった増設を機に、敷地内アプローチ道路を拡
幅することで防災上の安全確保を大きく向上させる効果を示している。 
 X 団地は、東京高判以降これまでに、敷地内駐車場の増設を踏まえた総合団地環境整備事
業を資金バランスに応じて数次に渡って展開してきた。１住戸１台分の駐車場確保という
点では、すでに充足数に達しているし、緑地（芝生）部分の立体的なデザインは、住環境
の高水準を保っていると見られる。 
団地管理組合の予算形成は、その歳入部分を一般管理費、修繕積立金、施設使用料等で
構成する。各区分所有者は、毎月決まった日時に徴収を受けることになる。この価格は、
各団地型マンションにより様々であるけれども、例えば、住戸数 500 戸、各住戸の専有床
面積 60 ㎡、駐車場設置率 60％：300 台分とし、管理費 10,000 円／月、１㎡当たり 200 円
／月の修繕積立金とし、敷地内に増設した駐車場料金は、近隣の民間駐車場料金１万 5000
円から若干（20％ほど）下回る程度の価格で利用できると仮定すると、敷地内駐車場会計
は年間の修繕積立金に 60％分を上乗せしたことになる（マンション標準管理規約団地型第
31 条に準拠）。その大半を修繕積立金会計に振り替えることが可能で、駐車場料金が団地管
理組合の歳入部門の一翼となることが窺えよう。このことは、一人の区分所有者が、駐車
場１台分の共有地を使用することによって受益者負担の原則を前提に、定期的修繕の予算
を構成する要素となる資金ストックの一部分を負担するシステムが出来上がるのである。
一部の受益者負担が車を利用しない人､全体への還元を行うという仕組みが構築される。こ
のシステムの構築が、90 年代後半までに団地型マンションに浸透し普及することで、敷地
内駐車場増設が組合の長年の懸案事項から姿を消す一要因となったとみられる。 
また、90 年代後半までに増設問題が一応落ち着いてくる状況のなかで、もう一点挙げる
とするならば、増設推進派が、モータリゼーションを自ら堪能するグループであったのに
対し、環境維持派は、ドライバーとはならない高齢者が多くを占めていたことからすると、
駐車場増設の可否を長年の懸案事項としている間に、世代交代が進み環境を維持したいと
する人たちは徐々に少数派になる傾向を示しつつ、変化を受け入れざるを得なくなったと
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見ることもできる。 
ところで、時代のパラドックスというべきものであろうか。90 年前後の供給住宅団地は、
機械式立体駐車場（１層２段・２層３段）等を導入し、すでに区分所有世帯全戸の駐車場
を確保している。料金は近隣の民間駐車場と比較し大幅に低めに設定しており利用者の増
大を図るのだが、一世帯２台としても 80％前後の可動率にとどまり常時未利用のスペース
が発生している状態に陥るところが多い。機械式立体駐車場はメンテナンス費用のシミュ
レーションを踏まえると、利用料金の値上げを要請されるが、需給バランス上、コンセン
サスを得られるまでには至らないのである。このケースでの敷地内駐車場は、組合の歳出
に大きなウェートを占める重点課題として登場してくる 27）。 
駐車場増設問題は、限定された分譲時期にある団地型マンションにとって、歳入部分の
大きな一翼を担うという点は既に触れた通りであるが、本稿のテーマと駐車場増設問題の
接点は、建替え成功実例（後述）と、検討事例（後述）の差異として現象化することにな
る。法 62 条第２項は、建替え決議において第一号、再建建物の設計図、第二号、建物の取
壊し及び再建建物の建築に要する費用の概算額等の事項を定めなければならないとするが、
成功事例における区分所有者の団体には、この形跡がほとんど見当たらず、検討事例の大
半の団地型マンションは、概ね大規模修繕工事の実施、駐車場の増設等の経験を踏まえ、
計画修繕､あるいは環境整備といった課題点の対処として、管理組合の構成を強めていき、
その延長線上で建替え問題を取り上げていく傾向を示しつつ、自らが先の事項を把握して
いくのである。建替え成功事例の多くは､区分所有者自体が建物の維持・管理の側面につい
ては、その意識が希薄で､管理組合の所在すらはっきりしないケースが多い。それでも建替
えを実現しているのに対し、検討事例における管理組合は、この部分に相当の資金を投下
する傾向を示す。このコストの内訳が、過去における増設駐車場からの収入によるものと
分析される 28）。 
 
第三節 団地型マンションの再生としての増築問題 
 
第一款 はじめに 
 団地型マンションの原型というべき都市部に点在した、かつての同潤会アパートや、市
街地にあるオフィスビルでは不自然な増改築が行われたと思われるケースに出会うことが
ままある。例えば、前者はわずかな空きスペースに張り出した居室が上下階で異なり異様
な印象を与えたり、また後者は､最上階部分の壁色がわずかながら既存部分と違いを見せて
いるなどである。当然のことながらオフィス街に関しては都市計画法や建築基準法に合わ
せて増改築が進められてきたといえようが、同潤会アパートでのそれが、制度面をクリア
して行われてきた増改築であったのかというと、当時の状況に詳しい当事者が少なく､なか
なか明らかにはならない29）。一方、公団の賃貸・分譲住宅でも、概ね昭和40年代までに供
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給されたストックで居室空間の増大を図ろうと居住者が不法に増築してしまうケースが見
られトラブル化することがあった。例えば１階バルコニー部分に居室やサンルームを造る
30）とか１階軒下部分を利用し半地下式の居室を造るといった行為は過去にも見当たる事例
ではある。 
 ここで述べる増築制度とは、83年に大阪府堺市の公団の分譲住宅である下野池（しもつ
いけ）第２団地（70年入居、410戸）での実例を起源とするもので、同住宅では､「住み続
けられる住宅の確保」を目標に住民が中心となって81年頃から住棟の増築問題の検討を開
始し、民間企業とタイアップし83年に１棟の共同増築に成功し86年までに全16棟中５棟の
共同増築を行った。増築プランの簡単な概要は、全棟：階段室型中層５階建（１棟10戸な
いし40戸で構成、北側階段室､南側ベランダ）；全戸３DKタイプ；専有床面積48.85㎡、増築
によって南面２居室、旧ベランダ部分をユーティリティとし洗濯室､書斎､物置等に活用
24.92㎡を増床し計73.77㎡の５DKタイプにするというものである。 
 この実現の際の法的側面は、いわゆるマンション管理規約における建築協定のなかで、
増築禁止の項目を住民総会を通し法31条第1項の基準を充たす承認決議を得て改正し、一住
棟の全組合員が増築を希望すれば増築できると改めることが必要である31）。なお、法31条
は規約の設定、変更及び廃止についての規定で、組合員､及び議決権の各四分の三以上の多
数による承認決議を持って実施できるとしている。同住宅管理組合は、80年から82年にか
け定期､臨時の住民総会を開催し順次管理規約の見直しを区分所有者に説明し、住民の増築
に対する理解､コンセンサスを得るために相当の時間をかけて徐々に進行している形跡が
窺える。 
 
第二款 増築制度の創設 
 下野池第２団地による増築の実現を受けて、首都圏の各分譲団地でも話題となり84年に
は視察団を派遣。この中には、公団の87年度スタートした増築事業制度創設に関わった高
洲２丁目団地（千葉市・73年入居、1430戸）のほか、左近山市沢団地（横浜市・69年入居、
820戸）等が加わったと見られる32）。まずは増築事業制度について簡単に触れておくと、公
団は当時約21万戸の分譲団地を供給。その中から増築を希望する声が多数寄せられていた
としており､こういった要望にこたえる形で発足させた。入居後10年以上を経過した公団分
譲を対象に､増築住宅を公団が建設し譲渡するというもので工事にかかる譲渡代金は､すべ
て公団資金を活用し割賦で支払えるシステムとした。特色としては、既存の居住者は住ん
だまま増築できるという点であり、即金以外は既存住宅､付属施設､敷地に対し公団が抵当
権の第一順位になるよう設定するというもので、管理規約の変更､基本設計､費用概算、自
治体等との協議、基本計画はすべて住民側（管理組合が担当）が行い、実施設計後に各住
戸と公団との間で譲渡契約を締結、建設工事に着手するという手順である。増築スペース
におけるバリエーションは若干増えたものの､工法､形態はほぼ下野池と同様である33）。 
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第三款 増築のメリットと困難性 
 団地型マンションと呼ばれる住宅の中で増築の実績が最も多い高洲２丁目団地では、増
築実施の背景として「住宅所有者が激しく変わる､賃貸化が進むことは居住環境の維持・保
全が難しくなる」こととし、定住化の促進､管理組合業務の円滑化を図るため居室の増築を
検討したとしている34）。増築の実現は88年で、この年から８次に渡る建設がスタートした。
筆者が行った99年のヒアリング調査では、今後の増築計画について「計画はないが、非増
築棟と増築棟の間で住民の移動が見られ、ほぼ住戸の需給バランスが均衡しているのでは
ないか」という回答が得られた。同住宅では92年までに全47住棟のうちの３割強にあたる
17棟470戸で増築を行っており、他の住宅を購入するよりは､同じ敷地内の約50㎡から80㎡
に移動するというケースが多いことを知ることができた。定住化の促進という目標を達成
しているとみられる。 
 さて、こういった増築制度の導入にあたっての困難性については、区分所有法に関連す
るところとして、共有持分や土地の権利等に関する問題点が指摘されている。解決策とし
て注目されるのは、増築者は非増築者の従前の持分権を侵すことなく､増築による居住性の
向上並びに資産価値増大の便益のみを享受することとし管理規約を改正、増築の如何に関
わらず共有持分は変わらないとし、増築住宅の敷地の使用については､住民総会の決議事項
で取り決めることにした点である35）。建築基準法関連では、団地型マンションは､建築基準
法86条による総合的設計による一団地の建築物の取扱いを受けているものが多い｡増築に
あたっては､その変更が必要で同法上最大の難関となるという指摘がある36）。この場合、高
洲２丁目団地では、日影制限、日照時間基準をどう自治体が判断するかといった点が浮上
したようだが、千葉市による好意的な判断が見られた37）。続いて都市計画法との関連につ
いて見てみると、増築しようとする団地型マンションが「一団地の住宅施設」として都市
計画決定されていると、増築が都市計画の変更とみなされた場合、変更手続に大変な時間
を費やしてしまう38）としている。 
 
第四款 高洲２丁目団地と左近山市沢団地の比較 
 両団地とも増築に向けての計画のスタート時点はほぼ同時期であることは先に触れた通
りである。ところがその実現までの時間差は著しく､どの辺からこういった差が生じてくる
のか疑問である。筆者が90年に行った左近山市沢団地の現地調査によると、規約を変更し
増築に対処したのは84年で、実現できたのが90年。増築事業制度が88年に創設されたにも
かかわらず、高洲２丁目団地に遅れること実に２年の開きである。実現のポイントは、「全
20戸の半数以上が入居当初からの居住者であったこと」とし､さらには「当該住棟が丘陵地
に位置するものであったため両サイドにあたる近隣住棟からの了解が軽減された」点を上
げた39）。 
 高洲２丁目団地は千葉市、左近山市沢団地は横浜市にあるのだが､両団地の立地上の差異
に簡単に触れておくと、前者は海浜地区である美浜区のほぼ中央に位置し、50年代からス
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タートした東京湾岸部分の埋立事業による平坦地の一角に位置する。一方後者は横浜市西
部の旭区に在って、近隣は丘陵地を開発した住宅地であり、丘陵と丘陵のおりなす地形全
体が起伏に富んだ位置にある。両市による宅地開発要綱に準じた反応は、初めて登場した
行政区域の集合団地の共同増築計画とあって大きく違った指導をそれぞれの団地に示すに
至った。前者は当該増築棟の南側前面にあたる住棟の承認を取り付けることで増築を許可
し、後者はそれに両サイドの住棟を加えた。こうなると、許可申請が認められる割合は同
じでも絶対数が大きく相違してくるのである。この点が前・後者に決定的な時間的格差を
生じさせ、後者においては増築を望む住棟のコンセンサス過程を困難にさせ、わずか１住
棟の実現にとどめた要因と解される。 
 
第五款 共同増築制度の限界 
 増築を行うための制度的困難性については先に述べたが、増築を行う住民側の困難には
どのようなものが挙げられるだろうか。ソフト面からすると、割賦制度を活用した場合の
抵当権設定による登記等の変更手続と、それに伴う個人情報の露呈という指摘もある40）が、
まず第一点目としての限界は、居住者の入替えが円滑に進まないことがあげられる。規約
の改正は行い得ても、どうしても増築希望者の多い住棟から実現しようとすれば非参加者
への説得に時間がかかり時期を逸する可能性がある。最近の各団地型マンションの建替え
検討過程を追ってみると、以前建替え推進の最大の目標値は狭小からの脱出であった。と
ころがそれはここに来て、設備水準等の向上を求める傾向に変化しつつある。増築は家族
の成長にあわせた居室空間への要求と見られ、機会を同一にした居住者が多数を占めなく
てはならない。第二点目は、立地条件によっては住棟により居室増築が不可能なケースが
あるということであり、公平の原則に反するということである。例えば、ある団地が起伏
に富んだ丘陵地に立地し南面の敷地に余裕がない場合や住棟そのものの形状が星型である
場合は既存の増築プランを適用できず公平を欠くというものである。さらに第三点目は、
既存の住棟が建築後20年から30年を経過する中で、増築棟のみが新築ではメンテナンスの
面でアンバランスが生じ管理しにくい。水回り等の住宅の機能面は、すべて既存棟に集中
し将来的なメンテナンスが継続的に行われなければならないのに、増築棟はそうはならな
いといったものである。最後は、居室のみの増築ではあまりにバリエーションに欠けてし
まうといった指摘であり、ストック改善事業として注目された増築事業制度ではあるが、
立地等による建築の可・不可の克服、建築費用の値上がりを理由に首都圏でも30棟1000戸
に満たない実績を残し、創設からほぼ５年で導入実績を失った。 
 
第六款 新たな増築への提言 
 増築制度の活用は全く違った方向から進展する可能性を秘めている。というのは、2000
年５月建設省（現・国土交通省）は中層住宅への階段室型エレベータの導入案を提案した。
居住者の高齢化対策とストックの改善を目標に、負担感を大幅に軽減した階段室型ＥＶを
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開発したのである。しかし、この提案は二点の難題を抱えているといえよう。費用負担の
問題は触れないまでも、まず一つ目は、１階段室10戸と想定して75%以上の承認が可能かと
いう点41）であり、二点目は、階段室踊場への停止が根本的解決に結びつかない点である。
最寄階までの中間で停止するため階段が必然的に残ってしまうというものであった｡では、
増築を行いながら増築棟へ設置していくことにしてはどうだろうか。フラットなＥＶの設
置は可能となろう。さらには増築部分に水回り機能を可変型であれ設置するものとするな
らば､既存棟の長寿命化と増築棟の均衡の取れた利用を促す可能性はある。建築後20年ない
し30年以上を経過する団地型マンションを再生していく過程にあっては、広範な敷地の中
に増築を行っていくゾーンを設けることで､住民間の移動を促進できるように思われる。 
 
第七款 小括 
 まず、増築制度は団地全体を統括する規約の改正で、全区分所有者、議決権の四分の三
以上の承認を求め、１棟全員の合意を必要とし実現するわけである。建替えは、敷地利用
権を共有する区分所有者の集会において四分の三以上の承認を得ること、受忍限度上の承
認を得て実現できる想定である。その際１棟の合意は、区分所有法62条の建替え決議に照
らし組合員、議決権とも五分の四以上の承認によって可能だとすると、コンセンサス面の
緩和は増築よりはるかに緩い。むしろ前述における千葉市と横浜市の増築への許可のよう
に公法的法制度が重くなるように思われる。 
増築を実施する場合の管理組合が行うべき手続的な合意のプロセスについては前述の通
りである。筆者は増改築禁止の管理規約条項の改正を取上げ、区分所有法31条との関連か
ら説明したに留まるが、区分所有法におけるところの増築との関係はこれだけだろうか。
丸山教授42）は、これに加え増築者の専有面積が増加するのは当然だが、敷地の利用量も増
加するので非増築者との間の関係をどう処理するかが問題になることを指摘する。さらに
は共有空間の在り方の決定と建物の共用部分の改変があることを早々に予測していた形跡
が窺える。 
 まず、敷地の利用量の増加という点については、区分所有法第14条「共用部分の持分割
合」、21条「共用部分に関する規定の準用」によって、専有部分の大きさの変化が即持分に
影響するとした持分変更説と、持分の大きさはそのままにして利用量が増加したと考え利
用に見合う対価を支払うことで解決する対価変更説があるとするのである。増築を行った
団地の例からすると管理費等の値上げで対処しており、後者の対価変更説に近い形を採用
していると見られる。では、共有地表上空の共有空間のあり方の決定とそれに接続する建
物の共用部分（南側ベランダ部分の一部撤去等）の改変の許容はどうか。10年程前までの
増築制度をめぐる住民総会での現地調査からすると、①持分割合に変更を及ぼさない、管
理費等の負担割合の変更、②建築協定の変更、③居室増築制度の創設、④居室増築制度を
設けるにあたっての組合員の合意という形で賛否を問い、①②が特別決議、③④が普通決
議であり、議案として可否を住民に諮るケースは見当たらなかった。 
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 ただ、従来型の増築であれば構わないと思うが、今後に向けたいわゆる団地再生型の更
新事業にあっては、持分権の変更を前提とした対応が必要であり、いわゆる団地経営とい
う立場を構築するとすれば、建替え、増築、既存のゾーンを設けていくにあたっては、持
分権の再分配を行う必要があろうと考えられるのである。当然のことながら各ゾーンによ
っては、維持・管理コストが大きく変動してこよう。再生に向けた更新がスタートした段
階で一定時期を定め持分権の変更を行う必要が生じてくるのではないだろうか。 
 なお、最近取り上げられている団地再生（論）43）は、そのほとんどが欧米を中心とした
増築及び減築といった手法を取り入れての建築学的分野からのアプローチである。借家法、
借地借家法による賃貸借契約における団地は、各種のニーズを満足させるため建替えに限
ることなく、先の再生手法を取り入れることは充分可能と思われるが、所有権に基づく団
地型マンションの場合、その費用負担、諸権利の調整が困難で、にわかに再生論へ傾斜す
るわけにはいかない。現行制度においては建替えよりもむしろハードルの高い合意形成で
あるように見受けられる。 
  
 
（１） 財団法人 同潤会は、関東大震災の復興事業の一環で1924年設立、41年解散。時代
の要請に併せ本格木造住宅、アパートメント、職工向け住宅など供給。ここでの対
象となる集合住宅（アパートメント）は東京地区13箇所、横浜2箇所計15箇所2508
戸に及ぶ。佐藤滋「集合住宅団地の変遷」（鹿島出版会1989）19－35頁参照、高層
住宅史研究会編「マンション60年史」（住宅新報社1989）23－32頁参照。 
（２）前掲書（住宅新報社1989）93－115頁参照。 
（３）〔江上渉〕「団地近隣関係のコミュニティ」倉沢進編「大都市の共同生活」（日本評論
社1991）61-101頁参照。 
（４）高層住宅史研究会編「マンション60年史」（住宅新報社1989）135頁参照、〔米倉喜
一郎〕「マンション建設の現況と将来」遠藤浩編「マンション」（青林書院1985）3
頁参照。 
（５） 高層住宅史研究会編「前掲書」180－231頁、〔米倉〕「前掲書」３－４頁参照。 
（６） 高層住宅史研究会編「前掲書」232－320頁、〔米倉〕「前掲書」４－８頁参照。 
（７） 高層住宅史研究会編「前掲書」341－359頁、〔米倉〕「前掲書」８頁参照。 
（８） 〔中林一樹〕「東京の地価と都市構造の変化」石田頼房編「大都市の土地問題と政策」
（日本評論社1990）46－79頁参照。 
（９） 今後10年間に国民所得を倍増するという長期経済計画ではあったが、産業発展政策
のみ推し進めれば、社会的歪みがもたらされ、住宅政策も破綻するといった見方も
ある。本間義人「現代都市住宅政策」（三省堂1983）544頁参照。 
（１０）規制緩和による好景気であるが、住宅の建設コスト等の高騰した時期で住宅価格
と所得の格差が益々乖離した時期でもある。本間義人「現代都市住宅政策」（三省
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堂1983）445頁参照、高層住宅史研究会編「マンション60年史」（住宅新報社1989）
241－242頁参照。 
（１１）不況打開のための需要喚起策で、都市開発という多品目複合産業の活性化と位置
づける見方もある。五十嵐敬喜「都市法」（ぎょうせい1991）121頁参照。 
（１２）三宅醇「都市住宅と住宅需給構造」（放送大学教育振興会1997）88頁参照。 
（１３）既成市街地の無秩序な開発が進み生活関連施設整備の立ち遅れが目立つと同時に
行政区域を超えて通勤圏が形成される。本間「現代都市住宅政策」（三省堂1983）
508頁参照。 
（１４）鈴木禄弥教授は、わが国の区分所有法の基であるドイツにおける住居所有権制度
の法制化にあたって、同制度が各居住者に所有権を与えることは彼らに小ブルジ
ョア的意識を注ぎ込む機能が与えられていることに注目すべきとの指摘を行って
いるが、わが国におけるマンションの普及状況を勘案すると、こういった政策意
図は蓋し存在していたものと思われ、数次に渡るマンションブームの要因のひと
つと考える。〔鈴木禄弥〕「ドイツ法」有泉亨編「借地借家法の研究」（東京大学出
版会1958）94頁参照。 
（１５）丸山英氣「都市の法律学」（悠々社2000）13－15頁参照。 
（１６）〔松村秀一〕「マスハウジング期に建設された集合住宅の再生手法に関する国際比
較研究」日本マンション学会「第六回研究報告集」（1997.4 ）254頁参照。 
（１７）日本総合住生活マンション相談センター編「マンション管理に役立つ用語1000」（日
本総合住生活1997）275頁参照。給・排水管、汚水管、ガス管及び通気管 
（１８）（ ）内は財団法人マンション管理センタ 「ーマンション管理判例集CD-ROM版vol.
２」（2002）参照。 
（１９）拙稿「マンション管理六法全書」（恒星出版2004）2頁参照。 
（２０）丸山「都市の法律学」（悠々社2000）18頁参照。 
（２１）〔山口忍〕「マンションと駐車場」丸山編「マンション法読本」（三嶺書房1984）154
頁以下、丸山「区分所有法の理論と動態」（三省堂1985）181頁以下、丸山「叢書
民法 総合判例研究65Ⅲ区分所有法（３）」（一粒社1987）63頁以下、升田純「マ
ンション判例で見る標準管理規約」（大成出版社2001）126－152頁参照、敷地の
狭い市街地地区のマンションでは専用使用権をめぐる問題が多く見られる。 
（２２）山森芳郎「所有と管理 研究ノート５」（2004）61－74頁参照、山森芳郎「環境か 
    駐車場か」（マンション学第10号2000．10）63－68頁参照。 
（２３）マンション管理実務研究会「マンション管理トラブル解決事例シリーズ」（第一法
規出版 1989）80 頁参照。 
（２４）前掲書 55－58 頁参照。 
（２５）渡辺洋三「法とは何か」（岩波書店 1979）11－12 頁参照。 
（２６）黒川和美「公共部門と公共選択（第二版）」（三嶺書房 1993）174 頁参照。 
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（２７）拙稿「判例評釈 福岡高裁平成 15 年 2 月 13 日判決（判時 1828 号）」（マンショ
ン学第 18 号（2004.4）183－186 頁参照。 
（２８）拙稿「集合団地における環境問題」（千葉大学大学院社会文化科学研究科研究プロ
ジェクト報告書 1999）101－106 参照。 
（２９）松本恭治「同潤会アパートの現状と将来」（ジュリ増刊NO.７有斐閣1977.5）242
－249頁参照。 
（３０）升田「マンション判例における標準管理規約」（大成出版社2001）178-180頁参照。  
２階以上の区分所有者の用に供されている共用部分は全体の共用部分であり１階
の区分所有者もその管理費を負担する（東京高判 昭59.11.29） エレベータの後
付けでもこうなるか。疑問である。 
（３１）〔大原〕「増築と住宅管理組合」丸山編「マンションの増築と建替え」（清文社1991）
14頁参照。 
（３２）前掲書13頁参照。 
（３３）住宅都市整備公団「豊かな都市と住まいを求めて」（1991.10） 45頁参照。 
（３４）志田隆康「増築とその効果」（日本マンション学会第二回東京大会資料集1993.4） 
  45-47頁参照。 
（３５）前掲書46頁参照。 
（３６）〔大原〕「増築と住宅管理組合」丸山編「マンションの増築と建替え」（清文社1991）
13頁参照。 
（３７）志田「増築とその効果」（日本マンション学会第二回東京大会資料集1993.4） 
  46頁参照。 
（３８）前掲書47頁参照。 
（３９）THE  NEW  KEY （424号1990.9.22）12面参照。 
（４０）志田「増築とその効果」日本マンション学会第二回東京大会資料集1993.4） 45-47
頁参照。 
（４１）〔大西誠〕「増築と建築基準法及び都市計画法」丸山編「マンションの増築と建替
え」（清文社1991）21頁参照。 
（４２）〔丸山〕「マンションの増築権」丸山編「マンションの増築と建替え」（清文社1991）
３－10頁参照。〔丸山〕「マンションの増築」石田・西原・高木三先生還暦記念論
文集刊行委員会編「不動産法の課題と展望」（日本評論社1990）353－370頁参照。
丸山「マンションの増築再論」（千葉大学法学論集第９巻第１号）３頁以下参照。 
（４３）松村「団地再生」（彰国社2001）18－160頁参照、NPO団地再生研究会編「団地再
生まちづくり」（水曜社2006）６－9頁参照。 
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第二章 マンションにおける建替え及び復旧制度 
 
 
第一節 区分所有法上の建替え及び復旧制度 
 
 
第一款 はじめに 
 二度の改正を経て、建物区分所有法が徐々に変容したのは事実１）である。そして、今回
の区分所有法改正にあたって最も大きな変容を遂げたもののひとつが建替え制度である。
同制度の導入は、83 年区分所有法において初めて目の当たりにした画期的制度であったが、
今回の改正の中心もまた、この点に集約されていると見えないこともない。2002 年（平成
14 年）改正区分所有法（以下：改正法と表記する）は、管理の適正化、建替えの実施の円
滑化等の観点から見直しの必要性に迫られ、平成 13 年 2 月に法制審議会（以下：法制審）
に諮問され建物区分所有法部会（以下：建物部会）が同法の調査審議にあたった。第 1 回
会議は同年 6 月に開催され、その後 15 回の審議を経て、翌年 9 月に同法律案要綱が法務大
臣に答申された。建替えに関する調査審議は、このうち実に 14 回を数えており、いかに重
点課題であったのかが推察される２）。審議過程での法制度の動きについては後ほど触れる
として、ここでは、二重の意味で実験的な性格３）を有していると評した 83 年区分所有法
の建替え制度についてまず触れておこうと思う。 
 83 年区分所有法が施行され、ほぼ 20 年目を迎える段階で同法の二度目の改正が行われた
わけだが、本稿でのテーマである建替え制度に関わるところでは、阪神・淡路大震災によ
る被災マンションの事例を含めても４）、かかる紛争の法的処理のありかたについての立法
政策上参考となりうる現実の経験としての判例は、若干見当たるにすぎない５）。 
 また、比較法的に見て他に類例がなく６）、その意味でも一つの実験と見られたこの制度
は、韓国においては盛んに行われた状況を示すが７）、わが国においてはさほど大きな事例８）
とはならなかった。韓国の経験がわが国の建替え制度に影響を持つともし解するのであれ
ば９）、それはむしろ今回の改正法と建替え円滑化法の効果としてみることができよう。な
お、区分所有関係の終了という観点では、法制審建物部会における第 2 回会議におけるフ
リーディスカッションの中で、若干の議論が見られたものの、その後の同部会では共有関
係・団地関係の議論に包含され、また、中間試案の取りまとめ、答申案への総括等時間的
な制約を伴う形で本格的議論の進展は見られないが、結論としては、中間試案補足説明で
取り上げられたところであろう 10）。 
 ところで、本稿の主要なところとしては、立法の過程として、中間試案そしてそれ以後
の変遷に注目しつつ、83 年法との具体的局面での比較を行って、法 62 条から 64 条を分析
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し最後に法 61 条に触れて検討を進めることとする。 
 
第二款 立法の過程 
審議の経緯を見てみると、第 1 回会議から 10 回（平成 14 年 3 月 5 日）までは「建物区
分所有法改正中間試案」（以下：試案）の取りまとめである。この時点では、建替え決議の
要件については、これをひとつの案に絞るところまでは議論が煮詰まっていないとし、試
案はひとつの案に絞るのではなく複数の案を併記し広く一般から意見を募るという判断 11）
から、次のような構成となった。 
 次のア又はイのいずれかに該当するときは、集会において、区分所有者及び議決権の各
五分の四以上の多数で、建物を取り壊し、かつ、当該建物の敷地若しくはその一部の土地
又はその敷地の全部若しくは一部を含む土地に新たに建物を建築する旨の決議をすること
ができるものとする。 
ア（老朽化の場合） 
〔甲案〕 建物が新築された日から〔30 年〕〔40 年〕を経過したとき。 
〔乙案〕 建物が新築された日から〔30 年〕〔40 年〕を経過したとき。ただし、一定期間
の経過ごとに行う修繕の計画及びそれに要する費用として修繕積立金を積立てておくこと
をあらかじめ集会で決議し、又は規約で定めていた場合であって、区分所有者に新たに費
用の負担を求めることなく当該計画に基づく修繕を行うことができるときを除く。 
イ（損傷、一部の滅失その他の場合） 
〔甲案〕 損傷、一部の滅失その他の事由により、建物の効用の維持又は回復をするのに、
現在の建物の価額を超える費用を要するに至ったとき。 
〔乙案〕 損傷、一部の滅失その他の事由により、建物の効用の維持又は回復をするの
に、現在の建物と同等の建物の建築に要する費用の二分の一を超える費用を要するに至っ
たとき 12）。 
83 年区分所有法での建替え決議の要件は、「老朽、損傷、一部の滅失その他の事由により、
建物の価額がその他の事情に照らし、建物がその効用を維持し、又は回復するのに過分の
費用を要するに至ったときは」という、いわゆる客観的要件と「集会において、区分所有
者及び議決権の各五分の四以上の多数で」という決議要件を満たした場合に「建物を取り
壊し、かつ、建物の敷地に新たに主たる使用目的を同一とする建物を建築する旨の決議を
することができる」という敷地の同一性の要件、及び、使用目的の同一性の要件を備え建
替えが可能であるとされていた。これは、まず建替えが、既存建物を取り壊し新たな建物
を建てることであるから、これを多数決によって行うことができるものとする場合には、
建替えを望まない区分所有者は、その区分所有権の処分を事実上強制されることになって、
その権利の制約の程度は極めて重大であるという観点から、建替えを望むと望まない双方
の区分所有者の利益を考慮しつつ、その適切な調整を図り、既存の建物を維持することが
客観的に見て合理性を欠いた場合に限って、建替え決議ができるとする趣旨に基づき費用
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の過分性を客観的要件として定めていた。 
これが試案では、建替えを必要とするか否かを合理的に判断するためには、老朽化また
は災害等による損傷等によって判断要素が大きく異なってくることに着目し、費用の過分
性要件のように建替えを必要とする事由すべてに対応できる客観的要件を維持しつつ、そ
の具体化・明確化という要請をかなえることはきわめて困難性が高いとして、建替えを必
要とする理由ごとに適切な客観要件を定めることとした。それが、ア老朽化の場合 築後
年数の経過のみを要件とする甲案と、30 年又は 40 年が経過すれば決議ができるとする乙案
であり、乙案はその但書により建物の個別事情をより反映させる要件を併せ持たせている。
続いて、イ損傷、一部滅失その他の場合については、建物の効用の維持又は回復に要する
費用が比較的容易に算出できることから、その費用が一定の基準に達した場合、既存建物
を維持することが合理的であるとはいえないとして、これを決議の客観的要件としている。
甲案は、現在の建物の価額であり、乙案は現在の建物と同等の建物を建築に要する費用の
二分の一超えるかどうかというものである 13）。 
さらに、敷地の同一性の要件について 83 年法は、従前の建物の敷地と同じ土地に新たに
建物を建てることとしていたが、試案では、建替えに要する費用を捻出するために敷地の
一部を売却する場合や既存建物が建築された後に新たな建築規制が敷かれ、敷地を買い増
さないと従前と同一規模の建物への建替えができない既存不適格等も考えられるとし、敷
地の同一性の要件を緩和し、建替え決議時の建物の敷地と一部でも重なっている土地であ
れば再建建物の敷地とすることができるとした 14）。 
なお、使用目的の同一性の要件は、主たる使用目的が同一といえるかどうか必ずしも明
確であるとはいえない場合や、その解釈をめぐって紛争が生じる可能性があることから、
周囲の土地の利用状況等によっては従前と異なる使用目的の建物に建替えた方が合理的な
場合もあるとし、同要件を削除し建替え決議時の建物の使用目的とは全く異なってもよい
こととした 15）。 
また、中間試案の提示、パブリックコメント等を経ての試案に対する見方 16）として、2002
年（平成 14 年）7 月の第 14 回会議までの方向性は、これまでの建物部会での審議からす
ると、基本的には建替え決議には客観要件を設けるべきであり、要件としては二つの要件
を置くという方向を基本的に支持するというのが多数 17）と受け止められていたものの、
2002 年（平成 14 年）年８月に行われた第 15 回会議で一変する 18）。ここでは、試案にお
ける建替え決議の要件について、総合規制改革推進会議（2001 年度内閣府内に設置）及び
国会議員からの意見、批判として同会議がまとめた規制改革に関する第１次答申において
のマンション建替えを円滑に実施するための方策と試案が相反するとし、建替えの要件を
五分の四以上の合意のみとするといったヒアリングがなされた。これを受けて、建物部会
は、第 16 回会議で「建物の区分所有等に関する法律の一部を改正する法律案要綱案」につ
いて審議、最終的に法案および改正法となった区分所有者および議決権の五分の四以上の
多数決のみで建替え決議ができるものとする案のほかに、この多数決に加えて、１）建物
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が新築された日から 30 年を経過したことか、２）損傷、一部の滅失その他の事由により、
建物の効用の維持または回復（建物が通常有すべき効用の確保を含む）をするのに当該建
物の価額を超える費用を要するに至ったことのいずれかを充たすことを必要とする案を併
記した。 
結局、同年 9 月に行われた法制審議会の総会で諮られ、答申として法務大臣に提出され
た「建物の区分所有等に関する法律の一部を改正する法律案要綱」は、建替え決議の要件
として、建替え決議の要件に関しては、区分所有者及び議決権の各五分の四以上の多数決
のみで、建物を取り壊し、かつ、当該建物の敷地若しくは一部を含む土地に新たに建物を
建築する旨の決議（以下「建替え決議」という。）をすることができるものとするというも
ので、10 月に閣議決定を経て第 155 回臨時国会に提出し 12 月 4 日に成立、平成 15 年６月
１日に公布された。なお、法制審建物部会・法制審総会、中間試案・要綱案・要綱間に見
られる法案までの経過は、異例で前例のない立法過程として見てとれる 19）20）21）。 
 
第三款 83 年区分所有法における建替え制度と改正法との比較 
83 年区分所有法における建替え制度と改正区分所有法との差異を明確にするために、62
年区分所有法から 83年区分所有法への変遷について、改正法との比較を試みることとする。
なお、４．建替え決議の効力以降においては、主に 63 条・64 条に関するところであり、
83 年区分所有法と改正法で変わるところはほとんどない。この点については、マンション
法の体系化に伴う建替え円滑化法との関連について述べることとする。 
 
１．建替え制度と少数区分所有者の保護 
83 年法において、建替え制度の導入にかかわってもっとも論議の対象となった論点の一
つは、62 年法の「全員一致主義」（旧法 12 条）を排して「多数決主義」を採用した場合の
建替え賛成者と反対者との利害調整、なかんずく建替えに反対する少数の区分所有者の権
利ないし利益をどのように保護するか、ということであった。（新しく）導入された建替え
制度は、「区分所有者及び議決権の各五分の四以上の多数」の決議によって、建物の取り壊
し＝区分所有権の消滅を可能ならしめるものであるが、このような、私的当事者間の多数
決によってある者の所有権をその意思に反して喪失せしめるといった制度は、憲法 29条（私
有財産権の保障）抵触の問題を直ちに生じさせるからであり、また、この問題をさておい
ても、実際上種々の弊害の発生が懸念されたからである。 
 そこで、立法担当者は、この少数者の権利ないし利益保護のために、主につぎの三点の
配慮を行ったとしている。第一に、建替え決議をなしうる要件の厳格化（法 62 条）であり、
第二に、建替え参加者に不参加者に対する区分所有権等の「時価」売渡請求権を与え、少
数反対者に「時価」による金銭的補償を与えたこと（法 63 条）であり、第三に、売渡請求
権が行使され、専有部分を明け渡さなければならなくなった建替え不参加者のため、裁判
所がその明け渡しにつき一定の猶予期間を与えることができるものとしたこと（法 63 条５
 37 
項――なお、同条６・７項の買戻権制度も参照）、である 22）としている。 
これは、法 62 条、63 条についての全般的な見方を含んでいるが、改正法は、先にも触れ
た通り、多数決のみで建替えを実施できるものとし（62 条 1 項）、一方で、建替え決議の要
件の明確化の要請に応えつつ、各区分所有者が適切・合理的な判断が可能なよう建替え決
議に至るまでの過程に時間と情報を提供するための手続について、ことのほか整備を充実
させている。例えば、区分所有者が建替えの要否を熟慮できる時間の確保として、集会の
招集の通知は開催日の 1 週間以上前までに発していれば足りたものを 2 カ月以上前に改め
たこと（62 条 4 項）、建替えの要否を判断する上で必要な情報を区分所有者に通知しなけれ
ばならない（62 条 5 項）、区分所有者が建替えに関する説明を受け、必要に応じ質問する機
会を保証するため、集会の開催日の 1 カ月前に説明会を開催しなければならない（62 条６
項）とした。さらに、建替え決議を会議の目的とする集会の招集通知について立法担当者
は、建替えを必要とする理由、建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持
又は回復するのに必要な費用の額及び内訳、建替え決議のための集会の前に開催されるべ
き説明会等につき詳細な取り決めを設けている 23）。 
なお、63 条では、建替え参加者が不参加者にその区分所有権及び敷地利用権を売り渡す
ことが可能であること、売渡請求権の成立を認め、建替え参加者のみが当該建物の区分所
有者であるという状況を確定し、64 条は、建替え参加者に建替え決議の内容に従って建替
えを行う旨の合意が成立したとみなして、換言すれば、合意を擬制し建物の取壊し・再建
を実現させるというものであり、83 年法と変わるところはない。 
思うに、客観的要件といった建替え決議を行う上での前提の条件を削除し、建替えへの
円滑化を担保している反面、手続き的な条件として詳細かつ厳密な規定を設けた点で、62
条は大きく変容を遂げたのであるが、これまでは建替えへの入り口を前に難関を設けてい
たのに対し、改正法はこれを除去し、入り口部分から詳細・厳密規定を配し明確化してい
くよう転換が図られているのだと考えられる。つまり、手続を経つつプロセスを重ねてい
くことに建替えの制度そのものが移行したのである。 
 
２．建替え制度と区分所有権性 
 83 年区分所有法の基本的特徴は、区分所有権に対する「団体的拘束」の一層の強化にあ
るが、区分所有権等の喪失を結果するところの多数決による建替え制度の導入は、その重
要な一側面に他ならない。そもそも、建物区分所有制度は、人的結合ではなく建物という
物を通しての結合であり、構造的に不可分に結合している一棟の建物の各部分を個別所有
権化する制度である結果として、そこに、不可避的に、「集団的・共同的な利用・管理の側
面と個別的な所有・利用の側面との対抗関係」が組み込まれることになる。したがって、
このいずれの側面を基軸にして制度化するか、つまり、集団的・共同的な利用・管理の側
面を基軸にした制度を構想するか、それとも、個別的な所有・利用の側面を基軸にした制
度を構想するかが立法政策上の根本問題となるのであるが、62 年法は、この後者を基本に
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しつつ、前者を「折衷」的に組み込む形で、構想されたものであった。そして、区分所有
権の「単独所有権」構成が基本的に維持されたが、同時に、これに対する団体的拘束も著
しく強化され、その拘束は、いわば、単に所有権の「管理・利用権」的側面に対してだけ
でなく、その「処分権」的側面に対してまで及ぼされるに至ったといえる。たとえば、義
務違反者に対する制裁措置としての区分所有権等の競売請求（法 59 条）、義務違反占有者
を排除するための専有部分の賃貸借契約等の解除（法 60 条）の諸制度は、直接的には、管
理・利用面での義務違反者に対する制裁措置であり、その意味では「管理・利用権」的側
面に対する団体的拘束の強化であるが、それが、区分所有権の強制的処分や、本来区分所
有者にのみ属する解除権の第三者による行使を認めるという意味で、団体的拘束が「処分
権」的側面にまで及んだものとしても捉えることができる。そして、多数決による建替え
制度は、この「処分権」に対する直接的な拘束として、位置付けることができるのである｡
その結果、83 年区分所有法のもとでの「区分所有権」は、名目的にはともあれ、その実質
において「所有権に似て非なる権利」――いわば「団体的拘束の下にある専用利用権」―
―といっても過言でないものとなっているのである。 
 だが、かかる「多数決主義」の導入による団体的拘束の強化は、建物区分所有関係に内
在する「個別的所有・利用の自由」と団体的拘束＝「非自由」との対抗・緊張を決して解
消させるものでなく、それどころか、これを一層鋭く顕在化させる側面をもっていること
が指摘されなければならない。全員一致主義のもとでは、この対抗・緊張はいわば「現状
維持」の形で潜在化せざるをえないが、多数決主義の導入によって、少数反対者の「自由」
を積極的に制約・剥奪する現実的手段が与えられたことになるからである 24）。 
 62 年法から 83 年法に変わる過程にあって、団体的拘束の一層の強化が建替え制度におい
て顕著であった。そして、今回の改正法にあってはなおのこと強調された場面でもある。
区分所有権の特別多数決のみによる剥奪は、所有権の恒久性といった性質からすると極端
であり、借家権よりも弱い権利とみられないこともない 25）。区分所有法の立法では、個別
主義、団体主義のいずれか一方に傾斜することは許されない。そう見ると、民法典、62 年
区分所有法は前者に近く、83 年法で大きく後者に傾注し改正法が更にその傾向に拍車をか
けた。改正法は、専有部分への所有権性を弱めた。建物が存する限りで専有部分への支配
というのは継続しているが特別多数決で処分を余儀ないものとされたことは、やはり所有
権性が弱められたとの側面を否定できない。考え方としては、区分所有権という権利は共
用部分上でのある種の専用使用権に過ぎないのか。区分所有権も所有権だが、この所有権
は空間的に限定され、しかも不定ながら時間的にも限定されたものであるのかといった問
題点を浮上さすのである 26）。 
 さらに、制度としての区分所有全般から捉えるとすれば、専有部分と共用部分とを所有
権の次元ではっきりと区別する二元的構成にあって 27）、なお踏み込んでみると、①専有部
分への所有権、②共用部分への共有権、③敷地への（準）共有持分権、④団体への参加権
としての構成員権といった財産権的要素と構成員権的要素に分化できる複合体としての権
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利であると見ることができる。そして、改正区分所有法における建替え制度は、より構成
員的要素への比重を高めたのだと見られるわけである 28）。 
 
３．83 年法における建替え決議の要件 
前節における立法の過程で若干触れて論じているが、ここでは 83 年区分所有法 62 条の
建替え決議の要件について列挙することで、改正区分所有法との差異を踏まえることとす
る。83 年区分所有法 62 条は主として三つの要件を定めている。①「老朽、損傷、一部の滅
失その他の事由により、建物の価格その他の事情に照らし、建物がその効用を維持し、又
は回復するのに過分の費用を要するに至った」こと（「実体的要件」ないし「客観的要件」
という。）、②決議には、「集会における区分所有者及び議決権の各五分の四以上の多数」が
必要であること（「手続的要件」ないし「決議要件」という。）、③決議の内容は、「建物を
取り壊し、かつ、建物の敷地に新たに主たる使用目的を同一とする建物を建築する旨」の
ものであること（「決議内容上の要件」という。）、であるとする。 
 客観的（実体的）要件については、建替え決議をなしうるための客観的要件は、①「老
朽、損傷、一部の滅失その他の事由」が存在し、②そのことによって、「建物の価格その他
の事情に照らし、建物がその効用を維持し、又は回復するのに過分の費用を要するに至っ
た」こと、である（法 62 条１項）。そして、老朽等の事由が存在しないにもかかわらず、
もっぱら「効用増」を目的として多数決による建替え決議をすることを許さないとした。 
老朽等の事由が存在しない場合であっても、区分所有者全員の一致があれば、もっぱら「効
用増」を目的とした建替え決議をすることは可能である。かかる決議は、すでに旧法（12
条）でも可能であったのであり、全員の一致による限り、少数区分所有者の権利に対する
不当な制限という問題は生じないからである。また、老朽等の事由が存在すれば、その建
替えの結果――部分的又は全面的に――「効用増」が図られることがあっても、本条の要
件に反するものではない。たとえば、老朽化した低階層のマンションを高層のマンション
に建替える旨の決議は、本条によって可能である（ただし、再建建物は、建替えられる建
物と「主たる使用目的」を同じくするものでなければならないという制約を受ける法 62 条
２項）。さらに、建替え決議をなしうるためには、「老朽、損傷、一部の滅失その他の事由」
（以下単に「老朽等」という。）が存在していなければならない。建替え決議をするために
は、老朽等の事由によって、「建物の価格その他の事情に照らし、建物がその効用を維持し、
又は回復するのに過分の費用を要するに至った」ことが必要であった。 
また、決議（手続的）要件については、建替え決議は、集会において、区分所有者およ
び議決権の各五分の四以上の多数決によって行わなければならないとし、建替え決議は、
集会においてなすことが必要であり、その招集手続き等は原則として通常の集会のそれに
よる。ただし、この決議の重要性にかんがみ、①招集の通知にあたっては、建替え決議が
会議の目的となっていることを示すだけでなく、その「議案の要領」――再建建物の「設
計の概要」等（法 62 条２項）もこれに含まれる――をもあらかじめ通知しなければならず
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（法 35 条５項）、また、②この決議をした集会の議事録には、一般の記載事項（法 42 条２
項）のほか、その決議についての各区分所有者の賛否をも記載しなければならない（法 62
条４項による 61 条６項の準用）、とされている。②は、建替え参加者と不参加者とを確定
するために必要となる。 
そして、建替え決議には、「区分所有者および議決権の各五分の四以上の多数」が必要で
ある。議決権の数は、原則として法 14 条に定める割合によること（法 38 条）、専有部分が
数人の共有に属するときは、議決権を行使すべき者一人を定めなければならないこと（法
40 条。なお、民法 252 条参照）、また、区分所有者の員数は、共有者全員で一区分所有者
と数えるべきこと、通常の集会の場合と同じである。さらに、建替え決議にさいして、賃
借権者など占有者に意見陳述の機会を与えるべきか（法 44 条）が一応問題となりえるが、
法的にはその必要はないと解される。建替え決議自体は、占有者を拘束する効力を有して
いないからである。ただ、建替えを円満に実施するためには、集会においてこの機会を与
える運用をすることが望ましいと考えられる。 
決議の内容上の要件については、決議の内容は、第一に、「建物を取り壊し、かつ建物の
敷地に新たに主たる使用目的を同一とする建物（「再建建物」という。）を建築する旨」の
ものでなければならない（法 62 条１項）。この場合、旧建物と同一の敷地（一筆または数
筆の）内であれば、若干の場所的移動があっても、差支えないが、全く別個の土地に再建
することは、許されない。また、再建建物は、旧建物と「主たる使用目的を同一とする建
物」でなければならないから、たとえば、主たる部分が住居専用のマンションを、主たる
部分が事務所や商店となる建物に建て替える決議はなしえない。これに対して、「主たる」
使用目的が同一であれば、たとえば、住居専用のマンションをその一部に商店用の専有部
分を含む建物に建て替えることは可能であり、第二に、建替え計画の概要として、①再建
建物の設計の概要（法 62 条２項１号）、②建物の取り壊しおよび再建建物の建築に要する
費用（同条項２号）、③その費用の分担に関する事項（同条項３号）、④再建建物の区分所
有権の帰属に関する事項（同条項４号）を定めなければならず、しかも、③④の事項は、「各
区分所有者の衡平を害しないように」定めなければならないものとされている（同条３項）。
（なお、法 35 条５項参照）。 
83 年区分所有法 62 条の強行規定性については、建替え決議の要件を規約によって緩和あ
るいは厳格化することができるかといった点は、要件を緩和する規約は、これを無効とす
べきであろうが、これらの要件を厳格にする規約、たとえば、建替え決議を「各十分の九」
や「全員一致」とする旨の規約については、これをあえて無効としなければならないかは、
疑問であり、いずれにしても、法 62 条の要件を厳格化する規約の効力をただちに否定すべ
き根拠はない、と思われるとする。 
要件を欠く決議の効力については、原則として無効であって、この決議の無効を争う訴
訟形態としては、①決議反対者などからする決議無効確認訴訟のほか、②建替え参加者側
から区分所有権等の売渡請求権が行使され、それに基づいて家屋明渡請求訴訟が提起され
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た段階で、その前提となる決議の無効を争う形態、などが考えられる 29）としているのであ
る。 
重複を恐れずに、まず単純に改正法との比較を行うと、改正法は多数決以外の客観的要
件をはずした。また、建物の敷地もしくはその一部の土地又は敷地の全部もしくは一部を
含む土地に使用目的の同一性を全く問わない新たな建物を建築することができると改めた。
既に、改正法の概要については立法の過程で触れていることから、ここでは 83 年法の敷地
の同一性の要件が改正法でどう改められたかと決議要件についてのみ取り上げる。 
敷地の同一性について 83 年区分所有法は、建物および敷地について権利を有する区分所
有者がこれを共同で管理する（法 3 条）なかにあって、区分所有者の団体が多数決の法理
に基づいてこれを決定していくことが、建物の更新のみを射程とし、土地の更新までを含
まないとした 30）が、改正法は、建替え決議により新たに建築する建物の敷地は、現在の建
物の敷地と同一である必要はなく、それと一部でも重なっている土地であればよいものと
して、敷地の同一性の要件を緩和することにした。新たに取得する土地は、敷地と地続き
とし通路や水路に隔てられた土地をも含むものとする。但し、現在の建物の所在地から遠
く離れた土地であれば、同一の場所での建物の所有や使用の継続を希望する区分所有者の
利益を不当に損なうおそれのあること、反対者の権利を買取った上で現在の建物を取り壊
すことを内容とする建替え決議の制度の枠組みを、その場合妥当させる合理性があるかど
うかといった点を踏まえ、敷地の同一性の要件を廃止せず緩和したのだとする 31）。この点
については阪神・淡路大震災の経験による復興の過程から構築されてきたものであろうと
思われる。また、建替えを多数決によって認めている以上、実質的に再建建物の在り方に
密接に関わる所在場所（敷地）についても、多数決によって決定できるものと考えるべき
だということであろう 31）。 
決議要件については、事柄の重大性に鑑み、83 年区分所有法においては区分所有者およ
び議決権の各五分の四以上の多数でしなければならない。事柄の重大性に鑑み、他の特別
多数決決議の場合の要件である四分の三以上よりも一段と厳しい要件としたわけである。
また、この立法過程においても、「五分の四以上」か「十分の九以上」かが争われた経緯が
あるが、建替えの要件を過分の費用要件に絞ることによって「五分の四以上」案にまとめ
られている。そして改正法も「五分の四以上」を引き継いだ 32）。この点に関しては、建替
え実施を阻害する最大の要因は、費用の過分性要件が不明確で、決議要件が厳格であるこ
とが建替えの阻害要因ではない、建替え決議に賛成した区分所有者は反対した区分所有者
の権利を買取らなければならず、決議要件を引き下げればその分買取りの費用が多額とな
り、建替え実施に向け必ずしも円滑化に結びつかない 33）としている。 
なお、83 年区分所有法における建替え決議の要件に関する判例は、敷地の同一性の要件
を充たさないとして建替え決議が無効とされた事例（東京地判 平成 9 年 12 月 11 日判タ
970 号 280 頁以下）があり 34）、決議要件については、複数の区分所有権を有する区分所有
者の数の数え方は、１人として計算するとした裁判例（神戸地判 平成 13 年 1 月 31 日判
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時 1757 号 123－138 頁）がある 35）。 
 
４．建替え決議の効力 
 83 年区分所有法において、区分所有者等に対する効力については、建替え決議がなされ
た場合、建替え参加者（およびその承継人）のために、不参加者に対する区分所有権等の
売渡請求権が発生し（63 条）、また、建替え参加者（およびその承継人）は、相互に「建替
え決議の内容により建替えを行う旨の合意をしたものとみな」される（64 条）。同条の意味
は、立法担当者はつぎのように説明する。「建替え決議には、これらの規定する効果のみを
認め、それを超える効力を認めない趣旨である。一般に、集会の決議は、いわば区分所有
者の団体の意思決定であり、その決定は、団体として実行することになるのであろうが、
建替え決議は、これと性質を異にする特殊の決議と考えるべきであるから、所定の期間内
に売渡請求権を行使しないと、もはやその決議は反対者に対する拘束力を有しないし、建
替え参加者は、法 64 条の規定による合意の実現として建替えを実行するのであって、区分
所有者の団体（管理組合）として建替え事業を行うのではないのである」。ここでは、第一
に、建替えを実施する主体は、法３条にいう区分所有者の団体（いわゆる管理組合）では
なく、この決議＝合意によって成立する別個の団体（以下「再建団体」という。）であるこ
と、第二に、建替え決議は、通常の集会決議と性格を異にするものであること、が明らか
にされている。しかし、これらについては、制定過程からみてもかなり問題があるように
思われる。その第一点目は、再建は、いわゆる「管理組合」とは別個の、建替え決議によ
って成立する団体（「再建団体」）によって行われるものとされたことが、この立法的処理
は、十分納得しうるものではないとする。立法担当者は、区分所有者の「団体」（＝法３条
の「団体」）ないし管理組合は、区分所有建物の存在を前提としてのみ存在するから、建物
の取り壊しによる区分所有権の消滅によってかかる団体が存続する基盤も失われる、とい
うことであろう（なお、管理組合法人は、建物の全部の滅失によって解散するものとする
法 55 条１項１号も、かかる見解を根拠にするものであろう）。この見解は、建物の「朽廃」・
「全部滅失」の場合につき、単純な敷地利用権の（準）共有関係と捉え、共有の一般原則
によって処理しようとする見解と軸を一にするものである。しかし、かかる理由は、立法
政策を根拠づける十分な理由とはなりえない。のみならず、建物の取り壊し前に存在して
いた｢団体｣（＝法３条の「団体」）ないし管理組合は消滅し、これと別個の｢再建団体｣が再
生の主体になるとすると、まず、建替え決議から建物の取り壊し時までは、この二つの団
体が競合して存在し、ついで、建物の取り壊し時に、前者が消滅することになるため、そ
の権利義務関係の後者への継承の問題が発生し、さらに、後者は、これを一種の｢組合｣と
捉えれば、再建の成功とともに解散する（民法 682 条）から、これに代わって新たに登場
する区分所有者の｢団体｣（法３条の「団体」）との継承問題が再び発生する、という複雑な
経過をたどることになろう。なぜかかる立法政策を採らざるをえなかったのか、理解に苦
しむところであるとする。 
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 しかし、ともあれ、法 64 条が右のような意味をもつものとして制定された以上は、これ
に拠らざるをえない。しかるときは、右のような継起的に発生・消滅する諸団体間の相互
の法的関係――特に、その権利義務の継承関係――をどう適切に処理するかが、実務上は
もとより、理論的にも今後検討されなければならないとするのである。その第二点目は、
建替え決議の遂行に当たっては、区分所有法上の規約、集会および管理に関する規定は、
一切適用されないことになるから、法 64 条の｢合意｣の法的性質が問題となるが、立法担当
者は、建替えが再建を共同事業の目的とする「組合契約類似の契約」と解している。した
がって、民法の組合に関する規定（民法 667 条以下）がこれにどの程度、どのような形で
適用されるかが、今後問題となろう。この「合意」に民法の組合規定を（類推）適用する
と、具体的には、①「業務執行」に関する事項は参加者の過半数で足り（民法 670 条）、③
建替えの成功または不能により解散する（民法 682 条。なお、683 条も参照）、ということ
になる。参加者の加入・脱退・除名に関する規定の適用についてはなお検討を要するとい
うのである 36）。 
 ここで踏まえておかなければならないのは、老朽化マンションの建替えという点におい
ては①83 年法と改正法において 63 条・64 条に変更はないこと、②筆者による現地調査で
は、83 年区分所有法の下での建替え検討マンションのほとんどは、費用の過分性要件の持
つ曖昧性を避ける為、マンション建替え実例が示すように法定の建替え決議によらず、全
員合意による任意建替えを選択する傾向を強く示していたこと、③83 年区分所有法におけ
る建替え制度の導入は画期的であったが、その現実化となると、建替え決議の前後を通し
て不明確さが否めなかった為、課題点が山積していたはずである。しかも、紛争による解
決への経験は全く重ねられていないに等しいというものであったことが挙げられる。老朽
化マンションの法定建替えがもし現実のものであれば、先の指摘は、すべて問題点として
課題化したところである。 
 建替え決議後、売渡請求権を成立させ（63 条）、建替え決議の内容に従って建替えを行う
合意が整ったとみなす（64 条）ことの現実的な展開は見当たるにいたらなかったが、マン
ション法の体系化に伴って、この点がどのように円滑化されたかについて見てみる必要が
ある。さらに、特に重要であるのは、区分所有法第 62 条の建替え決議を経ることによって、
63条、64条の段階に移行したとき、建替え円滑化法の手法に転換が可能となった点である。 
  
５．第三者に対するる効力と借家法及び借地借家法との関連 
 建替え決議は、建替え参加者（およびその承継人）以外の者に対してはなんら法的拘束
力を有しない。この点は、再建にとってかなり困難な問題をひきおこす要因になるとし、 
専有部分に賃借契約が存在する場合には、賃貸人はこれを合意解約するか、賃借人に対し
解約申し入れをしなければならず、後者の場合には借家法上「正当の事由」の存在が必要
となる（借家法１条ノ２）。しかし、建替え決議が適法になされた場合には、そのことが「正
当の事由」判断の重要な一ファクターとして考慮され、多くの場合これが肯定されること
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になろう。なお、賃借人等が建替え決議により立ち退いたにもかかわらず、後に建替えが
なされないまま決議の効力が消滅した場合について、賃借人等の再入居を保護する規定は
ない（区分所有権等を売り渡した区分所有者については、買戻請求権が認められている―
―法 63 条６項本文）。つぎに、建替え決議は、建物（専有部分）の上に抵当権等の物的担
保権を有する者に対してもなんら法的拘束力をもっていない。抵当権等が設定されている
区分所有建物を抵当権者等の承諾なしに取り壊した場合には、その抵当権等は建物の消滅
とともに消滅し、再建建物には及ばないこととなり、区分所有者のかかる取り壊し行為は、
抵当権侵害の問題――たとえば、抵当権に基づく建築工事差し止め請求、不法行為を理由
とする損害賠償請求や増担保請求の問題および期限の利益喪失の問題など――を発生させ
ることとなった。そこで、建替え参加者としては、事前に弁済によって被担保債権を消滅
させるか、抵当権者との合意によって抵当権を消滅させるかしなければならない。建替え
反対者から売渡請求権の行使によって買い受けた区分所有権等に抵当権が設定されている
場合には、買受人は、滌除の手続（民法 378 条以下）によって抵当権を消滅させうること
はいうまでもない。さらに、建替えにかかる建物の敷地利用権が地上権や賃借権である場
合の敷地所有権者との関係、あるいは、区分所有者以外に敷地の（準）共有者がある場合
のその者との関係においても、建替え決議は、これらの者に対する法的拘束力をなんら有
していない。これらの者との間で発生する諸問題も、それぞれの法律関係に従って解決さ
れるべきものとされたのである。したがって、敷地利用権が借地権である場合には、借地
法が全面的に適用され、たとえば、敷地利用権が借地権の準共有である場合、建物の取り
壊しが再建に対して、賃借人が遅滞なく異議を述べないときは、借地法７条による法定更
新が生じる 37）。 
 建替え決議は、集会において区分所有者によって行われるものであり、賃借人はこの決
議に参加できない｡したがって、建替え決議は、区分所有者（およびその承継人）に対して
のみ効力を生じるのであって、賃借人に対しては効力は及ばないわけである｡言い換えれば、
建替え決議が成立したからといって、賃借権が当然に消滅するわけではなく、建替えに当
たっては、賃借人を抱える区分所有者は、それぞれ賃借人と交渉して、建替え後のマンシ
ョンでの賃貸借権を約束するなどによって賃貸借契約を合意解約するなどして、明渡しを
求める必要がある｡そして、賃借人との話合いがつかなければ、賃貸借の期間の定めがある
ときはその期間満了前６カ月から１年の間に契約の更新拒絶の通知をし（借地借家法 26 条
1 項）、期間の定めがなければ 6 カ月前に解約の申し入れをすること（同法 27 条 1 項）に
より借家権を消滅させる必要がある｡なお、この場合のいわゆる｢正当事由｣については、必
要となることは言うまでもないが（同法 28 条）、建替え決議の前提としての建物の老朽化
等の事情があり、しかも建替え決議が成立していることを考慮すれば、一般的には正当事
由の存在が肯定されることになると考えられる。建替え円滑化法における賃借人への対応
は、マンション建替組合の設立の段階、組合は、建替えに参加する区分所有者の四分の三
以上の同意によって行われるものであり、その際に賃借人の個別の同意を得る必要はない。
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賃借人は組合設立の許可申請を受けた都道府県知事が行う事業計画の縦覧に対して、意見
を提出する機会が与えられることになる。権利返還手続の段階については、借家権は、権
利返還の対象として原則的に施行再建マンションに移行することとなり、賃借人の側から
みれば、施行再建マンションにおいて借家権の取得が保証されていることになる｡さらに別
途、賃貸人と賃借人の間で家賃等の借家条件について協議を行うことになる｡賃借人が施行
再建マンションにおける借家権の取得を希望しない場合には、組合にその旨を申し出るこ
とにより、借家権に代えて補償金を受取って出て行くことができる（同法 56 条 3 項）。権
利返還計画について賃借人の同意が得られないおそれがある場合には、契約の更新拒絶ま
たは解約の申し入れをすることにより、あらかじめ借家権を消滅させる必要がある 38）｡ 
 83 年区分所有法による法定の建替え決議を行うに当たって、建替えを推進する側にとっ
て最も大きな難題は、抵当権の処理で、建替え決議が成立しても抵当権者から抵当権の侵
害に当たるとして建替え工事の指し止め請求があれば、建替えそのものが停止してしまう
可能性があったわけである｡ 
権利返還手続の段階については、抵当権は、権利返還計画において、その目的となって
いる区分所有権等に対応して与えられるものとして定められた施行再建マンションの区分
所有権等の上に存在するものとして定めなければならないこととされており（建替え円滑
化法 61 条）、抵当権は、権利返還の対象として施行再建マンションに移行することが法律
上保証されている｡マンション建替組合は、権利返還計画を定めるに当たっては、原則とし
て抵当権者の同意を得なければならないこととなっているが、（同 57 条 2 項）、抵当権者か
ら同意を得られないときは、同意を得られない理由および同意を得られない抵当権者の権
利に関し損害を与えないようにするための措置を記載した書面を添えて許可を申請できる。
抵当権者の権利を侵害しないための措置を講じた上で、抵当権者の同意がなくても権利返
還を行うことが可能なしくみである。建替え円滑化法は、権利返還手続を導入することで、
建替え前のマンションの権利関係を建替え後のマンションに円滑かつ確実に移行させる制
度ということになる。権利返還計画について都道府県知事の許可を受けると、施行者はそ
の旨を公告するとともに、関係権利者に関係事項を書面で通知しなければならず（同法 68
条）、このような手続がすべて行われると、権利返還計画に記載された権利返還期日におい
て権利返還が行われる。土地に関する権利のうち、敷地利用権および担保権等の登記に係
る権利以外は、権利変換計画の対象とはならず、権利変換によっても権利の変動は生じな
い｡権利変換にならないため、各区分所有者等は別途底地権者と交渉を行い、新たに借と契
約を結ぶ等の措置が必要となり、権利返還期日においては、施行マンションを目的とする
区分所有権および担保権等以外の権利（例えば、借家権、使用貸借権、間借り権等）はす
べて消滅することとなる。なお、権利を失う者については、権利返還期日までに、その権
利に対応した補償金が施行者から支払われる。施行マンションの区分所有権等の上に存す
る担保権等の登記に係る権利は、権利変換期日以降は、権利変換計画の定めるところに従
い、施行再建マンションの区分所有権等の上に存するものとされ（同法 73 条）、これによ
 46 
り、抵当権等の移行が制度上保証されている 39）。 
 
６．建替え決議の効力と期間 
83 年区分所有法において、建替え決議が効力を有する期間については、特別の規定はな
い。考え方としては、建物が取り壊された後においても、決議後一定期間（たとえば２年
間）を経過するまでは、区分所有者であった者（特定承継人を含む。）に対して効力を有す
る旨を明定すべきか、が問われていたが、この点についての規定はおかれなかった。建替
え決議によって一種の「組合契約」が成立するとすれば、この合意は共同事業としての再
建の成功または不成功の確定がないかぎり消滅することはない（民法 682 条参照。）と考え
られるから、かかる特別の規定をおくまでもなく、建物の取り壊しによって失効しないが、
建替え決議の中心的な効力というべき売渡請求権が、建替えへの参加の有無を回答すべき
期間（催告の到達日から２カ月間）の経過後は、行使しえないものとされている結果、こ
の期間内に売渡請求権が行使されないときは、不参加者が区分所有者として残存すること
になり、建替え決議はこの者に対してなんらの効力も有しないことになる。さらに、建替
え決議の日から２年以内に建物の取り壊しに着工しない場合には、売渡請求権を行使され
て区分所有権等を売り渡した者に、区分所有権等の買戻請求権が与えられており、この権
利が行使されたときも、建替え決議の失効の場合と同様、建替え計画は挫折することにな
る 40）。 
区分所有法の建替え決議の制度は、反対者側の権利を賛成者側が強制的にすべて買取る
ことによって、結果的に全員合意による建替えを行う形であるが、建替え円滑化法では、
この売渡請求権の行使をマンション建替組合にも認め（建替え円滑化法 15 条）、組合が売
渡請求権によって反対者の権利を時価で買取ることによって、建替えについて全員同意の
状態を作り出し、その後の事業実施が可能となる。なお、組合が売渡請求権を行使できる
のは、組合設立の公告の日（その日が建替え決議後の催告の回答期間（２カ月）満了前の
場合はその満了の日）から２カ月以内で、建替え決議の日から１年以内とされている（同
条２項）。建替え決議に賛成した区分所有者は、全員組合員になり（同法 16 条）、この時点
で、建替え決議に賛成したが、建替えに参加するつもりのなかった区分所有者についても
同様である。このような者が建替え事業から離脱する方法としては、一旦組合員となった
後、56 条に基づき権利返還を希望しない旨の申出を行うことで、施行再建マンションにつ
いて新たな区分所有権等を権利返還で取得するのではなく、現在所有する区分所有権に相
当する金銭をマンション建替え組合から受取ることを選択する機会が保証され、任意に第
三者に区分所有権等を売却して事業から離脱することも可能で、その場合、権利返還手続
開始の登記がすでになされている場合には、組合の承認を得ることが必要となり（同法 55
条 2 項）、この売買により、区分所有権等を取得した者が組合員となって、旧組合員の組合
に対する権利義務を引き継ぐことになる。権利返還計画は、総会における組合員及びその
持分割合の各五分の四以上の多数決で議決され、これに反対の組合員の存在が想定される
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が、建替え円滑化法では、このような組合員への対応方法として、組合が組合員に対して
その権利を時価で売渡すべきことを請求する方法（同法 64 条 1 項）と、逆に、組合員の側
から組合に対して自己の権利を時価で買取るべきことを請求する方法（同条３項）が認め
られ、これらによって、組合と組合員の双方の発議によって、権利返還計画に反対する者
の建替え事業からの離脱が可能となる 41）｡ 
なお、改正法において、建替え決議の効力を争うことができる期間に制限を設けなかっ
た理由については、費用の過分性要件の廃止に伴って、明確さを欠き多くの紛争の原因と
される部分がなくなり、紛争を回避できるとの考えから 42）としている。 
 
７．建替え参加者と不参加者との区分 
 建替え決議があったときは、集会を招集した者（法 34 条参照）は、遅滞なく、建替え決
議に参加しなかった区分所有者（ないしその承継人）に対し、建替え決議の内容により建
替えに参加するか否かを回答すべき旨を書面で催告しなければならない（法 63 条１項）。
催告を受けた者は、その催告を受けた日から２カ月以内に、参加するか否かの回答をしな
ければならず、その期間内に回答をしなかった者は、不参加の回答をしたものとみなされ
る（同条２・３項）。これによって、建替え参加者と不参加者とが確定し、つぎの段階とし
て、前者は後者に対して区分所有権等の売渡しを請求することができることになる 43）。 
 62 条 1 項から 3 項までは、建替え決議に基づく当事者を確定するため、建替え決議の内
容により建替えに参加する者としない者とを分別する手続を定め、先の期間内であれば、
不参加の回答の撤回が認められ、いったんは参加の回答を行った者は、その後に不参加の
意思表示を行うことはできないということである。 
 
８．売渡請求権の当事者 
 売渡請求権を行使しうる者をだれにするかについては、①建替え決議に賛成した各区分
所有者（ないしその承継人）、もしくは建替え決議の内容により建替えに参加する旨を回答
した各区分所有者（ないしその承継人）、および、②こられの者全員の合意により区分所有
権および敷地利用権を買い受けることができる者として指定された「買受指定者」であり、
これらの者（以下「建替え参加者」という。）は、各自売渡請求権を行使しうるほか、数人
または全員による共同の行使もできるものとされている。また、売渡請求の相手方は、建
替え不参加者（催告に対して参加しない旨の回答をした者、および、所定の期間内に催告
に対する回答をせず、参加しない旨の回答をしたとみなされた者）またはその承継人であ
る。なお、専有部分と敷地利用権との分離処分が例外的に認められる場合（法 22 条１項但
書）において、建替え決議があった後に建替え不参加者から敷地利用権のみを取得した者
またはその承継人があるときは、この者に対しても、その敷地利用権の売渡しを請求する
ことができるものとされている（法 64 条４項後段）44）。 
 建替え決議後、建替え円滑化法によってマンション建替組合を設立した場合は、建替え
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決議の内容による建替えに同意する区分所有者はすべて組合員となって同決議を遂行する
ことになる。建替組合が売渡請求権を行使できるのは建替組合の知事認可後２カ月以内に
売渡請求権を行使しなければならない 45）。なお、権利変換計画が出された後は、先の６．
建替決議の効力期間と同様になる。 
 
９．売渡請求権の行使とその効果 
売渡請求権を行使しうる期間は、建替えへの参加の有無を回答すべき期間（参加の有無
について回答すべく催告を受けた日から２カ月間）の満了の日から２カ月以内、である（法
63 条４項）。この期間内に売渡請求権が行使されなかったときは、もはや売渡請求権を行使
しえなくなる。したがって、以後は、建替え不参加者の専有部分等の買取りは、各不参加
者との通常の売買契約に基づいてなされなければならず、もしこの売買契約を締結しえな
かったときは、建替えは不可能となる。 
売渡請求権の行使にあたって実際上もっとも大きな問題となるのは、この「時価」の算
定基準及び決定方法である。売渡請求の対象は、「区分所有権および敷地利用権」（法 64 条
４項後段の場合には、敷地利用権）であり、その「時価」の算定時期は売渡請求権の行使
時であること疑いないが、その算定基準は、立法担当者の説明は、再建建物が建築された
状態における建物及び敷地利用権の価格とそれに要する経費との差額、あるいは更地価格
と現在の建物の取壊しの費用との差額（この両者は、経済的にみれば、原則として合致す
るはずである。）を基準にして算定される。」とされている（なお、衆議院法務委員会議事
録６号 25 頁、参議院法務委員会議事録５号６頁の中島政府委員の説明も参照）が、これを
具体的に算定するとなると、現在の鑑定実務の状況からしてもかなり困難を伴い、これを
めぐる紛争の生じる可能性が極めて高いと推測される。時価につき当事者の協議が調わな
いときは、結局訴訟で決することになる。具体的には、たとえば、売渡請求権行使者から
提起する専有部分等の明渡・移転登記手続請求訴訟、相手方の提起する売買代金請求訴訟
において、同時に「時価」が確定されることになろう。売渡請求権は、いわゆる形成権と
されている。したがって、この請求の意思表示が相手方に到達したときに、相手方の承諾
をまつまでもなく、当事者間に売買契約が成立し、この時点で区分所有権及び敷地利用権
は売渡請求権行使者に移転する（通説）とともに、行使者は、「時価」による売買代金の支
払義務を負い、反面相手方は、建物の明渡義務及び移転登記義務を負うことになる。そし
て、この両者の義務は同時履行の関係（民法 533 条）に立つ。ただし、相手方が、「建物の
明渡しによりその生活上著しい困難を生ずるおそれがあり、かつ、建替え決議の遂行に甚
だしい影響を及ぼさないものと認めるべき顕著な事由があるとき」は、裁判所は、その者
の請求により代金の支払いまたは提供の日から１年を超えない範囲内において、建物の明
け渡しにつき相当の期限を許与することができるものとされている（法 63 条５項――ただ
し、その猶予期間は、代金の支払いまたはその提供の日から１年を超えない範囲でなけれ
ばならない）46）。 
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ここでいう時価とは、建替え決議がなされていることを前提として区分所有権と敷地利
用権を一体として評価した客観的な取引価額である。売渡請求権の行使にあたっての時価
の算定基準の明確化については、国が事例の集積に務めるとしている 47）。なお、改正法に
おいて時価の算定基準が定められなかったことについては、事案に応じ様々な評価方法が
採用され、これを網羅し明確性を有する基準を設けることは困難であること、不動産鑑定
手法の明確化、事例の集積によって解決を図ることが可能 48）として、この措置は講じられ
ないこととした。なお、判例としては、「建替え決議があった場合の売渡請求における時価
の算定事例」第一審 東京地判 平成 16 年 2 月 19 日、第二審 東京高判 平成 16 年 7
月 14 日（判時 1875 号 52－62 頁）がある。買取請求時の時価を争点とした事案に比べ、
時価の算定における原告・被告の主張は価額の圧倒的差額が見られない 49）。 
 
10．買戻請求権 
 売渡請求権は、区分所有建物の建替えを実現する手段として与えられるものであるから、
この権利が行使され、区分所有権等が買取られたにもかかわらず長期間建替えが実行され
ない場合、これを放置することは、売渡請求権制度の趣旨に反する。そこで、新法は、売
渡請求権を行使され、区分所有権等を失った相手方の保護のため、一定の要件の下にこれ
を買い戻しうる買戻請求権制度（法 63 条６・７項）を新設した。その要件は、「建替え決
議の日から２年以内に建物の取り壊しの工事に着手しない」場合である（法 63 条６項本文）。
ただし、建物の取り壊しの工事に着手しないことにつき「正当の事由」があるときは、そ
の「工事を妨げる理由がなくなった日から６カ月以内にその着手をしないとき」である（法
63 条６項但書、同条７項前段）。もっとも、これらの期間が経過しても、買戻請求権の行使
前に工事に着手された場合には、買戻請求権は行使しえなくなると解される。 
買戻請求権の行使とその効果については、買戻請求権を行使しうる者は、売渡請求権を
行使されてその区分所有権または敷地利用権を売り渡した者（売主）であり、その相手方
は、売り渡した区分所有権等を現在有する者――すなわち、売渡請求権の行使によって売
り渡しを受けた直接の買主またはその（特定・包括）承継人――である。買戻しを請求し
うる期間は、１に述べた「建替え決議の日から２年」の期間が満了した日から６カ月以内
である（法 63 条６項本文）。ただし、１に述べた「正当の事由」がある場合には、「建物の
取り壊しの工事の着手を妨げる理由がなくなったことを知った日から６カ月またはその理
由がなくなった日から２年のいずれか早い時期まで」である（同条７項後段）。これらの期
間の経過後は、もはや買戻請求権を行使しえない。買戻請求権は、売渡請求権と同様、形
成権であるから、その行使の意思表示の到達時に、相手方の承諾の有無を問わず、当然に
区分所有権等は行使者に復帰する。したがって、以後は、建替え計画は挫折することにな
る 50）。 
建替え決議後２年以内に建物の取壊しに着手しない場合にあって、売渡請求により区分
所有権等を譲渡した者は、その権利を現に有する者に対して再売渡しの請求（一方的意思
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表示により買い戻すこと）ができる（６項）51）。売渡請求権を行使し不参加者の区分所有
権を強制的に買取ったまま建替えに着手せず放置することは衡平を欠き、制度の趣旨に合
致しない。建替え決議後２年以内に同工事に着手しない場合、それが正当の理由に基づい
ていれば買戻しの請求権は発生しないが（６項但書）、同工事を妨げる正当な理由がなくな
った場合は、その理由がなくなった日から６カ月以内で工事に着手しないとき買戻し請求
は可能となる（７項前段）。この場合の買戻し請求は、同工事を妨げる理由がなくなったこ
とを知った日から６カ月以内又は理由がなくなった日から２年以内のうちいずれか早い時
期までに実施しなければならない（７項後段）52）とする。なお、区分所有法第 62 条 5 項
から 7 項は建替え円滑化法においても準用される（同法第 15 条 3 項）53）。 
 
第四款 復旧制度 
 62 年区分所有法から 83 年法における復旧制度についての改正は、次の三点に過ぎなかっ
た。まずその第一点目は、建物の価格の二分の一以下に相当する部分が滅失した場合（い
わゆる小規模滅失）につき、各区分所有者が滅失した共用部分および専有部分を復旧でき
るとする旧法（法 35 条一項）の建前を維持しつつ、この場合に、集会において、「滅失し
た共用部分を復旧する旨の決議」（法 61 条１項）または「建替え決議」（法 62 条以下）を
なしうるものとし、これらの決議がなされた後は、各区分所有者は共用部分の復旧に着手
しないものとした（法 61 条１項但書）、第二点目は、いわゆる大規模滅失の場合につき、
単に「区分所有者は、建物の再建に関し協議しなければならない」旨を定めるにすぎなか
った旧法（法 35 条３項）に対して、「集会において、区分所有者及び議決権の各四分の三
以上の多数で、滅失した共用部分を復旧する旨の決議」をすることができるものとした（法
61 条５項。なお、同条６項参照）、第三点目は、この大規模滅失の場合につき、復旧決議に
賛成した区分所有者（その承継人を含む。）以外の区分所有者のために、建物および敷地に
関する権利の時価での買取請求権を与え（法 61 条７項）、また、建物の大規模滅失の日か
ら６カ月以内に右の復旧決議または建替え決議がなされなかった場合も、各区分所有者の
ために、この買取請求権を与え（同条８項）、この買取請求権が行使された場合においては、
裁判所は、請求を受けた区分所有者の請求により、代金の支払いにつき相当の期限を許与
することができるものとした（同条９項）54）こと、である。 
 これに対し、改正法の主要な改正点は、大規模滅失による復旧の決議があった場合（同
条５項以下）において、次の三点になる。まず第一点目は、復旧決議の日から２週間以内
に、決議に賛成した区分所有者全員の合意により買取指定者を指定し、その旨を書面で通
知したときは、決議に賛成しなかった区分所有者は当該買取指定者に対してのみ買取請求
をすることができるものとしたこと（法 61 条８項）、第二点目は、買取指定者が指定され
なかった場合に、決議に賛成しなかった区分所有者から買取請求を受けた決議に賛成した
区分所有者は、その請求の日から２カ月間、決議に賛成した他の区分所有者に対し、その
共用部分共有持分に応じて再買取請求をすることができるものとしたこと（同条７項後段）、 
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第三点目は、復旧決議を行った集会の招集者（買取指定者が指定されたときは、その買取
指定者）が、決議に賛成しなかった区分所有者に対して４カ月以上の期間を定めて催告を
行った場合には、その期間が経過した後は、買取請求をすることができないものとしたこ
と（同条 10 項、11 項）である 55）。 
 なお、83 年区分所有法 61 条の適用については、買取請求権の相手方については、復旧決
議に賛成しなかった区分所有者の意思に委ねられていたので、特定の決議賛成者に買取請
求が集中したり、買取りに対応できない決議賛成者が思いもよらないところから買取請求
を受けたりすることがあり、決議賛成者間の負担の衡平を著しく欠いていたが、改正法 61
条は、大規模滅失について復旧の決議（法 61 条５項の決議）があった場合に、その決議の
日から二週間以内に、復旧決議賛成者（以下、決議賛成者という）がその全員の合意によ
り買取指定者を指定したときは、その者から通知を受けた区分所有者は、買取指定者に対
してのみ買取請求をすることができるといった買取指定者の制度を導入することで、83 年
法の不都合を払拭しているといえる 56）。 
 この点についての判例としては、阪神・淡路大震災により被災したマンションの復旧に
おける事案で、買取請求の時価が主な争点となった事例（大阪地判 平成 10 年 8 月 25 日 
判時 1668 号 112 頁以下・金判 1058 号 34 頁以下、同控訴審大阪高判 平成 14 年 6 月 21
日 判時 1812 号 101 頁以下、同上告審 最判 平成 14 年 12 月 6 日 判例集未掲載）が
ある 57）。 
 
第五款 小括 
 今回の改正法において、最大かつ重要であった課題は、建替え制度の見直しという点で
あろう。上に見てきたように大きな変容があったわけである。復旧制度をも含めて筆者が
考える重大な改正点は、両者とも手続き規定に大きなウェートが占められ最大限の具体
化・明確性が加味されたと同時にある種の転換が行われたのだと考える。復旧・建替え制
度の手続面、そしていわゆる手続要件の整備という面で、その功績は大いに評価される点
が多いが、建替え決議の変容は、むしろ、建替え可能な特定の地域にあるマンションにお
いて修繕意識を後退させ、その時代時代の要請に伴って、常に建替えを意識し過ぎた管理
運営に結びつかないともかぎらない。若干の懸念を持たざるを得ない。 
 
 
（１）丸山英氣「区分所有の所有権性」（日本不動産学会誌第 16 巻第４号 2003）63－66
頁及び拙稿「区分所有権」三好登、鎌野邦樹、藤井俊二、奥田進一編「確認民法用
語 300」（成文堂 2004）31－32 頁参照。 
（２） 〔荒川重勝〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）276 頁参
照。なお同教授は、「建物が老朽化いたしまして、大多数の区分所有者がこれを建替
えたい、そして敷地の権利を合理的に利用したいというふうに希望いたしておりま
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しても、･･････一人でもこのままでよいと主張する者がおりますと、建物が物理的
に朽ち果てるまで現状のまま維持せざるを得ない」ことになり、「現状維持を主張す
る者の区分所有権の絶対性は保証されるわけでありますけれども、土地の利用価値
を実現したいと希望しておる者の権利は著しく制約を受けるということになる」と
いう不合理を生む。そこで、「一体不可分の建物の各部分に対する区分所有権という
制度を認めた以上は、その区分所有関係の継続が著しく不合理になった場合には、
何らかの形でその関係を整理するための措置を講ずることが不可欠であろう」（衆議
院法務委員会議事録第六号三項 中島政府委員の説明）ということから、83 年区分
所有法において「建替え制度」が導入されるに至ったわけであると指摘する。 
（３） http://www.moj.go.jp/SHINGI/010216-3.html2002/09/07 参照及び法制審議会建物 
区分所有法部会第 1 回会議  
 http://www.moj.go.jp/SHINGI/010605-1.html2002/09/07 参照。 
（４） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）277 頁参照。
なお、「第一に、今回の改正にかかる上記の諸制度は、現実に発生した過去の紛争の
経験に支えられたものでなく、むしろ今後発生が予想される紛争によってその妥当
性が試されるものとしている、という意味においてである。周知のように、わが国
では、中高層区分所有建物の建設そのものがごく最近のことに属するため、今日ま
でその建替え・復旧をめぐる紛争は一、二を除き現実化しておらず、かかる紛争の
法的処理のありかたについて立法政策上参考となりうる現実の経験に乏しかった。
そのため、今回の改正における重点も、旧法の「全員一致主義」の手直し（＝多数
決主義の導入）とそれに伴う少数反対者の保護におかれたものであったといってよ
い。第二に、今回導入された建替え制度は、比較法的にみて他に類例がなく、その
意味でも一つの実験であるといえる。新法の制定過程では、たとえばアメリカの統
一共同所有不動産法（Ｔｈｅ Ｕｎｉｆｏｒｍ Ｃｏｎｄｏｍｉｎｉｕｍ Ａｃt，
第 2120 条）のような、多数決によって建物と敷地に関する権利とを一括売却し、
その代金を分配するという方法も考えられたが、「これはわが国の国民の意識には必
ずしもマッチしない。多くの区分所有者は同じ場所に再建をする、マンションを再
び建てかえることを希望しておるというのが実体ではなかろうかということを考え
まして建替え制度を採用することにした」、とされている（衆議院法務委員会議事録
第六号 22―23 頁 中島政府委員の説明）という点。 
（５） 阪神・淡路大震災による被災マンションの建替え決議で費用の過分性要件が主な
争点となった事例として、「六甲グランドパレス高羽事件」第一審 神戸地判平 11
年 6 月 21 日（判時 1753 号）65 頁以下参照、控訴審 大阪高判平 12 年 7 月 13 日
（判例集未掲載）、最判平 15 年 6 月 24 日（判例集未掲載）と他 2 件ある。内訳は神
戸地判平 13 年 10 月 31 日（判例集未掲載）、和解 1 件である。団地型老朽化マンシ
ョンの建替え決議で費用の過分性要件が主な争点となった事例としては「新千里桜
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ヶ丘事件」第一審 大阪地判平 11 年３月 23 日（判時 1677 号） 91－106 頁参照、
控訴審 大阪高判平 12 年 9 月 28 日（判時 1753 号）65－77 頁参照。最判平 13 年 6
月 8 日（判例集未掲載）。一審判決については丸山「マンションの建替えと法」（日
本評論社 2000）114－133 頁参照、高裁判決については大野武「老朽化マンション
における 62 条所定の建替え決議の要件」（不動産研究第 44 巻 1 号 2000）76－85 頁
参照。 
（６）鎌野邦樹・竹田智志「区分所有建物の修繕・再建（復旧・建替え）及び終了をめぐ
る比較法覚え書き」（千葉大学法学論集第 15 巻第 3 号 2001）165－212 頁参照。 
（７） 詳細は本稿 144 頁参照のこと。 
（８） 国内のマンション建替え実例は現在約 100 件余りを数える。 
http://www.kenplatz.nikkeibp.co.jp/mansion/rensai_2/041012.shtml06/2/15 参照。 
（９）詳細は本稿 144―145 頁参照のこと。 
（１０）http://www.moj.go.jp/SHINGI/010703-１.html2002/09/07 参照。なお、法務省立
法担当者は試案で取り上げなかった理由として次の 3 点を指摘する。《１》建替え
を行う場合、建物を取り壊す以外に方法がないからこそ、反対者の区分所有権等
をその意思に反して強制的に取得することを認められていると考えられるのに対
し、区分所有関係の解消は区分所有権の換価を目的とするものであり、その解消
を待たなくても個々に売却することが可能。反対者に換価を強制する根拠として
は弱い《２》建物の老朽化が進み朽廃に近い状態であるにもかかわらず、区分所
有者に費用の負担能力がない理由で建替えをすることができない場合のために区
分所有関係の解消する制度が必要であるとの指摘があるが、区分所有者もそうし
た現状を甘受しつつ居住を続けている場合が多いのであって、解消の制度を導入
しても、その合意形成自体容易でない《３》そのような建物の除却や有効な土地
利用の実現に一般私法である区分所有法で対応するのは必ずしも適切でないとい
う点からだとしている。NBL 編集部編「改正マンション法等新旧対照条文」（NBL
別冊 76 2002.12）156―157 頁参照。 
（１１）http://www.moj.go.jp/SHINGI/010703-１.html2002/09/07 参照。 
（１２）NBL 編集部編「改正マンション法等新旧対照条文」（NBL 別冊 76 2002.12）144
－148 頁参照。 
（１３）この点は、客観的要件を削除することについては、立法の過程において大いに議 
論があり、法制審建物部会の審議においても大きく議論が分かれたところであっ 
たとする。稲本洋之助・鎌野邦樹「コンメンタール マンション区分所有法（第 
2 版）」（日本評論社 2004）371 頁参照。 
（１４）NBL 編集部編「改正マンション法等新旧対照条文」（NBL 別冊 76 2002.12）15
頁参照。 
（１５）前掲書 151 頁参照。 
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（１６）批判的なものとしては、福井秀夫「マンション建替え要件の明確化を」（税務経理 
02.4.12 付）１頁参照、同「住宅土地市場における規制の効果・改革」（ESP 02.8） 
18－23 頁参照、森稔「区分所有法 不可解な改正試案」（住宅新報 02.4.19 付）、 
久米良昭「老朽マンション建替え住民の 5 分の４多数決だけでよい」（エコノミス 
ト 02.6.18 付）54－57 頁参照。 
（１７）http://www.moj.go.jp/SHINGI/020718-１.html2002/09/07 参照。 
（１８）http://www.moj.go.jp/SHINGI/020806-1-1.exe  06/02/28 参照。この間の学説とし
ては、客観的要件をある程度明確化した形で存続させるべきか、それとも削除す
べきかについて鎌野「中間試案の問題点と課題」（ジュリ 1225 号）５－13 頁、折
田泰宏「区分所有改正中間試案を振り返る」（ジュリ 1225 号）14－21 頁、石川恵
美子「中間試案に対する意見－利用者サイドから」（ジュリ 1225 号）28－31 頁等
があり、鎌野「区分所有法の改正について」（私法第 65 号 2003）148－149 頁で
山野目章夫教授は建替え要件の在り方についての報告とともに憲法適合性基準に
ついても言及している。 
（１９）http://www.moj.go.jp/SHINGI/020903 -2-1.html02/09/05 参照。 
（２０） 折田泰宏・上野純一「Q&A マンション建替え法解説」（三省堂 2003）5 頁参照。 
（２１） 飯島正ほか｢座談会 区分所有法統の改正と今後のマンション管理｣（ジュリ 1249
号） ６頁参照。この点につき、法務省立法担当者は次のように説明する。（法
制審建物）部会は、審議の結果をそのまま反映させるという趣旨で、客観的要
件を不要とする案と、客観的要件として（中間試案アの甲案：築後年数を 30 年
としたもの）及び（中間試案イの甲案）を採用し、これを維持する案との両案
を併記する形で要綱案を取りまとめた。この要綱案は、9 月に行われた法制審議
会の総会に諮られ、そこでは、五分の四以上の賛成のみを持って建替えを認め
るべきであるという意見が大勢を占めたことから、建替え決議の要件をこれに
一本化する形で要綱を決定して法務大臣に答申をし、その答申に基づいて今回
の改正法が立案されたとする。また、アの甲案については、年数を明示するこ
とで建替えを議論する目安、きっかけになるなどメリットが指摘される反面、
区分所有建物の物理的構造や管理の状況等が建物ごとに様々であって、老朽化
の進行の度合いも個々の建物で著しく異なる場合のあることから、すべての区
分所有たてものについて一律に 30 年または 40 年の経過という形式的基準を適
用することの合理性を説明することは困難であるという問題点の指摘があり、
さらに、法律で区分所有建物の耐用期間を定めたものと誤解されるおそれがあ
り、その年数の経過が迫ってくると、維持補修に多額の費用を振り向けようと
する意欲が薄れるなど、区分所有者の管理に対する意識に悪影響を及ぼすので
はないか、あるいは、その年数経過後に建替えられることを前提とした品質の
劣る建物の建築を助長しかねないのではないか、その年数の経過が迫ったマン
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ションについては中古市場での価格が下落してしまうのではないかという問題
点の指摘もあったとする。なお、イの甲案については、建物の効用の維持等に
要する費用や建物の価額については評価的要素が含まれるので、これを画一的
に算定するのは容易なことではなく、依然として基準としての明確性を欠き、
紛争を招くおそれがあるのではないかという問題点の指摘があったとする。吉
田徹編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）65－67 頁参照。なお、
結論としては、建物を維持するのが客観的に見て不合理となった場合にのみ建
替え決議を認めるものとする現行法の枠組みを保ちつつ、費用の過分性の要件
に代わる具体的かつ明確な客観的基準の定立を試みたアプローチということが
できる。しかし、（アの甲案の）要件については、物理的構造や管理の状況等は
建物ごとに様々であって、老朽化の進行の度合いも個々の建物で著しく異なる
場合があることから、すべての区分所有建物について一律に 30 年という形式的
基準を適用することの合理性を説明するのが困難であるという指摘が、（イの甲
案の）要件については、建物の効用の維持等に要する費用や建物の価額につい
ては評価要素が含まれているので、これを画一的に算定するのは容易なことで
はなく、依然として基準として明確性を欠き紛争の発生が懸念されるのではな
いかという指摘があったことから、後者の案は法制審議会総会が決定した要綱
では採用されず、法案にも採り入れられるに至らなかったとする。吉田徹編「建
物の区分所有等に関する法律の一部改正法の概要（２）」（NBL754 号）71－72
頁参照。※（ ）は筆者。 
（２２） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）279－280
頁参照。 
（２３） この点に関し立法担当者は、次のように説明する。建替え決議を会議の目的と
する集会の招集は、会議の目的事項を示すだけでは足りず議案の要領をも通知
しなければならない（第 35 条第 5 項）とし、建替え決議は、新たに建築する建
物の設計の概要、建物の取壊しおよび再建のための費用の概算額とその分担に
関する事項、再建建物の区分所有権の帰属に関する事項を決議の内容として定
めなければならないこととする（第 62 条第 2 項各号）。これは、議案の要領を
通知することによって、建替えを実施した場合にどうなるかという情報を、あ
らかじめ区分所有者は事前に知ることができるということで、情報が事前に知
る機会を区分所有者に保証しているということである。ところで、区分所有者
が建替えをすべきかどうかを判断する上で、必要な情報はこれらの事項に限ら
れてものではない。区分所有者は、現在の建物の維持することと、これを取り
壊して新たな建物を建てることとの利害得失を比較して、建替え決議について
賛否を下すことから、この両者の費用負担を明確に提示することが必要である。
議案の要領のほか、①建替えを必要とする理由②建物を建替えしないとした場
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合における当該建物の効用の維持又は回復に必要な費用額および内訳、③建物
の修繕に関する計画が定めてある場合にはその当該計画の内容、④建物につき
修繕積立金として積み立てられた金額（第 62 条第 5 項各号）を通知しなければ
ならない（第 62 条第 5 項）とした。ここでいう建替えを必要とする理由という
のは、集会の招集者が現在の建物を建替えなければならない理由を指し、建替
えを提案する者として区分所有者に建替えの必要性・合理性を説明責任という
観点からも明らかにできるものをいい、現在の建物の状況・使用・設備等につ
いて問題点を指摘するとともに、建替えを実施した場合､どのようなメリットが
生じるか、建物を維持した場合との費用対効果を具体的に記したものが要求さ
れる。また、建替え決議のための集会の前に開催される説明会は、集会の開催
日より 1 カ月以上前までに、招集に際して通知すべき事項に関する説明会を開
催することを招集者に義務づけている（第 62 条第６項）。吉田編「一問一答 改
正マンション法」（商事法務 2003）77－80 頁参照。 
（２４） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）280－283
頁参照。 
（２５） 借家権について鈴木禄弥教授は、借家法が保護の対象とする財産権より高次な
権利として居住権を取り上げ、純粋な家屋賃借権との違いを説明する。借家法
においては居住権的流れの濃いものと思われるが、一方で区分所有権は団体的
拘束が強化され財産権的には弱められる傾向を示している。鈴木禄弥「居住権
論（新版）」（有斐閣 1981）63－64 頁参照。 
（２６） 丸山「区分所有の所有権性」（日本不動産学会誌第 16 巻第４号 2003）68 頁参照。
なお、ドイツ法との関連においては丸山「区分所有権の構成」（横浜市立大学論
叢社会科学系列第 29 巻 1 号 1978.5）79－95 頁参照。 
（２７） 稲本「民法Ⅱ（物権）」（青林書院新社 1983）319 頁参照。 
（２８） 丸山「区分所有の所有権性」（日本不動産学会誌第 16 巻第４号 2003）67 頁参照。 
（２９） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）283－293
頁参照。 
（３０） 鎌野「マンション建替え論序説２・完」（千葉大学法学論集第 14 巻 4 号）239
頁参照。 
（３１） この点について、鎌野教授は、83 年法は、《建物の更新》（建替え）とは異なり、
《土地の更新》については民法の共有の規定（251 条）に依拠して全員一致の原
則を採用していたが、《建物の更新》（建替え）に伴う《土地の更新》について
は別に考えるべきで、そうしないと、再建建物の相当性が土地（敷地）によっ
て阻害されることになるとし、このような意味で改正法による上記の改正は評
価できるとする。鎌野「改正区分所有法の解釈上の諸問題」（千葉大学法学論集
第 18 巻２号）50 頁参照。 
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（３２） 稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」（日本評論社
2004）375 頁参照。 
（３３） 吉田編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）72－73 頁参照。 
（３４） 片桐善衛「マンション建替え小論」（法学志林 第 99 巻 1 号）143 頁参照。 
（３５） 花房博文「阪神・淡路大震災によって損傷を受けたマンションの区分所有者の
集会における建替決議が、複数の区分所有権を有する者が複数人として数えら
れて決議されており、区分所有者の 5 分の 4 以上の賛成がないとして無効とさ
れた事例」（マンション学第 13 号）141－146 頁参照。 
（３６） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）293－296
頁参照。 
（３７） 前掲書 296－299 頁参照。 
（３８） 折田・上野「Q&A マンション建替え法解説」（三省堂 2003）101－103 頁参照。 
（３９） 前掲書 106－109 頁参照。 
（４０） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）299－300
頁参照。 
（４１） 折田・上野「Q&A マンション建替え法解説」（有斐閣 2003）99－100 頁参照。 
（４２） 吉田編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）83－84 頁参照。 
（４３） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）300－301
頁参照。 
（４４） 前掲書 301－302 頁参照。 
（４５） 折田・上野「Q&A マンション建替え法解説」（三省堂 2003）47－48 頁参照。 
（４６） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社１９８４）302－
305 頁参照。 
（４７） 折田・上野「Q&A マンション建替え法解説」（三省堂 2003）49－53 頁参照。 
（４８） 吉田編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）84 頁参照。 
（４９） この点については、太田知行編「マンション建替えの法と実務」（有斐閣 2005）
169－203 頁参照。 
（５０） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）305－306
頁参照。 
（５１） 濱崎泰生「建物区分所有法の改正」（法曹会 1989）406 頁参照。 
（５２） 稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」（日本評論社
2004）407、409－410 頁参照。 
（５３） 坂和章平「注解マンション建替え円滑化法」（青林書院 2003）159 頁参照。 
（５４） 〔荒川〕「建替え及び復旧」丸山編「区分所有法」（大成出版社 1984）306－307
頁参照。 
（５５） 吉田編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）56－57 頁参照。 
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（５６） 鎌野「改正区分所有法の解釈上の諸問題」（千葉大学法学論集第 18 巻２号）43
頁参照。なお、同教授は、買取指定者が指定された場合に、当該買取指定者が、
復旧に賛成しない特定の区分所有者の買取請求のみに応じることや、一定数ま
での買取請求にのみ応じることは許されるか。また、専有部分とその専有部分
に係る敷地利用権との分離処分を認める規約がある場合、再買取請求の目的物
は、「当該建物及びその敷地に関する権利」であり、専有部分とその専有部分に
係る敷地利用権との分離処分を認める規約がある場合（法 22 条１項但書）は問
題となる。たとえば、当該建物及びその敷地に関する権利を有する者が、当該
建物のみについてＡに対して買取請求をしたり、当該建物について買取請求を
し、その敷地については、先の買取請求を行った者とは別の者に対して買取請
求をすることは認められるか。さらに、再買取請求権は、買取請求権と同じ形
成権の性質を有する。すなわち、買取請求を受けた決議賛成者の一方的意思表
示によって相手方である他の決議賛成者との間に売買契約が成立する。買取請
求権行使時と再買取請求権行使時とは異なるが、決議賛成者の法律関係を一元
的に処理すべきであり、再買取請求における「時価」は、基本的に、「第 14 条
に定める割合に応じ」た「当該建物及びその敷地に関する権利」の価格で、具
体的には、買取請求における「時価」をどう解すべきかについて指摘する。 
（５７） 地裁判決については、丸山「マンションの建替えと法」（日本評論社 2000）154
－162 頁参照。高裁判決は、同裁への鑑定意見を中心として鎌野「区分所有法
61 条 7 項の買取請求の時価について」（千葉大学法学論集第 14 巻 1 号）43－88
頁参照。なお、評釈としては片桐「区分所有法 61 条 5 項所定の復旧決議が行わ
れ、区分所有権等の買取請求がなされた場合と同条 7 項の時価の基準時および
その意義」（判時 1834 号）176－179 頁参照。 
 
第二節 団地型マンションの建替え制度 
 
第一款 はじめに 
 改正法の立法過程における紆余曲折については、前節で触れた。区分所有法第 2 章「団
地」についても中間試案、法制審議会総会決定による法律案と国会に提出された法案とで
はまた違った様相を呈した１）。法案そのものが大きく動くというのは本稿のテーマのひと
つである団地建替えの新設についてである。 
 そもそも 62 年法はその 36 条において、団地関係の定めをおいていたに過ぎず、建物の
区分所有関係における管理者、規約及び集会に関する規定を建物区分所有を規定する部分
から準用していたに留まる。これに対し、83 年法は、団地関係の基本的な構成をそのまま
に新たに第 2 章として団地の規定を独立させ第 65 条から 68 条までの 4 か条を設けた。団
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地内にある建物や敷地、付属施設の全部を団地全体で管理したいとの要望を受ける形で、
団地の構成員の自治・選択で、個別的に、又は全体としてそれらの建物等を管理するとの
方法がとられたわけである。83 年法は、第 1 章における｢建物における区分所有｣に対する
特則として第 2 章「団地」を設け、換言すると、団地内の一建物については第 1 章がまず
適用され、その敷地や付属施設についても原則としては一建物の区分所有者全員が管理し、
第 2 章の規定によって、当該一建物をも含めた団地建物所有者全員で、管理すべきものと
された場合には、団地全体の管理の対象物とされるようになった。 
ここで注意を要するのは、第 1 章を全面的に準用するのではなく、第 1 章 7 節及び 8 節、
「義務違反者に対する措置」、「復旧及び建替え」の規定は団地には準用されないという点
である。また、ここでいう団地とは、格別に利用されるべき数棟の建物が同一の区画内の
土地に総合的設計に基づいて建設されているもの２）とのこれまでの認識を改め、一団地内
に数棟の建物があって、その団地内の土地又は付属施設(これらに関する権利を含む)がそれ
らの建物の所有者の共有に属する場合には団地関係を構成する（法 65 条前段）と規定し、
所有者全員で管理のための団体を構成し、団地の集会・団地管理規約・管理者の制度をと
ることができるとしたのである。留意しなければならないのは、団地関係があれば、その
管理のための団体が構成されるが、そのことで当然に直ちに土地や付属施設、建物の全部
の管理を団体が行うということではなく、具体的な対象は 66 条から 68 条の定めにしたが
って決められることになる３）。ところで改正法における本稿と関わる最も大きな焦点は、
法 69 条及び 70 条で新設された団地内建物の建替えに関する規定である。 
 
第二款 団地内建物の建替え規定 
 これまで特に規定を置いてこなかった団地内の建物の建替えについて、改正法は第 69 条
と 70 条を新設し規定を行った。これまでは団地のなかの特定の建物を建替えしようとした
場合、敷地内にある全部の団地建物所有者でその土地を共有しているときには民法の共有
の規定に従うことになり、つまり共有土地上の建物を取り壊し、そこに新たに建物を建築
することは共有物の変更にあたり敷地共有者全員の同意を得ることが必要と考えられてき
たが４）、法 69 条は、団地内の建物各棟が建替えの発議を行い、これについて団地の敷地を
共有する団地内の建物所有者の特別多数決議（四分の三以上）による承認を得るべきこと
を規定し、法 70 条は、団地の敷地を共有する団地内の建物所有者全員による特別多数決議
（五分の四以上）がなされ、かつ、その場合に各棟でも三分の二以上の承認があれば、団
地内の建物を一括して取壊し建替えることができることを規定する。なお、団地内の建物
敷地を共有する団地内の建物すべてが区分所有建物である場合には、69 条及び 70 条いずれ
でも建替えを行うことができるが、団地の敷地を共有する団地内の建物のうち一部のみが
区分所有建物である場合には、各棟の建替えは法 69 条に基づくことになり 70 条による建
替えはできない５）とする。 
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第三款 法 69 条の趣旨 
 法 69 条は、団地内にある数棟の建物の全部または一部が区分所有建物であり、かつ、そ
の団地内の特定の建物の所在する土地が団地建物所有者の共有に属している場合、その団
地建物所有者で構成される団地管理組合の集会において議決権の四分の三以上の多数によ
る建替え承認決議が得られれば、団地内の特定の建物の建替えが実施できるというもので、
立法担当者は、建替えにあたって、多数の敷地共有者全員から同意を得ることは実際上大
変困難或は不可能に近いといった指摘、また、区分所有建物においては、その建物の区分
所有権と敷地利用権とは分離して処分できないため区分所有建物が含まれる団地の団地所
有者としては敷地利用権の持分に独立の財産的価値を見出している場合は少なく、敷地全
体が区分所有形態の建物の敷地として使用され、現在の建物一代限りではなく永続的に使
用されることを承認していると考えられることから、建替えについての全員同意の要件を
緩和する合理性があると判断し、団地内の建物の建替え承認決議の制度を新設したとして
いる６）。 
 また、団地内の建物の建替えを実施する場合には団地管理組合の集会で四分の三以上の
多数による承認決議を要求しているのは、これによって、団地内の他の建物の団地建物所
有者の間で通常の利害調整が図られ、他の建物の団地建物所有者が不当な不利益を受ける
など建物間で不公平が生ずる事態を回避できるものと考えられるからであるとする７）。法
69 条第 5 項における特定建物の以外の建物の建替えに特別の影響を及ぼすべきときとは、
立法担当者によると、特定建物の建替えによって団地内の他の建物の建替えに顕著な支障
が生じ、それがその建物の団地建物所有者の有する敷地利用権の具体的な侵害にあたると
評価できる場合がこれに相当すると考えられるが、これは、特定建物の床面積が建替えで
大幅に増大し、敷地利用権の持分割合と比較し、本来他の建物に分配されているべき容積
を侵食することによって、将来、団地内の他の建物が同様の建替えを実施しようとして、
それが制限されてしまうような場合を想定してのことである７）。 
 
第四款 法 70 条の趣旨 
 法 70 条は、団地内の建物のすべてが区分所有建物であり、かつ団地内の建物の敷地が団
地内建物の区分所有者の共有に属する場合、団地内の建物について団地管理組合の管理の
対象とする旨の団地管理規約が定められているときは、当該団地内の建物全体の一括建替
えを団地管理組合の区分所有者及び議決権の五分の四以上の賛成かつ各棟毎の区分所有者
及び議決権の三分の二以上の賛成で実施できるとするもので、同一の敷地内に複数の区分
所有建物があり、その敷地を団地建物所有者全員で共有している団地において、建物と土
地は別個の不動産であるため異なる建物の区分所有者間では、それぞれ他の建物について
何らの権利も持っていない。このためこれまでの区分所有建物の建替えは、団地内にある
ものであっても、その建物の区分所有者の集会の決議によって、建物単位で決定されるこ
とになっており団地内の他の建物の区分所有者はこれに関与することは予定されていなか
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ったが、団地内の区分所有建物を建替える場合は全部の建物を一括して建替えることによ
り次のような利点があるとする。 
 ①複数の低層建物をまとめて高層化する、建物部分と空地部分の共用部分を入れ替える、
建物の配置の変更を含んだ敷地利用の一体的見直しによる土地の有効利用、②容積に余裕
のある団地においては敷地の一部を処分することで建替え費用を捻出することが可能にな
る、この場合、法 69 条による建替えも可能だが、団地全体で見れば五分の四を上回る圧倒
的多数の区分所有者が建替えに賛成しているにもかかわらず、一部の住棟の建替え決議が
成立しないことによって団地全体の建替えが実施できない不都合が生じる可能性があり、
この場合、建替え決議が成立しなかった建物を除いた形では合理的な建替えの計画は立て
がたく、結局建替え決議が成立した建物においても建替え自体を断念せざるをえなくなる
と、建替えを望む区分所有者にとっては厳しい事態となる。 
 このような団地にあっては、各建物の区分所有者は、建物について権利を有し、そして
同時に敷地の共有者でもある。専有部分と敷地利用権は分離処分が原則禁止されているな
ど一体性を有するものであるから、建物の管理及び処分は、敷地の利用と一体不可分であ
る。団地内の建物について規約を定め団地管理組合の管理対象としている場合は、建替え
は建物の管理の延長線上に位置するものとの見方もでき、その決定を敷地共有者によって
構成される団地管理組合の集会にゆだねることにも十分な合理性が認められる８）。 
 なお、団地型マンション標準規約は、復旧及び建替え決議を棟毎の棟総会で決議するも
のとし、棟の管理は各棟の管理組合で行うことと規約で位置付けた場合でも、団地全体の
管理水準の統一、効率的な管理の確保等の観点から全棟で管理のための連絡協議会等を作
り緩やかな形での統合的な管理を行っていくことが考えられる９）とする。 
 
第五款 小括 
 これまでの任意建替えによる等価交換方式を採用した団地型マンションの建替えでは、
余剰床の販売をできるだけ行って、従前の居住者の負担の軽減が図られたが、そのことで
建て替わるマンションの高層化を余儀なくされた。法 70 条による敷地の売却が可能であれ
ば、居室の狭小性からの開放を求めた建替え計画が、限りなく敷地の狭小性を生む可能性
を生むことを秘めている。また、敷地の共有関係を基盤として成立する団地関係について、
団地建替え承認決議（法 69 条）、と建替え決議（法 70 条）において、棟と団地全体の関係
が取り上げられるが、83 年法の施行にともなって、既存の団地型マンションの多くは、棟
別管理から団地管理の主体を団地全体管理に移行している。つまり、団地管理組合を構成
するわけである。80 年代前半ごろまでの団地型マンションは、形状・間取りがほぼ均一で
全体として管理する方が合理性が高かった。この点からすると、ほとんどの団地型マンシ
ョンは、定期的な住民総会を団地総会として行い、年度毎の事業計画、修繕計画等の実施
を行ってきたわけであるが、建替えについては棟の存在が重点的である。筆者によるこれ
までの現地調査の結果からすると、棟総会を基点としてボトムアップした団地建替え計画
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はこれまでのところ実績がない。また連絡協議会のような統合的な管理組合の存在も見当
たらない。実質的には棟単独で維持・管理を進めることは、ほとんどなく（筆者による現
地調査では例外的に東京都下で二団地、川崎市で一団地確認）建替えにあたって困惑する
のではないだろうか。団地組合が既に棟組合を包含していると見られる。 
 また、これまでに区分所有法が発展させてきた基本的な考え方である物による人的結合
がひとつの団体を形成し、団体的規制が及ぶ。一方では敷地と建物の分離が禁止され、他
方では、その物を相当な期間にわたって適切に維持するため多数決議（団体的拘束）に基
づいて管理し、そして、多数決の結果の効力は反対者のみならず、多数決議に参加してい
ない、その物の占有者や特定承継人にも波及する。こういった考え方は、一棟の区分所有
建物から団地へと広がりを見せ、その内部においても徐々に団体的拘束といった全員合意
から多数決による決定へという、及ぶ領域の拡大を示してきている。法 69 条、70 条はまた、
このことを如実に現していると見てよい。 
 さらに、最近になって、団地型マンションの建替え決議にあっては、判例等を踏まえ、
団体的拘束、多数決による決定へのアンチテーゼとして、建替え計画にはそもそも反対で
あるが賛成と意思表示し、建替えを推進するにあたっては計画に参加しない者、しかし、
現に建替えを推進している者は、そのことを知っているが合意形成を整えるためには、そ
の者の区分所有者としての承認を必要とするといった、これまでには全く想像もつかない、
いわゆる心裡留保も見当たる。複雑化の様相を一層深めている。 
 最後に、団地の建替えについては常に都市計画、建築規制が密接に関わり、そのことが
団地の建替えを難しくしている最大の理由であることから敷地を共有する団地の建替えの
円滑化を図るために公法と私法の双方の観点から新たな法律を整備することが必要である
とした指摘もある 10）。 
 
補 款 団地関係についての裁判例 
 団地関係の成立に関して、一団地として最終的には数棟の区分所有建物の所有者によっ
て、共有されることとなる土地上に、順次、建物が建築され分譲される計画のもとにおい
て、建物の一部は完成し分譲されているが、残部の建物は未だ分譲が開始されていないと
いう場合、未分譲の建物の敷地部分及びその付属施設を対象とする同一の団地関係が成立
し既分譲の建物の区分所有者で構成される団体の管理の対象となるかについて争われたケ
ースがある 11）。 
 
「一筆の共有土地上に数棟の区分所有建物を建設分譲する計画の中、その一部は既に完
成し分譲されているが、残る区分所有建物は内装工事が未施工となっていて未だ分譲され
ていない場合における区分所有法 65 条所定の団地関係の成否について」 
福岡高裁平 12（ネ）472 号（損害賠償請求事件） 
・平成 15 年 2 月 13 日民 5 部判決（判時 1828 号 36-39 頁） 
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控訴棄却、拡張請求棄却（上告・上告受理申立て） 
福岡地裁平９（ワ）476 号（損害賠償請求事件） 
・平成 12 年 3 月 29 日判決（判例集未登載） 
 
１．事案の概要 
 都市機構 Y（現：都市再生機構、当時：住宅・都市整備公団）は、福岡市西区にある約 2
万 8700 ㎡の一筆の土地上に全９棟の中・高層マンション 12）を建設し、順次分譲 13）する
計画の下に、平成４年 11 月から平成８年８月にかけて建設した１号棟から５号棟の各住戸
部分を数次にわたって分譲したが、特に６号棟から９号棟の４棟については、内装工事を
未施工のまま平成７年に開催されたユニバーシアード福岡大会のための選手村として一時
使用させ、その後内装関係を竣工させた上、分譲を開始するという計画で 6 号棟ないし 9
号棟のうち６、７号棟については、平成７年 11 月までに２次にわたる分譲を行った。なお、
８､９号棟（124 戸）は未だ分譲されていない。 
Y は、この計画の下に、本件売買契約の締結に際し、１号棟から７号棟の組合員で構成す
る管理組合 X の組合員すべてから、「本件マンションの共有地の一部を、分譲住宅建設等の
ために占用すること及び平成７年度開催のユニバーシアード福岡大会の選手村として使用
することを承諾する」旨の書面の交付を受けていた。Y が 1 号棟から 7 号棟までの分譲に
あたり使用した募集用パンフレットには、「管理上必要とする経費は組合員で負担する」「管
理組合費 14」は住宅の譲渡契約日から負担する」旨の記載が付されてあった。 
 ６号棟から９号棟までが、ユニバーシアード選手村として一時使用された期間中におい
ては、同組織委員会が４住棟の維持管理を行い、かつ、その費用を負担した。また、6 号棟
ないし 9 号棟の建物及び付属施設のある敷地については、分譲されるまでの期間、本件マ
ンションの他の敷地とはフェンス等で明確に区分され、Ｙがこれを管理した。なお、1 号棟
ないし 7 号棟において、分譲後に売れ残った住戸部分 15）についてのみ、Y は、Ｘの管理組
合員として総会で議決権を行使し、組合費等を支払っている。 
 ところで、Ｘは、1 号棟ないし 5 号棟は、Ｙより平成 4 年９月から平成 6 年１月にかけて
順次棟別に分譲され、6 号棟ないし 9 号棟は、ユニバーシアードが開催される平成 7 年 6
月までに建築工事が完了し、6 月から 10 月にかけて財団法人ユニバーシアード福岡大会組
織委員会に選手村として貸与し使用されたのであるから、遅くとも同年 6 月には建物とし
て存在したと主張し、さらに、1 号棟から 9 号棟まではいずれも一筆の土地上に存在し、か
つ、本件土地及び付属施設は各住戸部分の区分所有者であるＸの組合員とＹとの共有に属
するものであるから、遅くとも平成 7 年 7 月 1 日には、建物の区分所有等に関する法律（以
下「区分所有法」）65 条における団地関係が成立したとして、平成 7 年 7 月 1 日以降平成 8
年 3 月 31 日までの 6 号棟、平成 8 年 7 月 31 日までの 7 号棟、平成 11 年１月までの８、9
号棟の組合費、修繕積立金（全体）及び棟別修繕積立金計４５５３万２８００円の負担を
Ｙに求めた。 
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 これに対しＹは、本件マンションのように順次建設され複数建物を数次に分けて分譲す
るような場合には、各住棟毎の分譲の開始に伴い、団地内共用物の共同使用と共同管理が
発生し、その共同使用する区分所有者の範囲に応じて団地関係が成立するのであって、そ
の時期から支払い義務が発生するとし争った。 
 本件訴訟は一部報道で報じられているように、機械式立体駐車場の維持管理における、Y
の説明義務違反、事務管理、不法行為等による損害賠償を争いＸがＹに対し２億３８０９
万４２９２円の支払請求を行っているが、ここでは、もうひとつの争点である X が主張す
る全 9 棟一体での団地関係の成立時期にのみ絞って検討することにする５。 
 
２．判旨 
 団地関係の成立を一審である福岡地裁はどう見たか。判旨から見てみると「ＸとＹとの
間で、とりわけ６号棟ないし９号棟について、ユニバーシアード選手村使用期間及び内装
工事を含めた分譲建物としての工事を完了して分譲しえるまでの期間は、Ｙが当該建物の
維持管理にあたることとし、１号棟から７号棟の組合員らに適用すべき組合費等の負担を
定めた規約をＹには適用しない旨の合意があったものと推認するのが相当だ」とする。ま
た、「Ｙはユニバーシアード選手村使用期間及び内装工事を含めた分譲建物としての工事を
完了して分譲するに必要な合理的期間内は当該建物について、Ｘの主張に係る組合費等の
支払い義務を負うことはないと解される。本件マンションの分譲方法が順次住棟を完成さ
せた上、数次に渡って分譲するものであることや、住宅事情に関する市場の動向等を考慮
すると、Ｘが本件訴訟で組合費等の請求をなす平成９年１月までの期間は、Ｙにおいて、
管理費等の支払いを要しない、分譲するに必要な合理的期間の範囲内にあるものというべ
き」とした。 
これに対し、福岡高裁は、区分所有法 65 条の法意について、「①団地内に数棟の建物が
あり、②団地内の土地または付属施設がそれらの建物所有者の共有に属するとの二要件を
具備する場合には、団地建物所有者は当然に団体を構成し、この団体が主体となって、同
法 66 条で準用する諸規定に基づき、集会を開き、規約を定めるなどして目的物を管理すべ
き団体的拘束を受ける旨」規定しているとし、さらに「本件の場合、1 号棟から 9 号棟はＹ
が当初単独所有しその後順次住戸部分の分譲に従って持分が譲渡されつつある一筆の土地
上に存在するから、6 号棟ないし 9 号棟が外形的に建物として完成しＹがその所有権を取得
した以上、本件マンションの各住戸部分の分譲を受けたものと伴に団地建物所有者の一員
となって、6 号棟及び 9 号棟の関係でも建物完成と同時に団地関係が成立し組合規約の適用
を受けるように解されなくもない」としながらも、「区分所有法 65 条の二要件を具備した
場合に団地建物所有者全員による団体を構成させることとした目的は、同団体の意思に基
づいて、共有にかかる土地、付属施設の管理等を行わせることにあることは明らかだ」と
して一歩踏み込む形で、「一定の要件の基に団地関係の成立が法的に強制されるのは、団地
建物所有者全員にとって共通の利害関係を有すると考えられる事項の管理について、全員
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を構成員とする団体の意思によってこれを決定、実行させようとすることにある」とする
のである。また、「本件のような広範囲な敷地に多数の棟のマンションの建築がなされる場
合には、それが一筆の土地上に建設されるものであったとしても、土地全体の利用状況か
ら見ると、入居者のある棟の敷地に供されている土地部分の利用形態と、現に建築工事が
続行中の土地部分の利用状況との間には大きな隔たりがあり、各土地を管理するためにな
すべき事柄や管理に必要な資金も大きく異なることも明らかである、として、区分所有法
65 条による団地関係成立の法意とは、団地建物所有者全員にとって利害関係を共通にする
事項の管理の便宣上団地関係の成立を定めたものと解され、及び本件マンションがすべて
一筆の土地上にあるとはいえ、完成した住戸部分の所有者と本件マンションの施主である
Ｙとは、本件土地の管理上工事区域部分については利害関係を共通にするとはいえないこ
とに照らして考えると、本件の場合には各棟の建物の建築が完了してそれぞれの分譲が開
始されるまでは、分譲前の建物敷地部分に関して、区分所有法 65 条の前提となる既存の本
件マンション住戸部分の所有者とＹとの間の共有に属するとの要件を実質的に充足せず、
団地関係は成立しないと解するのが相当」とした。 
 
３．分析 
 一審では、1 号棟から 9 号棟までの団地関係を一応認めながらも、組合規約を適用しない
旨の合意があったと推認するに留まるものの、二審は、ＸとＹとの間の共有に属するとの
要件が実質的に充足せず団地関係は成立しないと判示している。一審、二審を通して、Ｘ
の請求をいずれも棄却するが、ここで重要なことは、二審において土地の利用状況の違い
を踏まえ、区分所有法上の団地関係の成立を拒んだ点である。 
 首都圏の公団分譲住宅の普及の変遷をたどってみると、数次にわたり団地として分譲す
る計画の下に、順次分譲するケースは多い。そして、現在は一団地単一管理組合というと
ころであっても、集会施設が 2 つあり住宅形式が異なるにもかかわらず、ひとつの団地型
マンションとして構成されているところもあれば、建設時期が 2 年と変わらず隣接してい
ても独立させ、ふたつの分譲団地、２管理組合になるケースもある。住宅事情における市
場動向によっては、当初、分譲団地を建設する計画であっても賃貸住宅が好況であれば、
それに変わるということも稀ではない。ひとつの給水施設、汚水処理施設を賃・分併存で
利用しているということもある。 
 こういった点からすると、控訴審判決が、①、②を前提とし、「一定の要件の基に団地関
係の成立が法的に強制されるのは、団地建物所有者全員にとって共通の利害関係を有する
と考えられる事項の管理について、全員を構成員とする団体の意思によってこれを決定、
実行させようとすることにある」とし、当初の１号棟から５号棟までの団地関係における
Ｘの成立、以後１号棟から７号棟までの団地関係、X の成立は、順次一般への分譲というこ
とによって初めて成立することが認められるのである。 
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４．検討 
 団地といった用語は、区分所有法に限らず、いわゆる建築公法（都市計画法や建築基準
法等）にも登場してくるが、公法上の団地は、団地という特殊領域への空間の規制として
の性格を持つものである。区分所有法によるそれは、様々な解釈 16）から論じられているけ
れども、公法上も私法上も、その定義づけらしいものは見当たらない。強いて昭和 58 年区
分所有法 65 条における解説書、コンメンタール等より抽出してみると、「一般的には、数
棟の建物がその土地内に、通常は計画的設計に基づいて建設されているような、客観的に
一区画をなしているとみられる土地の区域」とされ、また、「客観的には一団地とみられる
地域内に存する建物のうちの一部である数棟の建物について、その所有者の共有に属する
土地等があれば、その共有関係で結合された建物の所有者のみを構成員として団地関係が
構成される」としているのである。こういった見方からすると、一審、二審の判断は、何
ら異論なく受けとめることができる。さらに、「団地内の土地または付属施設を共有する、
団地内の数棟の建物所有者は全員で、その団地内の土地、付属施設及び専有部分のある建
物の管理を行うための団体を構成する」としており、順次分譲が進むことによって、X が当
然に構成されていくと理解できる。 
  
５．私見及び本判決の意義 
 区分所有法における団地関係の成立において、分譲という行為があったかどうかにより、
たとえ建物敷地が共有であれ、団地関係の成立を認めないことにしたのは、ほとんど先例
のない事例の中で大きな意義を認めるところである。 
 ところで、本件マンションにおける 1 号棟から 9 号棟までの全住棟は、スケルトン（躯
体）と呼ばれる範囲までは平成 4 年 11 月の段階で既に完了していて、Y が不動産市況に鑑
み、内装工事の時期を調整（ユニバーシアード大会期間を除く）して順次分譲してきたも
のと考えられる。第一次分譲から第六次分譲まで、その期間約 4 年。現在も未分譲の住棟
を含めれば約 12 年間に及ぶことになる。 
 あえて評釈の域を越えて、また、予防法学の見地に立って述べるならば、本件マンショ
ンは、一般にマンションという建物の修繕時期を部位毎に短・中・長期に分けて考えるな
らば、分譲時期によって住棟毎に修繕時期に差異が生じてきてしまう。例えば残る２棟に
ついては、屋上防水、外壁塗装等大規模改修の時期を迎えつつあるのだから、新規物件の
範疇を超えるとさえ見られかねない。X の主張する、建物全９住棟の一体としての団地関係
の成立を確認する（そもそもは一敷地の中の９棟として管理規約に記載されているものと
推測）とした訴えについては、そのメリットが何かということが問いとして残ってしまう
のだが、長期に渡る住棟別分譲の場合、一筆の共有敷地にある団地であっても単独の管理
組合を成立さす必要性は住宅政策上、余りないのではないかと考える次第である。すると、
一団地単一管理組合とする場合には、必然的に分譲期間の時間的制約が備わるべきと考え
られる。 
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（民事法研究会 2004）12 頁参照。 
（２） 〔川島一郎〕「建物の区分所有等に関する法律」川島武宣編「注釈民法（７）」399
頁参照。 
（３） 〔片桐善衛〕「団地」丸山英氣編「区分所有法」（大成出版社 1984309－311 頁参照。 
（４） 吉田徹編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）91 頁参照。 
（５） 稲本洋之助・鎌野邦樹「コンメンタール マンション区分所有法（第２版）」（日本
評論社 2004）453 頁参照。 
（６） 吉田編「一問一答 改正マンション法」（商事法務 2003）91 頁参照。 
（７） 前掲書 100－101 頁参照。なお、この点につき鎌野教授は、改正法の前においても
民法の一般原則に従って共有土地上の建物の建替えを共有物の変更にあたるとして
土地共有者全員の同意を必要とすると解することは、83 年法により五分の四以上の
特別多数決による建替えが認められている趣旨と相容れないこと、および、このよ
うに解すると事実上団地内の建物においては建替えができないと考えられることか
ら、建替え棟以外の建物の利益を害さないことを条件に当該建物の建替えを認める
べきであるとの学説〔稲本洋之助・鎌野邦樹〕「数棟からなる団地・数棟からなるマ
ンション」都市的土地利用研究会編「マンションの復旧・建替え・再建法律相談ハ
ンドブック」（1995）19 頁があった。がこの点については立法的に解決されること
が望まれていたところ、69 条の新設により解決されたとする。また、建替え承認決
議は、団地内の建替えを予定している建物が区分所有建物である場合には、その建
替え決議またはその区分所有者全員の同意が一般的にはあらかじめあることが必要
であり、特定建物が区分所有建物以外の建物である場合にはその所有者の同意が既
にあることが必要である。それでは、特定建物が区分所有建物である場合において、
建替え承認決議を各棟の建替え決議の前に行うことは許されるか｡この点に関し改
正法は特に規定を設けていないと指摘する。鎌野「改正区分所有法の解釈上の諸問
題」（千葉大学法学論集第 18 巻第 2 号 2003．10）61-62 頁参照。 
（８） 前掲書 103－104 参照。 
（９） 国土交通省「マンション標準管理規約及びコメント（団地型）」42 頁参照。 
（１０）長谷川洋「団地建替え規定の審議規定と改正区分所有法に基づく団地建替えの方
法」（マンション学 15 号 2003.4）143－152 頁参照。この指摘に対し筆者は確か
に厄介な問題が多い。しかし私法の領域においては別段団地法として独立さすほ
どではない。建替えだけのために行う必要はないと考える。 
（１１）稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」（日本評論社 2004）
423 頁参照。 
（１２）１号棟：６階建て 32 戸 2 号棟：13 階建て 63 戸 3 号棟：7 階建て 25 戸 4 号
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棟：8 階建て 35 戸 5 号棟：8 階建て 35 戸 （小計 190 戸）6 号棟：9 階建て 32
戸 7 号棟：9 階建て 44 戸（小計 76 戸） 8 号棟 9 号棟（小計 124 戸）合計 390
戸である。 
（１３）「(１)第一次分譲－1 号棟、4 号棟－平成 4 年 9 月募集、9 月 10 日入居(２)第二次分
譲－3 号棟－平成 4 年 11 月募集、翌年 2 月 16 日入居(３)第三次分譲－２号棟－平
成５年６月募集、９月１０日入居(４)第四次分譲－5 号棟－平成 6 年 1 月募集、4
月 13 日入居(５)第五次分譲－６号棟－平成７年３月募集、翌年４月２日入居(６)
第六次分譲－７号棟－平成７年 11 月募集、翌年 8 月 9 日入居」判時 1743 号 113
頁参照。 
（１４）管理組合費等 管理組合費 各戸 1 カ月：9000 円  全体修繕費積立金 各戸 1
カ月：3300 円  棟別修繕費積立金 各戸 1 カ月：3000 円から 4900 円 駐車場
利用料金 各戸 1 カ月：3500 円 
（１５）「平成 8 年 12 月 14 日時点において、本件マンションの 1 号棟から 7 号棟のうち、
37 戸が未分譲のまま、１戸が買戻し住宅として計 38 戸が空室」としている。判時
1743 号 114 頁参照。 
（１６）この点につき、バブル経済崩壊後、経済低迷の長期化に伴って、分譲マンション
への未入居問題（売れ残り物件）の多発が目立ちはじめ、やがて公団・公社住宅
の値下げ販売訴訟へと発展してくるわけだが、未入居物件の管理費等または駐車
場料金の扱いが分譲主と居住者間でクローズアップされてくる。本件において報
道各社の姿勢は、駐車場料金の設定、管理費等の未納という問題をどう捉えるか
という事が焦点であったけれども、本件でＸは、争点のひとつとしてＹの設定し
た駐車場料金が保証特約、売買契約における説明義務、委任、準委任、事務管理
に基づく説明義務違反にあたり、駐車場利用料金を格段に低廉な価格としたこと
は不法行為にあたるとして損害賠償の請求を行っている。また本稿のテーマであ
る団地関係の成立の時期については、玉田弘毅明治大学名誉教授による本件評釈
（NBL No.765  2003.7.15 8-19 頁、No.768  2003.9.1 43-49 頁、No.770 
2003.10.1 54-60 頁）参照。その中で同教授は、「本件控訴審判決が、建物区分所
有法 65 条の団地関係の法意と団地関係の成立要件について検討を加え、団地関係
が成立するには、一団地内の数棟の建物の所有者がその団地内の土地または付属
施設について単に共有関係であるだけでは足りず、土地または付属施設について
管理上の利害関係を共通にすることを要するとしたことは立法趣旨からみて、ま
ことに的を得たものといえる」とし、この判決を契機に「団地ないし団地関係に
関する疑義などが解きほぐされ解釈論的に議論が深められる」とする。 
    ※なお、当判例評釈は拙稿（マンション学第 18 号 2004.4）183-186 頁参照。 
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第三節 被災マンションの再建制度 
 
第一款 はじめに 
 マンションが都市の居住形態として一般化した時代にあって 1995 年 1 月 17 日、阪神・
淡路大震災が発生し、従来の予想をはるかに超える様々な被害が多数のマンションでも露
呈した１）。例えば一棟のマンションの全部が滅失したと認められるような損傷を受ける全
部滅失２）等、新たな法的問題に直面したといえる。マンションが災害によって、広範囲な
地域にわたって、そのすべてが滅失した事例、あるいは一部が滅失した事例は、同震災ま
でにはなかったことである。 
 マンションの全部または一部が滅失した場合、その復旧、建替えあるいは再建について
は、「建物の区分所有等に関する法律」（以下：区分所有法）によって、区分所有者の集会
における決議を前提に、費用負担、資金調達、区分所有権等の買取請求、売渡請求等によ
り、大規模災害での法的紛争を予防する手当てがなされていた。にもかかわらず「被災区
分所有建物の再建等に関する特別措置法」（以下：被災区分所有法という）３）が施行され
たのには理由がある。 
 区分所有法は、建物の一部が滅失した場合の復旧及び建替えについて、区分所有者の多
数決の法理を導入しての手当てが規定されているものの、区分所有建物の全部が災害によ
って、あるいは建物の全部が滅失し土地だけが残った場合は、すでに建物はなくなり、共
同で管理すべきものはないとして、区分所有法第３条に規定する「管理を行うための団体」、
いわゆる管理組合も存在しないこととなる。同法においては、区分所有建物が全部滅失し
た段階でその適用がはずされてしまうわけである４）。 
 被災区分所有法は、この点に対し、「大規模な火災、震災その他の災害により滅失した区
分所有建物の再建等を容易にし、被災地の健全な復興に資する」（1 条）とし、「政令で定め
る大規模な災害により区分所有建物の全部が滅失した場合、その建物に係る敷地利用権が
数人で有する所有権その他の権利であったときは、敷地共有持分権等を有する者は再建の
決議をするための集会を開くことができ」（2 条 1 項）、「再建の集会において、敷地共有者
等の議決権の五分の四以上の多数で、滅失した区分所有建物に係る建物の敷地に主たる使
用目的を同一とする建物を建築する旨の再建の決議をすることができる」（3 条 1 項）とし
たわけである。つまり、大規模な火災、震災その他の災害により滅失した区分所有建物の
再建等を容易とするため、区分所有建物が全部滅失した場合には区分所有関係が消滅し、
敷地の共有関係、準共有関係が存在するだけで、民法上の共有（特に 251 条及び 264 条）
が適用されるが、政令で定める大規模な災害に限って、再建を敷地共有者の集会において
決議することができることとし、多数決による決定の手続を導入したのである。 
ここでは、被災区分所有法がどのような経緯で立法されたかについてまず概観し、条文
毎の具体的内容の把握を行って、小括として若干の検討を加え要約する。 
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第二款 立法の経緯 
 立法過程における被災区分所有法の最大の特色は、担当省庁である法務省民事局での法
案の検討開始から施行まで、わずか 2 カ月余りという緊急立法であった点である。また、
同局による阪神・淡路大震災後の対応をめぐって興味深いのは、①建物が高層化した近代
的な大都市が巨大地震によって被害を受けたわが国初めての事例と受け止め、②マンショ
ン等の区分所有建物が受けた被害も実に深刻とした上で速やかに被災地が受けた被害の実
情と被災地の調査に着手したころ、被災地からは、マンション等の再建については多数決
制を導入して欲しいとの強い要請があった、③この要請に沿うべく現行の制度を検討する
と、滅失した区分所有建物の再建等を容易にし被災地の健全な復興に資するため、その再
建に関する敷地の共有者等の間の利害の調整のための制度の導入が必要であることから急
遽法案を取りまとめたとしている。さらには、④被災地からの希望を超えて大災害時にお
ける特別措置を講じており政令をもって大災害を定めれば、直ちに被災区分所有法を適用
でき恒久立法の形式を採用し将来の大災害に備えることができたとする５）。 
 なお、同法案は、関係省庁との調整、与党内の調整を経て 95 年３月 14 日に特別措置法
案として閣議決定（閣法）され、第 132 回国会に提出し衆・参議院法務委員会・本会議に
おける全会一致での可決成立を受け、同 24 日に公布、同日付で施行された。また、同法第
２条第１項に基づく災害に指定する政令は、同月 22 日に閣議決定し、24 日に公布されてい
る６）。 
 区分所有法における区分所有建物の「滅失」時の想定を超え、同震災の発生を経て露呈
した「全部滅失」にあたる場合にも、政令で災害の指定を受けた場合に限られるものの、
被災地の健全な復興を容易とするため、多数決主義の導入による区分所有建物の再建を可
能とする手法が確立したわけである。 
 
第三款 条項趣旨と多数決主義の展開 
被災区分所有法第 1 条は、「大規模な火災、震災その他の災害により滅失した区分所有建
物の再建等を容易にし、もって被災地の健全な復興に資することを目的とする」とし、同
法全体の目的を明記して規定している。 
 第２条本文は、「大規模な火災、震災その他の災害で政令で定めるものにより建物の区分
所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有法」という。）第２条第３項
に規定する専有部分が属する一棟の建物（以下「区分所有建物」という。）の全部が滅失し
た場合において、その建物に係る同条第６項に規定する敷地利用権が数人で有する所有権
その他の権利であったときは、その権利（以下「敷地共有持分等」という。）を有する者は、
次条第１項の決議をするための集会を開くことができる」とし、再建への集会について定
めている。 
 具体的内容を確認する上で、まず最初に触れておかなければならないことは、「政令で定
める災害」つまり政令指定災害によって、一棟の建物の全部が滅失した区分所有の建物の
 71 
みに適用されるのであり、適用されるためには政令指定災害と区分所有建物の全部滅失に
相当と認められる因果関係が必要である７）。敷地利用権が数人で有する所有権その他の権
利（敷地共有持分または借地における準共有持分）であった場合に、敷地共有者等が建物
の再建の決議を行うために集会を開くことができるものとしている。 
さらに第 2 項においては「前項の規定による集会（以下『再建の集会』という。）におけ
る敷地共有持分等を有する者（以下『敷地共有者等』という。）の各自の議決権は、敷地共
有持分等の価格の割合による」とし、再建の集会における議決権の割合を示し、第 3 項で
「再建の集会は、議決権の五分の一以上を有する敷地共有者等が招集する」という再建の
集会の招集について定める。 
第１、２、３項で特に重要と思われるのは、まず再建の決議の主体であるが、もともと
民法の共有規定からすると、共有物の管理、変更にあたって集会は開かなくてもよいもの
の過半数の同意または全員の同意を必要とするが、再建の決議の主体は敷地共有者等であ
り、区分所有建物の再建の意思を決定するには集会を開いて決議することを求めている。
また、その際の議決権は、区分所有法上は一般的には専有床面積の割合によるが、区分所
有建物が全部滅失していることから、ここでは敷地共有持分等の価格の割合によることと
している８）。 
第 4 項では、区分所有法の一定の規定の準用を定め、区分所有法の規約および集会に関
する規定（区分所有法第１章第５節）のすべてが準用されるわけではないが、同法 33 条１
項本文、2 項、35 条１項本文、２項、５項、36 条、39 条、40 条、41 条、42 条 1 項から 4
項まで、45 条 1 項から 3 項、5 項が準用される。 
次に、第 3 条は「再建の集会においては、敷地共有者等の議決権の五分の四以上の多数
で、滅失した区分所有建物に係る区分所有法第２条５項に規定する建物の敷地若しくはそ
の一部の土地又は当該建物の敷地の全部若しくは一部を含む土地に建物を建築する旨の決
議（以下『再建の決議』という。）をすることができる」とし区分所有建物の全部が滅失し
た場合における決議の要件、効力等を規定している。 
なお、第２項は「再建の決議においては、次の事項を定めなければならない」として 
第一号 新たに建築する建物（以下「再建建物」という。）の設計の概要、第二号 再建建
物の建築に要する費用の概算額、第三号 前号に規定する費用の分担に関する事項、第四
号 再建建物の区分所有権の帰属に関する事項といった具体的決議事項を示し、第３項で
は「前項第三号および第四号の事項は、各敷地共有者等の衡平を害しないように定めなけ
ればならない」とし第４項は「再建の決議をした再建の集会の議事録には、その決議につ
いての各敷地共有者等の賛否をも記載し、又は記録しなければならない」、続いて第５項は
「再建の決議は、その区分所有建物の滅失に係る災害を定める前条第１項の政令の施行の
日から起算して３年以内にしなければならない」、第６項は「再建の決議があった場合につ
いては、区分所有法第 63 条第１項から第３項まで、第４項前段、第６項および第７項並び
に第 64 条の規定を準用する。この場合において、区分所有法第 63 条第１項から第３項ま
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で及び第４項前段並びに第 64 条中『区分所有者』とあるのは『敷地共有者等』と、区分所
有法第 63 条第１項、第３項および第４項前段並びに第 64 条中『建替えに』とあるのは『再
建に』と、区分所有法第 63 条第４項前段中『区分所有権及び敷地利用権』とあり、並びに
区分所有法第 63 条第６項及び第 64 条中『区分所有権又は敷地利用権』とあるのは『敷地
共有持分等』と、区分所有法第 63 条第６項及び第７項中『建物の取壊しの工事』とあるの
は『建物の再建の工事』と、区分所有法第 64 条中『建替えを行う』とあるのは『再建を行
う』と読み替えるものとする」として、再建に参加しない者に対する権利の売渡請求等の
決議を実行するための手続等を定めるものとなっている。 
 被災区分所有法第 3 条全体の射程は、区分所有建物の全部が滅失した場合に、その建物
の敷地（規約によって建物の敷地とされた土地を含む）に建物を再建することを容易とす
るために、敷地共有者等が議決権の五分の四以上の多数をもって再建の決議をすることを
認め、区分所有建物が全部滅失したことによって区分所有者の団体が消滅した後、一定の
期間を限定して、敷地共有者等の間に建物の再建を目的とした団体的関係が存在するもの
と想定しながら、全員一致によらない多数決主義による「再建の決議」を行うことを可能
としているわけである９）。 
第４条は「第２条第１項の政令で定める災害により全部が滅失した区分所有建物に係る
敷地共有者等は、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 256 条第１項本文（同法第 264 条にお
いて準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、その政令の施行の日から起算して１カ月
を経過する日の翌日以降当該施行の日から起算して３年を経過する日までの間は、敷地共
有持分等に係る土地又はこれに関する権利について、分割の請求をすることができない。
ただし、五分の一を超える議決権を有する敷地共有者等が分割の請求をする場合その他再
建の決議をすることができないと認められる顕著な事由がある場合は、この限りでない」
とし、敷地共有持分等に係る土地等の分割請求に関する特例について示している。 
 政令指定災害にあたる災害によって区分所有建物が滅失した場合には、被災区分所有法
第３条に従って敷地共有者等の全員ではなく、議決権の五分の四以上の多数で区分所有建
物の再建を決議することができる。このような再建の決議を可能とするため、民法の共有
に関する規定にかかわらず、再建の決議の準備に必要な一定の期間、敷地共有者等が敷地
等の分割を請求することができないものとしている 10）。 
 なお、政令の施行の日から３年以内に限り多数決決議による再建の決議を認めることに
よって、大規模災害により滅失した一棟の建物の再建を容易とする狙いであるが、ここで
いう敷地共有者は、そもそも当該建物の区分所有者であり、その共有物である敷地につい
ては分割請求できるのが原則であるところ、これを認めることでの混乱を踏まえ、再建の
決議は政令の施行の日から３年以内に限ることとし、合理的な範囲として敷地共有者等の
分割請求を禁止したものである。 
 第５条は「第２条第１項の政令で定める災害により区分所有建物の一部が滅失した場合
についての区分所有法第 61 条第１2 項の規定の適用については、同項中『建物が滅失した
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日から 6 月以内に』とあるのは『その滅失に係る災害を定める被災区分所有建物の再建等
に関する特別措置法（平成７年法律第 43 号）第 2 条第 1 項の政令の日から起算して 1 年以
内』とする」として、現区分所有法第 61 条第 12 項の規定に対する特別法としての規定で
ある。 
区分所有法第 61 条第 12 項は、大規模災害時に区分所有建物の一部が滅失した場合、滅
失した日から 6 カ月以内に復旧あるいは建替えの決議が行われないときに、各区分所有者
が他の区分所有者に建物及び敷地に関する権利について買取請求を行使できるが、阪神・
淡路大震災のよる被災地のような場合、大きな混乱が生じ 6 カ月間内で、このような重大
な決議をこなすことは困難であるとし、政令指定災害として政令が施行された日から起算
し 1 年に延長したものである。区分所有者が混乱する事態を回避することができるよう配
慮されたものである。 
第６条は、「次の各号のいずれかに該当する場合には、その行為をした者は、20 万円以下
の過料に処する」とし、第一号 議事録等を保管する者が第２条第４項において準用する
区分所有法第 33 条第２項の規定に違反して、正当な理由がないのに、議事録等の閲覧を拒
んだとき、第二号 再建の集会の議長が第２条第４項において準用する区分所有法第 42 条
第１項から第４項までの規定に違反して、議事録を作成せず、又は議事録に記載し、若し
くは記録すべき事項を記載せず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録を
したときとして、集会における議事、議決内容、再建の決議に対する各敷地共有者等の賛
否の別等の事項は敷地共有者等の権利・義務に重大な影響をもつものだから、その不作成、
不記載、虚偽の記載および保管者による閲覧の拒絶を罰則をもって禁ずることとしている。 
 ところで、前述のような条文の概観からすると、被災区分所有法は、政令指定災害を受
けて民法の特別法としての側面と区分所有法の特別法としての側面を併せ持つ構成をなし
ていると見ることができよう。そして、この法律の特例としての一面は、政令指定災害の
施行を受けて、その政令の施行の日から起算し、①3 年以内に敷地共有者等が集会において
敷地共有持分の価格の割合による議決権の五分の四以上の多数で建物を再建でき、②建物
の全部が滅失した敷地共有者等は 3 年を経過する日まで敷地及び敷地に関する権利の分割
の請求ができず、③各区分所有者が他の区分所有者に対して建物及びその敷地についての
権利を時価で買取るべき請求は 1 年を経過した後とするとしているわけである。 
 
第四款 一部滅失、大規模滅失と全部滅失との関係  
 阪神・淡路大震災後の被災マンションの復興は当初、軽微な被災の場合は補修、大規模
な場合は建替えという流れで進展するものの、補修か建替えかを主たる争点とした深刻な
対立が露見した。また、解体助成を契機として、被災後の復興を一層建替えに特化させた
がその過程にあっては、先の被災の程度から対応の選択を行うのは余りにも短絡で、むし
ろ、建替えずとも補修による対応がいかに幅広いものであったかということを示さずには
おかなかった。同震災を迎える以前には想像もつかなかったことである。さて同震災前の
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滅失による建物の復旧・再建について法の手当てはいかようなものであったのか。区分所
有法の射程を踏まえて再度確認してみよう。 
62 年区分所有法は、その第 35 条で「建物の価格の二分の一以下に相当する部分が滅失し
たときは、各区分所有者は、滅失した共用部分及び自己の専有部分を復旧することができ
る」とし、第 2 項「前項の規定により共用部分を復旧した者は、他の区分所有者に対し、
復旧に要した金額を第 10 条に定める割合に応じて償還すべきことを請求することができ
る」、第３項「第 1 項の場合を除いて、建物の一部が滅失したときは、区分所有者は、建物
の再建に関し協議しなければならない」、第４項「前項の協議をすることができないとき、
またはその協議が成立しないときは、各区分所有者は、他の区分所有者に対し、建物及び
その敷地に関する権利を時価で買い取るべきことを請求できる。ただし裁判所は、他の区
分所有者の請求により、代金の請求につき相当の期限を許与することができる」、第５項「前
４項の規定は規約で別段の定めをすることを妨げない」として、区分所有建物の一部が滅
失した場合の復旧について初めての規定を設けた。これは同時に、一部滅失の概念の導入
を示し、論理的には一部滅失以外の滅失という概念をも生み出しているわけである 11）。す
なわち第 1、2 項は建物の一部の滅失が建物の価格の二分の一以下である場合、滅失した共
用部分及び専有部分の復旧ができ、共用部分の復旧にあたってはその費用の償還を請求で
きるとした上で、第３、４、5 項で、区分所有者全員に再建の協議を義務付けし、協議の不
能、不成立時は各区分所有者が他の区分所有者に建物及び敷地に関する権利の買取りを請
求でき、規約で別段の定めを設けても良いとしているのである。 
では、83 年区分所有法における「建物の一部が滅失した場合の復旧等」についての定め
である第 61条ではどうか。「建物の価格の二分の一以下に相当する部分が滅失したときは、
各区分所有者は、滅失した共用部分及び自己の専有部分を復旧することができる」とし、
さらに「ただし、共用部分については、復旧の工事に着手するまでに第 3 項又は次条第 1
項の決議があったときは、この限りでない」とする。第 2 項「前項の規定により共用部分
を復旧した者は、他の区分所有者に対し、復旧に要した金額を第 14 条に定める割合に応じ
て償還すべきことを請求することができる」、第３項「第 1 項本文に規定する場合には、集
会において､滅失した共用部分を復旧する旨の決議をすることができる」、第４項「前３項
の規定は、規約で別段の定めをすることを妨げない」とし、62 年法 35 条とほぼ変わらない
構成としたが、第 5 項において「第 1 項本文に規定する場合を除いて、建物の一部が滅失
したときは､集会において､区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数で、滅失した共
用部分を復旧する旨の決議をすることができる」とし、建物の一部が滅失した場合のその
復旧において、建物価格の二分の一以下の場合と、そうでない場合、つまり建物価格の二
分の一を超える場合とに分けて規定を設けた。第６項「前項の決議をした集会の議事録に
は､その決議についての各区分所有者の賛否をも記載しなければならない」とし、第７項「第
５項の決議があったときは、その決議に賛成した区分所有者（その承継人を含む。）に対し、
建物及びその敷地に関する権利を時価で買い取るべきことを請求することができる」とし、
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買取請求権の行使について、62 年法第 35 条の規定をより具体化している。さらに、第８項
は「第５項に規定する場合において、建物の一部が滅失した日から６月以内に同項または
次条第１項の決議がないときは、各区分所有者は他の区分所有者に対し、建物及びその他
に関する権利を時価で買い取るべきことを請求することができる」とした。前項が復旧決
議が成立した場合を想定しているのに対し、第８項は、復旧に限らず、各区分所有者が相
互に買取請求を行使することができるとするのである。第 9 項「第 2 項及び前 2 項の場合
には、裁判所は、償還又は買取りの請求を受けた区分所有者の請求により､償還金又は代金
の支払いにつき相当の期限を許与することができる」とし、買取請求権が形成権の性質を
有することから期限の許与を裁判所に請求できる措置を認める規定を設けた。復旧の過程
が 62 年法に比べ 83 年法は、詳細でしかも具体の手続を提示している。 
2002 年（平成 14 年）区分所有法における同条では、「建物の価格の二分の一以下に相当
する部分が滅失したときは、各区分所有者は、滅失した共用部分および自己の専有部分を
復旧することができる。ただし、共用部分については、復旧の工事に着手するまでに第３
項、次条第１項または第 70 条第１項の決議があったときは、この限りでない」とし、第 2
項以下次のようになる。第２項「前項の規定により共用部分を復旧した者は、他の区分所
有者に対し、復旧に要した金額を第 14 条に定める割合に応じて償還すべきことを請求する
ことができる」、第３項「第１項本文に規定する場合には、集会において、滅失した共用部
分を復旧する旨の決議をすることができる」、第４項「第３項の規定は、規約で別段の定め
をすることを妨げない」、第５項「第１項本文に規定する場合を除いて、建物の一部が滅失
したときは、集会において、区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数で、滅失した
共用部分を復旧する旨の決議をすることができる」、第６項「前項の決議をした集会の議事
録には、その決議についての各区分所有者の賛否をも記載し、又は記録しなければならな
い」、第７項「第５項の決議があった場合において、その決議の日から２週間を経過したと
きは、次項の場合を除き、その決議に賛成した区分所有者（その承継人を含む。以下この
条において「決議賛成者」という。）以外の区分所有者は、決議賛成者の全部又は一部に対
し、建物及びその敷地に関する権利を時価で買い取るべきことを請求することができる。
この場合において、その請求を受けた決議賛成者は、その請求の日から２月以内に、他の
決議賛成者の全部又は一部に対し、決議賛成者以外の区分所有者を除いて算定した第 14 条
に定める割合に応じて当該建物及びその敷地に関する権利を時価で買い取るべきことを請
求することができる」、第８項「第５項の決議の日から２週間以内に、決議賛成者がその全
員の合意により建物及びその敷地に関する権利を買い取ることができる者を指定し、かつ、
その指定された者（以下この条において「買取指定者」という。）がその旨の決議賛成者以
外の区分所有者に対して書面で通知したときは、その通知を受けた区分所有者は、買取指
定者に対してのみ前項前段に規定する請求をすることができる」、第９項「買取指定者が第
７項前段に規定する請求に基づく売買の代金に係る債務の全部又は一部の弁済をしないと
きは、決議賛成者（買取指定者となった者を除く。以下この項及び第 13 項において同じ。）
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は、連帯してその債務の全部又は一部の弁済の責めに任ずる。ただし、決議賛成者が買取
指定者に資力があり、かつ、執行が容易であることを証明したときは、この限りでない」、
第 10 項「第５項の集会を招集した者（買取指定者の指定がされているときは、当該買取指
定者）は、決議賛成者以外の区分所有者に対し、４月以上の期間を定めて、第７項前段に
規定する請求をするか否かを確答すべき旨を書面で催告することができる」、第 11 項「前
項に規定する催告を受けた区分所有者は、前項の規定により定められた期間を経過したと
きは、第７項前段に規定する請求をすることができない」、第 12 項「第５項に規定する場
合において、建物の一部が滅失した日から６月以内に同項、次条第１項又は第 70 条第１項
の決議がないときは、各区分所有者は、他の区分所有者に対し、建物及びその敷地に関す
る権利を時価で買い取るべきことを請求することができる」、第 13 項「第２項、第７項、
第８項及び前項の場合には、裁判所は、償還若しくは買取りの請求を受けた区分所有者、
買取の請求を受けた買取指定者又は第９項本文に規定する債務について履行の請求を受け
た決議賛成者の請求により、償還金又は代金の支払につき相当の期限を許与することがで
きる」とした。 
83 年法と 02 年法との差異に特に注目して見てみると、第 7 項の修正と 8 項から 11 項ま
での新設部分に見られ、買取請求権の行使におけるその手続の整備を行ったといえる。具
体には、買取請求の相手方の指定（8 項）がされなかった場合は買取請求を受けた決議賛成
者が他の決議賛成者に再買取請求でき（7 項）、催告が可能となった（10、11 項）というも
のである。 
ここで問題となるのは、62 年法、83 年法、02 年法を通して、小規模・大規模滅失の復
旧の過程にあって、買取請求の手続上の進展は精査が重ねられているものの、いわゆる全
部滅失の規定については、全くそれが存在しないという点である。もちろん全部滅失をど
う捉えるべきかは厄介で、物理的に捉えると、建物の 99％が崩壊してもなお、1％の部分が
残存していれば全部滅失とはならないということになろうが、法律的にはそう解すべきで
なく、残存部分がなお建物としての利用価値を有し、その価値が取引上も認められるか否
かの観点から決すべきであり、その価値が認められる場合は一部滅失、認められない場合
は全部滅失と見るのが妥当である。しかし、抽象的にはそういいえても具体的にはその判
定は困難である。結局は建物の用途、地域性、建物に対する需要度などの諸ファクターを
総合して判断すべき 12）といった見方、また、単に物理的に捉えるべきでなく、滅失してい
ない残存部分があることによってなお建物としての効用を社会的に認められるか、という
観点から総合的に判断すべきであるという考え方がある 13）。ここで踏まえておきたいのは、
全部滅失の場合、敷地の利用関係が顕在化し、敷地が建物の区分所有者全員の共有であっ
たとき、滅失した建物を再建するか否かは敷地共有者全員の協議によって決しなければな
らず、ひとりでも反対者がいれば再建は許されない 14）。一棟の建物が全部滅失した場合、
すでに建物の存在がないわけだから区分所有関係は解消し、敷地または敷地利用権の共有
関係が残るだけであるから共有の場合一般と同一である 15）との見方が支配する。 
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この見方を大きく見直さなければならなかった要因が、阪神・淡路大震災で被災した区
分所有建物の再建における緊急性への対処であり 16）、この見方のままでは再建が一層困難
に陥るとの判断である。阪神・淡路大震災で被災したマンションの中には、建物の効用を
全面的かつ確定的に失い、建物の全部が滅失したと見るべきものが少なくない。そのよう
な被災マンションにあっては、区分所有法の規定を適用することができないので、マンシ
ョンの建替えに準じた再建を多数決を採りいれた立法措置によって実現するといった要請
を得て、被災区分所有法が制定されたのである 17）とする。 
 
第五款 小括 
被災区分所有法が、理論的には妥当でないが同震災による混乱を防止する上で妥当なこ
とであった 18）とするなかで、この背景に認められるのは、建物の全部滅失が直ちに敷地の
共有関係の解消を生ずるものではないとする考え方である。区分所有法は、直接的に全部
滅失については触れていない。いわば法の欠缺状態にある。全部滅失の場合は、建物を再
建するかしないかがまず問われ、再建しない場合は土地を売却するか、別に用途を考える
かを決しなければならない。いずれも全員の合意を必要とする。全部滅失の場合は、建物
はすでに現象的には存在しないのであるから土地に関する権利関係が前面に出てくるが、
区分所有者の団体的拘束がなくなったわけではないことに注意を要する。区分所有権は、
専有部分への権利、共用部分への権利、敷地への権利そして物権化した構成員権から構成
され、この構成要素が不可分一体の関係をなしている。別々の処分、譲渡は不可能で、こ
のことは再建の場合も同一であるとするのである。団体的拘束を離脱する全員一致の合意
があってはじめて通常の共有関係に立ち、団体的拘束から解放されるのであるから、区分
所有者全員によるこのような合意がなければ依然として団体の拘束のもとにある 19）。 
区分所有建物が全部滅失したからといって区分所有法の適用が直ちに終わるものではな
く、区分所有者の団体は依然として残存し、建物の補修や従来までの活動を継続し、この
活動が従来の団体に関する残務整理に留まるものではない。区分所有建物をどう再建する
かどうかの決議もなしうる。しかも、いったん区分所有関係に入った者は相当期間そのよ
うな関係にあることを予想しているのであり、区分所有建物が全部滅失したからといって
その関係が解消されたとは予想していない。区分所有関係が消滅したとして敷地利用権の
持分だけを持分のままで譲渡するとか、持分に基づいて分割請求することは法律上はとも
かくとして、事実上は区分所有者にとって有利に働かない。すると、復旧手続の中で買取
請求権を行使したり建替え手続の中で売渡請求権を行使するほうが妥当な救済を得られる
のではないか 20）とする考え方が浮上する。一部滅失と全部滅失の際も区別にあたっては困
難である。更に一部滅失は区分所有関係の中で処理し全部滅失は共有関係であっては混乱
を招くだけである。しかも復旧への対処は、建替え、再建に限らず補修の領域が相当幅の
あるものだけに、区分所有関係の継続がむしろ重要ではないかと考える。 
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（１） 被災マンション全 2532 棟（被害度：大破 83 棟、中破 105 棟、小破 353 棟、軽微
損傷 1988 棟）復興状況は、建替え 115 棟、補修済み 2405 棟、処分 6 棟、協議中 6
棟、大破のうち 64 棟、中破のうち 31 棟が建替えを選択。東京カンテイ kantei－
eye「マンション価格動向報告臨時増刊」（2000．1）建設省記者クラブ記者発表資
料参照。なお、同時期の兵庫県調べは、半壊以上の被害を受けた 172 棟中、再建を
選択したのは 108 棟（うち 105 棟が既に完成）とする。また、分譲マンションの地
震災害における再建過程の問題点を分析したものとしては、折田泰宏「論壇」（新聞
1186 号 1995.4.28 付 2 面）、「震災と区分所有建物」（法時第 67 巻第 9 号 1995.8）
36－40 頁がある。 
（２） 滅失の程度は、建物全体の効用が失われた場合を全部滅失、一部の効用が失われた
場合を一部滅失といい、さらに一部滅失は、建物全体の価格の 2 分の 1 超と以下に
分類され、前者を大規模滅失、後者を小規模滅失とするが、稲本洋之助、鎌野邦樹
「コンメンタール マンション区分所有法」（日本評論社 1997）は、一部滅失を大
規模一部滅失・小規模一部滅失と表記する。都市的土地利用研究会「マンションの
復旧・建替え・再建に関する法律相談ハンドブック（改訂版）」（1995）11－12 頁
参照。 
（３） 平成 7 年（95 年）３月 17 日成立、24 日公布、施行（平成 7 年法律第 43 号） 
（４）この点に関して、稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」
（日本評論社 2004）525 頁参照。災害による全部滅失という事態を想定していなか
ったからではなく、むしろ全部滅失の場合に区分所有法を適用することはできない、
民法の適用に服すべきものとされたとし、83 年法の立法担当者は、で全部滅失の場
合は、区分所有関係が解消し、敷地又は敷地利用権の共同所有関係が残るだけであ
るから、土地の共同所有の場合と違った特段の措置を講ずるまでの必要はないもの
との見方を示している。濱崎泰生「建物区分所有法の改正」（法曹会 1989）370 頁参
照。 
（５） 法務省民事局参事官室「Q&A 被災マンション法」（商事法務 1995）1 頁参照。な
お、マンション建替えを震災の復興から捉えたものとしては、稲本「マンションの
復興と建替え制度」、戎正晴「被災マンションの建替え事業」、大西誠「老朽マンシ
ョンの建替え事業」、松岡直武「棟を越える合意形成」、山野目章夫「区分単位の合
意形成」法時第 70 巻第３号（1998.３）がある。 
（６） 被災区分所有建物の再検討に関する特別措置法第 2 条第 1 項の災害を定める政令 
（平成 7 年 3 月 24 日政令第 81 号） 
（７） 升田純「大規模災害と被災建物をめぐる諸問題」（法曹会 1996）23 頁参照。 
（８） 稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第２版）」（日本評論社 2004）
527 頁参照。 
（９） 前掲書 540 頁参照 
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（１０）前掲書 54７頁参照。なお、この点については民法 256 条１項中で「各共有者はい 
つでも共有物の分割を請求することができる」とし、共有に関する一般理論では 
共有は個別的な所有が目的物の物理的性状等によって一時的に制約されたものに 
過ぎないから、共有法理は可能な限り各共有者の自由を保障すると伴に、共有 
関係自体を終了させる権利を各共有者に固有のものとして認めるものでなければ 
ならないし、この権利の不行使についても共有者の合意による特約を認める場合、 
一定の制限を服せしめるべきだとした上で、4 条では敷地共有者等が敷地等の 
分割を請求することを一定の期間禁止したのだと指摘する。 
（１１）丸山英氣「マンションの建替えと法」（日本評論社 2000）247 頁参照。 
（１２）〔半田正夫〕「滅失による復旧再建その他」玉田弘毅、森泉章、半田正夫編「建物
区分所有権法」（一粒社 1978）113 頁参照。 
（１３）稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第２版）」（日本評論社 2004）
332 頁参照。 
（１４）〔半田〕「滅失による復旧再建その他」玉田、森泉、半田編「建物区分所有権法」（一
粒社 1978）122－123 頁参照。 
（１５）濱崎泰生「建物区分所有法の改正」（法曹会 1989）370 頁参照。 
（１６）升田純「大規模災害と被災建物をめぐる諸問題」（法曹会 1995）23 頁参照。 
（１７）稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」（日本評論社 2004）
526 頁参照。なお、同書では、旧区分所有者が敷地利用権を共有または準共有して
いる関係に団体的拘束を求めることは理論上矛盾が存在すると指摘した上で、被
災区分所有法は、震災復興という公共的目的から適用災害を限定して、多数決に
よる再建の手続を創設したものとする。 
（１８）丸山「マンションの建替えと法」（日本評論社 2000）246 頁参照。 
（１９）丸山「区分所有建物の法律問題」（三省堂 1980）309 頁参照。 
（２０）丸山「マンションの建替えと法」（日本評論社 2000）246 頁参照。 
 
 
第四節 建替え円滑化法の射程 
 
第一款 はじめに 
分譲マンションのストックが全国規模で 350 万戸１）を超え、それに伴って老朽化ストッ
クも増加する傾向にあって、フローに限らずスットクへの対応が急務となった。「マンショ
ンの建替えの円滑化等に関する法律」（以下：建替え円滑化法）２）は、老朽化マンション
の急増に対応して、区分所有者による良好な居住環境を備えたマンションへの建替えを円
滑化し、民間が主体となった都市の再生を目的に新たな法制度として成立した３）。制度的
には大きく二つの特徴を持つ。第一点目はすなわち、建替えを行う団体の法的位置付けや
運営のルールが不明確で、意思決定や契約行為等が円滑に行えるようマンション建替組合
を設立できるものとし、第二点目は、区分所有権や抵当権などの関係権利を、再建したマ
ンションに円滑に移行させるための法的な仕組みを設けようというもので、権利返還手法
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４）の導入といったマンション建替えへの事業化を制度的にサポートする仕組みの提供にあ
る。 
 本法の概要は、①「建物の区分所有等に関する法律」（以下：区分所有法）第 62 条にお
ける「建替え決議」がなされた場合、建替えに合意した区分所有者は、定款及び事業計画
を定め、都道府県知事の認可を受けてマンション建替組合を設立できる。同組合は、法人
とし、建替えに合意した区分所有者のすべて及び参加組合員を組合員とし、建替えに合意
しない区分所有者に対しては、その区分所有者に対し、その区分所有権等を時価で売り渡
すべきことを請求することができる、②組合は権利返還計画を定め、都道府県知事の認可
を受けることとし、認可を受けた権利返還計画に従い、区分所有権、抵当権等の関係権利
が再建されたマンションに移行する、組合は権利返還計画についての総会の議決に賛成し
なかった組合員に対しその区分所有権等を時価で売り渡すべきことを、当該議決に賛成し
なかった組合員は同組合に対してその区分所有権を時価で買取るべきことを、それぞれ請
求できる、また、その他権利返還計画の作成基準、登記の特例等権利返還手続に関する所
要の規定を設ける、③保安上危険または衛生上有害な状況にあるマンション（具体的基準
は国土交通省令で規定）については、市町村長が建替えについて勧告することができ、当
該マンションの賃借人及び転出区分所有者の居住の安定の確保についての措置等も行う、
④建替組合のほか、区分所有者またはその同意を得た個人施工者もマンション建替事業を
施行することができる、また、国、地方公共団体並びにマンション建替事業の施行者は、
国土交通大臣が定める基本方針に従い賃借人、転出区分所有者の居住の安定のため必要な
措置を講じる５）､である。 
 建替え円滑化法は、要約すれば区分所有者の組合員、議決権といった二重の要件を特別
多数決決議である五分の四以上の賛成を得て承認された建替え決議（区分所有法第 62 条）
後に活用する、区分所有法 64 条を明確にしかも具体化したものと理解できよう。いわば建
替えの階段の一段目が区分所有法で、その二段目を建替え円滑化法が担っていると考えら
れる。ここでは、まず建替え円滑化法の立法の過程に簡単に触れ、本法の主要点と思われ
る条項を概観し、マンション建替えにおける私法と公法の関係の検討を行って、全体像の
把握を行うことにする。 
 
第二款 立法過程 
 建替え円滑化法が整備された背景についてまず触れてみると、第一点目は、阪神・淡路
大震災６）による被災マンションの復旧であり、二点目は、マンションの老朽化対策という
住宅行政からの必要性７）と見ることができる。 
マンション建替えは、83 年区分所有法の第 8 章に復旧、建替えの規定を設け、一定の要
件をみたすことで多数決による建替え決議ができることとなっていたが、同震災前の建替
え実例約 40 件の事例報告８）では、区分所有法第 62 条に基づいた法定建替えではなく、区
分所有者の全員の合意に基づく任意建替えであった。区分所有法に基づいた建替えは、同
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震災の復興を通して行われることになったが９）、この経験を通して浮上してきたのは、法
62 条の規定における制度面・技術面での問題点の露呈である 10）。その内容について簡単に
触れると、①資金面や既存不適格による問題で建替え条件が整わないもの、②賃借権・抵
当権等の処理、③法 62 条の客観的要件の曖昧性等を指摘することができる。 
 そして、このような流れとともに、もうひとつの経緯として重要な役割を担うのが、2001
年 3 月の閣議決定である規制改革推進 3 カ年計画で、マンション建替えの円滑化が盛り込
まれたこと、さらに、経済財政諮問会議による改革先行プログラムに、マンション建替え
円滑化のため、再建建物への権利の円滑な移動に係る法制度の導入が都市再生の一環とし
て位置付けられたことである。同年 5 月には国土交通省内にマンション建替え円滑化方策
検討委員会を設置し本格的に検討を開始。2002 年 2 月に建替え円滑化法の閣議決定を受け、
第 154 回国会に提出、同年 6 月 19 日に平成 14 年法律第 78 号として成立、12 月 18 日に
施行された 11）。 
なお、同国会における審議において、マンションの建替えに当っては区分所有者等の合
意形成のために、建替えに係る情報の提供が充分になされる必要な措置を講ずるよう努め
ること、マンションの建替えに参加することが困難な高齢者等の社会的弱者に対し、居住
安定のために必要な措置を講ずるよう附帯決議が付され 12）、また、2002 年（平成 14 年）
の区分所有法の改正を受け、①団地内の建物の一括建替え決議、②建替え決議における同
一敷地要件の緩和、③団地内の建物の建替え承認決議の創設に伴う改正が行われた 13）。 
 
第三款 マンション建替え事業における主体の生成 
 建替え円滑化法の構成は、第 1 章「総則」、第 2 章「施行者」、第 3 章「マンション建替
事業」、第４章「マンション建替事業の監督等」、第 5 章「危険または有害な状況にあるマ
ンションの建替促進のための特別措置」、第６章「雑則」第七章「罰則」等である。 
第 1 章の総則では、同法の目的（１条）、定義（２条）、国及び地方公共団体の責務（3 条）、
基本方針（4 条）の規定がなされ、第 2 章から 4 章で、法人格を有するマンション建替組合
の設立、権利変換手続による関係権利の変換等マンション建替事業に関する措置を定め、
危険または有害な状況にあるマンションの建替えの促進のための賃借人等の居住安定等に
関する特別の措置を第 5 章で規定する。ここでは特に 2 章から 4 章におけるマンション建
替事業の流れについて着目し、第 5 章についても若干触れてみたいと考える。 
 マンション建替事業を施行する主体は、マンション建替組合とマンションの区分所有者
又はその同意を得た者（個人施行者）である（5 条）。個人施行者については市街地再開発
事業に見られる「同意施行」と重なっているので、ここでは建替組合について見てみよう。 
区分所有法第 62 条の「建替え決議」がなされ「建替えに関する合意」（区分所有法 64 条）
を得た場合、建替えに合意した区分所有者である基本的には５人以上の者は、都道府県知
事の認可を受けて、法人格を有するマンション建替組合を設立できるものとする（9 条）。
認可申請を行う建替え合意者は、議決権を含め四分の三以上の同意を得る必要があり、併
 82 
せて定款及び事業計画を定めなければならない 14）。 
 認可を受けた建替組合は、建替え決議に賛成しなかった区分所有者に対し、その区分所
有権等を時価で売り渡すよう請求することができる（15 条）15）。建替組合には建替え合意
者以外の者も参加組合員として参加することが可能である（17 条）16）。マンション建替事
業を施行する現に存するマンションを｢施行マンション｣（この場合、住戸の数が国土交通
省令で定める５戸以上であることが必要）といい、マンション建替事業の施行により建築
された再建マンションを任意建替えにより建築されたマンションと区別する意味で「施行
再建マンション」という 17）。また、同組合の役員、総会、審査委員当組合の管理に関する
規定を設けることにより運営・意思決定ルールを明確化し、合意形成や事業実施の円滑化
を図っている（18 条から 43 条）。 
 
第四款 マンション建替事業における権利変換手法の導入と関係権利 
 マンション建替組合は、総会での五分の四以上の議決により権利変換計画を定め、都道
府県知事の認可を受けることで、計画に従い区分所有権、抵当権等の関係権利を施行再建
マンションに移行できる（57 条から 78 条）。ここでいう権利変換とは、事業施行前後の権
利変動の内容を定めた計画の認可・公告等により土地・建物に関する権利を一斉移行させ
る法的手法で、都市再開発法に基づく市街地再開発事業で活用されている 18）。再開発法が
土地の権利変換について規定されているものならば、建替え円滑化法は、その上ものであ
る建物についての権利変換を規定しているものとみることができる。 
 また、担保権等についての権利変換計画は、都市再開発法 78 条に相当し、施行マンショ
ンの区分所有権又は敷地利用権について担保権が設定されている時は、これらの権利に対
応して与えられる施行再建マンションの区分所有権又は敷地利用権の上に担保権等が移行
するよう権利変換計画を定めるべきとし（61 条 1 項）、担保権等の登記に係る権利は、権利
変換手続によりその状況が一変してしまうため、関係権利者間の衡平が損なわれるおそれ
があり、そのような場合に対応するため関係権利者の意見を聞いて必要な定めを設けるこ
とができる（2 項）とした 19）。担保権等の移行については、担保権等に係る権利が、権利
変換期日以後は権利変換計画に定めるところに従って施行再建マンションの区分所有権又
は敷地利用権の上に移行する旨定めるものであるが、敷地利用権は同期日に現実に権利の
変換が生じるが区分所有権については施行再建マンションが現実には存在しないため、将
来の区分所有権の取得が法律上保障されているにすぎない。施行再建マンションの完成に
伴ってはじめて区分所有権の上に現実に移行することとなる（73 条）20）。 
 マンション建替組合は、権利変換計画についての総会の議決に反対した区分所有者に対
し、区分所有権等を時価で売り渡すべきことを請求できるものとし、他方、当該議決に反
対した区分所有者は、マンション建替組合に対し区分所有権等を時価で買い取るべきこと
を請求できるものとしている（64 条）21）。権利変換計画が都道府県知事によって認可を受
けることで、権利変換期日においては、関係権利が建替円滑化法によって変換され、施行
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者に帰属し、施行者は権利変換後遅滞なく、施行再建マンションの敷地について権利変換
後の土地に関する必要な登記を済ませなければならない（70 条から 74 条）22）。さらには、
建替えに伴う登記を一括して申請できる不動産登記法の特例措置が講じられ（93 条）、また、
現行の区分所有法による管理組合（区分所有者の団体）や建替えを行う団体は、その設立
にあたって、何らの認可も要しないが、マンション建替組合は、公的関与による事業の適
正な実施に向け、地方公共団体による技術的援助や監督を受ける（97 条から 101 条）23）。 
 なお、防災や居住環境面で著しい問題のあるマンションに対しては、保安上危険、衛生
上有害といった国土交通省令による規定に該当するものは、市町村長が建替えを勧告でき
る（102 条から 124 条）ものとした。勧告が行われたマンションの建替えについては、公
共賃貸住宅の家賃減額措置や移転料に対する補助など借家人等に関する居住安定のための
措置を講じるとともに借家契約の更新等に関する借地借家法の特例を規定する 24）。  
 
第五款 小括 
 建替え円滑化法は、有効な建替え決議後に都市再開発法上の仕組みを導入した新たな制
度と見ることができる。建替えの合意がたとえ得られたとしても様々な理由から実現しに
くいことが起こった場合に、権利者のみならず周辺住民等への影響を踏まえ、ここに公共
部門を介在させることで円滑化が進むと見られる。建替団体への法人格の付与、権利変換
手法による権利推移の明確化、これに伴った抵当権者、借家人の地位の移行、建替え組合
による敷地・建物の買い取りの実現、地方公共団体による建替え計画の監督などを内容と
することで相当の効果が期待できる。また、この法律は、危険有害マンションへの建替え
勧告、賃借人、転出者の居住確保も可能としており包括性に優れている。この結果、建替
えの能力と意思のあるマンションでの事業実現の可能性が高まったといえる。 
 ところで、建替え円滑化法は、建替え決議が整ったところでのみ機能する。建替え決議
までは区分所有者及びその団体の実力によってなされなくてはならず、これは、経済力や
価値観の異なる区分所有者が存在するマンションでは至難であり、建物の建築後の年数が
経っていればいるほど、差異が大きく合意形成は難易度がかなり高いものの、ここへの手
当ては何らなされていない。また、マンション建替えをめぐって考えておくべきことは、
私法と公法との関係である。区分所有法は､マンション秩序の大きな変化には特別多数決に
よる合意と特別の影響を受ける者の同意という二つの仕組みを用意して調整している（共
用部分の変更、規約の設定・変更など）。もっとも、建替えはこの方式を採用せずに、特別
多数決の議決によっている。大きな変化でも建替えだけが先の方式をとらない理由が求め
られなくてはならない。建替えが私法だけに「合意」を委ねることは適当だとはいえず、
私法と公法とが協力していくことが不可欠である。そのためには私法・公法がどのような
役割を果たすべきかといった領域を超えた研究が必要だ 25）と考える。 
 なお、建替え円滑化法の施行を前に、10 年以上もの歳月をかけ建替え決議を区分所有者
に諮った団地型マンションにおいては、「ローンを全額支払い、つまり一度債務を抹消して
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資金の手当てをすることが可能であれば、建替え決議は議決できた」26）とする現地調査で
の聞取りや、「全員合意でも確実性のためには建替組合の認可が必要」といったヒアリング
から、建替え円滑化法に寄せる期待・信頼は強い。がしかし、建替えへの検討は、資金負
担無しというインセンティブが左右するところから、依然抜け出したという徴候は見いだ
せていない。 
 
（１） 国土交通省（建築着工統計） 2000 年度末（平成 12 年）スットク数。因みに 2005
年（平成 17 年末）の推計値は約 487 万戸 1000 万人以上が居住しているとされる。  
（２） 平成 14 年 6 月 19 日公布、平成 14 年 12 月 18 日施行（法律第 78 号）。 
（３） http://www.mlit.go.jp/jyutakukentiku/house/mansiongaiyou.htm 02/10/15 参
照 。 
（４） 都市再開発法に基づく市街地再開発事業に用いられる法的手法で、事業施行前後の
権利変動の内容を定めた計画の認可・公告等により、土地・建物に関する権利を一
斉に移行させることができる。 
（５） http//www.mlit.go.jp/kisya/kisya02/07/070214_.html   02/10/15 参照。 
（６） 升田純「大規模災害と被災建物をめぐる諸問題」（法曹会 1996）1 頁参照。同地震
は、1995 年 1 月 17 日未明に発生。マグニチュード 7.2 罹災都市借地借家臨時処
理法第 25 条の 2 の規定に基づき、95 年（平成７年）2 月 3 日に政令が制定され同
6 日公布。災害及び同法が適用される地区が指定され、「平成 7 年の兵庫県南部地震
に係る震災及びこれに伴って起こった火災」として指定を受け、その後この震災が
閣議決定を経て阪神・淡路大震災と呼ばれることになった。死者約 6440 人、全・
半壊約 25 万棟。なお、同震災関連の特別立法は 17 件を数える。「阪神・淡路大震
災 法と対策」（ジュリ臨時増刊 №1070）〔河野久〕「阪神・淡路大震災の特別立
法」193 頁参照。 
（７） 既に平成 9 年（1997）には、当時の建設省（現：国土交通省）内に「投資効率向上・
長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技術の開発」（マンションに関する総合技術開
発プロジェクト「マンション総プロ」）を設置し「長期耐用型集合住宅の建設・供給・
改修技術」「ストックの長命化技術「円滑な建替え手法」の三課題について研究開発
を開始していた。建設省建築研究所「分譲マンションの円滑な建替え手法の開発 報
告書」（社団法人全国市街地再開発協会 1998）１頁参照。 
（８） 分譲マンション等区分所有建物建替研究会編「平成 7 年度 分譲マンション建替制
度等に関する研究 報告書」（財団法人日本建築センター1996）４頁参照。 
（９） 東京カンテイ kantei－eye「マンション価格動向報告臨時増刊」（2000．1）建設
省記者クラブ記者発表資料参照。 
（１０）折田泰宏・上野純一「Q&A マンション建替え法」（三省堂 2003）２頁参照 
（１１）坂和章平「注解 マンション建替え円滑化法」青林書院 2004）45―46 頁参照。 
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（１２）マンション建替え円滑化法研究会編「マンション建替え円滑化法の解説」（大成出
版社 2003）12 頁参照。 
（１３）坂和「注解 マンション建替え円滑化法」（青林書院 2004）54－56 頁参照。 
（１４）建替組合の設立の時期については、鎌野邦樹「改正区分所有法の解釈上の諸問題」
（千葉大学法学論集第 18 巻第２号）54 頁参照。 
（１５）稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」（日本評論社 2004）
608 頁参照。なお、この売渡請求権は形成権であるため請求の意思表示が相手方に
到達した時点で相手方の応諾を問うことなく建替組合に移転する。売渡請求権の
主旨は区分所有法 63 条と同義であるが組合にも拡張している。建替事業の実施主
体である建替組合の機能面の充実と見ることができる。また、区分所有法 63 条適
用による売渡請求時の時価とここでの時価には当然に時差が生じると思われる。 
（１６）法律上当然に組合員とされる建替え合意者のほか、特別の組合員として参加組合
員制度を設けている。マンション建替え円滑化法研究会編「マンション建替え円
滑化法の解説」（大成出版社 2003）42 頁参照。なお、マンション建替事業では建
築工事などに多額の費用を要することや、建替えようとする建物が大規模かつ高
層化することが多いことなどから建築に関する専門知識などが必要となることか
らディベロッパー等が事業に参画することを認めることで、組合がそのノウハウ
や資力を活用することができると解説する。 
（１７）前掲書 17 頁参照。 
（１８）http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansiongaiyou.htm02/10/15 参照。 
（１９）マンション建替え円滑化法研究会編「マンション建替え円滑化法の解説」（大成出
版社 2003）105 頁参照。 
（２０）マンション建替え円滑化法研究会「マンション建替え円滑化法の解説」（大成出版
社 2003）121 頁参照。なお、この点につき、建替事業法が権利変換というシステ
ムを採用した大きな理由の一つが、この担保権等の移行を可能とすることだと指
摘する。鎌野邦樹・折田泰宏・山上知裕「改正区分所有法＆建替事業法の解説」（民
事法研究会 2004）226 頁参照。筆者の現地調査の結果からしても、区分所有法 62
条の建替え決議に向けて最大の難関は、途中入居者が抱える資金問題で入居時に
設定された金融機関による抵当権の抹消がクリアできない点にあった。 
（２１）http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansiongaiyou.htm02/10/15 参照。 
（２２）稲本・鎌野「コンメンタール マンション区分所有法（第 2 版）」（日本評論社 2004）
609 頁参照。 
（２３）http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansiongaiyou.htm  02/10/15 参照。 
（２４）前掲書参照。 
（２５）丸山英氣「建替え円滑化法の機能」（マンション学 14 号）38-40 頁参照。 
（２６）山岡淳一郎「あなたのマンションが廃墟になる日」（草思社 2004）76 頁と同主旨
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である。 
 
第五節 標準管理規約と建替え制度 
 
 
第一款 はじめに 
マンションはひとつの自治体のようなものであり、管理規約はこの自治体における憲法
のようなものである１）といった見方がある。確かに法律ではないが、この側面は重要かつ
重大である。「建物の区分所有等に関する法律」（以下：区分所有法）は、区分所有者間の
権利義務、管理運営上の基本的枠組みを構成し、管理規約が、マンションという共同住宅
における生活を営むための、実情に合った共通のルールであるという点からすると、実際
のマンションの管理運営上に占めるウェートはかなりのものになる。さて、ここでは、管
理規約の変遷をたどりつつ、マンション管理規約を分析し、さらに建替え制度との関連性
について検討する。 
 
第二款 マンション標準規約の特徴 
2004 年（平成 14 年）に改正され、国土交通省総合政策局長及び住宅局長より関係団体
に通達された標準管理規約は、その名称を「マンション標準管理規約」（以下：標準管理規
約）と改め、区分所有建物の権利関係や管理運営の基本原則である区分所有法を踏まえ、
比較的歴史の浅い居住形態であるマンションの管理運営を組織的かつ合理的に行い、良好
な生活秩序を維持していくために、マンションを取巻く様々な情況を考慮しながら策定さ
れたものである。これまでの標準管理規約と大きく異なるところは、これまでは、その対
象をマンションの新規供給に携わる分譲業者あるいは管理会社とし、業務指針として公表
されていたが、今回の改正では、既存マンションいわゆる管理組合向けに対象を変えた点
である。 
 この改正の大きな特色としては、①建替えに関する規定の整備、②未納管理費等の請求
に関する規定の充実等を挙げることができ、建物の建替えに係るコンセンサスに必要とな
る事項の調査を管理組合の業務と位置付け、その資金面の裏付けを明確にしたことや、未
納管理費等の請求を理事会決議により、理事長が組合を代表し訴訟その他の法的措置を追
行できる規定を設けたところであり、区分所有法を超えない範囲でより具体化して、管理
運営面で迅速性が問われる部分でより緻密さが加わった点が光る。さらには、マンション
管理における専門的知識を有する者の活用、決議要件や電子化に関する規定の整備、管理
組合の業務としてのコミュニティ形成に関する規定、環境・防犯問題への対応の充実など、
マンション法体系の充実とともに情勢の変化を踏まえた改正がなされているという点であ
ろう。なお、97 年（平成９年）に登場した「単棟型」「団地型」「複合用途型」に分けられ
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た標準管理規約のスタイルは今回も同様に踏襲されており２）、団地型、複合用途型マンシ
ョン規約は、概ね単棟型規約を基本としながらも特有な事項については独自の取り決めが
なされている。 
 
第三款 管理規約の変遷 
 中規模の単棟型住居専用マンションをモデルに、管理組合役員、消費者団体、分譲会社、
管理会社等からの意見をまとめ、管理規約を定める場合の指針として「中高層共同住宅標
準管理規約コメント」が作成され、公表されたのが 82 年 5 月のことである。このコメント
は当時の建設省に、住宅宅地審議会から答申される形で出来たものである。その後約 1 年
間を経て、区分所有法の大改正に基づき、改正法に新たに定められた事項の追加、改正法
に抵触する部分の修正を目的に、83 年 10 月「中高層共同住宅標準管理規約及び中高層共同
住宅標準管理規約コメント（改訂版）」登場し、97 年 2 月に「中高層共同住宅標準管理規約
及び中高層共同住宅標準管理規約コメント（単棟型）（団地型）（複合用途型）」が公表され
てきたわけである３）。 
 83 年規約が約 15 年間機能してきたが、実際のマンションの現場ではどのような問題点を
抱えていたのだろうか。共用部分、規約の設定、改廃については、83 年区分所有法が、そ
の 17 条 1 項で 62 年法による全員一致の原則をはずしたが、17 条 2 項で「共用部分の変更
が専有部分の使用に特別な影響を及ぼすべきときは、その専有部分の所有者の承諾を得な
ければならない」とした。これは、既得権者の承諾がない限り規約の設定も変更もできな
いということであり、場合によっては全員の合意と変わらないという指摘がある４）。さら
に、特別の影響とは、理論上、規約の設定、変更の必要性、合理性と、当事者が被る不利
益の程度との比較衡量によって判断することになるだろうが、既得権者とその他の区分所
有者間に、この比較衡量が可能かについて疑問視しているのである。具体的事例としては、
ある等価交換マンションにおいて、元地主の費用負担割合が一般分譲を受けた区分所有者
と比較し格段に下げて設定されていた場合、この不都合をどう解決するかということであ
る。 
 83 年規約に対し 97 年の規約は、ⅰ マンションにおける居住水準を維持し、建物として
の効用を維持していくため、計画的な外壁改修、屋上防水、バルコニー防水工事等大規模
修繕工事を適切に実施していくことが重要とし、大規模修繕を円滑に進めていく上での前
提となる長期修繕計画の作成、変更に関する業務を管理組合の業務として規約に位置付け
ること、ⅱ 駐車場の使用、専有部分のリフォーム等によるマンショントラブルの増加を
踏まえ、区分所有者の公平性を確保し管理の適正化を図るため規約に新たな規定を設ける
等所要の見直しを行うこと、ⅲ 複数の建物で構成されるマンション、住宅や店舗が併存
する形式のマンション等急速な普及に伴って、従来の規約をそのまま適用することはでき
ないため、単棟型、団地型、複合用途型について、規約をそれぞれ新たに作成することを
目的とし５）、改正されたものの、なお、丸山教授は、①これから譲渡される場合の規約の
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基準、②既に譲渡され規約が存する場合の基準について検討の必要性を指摘した。具体に
は①については、97 年規約と異なる規約が、既に設定されていた場合の効力上の問題で、
規約が、事実上ディベロッパーによって作られ、区分所有者が承認するというプロセスに
あって、ディベと区分所有者間の利害が対立するような規定の効力をどうするかという指
摘である。駐車場専用使用権の設定、ディベによる管理費の未負担等である。また②につ
いては、一方で既存の規約の効力と解釈の問題で他方、区分所有者の多数が好ましくない
規約で改正すべき場合、規約改正に必要な議決権の過半数が旧土地所有者に帰属している
ような場合６）とし、若干の問題点を包含していることがわかる。 
 
第四款 修繕積立金の使途 
 建替え制度を踏まえたマンション標準規約の最大の特色は、修繕積立金制度に介入して
いる点である。ここでは基本的に、単棟型規約にすべて準用していることから単棟型のみ
を見てみると、第 28 条（修繕積立金）の規定のなかで、管理組合は各区分所有者が納入す
る修繕積立金を積み立てるものとし、積み立てた修繕積立金は次の各号に掲げる特別の管
理に要する経費に充当する場合に限って取り崩すことができるとし、第 4 号に建物の建替
えに係る合意形成に必要となる事項の調査をあげ、第２項では区分所有法によらない全員
合意の建替え決議後であっても、建替え円滑化法第９条による建替組合の設立、第 45 条に
よる認可までの間は建替え不参加者に帰属する同積立金の相当額を除いた額を限度として
取り崩すことができるとした７）。これは、このコメントによると、建替え円滑化法に基づ
く建替組合によるマンション建替事業における建替えまでのプロセスのうち、建替え決議
までのプロセスとして、次の 3 段階を想定している。①一部の区分所有者から建替えの発
意がなされ、それに賛同する有志により、建替えを提起するための基礎的検討が行われる
段階であり､管理組合として建替えの検討を行うことの合意を得ることを目標とする準備
段階であり、②管理組合が、修繕・改修との比較等による建替えの必要性、建替え構想に
ついて検討する段階にあたって、管理組合として建替えを必要として計画することの合意
を得ることを目標とする検討段階、③管理組合が、各区分所有者の合意形成を図りながら、
建替えの計画を本格的に検討する段階であり、建替え計画を策定するとともに、それを前
提とした建替え決議を得ることを目標とする計画段階に大別され、次段階の過程として建
替え決議後のプロセスとして、A 建替組合の設立段階（定款及び事業計画を定め、都道府県
知事等の認可を受けて設立する段階）、B 権利変換段階（権利変換計画を策定し、同計画に
関し都道府県知事等の認可を受け、権利変換を行う段階）、C 工事実施段階（建替え工事を
施行し、工事完了時にマンション建替え事業に係る清算を行う段階）、D 再入居と新管理組
合の設立段階（新たな建て替わったマンションに入居し新管理組合が発足する段階）であ
る。管理組合が建替えの検討の為に調査を実施する。その主な調査の内容は再建マンショ
ンの設計概要、取壊し及び再建築に要する費用の概算額やその費用分担、再建マンション
の区分所有権の帰属に関する事項等があげられる。建替え決議後のプロセスにおいては、A
 89 
の段階で既に修繕積立金を取り崩すことができる場合があり、これを同条第 2 項が担保す
る。なお、建替え円滑化法第 45 条のマンション建替え認可の基づく任意の建替えを推進す
る場合であっても、必要に応じ第 1 項及び第２項、又は第 2 項と同様の方法で修繕積立金
を取り崩すこと可能であって、但し任意の組織に関しては、その設立時期について組合内
部で共通の意思を得ておく必要があろう。さらに実態に応じて管理費から支出する旨規約
に規定することも可能だとしている８）。  
 前述のようなことは、これまでにまったく見られなかったことであり、建替えの円滑化
という点で一歩踏み込んだ構成である。建替えを検討するマンションにあってはこれまで、
修繕積立金の性格上、こういったことに使用できるかどうか懸念する向きもあり、検討段
階に入って年度毎に予算を立て住民総会に諮るというのがこれまでの経緯であった。この
場合、常に特別多数決決議（組合員及び議決権の四分の三以上の承認）を要し、建替え検
討への継続性が危惧されていた部分である。法というわけではないが建替え決議に向けて
の隠れた促進策とみることもできる。 
 
第五款 小括 
管理規約は、実態としてマンション分譲業者が、販売・分譲の際に、あらかじめ作成・
設定しておいて、これを購入者・区分所有者に購入段階で順次承諾を得ながら設定される
が、これは、区分所有法 45 条 1 項前段「この法律または規約により集会において決議すべ
き場合において、区分所有者全員の承諾があるときは、書面または電磁的方法による決議
をすることができる」により、規約が設定されたことになるのである。管理規約が個々に
違い、内容とその水準に差異が生じるのもこの辺に理由がある。とくに問題なのはマンシ
ョンの分譲業者による恣意的な改ざんであり、自己に有利なものを作成する危険が常につ
きまとうということである９）。 
そうすると、個々のマンションにおける規約の水準を一定程度保つためには、公表を前
提として履歴する、若しくは、評価できる第三者機関、または自治体等によるというよう
に何らかの機関があることによって、新規約を踏まえての改正が各組合単位で浸透するの
であり、より確実なものになると思われてくるのである。 
 
 
（１）〔折田泰宏〕「註釈 中高層共同住宅標準規約」丸山英氣・遠藤浩・水本浩編『基本
法コンメンタール第二版／マンション法』（日本評論社 1999）245 頁参照。 
（２）拙稿「マンション管理六法全書」（恒星出版 2004） 1 頁参照。 
（３）マンション管理センター「標準管理規約解説」1998 ２頁参照。 
（４）〔米倉喜一郎〕「標準管理規約及び使用細則」丸山編「マンション法読本」（三嶺書房
1984）262－263 頁参照。 
（５）マンション管理センター「標準管理規約解説」（1998） ３頁参照。 
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（６）〔折田〕「註釈 中高層共同住宅標準規約」丸山・遠藤・水本編「基本法コンメンタ
ール第二版／マンション法」（日本評論社 1999）245 頁参照。 
（７）国土交通省「マンション標準管理規約及びコメント（単棟型）」（財団法人マンショ
ン管理センター2004）16 頁参照。 
（８）前掲書 42－43 頁参照。 
（９）この点につき、規約は登記所に備えおき公示すべきとする指摘がある。丸山「区分
所有法の理論と動態」（三省堂 1985）34 頁参照。 
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第三章 建替え事例の分析的検討 
 
 
第一節 成功事例における分析的検討 
 
 
第一款 はじめに 
わが国における建替え実例は、土地資産依存（土地本位制１））による任意・等価交換方
式を採用した建替えが主流であり、しかも団地型区分所有建物に限られている。その理由
の第一点は、指定容積率と使用容積率に大幅な余裕が生じたからであろう。分譲マンショ
ンの建替えに関しては、実例からしても基点を団地型に絞り込まざるを得ず、そこから展
開せざるを得ない。 
団地型マンションにおける、ここに挙げる事例研究も、時間を追うごとに従前の専有床
面積を取得しようとした時に無償で取得できる面積が減少する傾向を示すが、基本的には
等価交換システムの枠組みを維持したものであり、「宇田川団地シンドローム」に基づく団
地の一括建替えを行おうというものである。また、ここに記載する内容は 89 年以降の首都
圏を中心とした現地調査に基づくもので、ヒアリングを中心とし、一部資料等の提供を現
地で受けたものについては、原文のままあるいは要約して記載することとした。一方、バ
ブル期に、すでに建替えを検討していたと見られる同潤会アパートは、中之郷アパート（墨
田区・1926 入居、102 戸）では、「入居 50 年目の 79 年には外壁の亀裂部分が剥離を起こ
す」あるいは「腐食で壁面が落下する」という状況を呈しており、大規模修繕では外壁の
維持が不可能な状態で危険な兆候が見られたとする。同じく毛利・東町アパート（江東区・
1926、1930 年入居、315 戸）では「入居 50 年目ごろになると、上階でこぼした水が、す
ぐ階下に漏水する」、「修繕ということよりは建替え以外に全く考えられなかった」という
状況であった。この両者は、第一種市街地再開発事業による建替え事例で、先のことは再
建組合への現地調査で明らかとなったことである。中之郷アパートは 90 年に、毛利・東町
アパートは 94 年にそれぞれ建替え工事が竣工している。 
ところで、先のマンションを含めこれから述べる事例の最大の特色は、ほぼ計画的なマ
ンションの修繕というものはなく、対症療法的な補修を繰り返してきたマンションであり、
また建替えの初動期にあって区分所有者自らが、建替えを発想し計画を詰めていったとい
うのは少なく、民間ディベロッパー、都市再生機構（日本住宅公団）等から建替えを進め
られて、組合員の意思を集約し具体化したところである。 
 さらに、老朽化の実情という観点から、建物の老朽化の判断２)を、次の A、B、C、D に
分類して行ってみると、まず A は「構造的老朽化」、B は「設備的老朽化」、C「社会的老朽
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化」、D「経済的老朽化」と分けることができ、同潤会アパートメントの事例はいずれも A
として分類できることになる。 
1990 年代の後半、同潤会系のアパートメントは既に「構造的老朽化」を露呈しているも 
と思われたが、それでも現地調査による住民の声は、「戦後直後に比べればまだまだ大丈夫」
といったものもあり、老朽化という概念がいかに幅広い問題であるか、改めて思い知らさ
れた記憶がある。当時としては老朽化に対する明確な尺度がなく必要性に迫られていたも
のと考えられた。なお、事例研究にあたっては、ヒアリングを中心とした現地調査の要約
を述べ、問題の所在を考察していくことにし、小括において、自説の展開をまとめて行う
形としたい。 
 
第二款 事例研究１ 「千歳桜丘団地」→『桜ヶ丘フラット』 
【建替え手法】 
任意建替え３） 
等価交換・土地譲渡方式４） 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：1991 年（平成 3 年） 
敷地面積：1 万 1,603 ㎡（約 1.1ｈａ） 
再開発内容：地下 1 階、地上 11 階建て 1 棟、戸数 226 戸 
使用容積率：199％ 建蔽率：60％ 駐車場：236 台分 
 
【現地調査の要約】 
 建替え後のマンションは東側入口には、人工のせせらぎがあり、高級なイメージが漂う。
1 棟型というよりは、東・西住棟間に集会施設棟を配した３棟連担形式である。旧団地の概
要は、３階建て１棟、４階建て７棟計８棟の中層住宅で住戸数 156 戸。うっそうと茂った
樹木の中に使用容積率を低く抑えた、初期公団分譲の典型的な中層住棟が並んで建ってい
た。容積率はほぼ 60％程度である。 
 全敷地面積のうち、約 500 ㎡を提供公園として容積率を周囲と同様に利用し建替えが行
われた。都市計画法第 11 条、建築基準法第 86 条でいわれるところの「一団地の住宅施設」
５）「一団地指定」６）という枠ではないため、隣接地区と同程度に容積を使用している。 
 竣工後、ほぼ２年半を経過した段階での現地調査では、従前居住者を除いた 70 戸の住戸
の販売が捗らず、バブルの崩壊時期と同時期のため建替え適時といった問題が浮上してい
る。空住戸は第 1 次分譲 22 戸、第 2 次、第３次と複数回に分けて販売を行っているものの、
１次分は完売、他は完売せず、10 数戸分はディベロッパー系列の販売会社が賃貸住宅とし
て運用する。建替えは成功裡に進んだが、その後の展開は経済状況にかなり左右される傾
向を示す。 
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【問題の所在】 
建替えへの初動期（86 年）については、当初、都市機構が同団地に建替えを持ちかけ、
その後、区分所有者による「建替え委員会」を設置し検討を開始、公団が示したプレゼン
（企画案の提示・説明）を行い同委員会が、それを聴取した区分所有者の意見の調整を進
め、それを集約した意見を基に公団が設計変更を行う流れの中から、合意形成を高めてい
く形をとった。ところが、公団は住戸計画のなかで価格等の制約があるため、同委員会は、
設計計画で自由度の高い民間ディベに計画を示しながら、等価交換率、設備水準の有利な
プランを持つ民間ディベに事業を委ねる形をとった。従前の一住戸の評価額1億 2000万円、
無償還元専有床面積は、82 ㎡７）。同委員会への現地調査で明らかになったことは住民の建
替えへのコンセンサスというのがもっとも大きな活動過程で、わずか数世帯の建替えへの
合意形成に約５年間の説得期間を要したとしている８）。また、従前の住戸に抵当権の設定
は無く、賃借人に対しては、区分所有者個人と賃借人との間で解決することを基本とした
が、中にはディベ側の弁護士が介入し、金銭で解決するケースもあったとしている９）。 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：世田谷区桜丘 
旧分譲主：都市再生機構（日本住宅公団） 
分譲時期：昭和 32 年（1957 年） 
旧建物概要：5 階建て７棟、４階建て１棟 
専有部分：３Ｋタイプ（約 42 ㎡）１56 戸 
使用容積率：63％ 
第 2 種住居専用地域（第 2 種中高層住居専用地域） 
 
 
第三款 事例研究２ 「小豆沢団地」→『パークハイツ小豆沢』 
【建替え手法】 
任意建替え 
等価交換、土地譲渡方式 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：1993 年（平成５年） 
敷地面積：7,517.1 ㎡（約 0.75ｈａ） 
再開発内容：地下 1 階、地上 14 階建て 1 棟 
戸数：271 戸 
容積率：336％ 
駐車場：233 台分 
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【現地調査の要約】 
 俯瞰するとＬの字型の２棟連担型の建築で、両側から階段状に建物が高くなり中心部分が
14 階となっている。約 50ｍ北側には、同等の高さの都営団地があり、この建物が異様な高
さといった違和感はない。旧団地は、４階建て２Ｋタイプ・37.25 ㎡が５棟。５階建て星型
住棟が１棟、２Ｋタイプ 41.45 ㎡で、住戸数 135 戸。使用容積率 78％であった。全敷地面
積のうち、700 ㎡を提供公園とし、「総合設計制度」10)を活用し、基準容積率 200％を 295％
まで上昇させている。しかも、建替え協議の進行に伴って、板橋区との話合いのなかから
「優良再開発建築物整備促進事業」11)の一環として、補助金が支給された。金額的に総工
費約 80 億円のうち数％台に留まるが、93 年 7 月段階で、総合設計制度、優良再開発とい
った適用を得たことは注目に値する。自治体との協議の中で、両制度活用を導き出したの
はディベロッパーである。区分所有者が考えなかったことが、プレゼンテーションの場で
ディベロッパー側から提案された。 
 従前の居住者の住戸を除く 136 戸の販売価格は 4370 万円台から 7320 万円台、専有床面
積は 56 ㎡台から 88 ㎡台。ほぼ完売した。もう一点の特徴は、従前建物の区分所有の構成
にある。個人所有はわずかに 28 名 32 戸分であり、法人所有が 19 社 103 戸となっていた。
任意建替えの最大の難関である住民のコンセンサスの過程は、47 名の合意形成ということ
で、団地型とはいえ、事例研究１に比べ容易であったといえる 12）。 
 
【問題の所在】 
 法 65 条にいう、いわゆる管理組合という名称は存在せず、それに代わって自治会が構成
されていた。建替えへの取り組みは 89 年、民間ディベロッパーからのアプローチからによ
るもので、区分所有者からではない。アプローチのあった時点から、等価交換方式による
建替えを協議している。無償還元専有床面積は 63 ㎡。区分所有者の世代構成はほぼ 50 代
から 60 歳代。高齢者になるほど現状維持を望む傾向を示すが、建物の老朽化が著しく（計
画修繕は無し）、自己負担の必要が無いため建替えへの承認は大きな問題とはなっていない。
法人所有住戸が多かったため、誰が建替えについての意思決定を行うのか不明で対応に苦
慮するケースが見られた。また区分所有者 28 名のうち半数以上が賃貸としていたため、合
意解約に至るまでには 2 年分の家賃、約 200 万円の補償費用を要したケースもある。建築
確認、住戸選定後に既に全員合意は形成されていたものの法 62 条による｢建替え決議｣を改
めて実施し、併せて同自治会内部の建替え委員会（任意）を法定の建替え組合とした 13）。
建替えにあたって、区分所有者の一人は住居面積が非常に狭い、外壁、給水管等老朽化が
著しかった、現行の容積が未消化で実に不経済な建物だったとしている 14）。 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：板橋区小豆沢（準工業地域） 
旧分譲主：都市再生機構（日本住宅公団） 
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分譲時期：昭和 32 年（1957 年） 
旧建物概要：5 階建て１棟、４階建て５棟 
専有部分：２Ｋタイプ（約 37.3・41.5 ㎡）135 戸 
使用容積率：69％ 
準工業地域 
 
 
第四款 事例研究３ ｢大島団地｣→『イーストパークス大島』 
【建替え手法】 
任意建替え 
等価交換・土地譲渡方式 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：1998 年（平成 9 年） 
敷地面積：1 万 8,240 ㎡（約 1.8ｈａ） 
再開発内容：セントラルスクエア（地下 1 階・地上 21 階）1 棟、サウザンスクエア（14 階
建て）1 棟、ノーザンスクエア（14 階建て）1 棟、計３棟 644 戸 
第一次販売住戸の専有面積：60.82 から 66.12 ㎡ 
全体では 55.95 から 81.92 ㎡。 
容積率：（加重平均）338％ 
建蔽率：60％ 
駐車場 483 台分 
 
【現地調査の要約】 
３棟ともＬ字型建物となっている。14 階建て全６棟（320 戸）の公団（現・都市再生機
構）賃貸住宅、大島６丁目団地、同全 10 棟の４丁目団地、同全２棟の 11 階建て３丁目分
譲団地など都営住宅も含め高層団地が近隣にありながら、同団地は幹線道路に沿って低・
中層の商店街が形成され、その間を埋めるように低層の戸建て住宅が密集する中にある。 
 旧団地は、全 14 棟、中層４階建て住宅、専有床面積 38 ㎡の２Ｋタイプ。うち８棟は法
人の社宅。残る６棟に 114 名の区分所有者がいた。全敷地面積のうち約 1175 ㎡を公園と道
路として自治体に提供。等価交換による還元率は 38 ㎡専有床面積が無償で約 1.6 倍の 61
㎡と一時金 200 万円を取得できたとする。 
 この住宅も法人所有建物が半数以上を占め、コンセンサス取得は意外とスムーズであっ
たといってよい。ただ、隣接の公団賃貸大島団地と「一団地の住宅施設」（都市計画法第 11
条）として指定されていたため、分譲部分の分離・独立がこれまでに見られないケースで
ある。かといって、賃貸団地も昭和 30 年代団地ということで公団による建替えが進行中で
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あったことから、公法上の規定による拘束はほとんどなくすんだ。また、直接、住民で組
織する「建替え準備組合」が、それを行ったという形跡はなく、むしろ開発者側が折衝の
矢面に立って行ったといえる。 
 96 年に販売された第１次分譲の 150 戸については、最多価格帯が 3000 万円台から 4000
万円台が中心であったため、比較的スムーズに販売が行われた。都営地下鉄新宿線「大島」
駅下車徒歩２分という交通アクセスが建替え後に果たす役割は大きいと見られる 15)。 
 
【問題の所在】 
 建替えのアプローチは、民間の開発者側から 90 年に行われ、以来、等価交換方式による
建替えの検討が行われた。建替え前の住戸数が 320 戸と多いが、その内訳は、区分所有者
が 89 名、残りは 15 社 228 戸の法人所有となっている。無償還元専有床面積は 61 ㎡。建
替えに伴う近隣対策では、日照問題がこじれ反対世帯へは日影保証金が支払われた。また、
抵当権の設定されていた住戸が多く、ほとんどは弁済できたが最後まで残った 10 住戸につ
いては、金融機関と協議を重ね、建替え後に第一抵当とすることなどを約定して一時抹消、
新住戸への付け替えを行っている。根抵当の付いていた２住戸は最高限度額で合意に達し
たとしている。これらについては区分所有者の団体が行ったのではなくすべてディベ側が
矢面に立っている。また、建替え計画検討費等はすべて事業費の中から回収した 16）。 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：江東区大島 
旧分譲主：都市再生機構（日本住宅公団） 
分譲時期：昭和 32 年（1957 年） 
旧建物概要：４階建て 14 棟 
専有部分：２Ｋタイプ（38 ㎡）320 戸 
使用容積率：82％ 
商業地域・第 2 種中高層住居専用地域 
 
 
第五款 事例研究 4 「大阪府住宅供給公社 新千里西町Ｋ－Ａ団地」 
→『ファルム千里中央』 
【建替え手法】 
任意建替え 
等価交換・土地譲渡方式 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：1999 年（平成 11 年） 
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敷地面積：1 万 668.45 ㎡（約 1,07ｈａ） 
再開発内容：地下 1 階、地上 14 階建て２棟 
戸数：263 戸 
容積率：199％ 
駐車場：264 台分 
  
【現地調査の要約】 
 最大の特徴は、豊中市が 96 年４月に施行した「大規模団地建替え助成要項」の適用第１
号住宅であり、「優良建築物等整備事業制度」の適用を受けたという点である。建替え助成
要項の概要は、70 年以前に供給された敷地面積 5000 ㎡を超える大規模団地の建替えプラ
ン作成に対し、同市がその費用の一部を助成するというもので、助成額は市が四分の三を
負担、管理組合が四分の一を支出する。例えば、プラン作成に 1000 万円かかるとすると、
750 万円を市が賄うことになっている。優良建築物等整備事業は、同市の要項項目の一つで、
３カ年で５億円の助成が段階的に行われることになっている。まず最初は建物解体費用と
して、97 年度分 1 億 5000 万円が同組合に支払われた（97 年９月の同市議会で承認）。中・
高層分譲共同住宅が集積・集中する千里ニュータウンを抱える豊中市は、老朽化する大規
模分譲団地の将来を踏まえ、大規模団地建替え助成要項を定めているものの、Ｋ－Ａ団地
以外の適用は 97 年の段階で見合わせている状況であった。 
 同団地の概要は関西圏の東西線といわれる御堂筋・北大阪急行線「千里中央」駅から徒
歩 10 分以内という交通至便性や、駅前オフィスビル群との連動性、高層の住棟に囲まれた
高層化による違和感のなさなどの住宅環境を持ち合わせ、しかも、関西地区で人気を集め
る千里ニュータウンに位置するなど好立地・環境の条件が整っていると見られる。 
 建替え実行組合によると、同団地の将来を考慮し修繕及び建替えかの両方を念頭に置き、
いずれ択一する方向で計画をスタートさせたのは 89 年のことで、その後、住民の意向から
建替えにシフトし、紆余曲折を経て区分所有者の全員合意を基に事業者と基本協定締結を
行ったのは、97 年 7 月。建替えを選択した時点から任意建替えによる、資金負担の伴わな
い再開発を進めることにし、プランの賛否を問う住民総会の決議を行うことなく、全員の
同意を得ることに成功した。 
 さて、Ｋ－Ａ団地の建替え実現のコンセプトとは何か。①現行の建物の使用容積率が 90％
程度に留まっているのに対し、豊中市の指導に沿った事業計画によって 200％近い利用がで
きることになったため、そのメリットを活かした等価交換方式の採用が可能になったこと
だと見られる。約 9700 ㎡の延床面積が 2.8 倍の２万 7000 ㎡へ上昇し、従前の専有床面積
60 ㎡は平均 74 ㎡と約 1.2 倍に無償で還元される。②鉄骨鉄筋コンクリート造地上 14 階・
地下 1 階建３棟の住棟建設によって、空地率６割強を実現し、しかも 100％以上の駐車場を
確保した共同住宅が可能となる。任意建替えという観点から、地権者 150 所帯全員のコン
センサスを得られた理由は、建替え構想を持った当初から豊中市の支援を受けたことで、
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話合い・区分所有者間のコミュニケーションにあたり、建替え委員・全 15 階段の階段委員
の地道なボランティア活動が存在したことである。事業パートナー３社との協調体制が得
られたことと、その初期からのパートナーである都市コンサルタントが有意義に働いてい
る点等が挙げられる。 
 また、ほぼ２年後に販売される住宅は、１戸あたり 5000 万円から 6000 万円台。建替え
にあたって、「狭さからの脱出」「設備水準のアップ」「世代構成の若返り」という目標があ
ったものの、販売住戸は第 1 次取得者層というよりは第２次、３次の取得者であり、世代
構成面では若干の若返りが望まれる程度であるが、ほぼ建替えの目的は達せられたと考え
られる。なお、建替え実行組合のメンバーには、27 年前 425 万円前後で、この住宅を購入
した区分所有者もいれば、約 20 年前に 1000 万円台で購入した区分所有者、バブル経済と
いわれた 90 年に 6000 万円台で購入した区分所有者、95 年に約 3000 万円で購入した区分
所有者など様々で、同実行組合にかかわる中、コミュニティの継続を望むうちに新住居に
住むこととなった区分所有者もおり、各組合員によって出資額が 10倍以上も異なっている。
建替えによる収支が合っているとばかりは言えないが、従前居住者のほとんどは約 10 ㎡買
い足す形で、800 万円ないし 900 万円を新たに支出しているとしている点から、建替えに
よる効用増が様々な点で取得できたと見られる。こういったことからすると、ここでは単
にマンション建替えという行為の範疇には収まらず、むしろ建替えを契機として限りなく
コーポラティブ住宅に近づける傾向が見られる。建替え実行組合は、この建替えの成功を
「ノウハウなんてまったくなかった。全員合意は本当に奇跡かもしれない」と振り返りな
がら、未同意者に対しては建替えプランの説明に何回となく足を運び、繰り返して、同意
を得られるまで説明してきたという。最後まで「反対者」「反対派」という言葉にはせず、
同実行組合のプランの説明不足と受け止めての対応で臨んできた。なお、区分所有者全 150
名のうち８名は着工段階で住戸の売却を決めている。 
豊中市と同団地の話合いは 89 年前後から続いていて、この建替えの成功で同ニュータウ
ン内の５、６件の建替え委員会も話合いに同市役所に来るようになった（98 年当時）。同市
の職員は「無理だと思った建替えが自分たちにも何とかできるのだという活力を提供して
いるのではないか」と話す。また、「大規模団地の建替えに際し自治体は何ができるのかと
自問したとき、助成要項の初適用が未同意者に見えないプレッシャーとなりはしなかった
か」と振り返っている 17）。 
 
【建替えに至るまでの経過】  
１．建替えか修繕かの選択 
 90 年代初めに建替えへのアプローチが全く予想もしていなかった方向からあった（ディ
ベロッパー側の営業活動）。その後、一度頓挫してしまうが、同団地は経年劣化の道を着実
に進行するわけである。94 年ごろになって、管理組合理事会内で話題となるのは、「外壁」
「パイピング」「屋上」といった住棟部位の修繕計画についてであり、議論の的は修繕積立
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金のストックと修繕費用の概算による差異をどう埋めるかということであった。差し迫っ
た修繕項目は、具体的には外壁修繕・塗装工事、給排水管及びガス管の取替えあるいは更
新工事の選択、屋上・ベランダ防水工事等であり、文字通りの大規模修繕工事が目前に迫
っている。一方、資金ストックは、約 1 億 5000 万円あったものの、修繕工事の見積調査の
過程で、１戸あたり約 100 万円が不足しているという試算が明らかとなった。大規模修繕
工事の実施か資金ストックの充実かが、管理組合理事会内で問題化してくるわけである。
これらの関係を議論する中で、浮上してくるのは、大規模修繕工事を行うことで、費用対
効果はどうなるか。つまり、これだけの費用を投下しても、一戸当りの専有床面積に変化
が生じるものでなく、新しい設備が配置されるわけでもない。修繕の必要性は理解してい
ても、まったく新たに各戸 100 万円の徴収ができるか。住民総会でコンセンサスが得られ
るか（この当時は法 17 条に基づいて区分所有者の四分の三以上の多数が賛成する必要があ
った）、しっくりとこない一面が出てきてしまう。 
２．建替え選択の経緯 
 直前に迫った大規模修繕工事の試算と併せて、90 年の段階で、アプローチのあったディ
ベロッパーに現況での建替えについて打診を行ってみると、その回答というのは､予想に反
して「専有床面積の無償還元率は、現行面積とほぼ同じ水準を確保できる」というもので
あった。管理組合は 96 年１月に「大規模修繕か建替えか」のアンケート調査を全組合員を
対象に実施、その結果、80％以上が建替えに賛成で条件付を加えると６戸を除いて賛成で
あることが判明。建替え推進が大多数の意向であることを改めて確認し建替えを本格的に
検討する。ところで、この際、問題となるのは同団地の立地する千里ニュータウンが、概
ね都市計画法上の容積率 200%程度は使用できると予測されるものの、新市街地住宅開発法
（ニュータウン法）による街づくりが進行する豊中市にあって、同法の定める 150%以下で
規制し住環境を維持する指導を行っている。地区内の団地の建替え委員会、ディベロッパ
ー等は、その緩和を自治体に求めてきた経緯はあるが、これをどのように緩和できるかが
課題である。管理組合は同団地の組合員の意向を大事にしていくとすれば、建替え事業が
決して甘くないこと、困難であることを踏まえつつ、地道に着実に進めていかなくてはな
らないこと、経済状況を把握しながら建替え計画の具体化を行っていかなければならない
こと等を踏まえ、実現に向けて検討を進めることにした。 
３．全員合意による建替えの実現 
 同管理組合は、94 年 8 月に建替委員会〈住民の有志による〉を結成。法定建替えと全員
合意による任意建替え方式、未利用容積活用等を検討し、等価交換方式を採用した全員合
意による建替えを選択し、96 年７月、同建替え委員会を発展改組し、建替えが管理組合の
プロジェクトであることを一層明確化し、より区分所有者に浸透させるため、有志による
委員会活動を各棟毎・各階段室毎の代表による構成とし、より一層の組織化を図った。こ
れらの背景には、ニーズに合った住まいの広さが要求されていること、階段室型中層住宅
であるため居住者の高齢化への対策が必要なこと、阪神・淡路大震災の発生（95 年 1 月）
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を契機に建物の安全性の確保という意識が強まったこと等が挙げられる。 
４．都市コンサルタントの活用 
 建替え委員会は、議論が活発な反面、議論の行き着く先が不透明となりがちであった。
この点を踏まえ、都市コンサルを導入し、専門家の力を借りながら建替えへ向けての体制
を固めようとし、合理的な活動の展開を図った。その中で、事業パートナーは、「二段階コ
ンペ」を採用し建替え事業者として確実な選定を進めていくことにし、また一方では、建
替え委員会が中心となって、住民の合意形成を着実なものとしていく活動が展開された。
その中で、96 年 6 月までに事業パートナーの決定を見ることとなった。 
 さらに、事業パートナーの決定を受け、事業者側、地権者側から相互に委員を出し合い、
「企画・設計」「等価交換」「相談窓口」「維持・管理」といった 4 つのワーキンググループ
を結成し、4 つのグループが各セクションを担当し具体の取り決めを行っていくようにした。
個々の様々な課題に対し、建替え委員会全体が関わっていくのではなく、組織化すること
で合理性を求めたものである。 
 
【問題の所在】 
① 経済的弱者への対応 区分所有者の中には、既に年金生活に入り建替は賛成だが資金
は出せないというケースが出てくる。対応策として採用したのは、建替え住棟の５階
以下のフロアに資金の追加の必要のない間取りを用意し対処することとした。 
② 条件付賛成者への対応 バブル時の条件と照らし合わせ等価交換条件のアップを図
るというものだが、例えばバリアフリーというようなケースだと、一住戸当たりの負
担が 30 万円ほど増すことになる。このケースでは、公庫融資の制度を紹介すること
で事業者側が吸収することとなった。 
③ 現状維持派への対応 建替への未同意者の中で、一番の難関がここにある。「相談窓
口ワーキンググループ」は、「建替への反対者」という言葉を使わずに対処。「そっと
しておいて。今の建物で十分満足」「前には庭があるし、狭くもない、環境もいい」「私
をそっとしておいて」こうなると説得どころか返す言葉さえない。反対意見の本音を
知ること、話合いの糸口を切らないことを心がけ、話合いの継続、待ちの姿勢を貫く
ことを考え、説得ではなく、よき聞き役に徹するよう心がけることとした。結局、全
員のためにも賛成に回ってくださいという熱意と誠意を持って話合いを続けるとい
う根気強く、何回も話合いを続けるという月並みな方法が唯一の手段なのかもしれな
いと思われるとする。 
④ 現行法ではクリアとされているものの当時としては異例の抵当権の抹消への事業者
側（連帯保証債務の保証人）の協力である。なお、建替え合意形成期間は 94 年 5 月
から 97 年３月までの約 3 年であり、合意形成期間の長期化を極力抑えられるかどう
かも今後の課題であろう。建替え期間は、ほぼ全体と同様に 97 年 11 月から 99 年 10
月まで約 2 年となっている。 
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⑤ K－A 団地建替え事業年表 
表３－２ KA団地建替え事業年
表 
         
1970     KA団地建設     
１９８７/３     マンションリフォーム小委員会設置     
１９８９/４ 豊中市の規制で容積率が２００％１５０％に
制限 
KA団地建替え検討委員会設立     
１９９１/３     KA団地建替え委員会と改称     
１９９２/１２     バブル崩壊により、暫く景気の動向を
静観 
    
１９９４/５    建替え方針変更、アンケートで賛成を得る      
１９９４/８    新建替え委員会発足      
１９９５/５/１
２ 
   容積率緩和について勉強会で２００％可能と判
断 
    
     業者選定     
１０/２５     コンペ案内業者への説明会開催     
12/１     第１段階コンペ提案受け付け（６社応
募） 
    
12/２     建替え委員会にて概要審査     
12/16     優秀作品３作品を決定     
 アンケー
ト 
           
1996/1/７ 第１回アンケート
用紙配布 
          
1/１１・１３ 第１回アンケート説明会実
施（５回） 
         
２３ 第１回アンケート回収完了
（１４９戸） 
         
２/６ アンケート結果発
表 
          
３/６     第２段階コンペ説明会開催     
４/２６     第２段階コンペ案提出     
４/２７・５/２５     審査会（４回）     
６/１     建替え委員会にて最優秀作品決定     
６/１５     管理組合理事会報告、パートナー決     
 102 
定 
             
     建物計画策定     
６/１６     協議会設置     
７/６・７     第１回企業による説明会開催     
 アンケー
ト 
           
８/２４・２６ 第２回アンケート説明会開
催（５回） 
         
９/１ 第２回アンケート
回収完了 
          
9/18 アンケート結果発
表 
          
10/8     豊中市に対し道路明示申請     
10/25・２９     建替え協議会開催。新住戸価格提示     
11/9・１０     説明会開催（４回）  資金調達 
11/16・１７          資金関係相談
会 
 新住戸
登録 
           
1997/1/29 全戸登録申込み
完了 
          
2/1 登録申込み開封。
抽選 
          
2/8 第２次登録締め切
り 
          
2/15 第２次申し込み開
封。抽選 
          
2/22 第３次登録、全戸
登録完了 
          
    基本協定書締結       
3/22・２３    基本協定書締結説明会（４回）       
4/26          資産保全策決
定 
         仮住居対策  
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４/26・２７         仮住居相談会  
 売買契約書の締
結 
          
６/８ 契約書説明会開
催 
          
６/１８・１９・２
２ 
登記必要書類チェ
ック会 
          
７/５    基本協定書締結同意書の全戸
提出完了 
      
７/１７    RCと基本協定書締結       
７/２２・２４ 権利証書お預かり会          
８/２２・２３ 従前資産売買契約会開催          
８/２３ 従前資産の売り渡し          
８/３１    建替え委員会解散、建替え実行
組合発足 
      
１１/２０         全戸明け渡し完
了 
 
             
１２/１４          税務相談会 
１２/２６     建築確認申請受理     
１９９８/１/１
０ 
    地鎮祭     
３/７・８          最終資金相談
会 
３/１４・１５ 従後資産住戸申込み会         
３/２８・２９ 従後資産住戸売買契約会         
             
１９９９/１１     H１１.９ 再入居（予
定） 
      
                                       18） 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：大阪府豊中市 
旧分譲主：大阪府住宅供給公社 
分譲時期：昭和 45 年（1970 年） 
旧建物概要：５階建て５棟 
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専有部分：150 戸 
使用容積率：91％ 
第 2 種中高層住居専用地域 
 
 
第六款 事例研究 5 「高井戸西団地」→『高井戸パークハウス』 
【建替え手法】 
任意建替え 
等価交換、土地譲渡方式 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：2001 年（平成 13 年） 
敷地面積：8,317 ㎡（約 0.83ｈａ） 
再開発内容：地上 10・９階建て２棟 
戸数：188 戸 
容積率：198.5％ 
駐車場：233 台分 
 
【現地調査の要約】 
  武蔵野の面影を保つ杉並区の一角に立地し緑と自然に包み込まれた静かな環境の中にあ
る高井戸西団地は、建替えの話が最初に浮上したのは築後 29 年目を迎えた 1986 年で、都
市再生機構（当時は住都公団）が未利用容積率等を利用し土地の有効利用を図ろうとアプ
ローチしてきたのが初動期にあたる。翌 87 年には管理組合理事会が呼びかけ「建替え問題
委員会」を設置。88 年には同委員会より、排水管の劣化が著しい、屋上防水、外壁等の劣
化から、一部雨漏りのする住戸が見当たる。大規模修繕工事に着手するとすれば膨大な費
用がかかるが､建替えができれば等価交換方式を採用し区分所有者の負担無く可能とした
報告がなされた。この報告を受け、管理組合は同委員会を「建替え委員会」と改め建替え
に向けての本格的な検討を開始した。この時点の建替えに向けたアンケート調査では全区
分所有者のうち 3 名が反対。90 年に入ってこの 3 名のうち 2 名が文書による「建替え凍結」
を訴える要望書を管理組合理事長宛に提出。この後約 3 年間、活動を停止したものの 93 年
に再スタートし、住居の使用状況の調査、等価交換での建替えの可能性等を開始した。94
年、建替え問題意向調査を実施。その結果、保留・反対・未回答がそれぞれ 1 名。建替え
賛成とするものが 64 名であることが判り、建替え実施に向け協議を開始した。95 年の定期
総会では等価交換方式の採用を決議し､96 年には事業協力者を選考、決定し 97 年には建替
え同意書の提出を求め、98 年に建築確認の申請、同年 3 月までに、全員賛成の承認を取り
つけ、11 月の臨時総会で全員一致による建替え決議が成立した。なお、同団地における区
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分所有者の構成は、法人所有が 14 社 59 戸、個人所有が 53 戸で居住している区分所有者世
帯が 24 戸、借家としているところが 29 戸で、実際居住しているという世帯は全体の四分
の一程度であった 19）。また、駐車場は設置されていない。 
 
【問題の所在】 
 旧高井戸西団地＝高井戸パークハウスは、建替えにおける３制約をクリアする条件を有
する一事例であり、これまでの建替えにおける初期事例と同じもののひとつと見ることが
出来る。まずは、団地・建物・管理組合を取巻く外的要素をマクロ的分析として、組合内
の活動を内的要素と捉えミクロ的分析としてみることにする。 
マクロ的分析ⅰ 同住宅の位置するところは、東京都杉並区であり、環状８号線から一
歩入った閑静な住宅街にある。京王帝都『井の頭』線「高井戸」駅から徒歩７分、都心エ
リアである山手線「渋谷」駅までは、わずかに 14 分という近さである。近傍同種のマンシ
ョンの販売価格は、１㎡あたり約 70 万円台であり、同住宅の入居時点の販売価格は、１㎡
あたり約２万 8000 円台であることから、バブル経済の崩壊と叫ばれて久しく地価が値下が
り続けているとはいえ、実に 26 倍強の値上がり率を示している。地価上昇率に支えられ、
しかも都心までの距離が５ｋｍないし 10ｋｍにも満たないのである。 
マクロ的分析ⅱ 昭和 30 年代から 40 年代前半にかけての日本住宅公団（住宅・都市整
備公団、都市再生機構）による分譲住宅の容積率は 60％から 70％台と低く押さえられてい
る。ダウンゾーニングが普及しても指定容積率と比較すると 2 倍ないし 3 倍の余裕を持つ
ところが多い。なかには、5 倍以上というところもある。高井戸西団地の場合、3 倍にあま
る容積率の余裕があったことになるから、地価の上昇率と重ね合わせれば第 2 のハードル
もクリアしていることがわかる。 
マクロ的分析ⅲ 建替え実例は、従前で 300 戸前後のものまで成功しているとしている
が、本来の区分所有者の数からすると 100 戸前後が大きなハードルとなっていることを示
しており、全員合意のボーダーラインと見られている。同団地の場合、入居当初の法人・
個人別所有形態は、法人が 86 戸、個人が 26 戸となっている。ここでいう成功の諸要因と
いうことで 3 つのハードルの存在と同団地の関わりについて述べた。次にミクロ的な要因
についてみてみると以下のように分析することができる。 
現状地価が、ある程度の経済状況によって上下されようが下支えが効けば、一定範囲の
等価交換が可能となるだろう。同住宅のように地価が充分に下支えして 指定の容積率に
対して未使用の容積があれば、余剰の容積を使って保留床を設けることができれれば保留
床を高く販売することで自己負担を軽減する、もしくは皆無の建替えが可能と思われる。
そして、このことは、いわゆる弱者と見られる高齢者、経済的にそれを吸収するベクトル
として作用し全員合意に近い状況を現出するものであろう。３つのコンセプトを満足させ
られれば、ほぼ住民の意思が集約されシフトされるものと推察する。 
ミクロ的考察ⅰ これまでの建替え検討住宅のそれとは違って、同住宅は自治体の街づ
くり公社に依頼し建替えのアウトラインを作成した。その後に、コンペを行って建築設計
競技を踏まえ、ディベロッパー（実質設計）・施工・販売グループを選択する手法を取って
いる。今までに見られないケースである。ではなぜ、他の住宅でこういうことが起こらな
いかというと、いわゆる大手の都市コンサルを導入することで、コンサルとディべとの一
緒の関係、強い結びつきを担保したい意向が働いているからである。貴重な資金を投資し
プランは出来たがディベはなしでは「絵に画いた餅」以外の何物でもない。こういった危
険を回避しようと大手のコンサルをパートナーとして選択する傾向が大団地になればなる
 106 
ほど強くなる傾向がある。 
ミクロ的考察ⅱ 何度と無く繰り返した現地調査を通して思うことは、建替え委員会が
区分所有者の顔を知っていることが挙げられる。「フェイスｔｏフェイスの実現」である。
これは何を意味するかというと、賛否を問わず住民の顔を知ることで医師と患者の関係を
構築する。顔を見て状況を知る体制は、状況判断の最先端を把握していると考えられるの
である。 
ミクロ的考察ⅲ 以前に国立公衆衛生院の松本恭治室長（現：高崎健康福祉大学教授）
が、建替え運動のリーダーシップ像を現代社会と歴史的人物からアプローチした経緯があ
る 20）。分類すると浪花節型、ナポレオン型、研究者型など９タイプだが、同団地の場合、
新たなタイプで同室長が歴史上活躍した男性のリーダー像をイメージしていたのに対し、
同団地の建替委員長は女性である。100％の合意形成には、いわゆる忍耐が必要であるが、
問題なのは、建替えに対して反対なのか賛成なのか全く意思表示しない区分所有者の存在
である。これを説得するにはまず、無視の状態から会話できる状態にしなければならない。
この辺がこれまでの事例と少し違ったところと見受けられる 21）。 
 
【建替え後マンションの概要】 
所在地：杉並区高井戸 
旧分譲主：都市再生機構（日本住宅公団） 
分譲時期：昭和 32 年（1957 年） 
旧建物概要：４階建て５棟 
専有部分：２DＫタイプ（約 39.４㎡）３DK タイプ（43.8 ㎡）112 戸 
使用容積率：65％ 
第１種中高層住居専用地域、第 2 種住居地域 
 
 
第七款 事例研究６ 「同潤会江戸川アパートメント住宅」→『アトラス江戸川アパート
メント』 
【建替え手法】 
法定建替え 
等価交換・土地譲渡方式・自己負担 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：2004 年（平成 14 年） 
敷地面積：6,862 ㎡（約 0.68ｈａ） 
再開発内容：地下 1 階、地上 11 階建て３棟 
戸数：233 戸 
容積率：300％ 
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【現地調査の要約】 
 同アパート建替えの最大の特徴は、追加の費用を各戸自己負担を前提として建替えを実
現したこと。これまでのマンション建替えの主流であった費用負担を伴わない、若しくは
軽減した手法をとらず、等価交換方式を原則としながらも、JR 中央線「飯田橋」駅から徒
歩 10 分という立地にあってもこだわらなかったことである。 
 昭和 40 年代後半から、約 30 年間で６次にわたる建替えプロジェクトの検討の結果、無
償での新取得専有床面積を各戸 53％とするプランで、全体と各棟毎に区分所有者、議決権
ともに 80％以上のコンセンサスを 2003 年 3 月に取得し、建替え工事に着手するまでに至
った。 
 建替え合同組合によると、「常に全員一致の建替え実現を目的とした活動を心がけた」と
し、建物を区分所有建物とするための合意、独身世帯向け住居所有者への対応、借家、相
続、抵当権の抹消の権利変換、住人の高齢化に伴う仮住戸の借上げなど、合意形成の成立
までには、あらゆる困難な局面が目白押だったと振り返る。 
 一方、事業パートナーは、居住者のケアサービスといった建替え支援プランや終身定期
借家制度の提案などソフト部分に踏み込んだ活動を展開、「ひとつひとつの問題を解決する
ことが合意への大きな鍵」であったとし、2002 年以降、住民の中に入り込んで、高齢者と
の話合い、資金問題の調整などの課題点を克服しながら権利調整を進め、地権者との共同
事業としての建替えを実現しようとした姿勢が実を結んだとしている。 
 エレベータ、暖房設備に社交室、食堂、理髪室、共同浴場、洗濯室、屋上物干し場等、
当時、何から何まで完備する“東洋一のアパートメント”と謳われたのが江戸川アパート
である。同アパートは、1923 年に発生した関東大震災からの復興をめざし、被災者向けの
住宅供給を目的に設立した財団法人同潤会が、24 年の設立から解散までの 17 年間に都内
14 箇所に建設したアパートメントの集大成。当時の建築・技術・設備・空間には現在でも
驚嘆の声があがるほどである。 
 さて、旧建物は、コの字型の 6 階建ての１号館、ほぼフラットで 4 階建ての２号館の２
棟で構成されており、長方形型の敷地約 6800 ㎡の中に、中庭を囲むように住棟が配置され
ている。両館とも１階から４階までがファミリー世帯向け住戸（専有床面積約 50～70 ㎡）
で、１号館の５階、６階部分は独身者用住戸（和室・洋室１部屋型 計 131 戸）が、ペン
トハウスのように並ぶバラエティーに富んだ住居構成が特徴的だが、建替えに向けた合意
形成の段階では、この部分のコンセンサスに相当の時間を費やした。 
 建替え後の同アパートは、食堂や理髪室はなくなってしまうが、各住戸は現代の設備を
備えてよみがえることになる。建物は、地下１階、地上 11 階建ての高層住宅に生まれ変わ
り、住棟数は現在の２棟から３棟になる。屋上庭園や応接室・記念室・社交室などコモン
スペースが数段に充実するほか、専有部分は、ワンルーム型から多居室型まで 50 タイプを
超える間取りを計画されており、豊富なバリエーションが目を引く。各居室の床面積は、
22 ㎡から 120 ㎡台となる。 
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ところで、従前の建物には和室か洋室かの１部屋型「独身者用住戸」が全体の半数以上
と多かったため、新たな居室のプランニングにはこれまでみられないような手法も検討さ
れていて、これらの住戸は、いわゆる終身定期借家権（仮称）と呼ばれるような制度を構
築したものとなり、従前居住者の居住の安定を図ることにしている。これまでの老朽化マ
ンションの建替え事例では見られなかったプランだが、今後の建替え事例に与える影響は
大きく、増加が予測される。 
既存住宅には、およそ三分の一の住戸に区分所有者が居住し、残る三分の一に賃借人が
居住。約三分の一は空家の状態になっていた。建替え後は、220 戸の約 65%にあたる従前
居住者が戻り入居する。建替えに当っては、全区分所有者 223 名中、214 名が合意し、そ
のうちの 140 世帯が戻り入居する。建物は新しくなっても培われたコミュニティは変わら
ないことを示しているのかもしれない。 
錚々たる文化人が住んだ同アパートも、入居後 68 年を経て、外壁や庇部分は剥離し、壁
際を歩くことさえも危険であり、１号館の一部は地盤沈下で３度ほど傾き、老朽化は誰し
もが認める事実である。戦後まもなくの払下げ交渉の過程や区分所有建物への移行など、
住民同士の合意形成の過程の中に見られるのは、一時期の生活協同組合、管理組合活動を
通してのサスティナブルなコミュニティともいえる。 
 これまでのマンション建替えにあっては、従前の居住者の圧倒的なコンセンサスを得る
ために「立地」「規模」「余剰容積率」が大きなコンセプトとしてきたため、全国規模で 2002
年段階で、80 実例を超えるとされるマンション建替えもこれらのコンセプトをクリアとし
たものに限られてくるのだが、同アパートはというと、エレベータを完備するわが国初の
高層住宅という面があり既存建物でさえも 150％以上の容積を消化していた。現在の指定容
積率が 300％ながら幹線道路から若干奥まっている場所にあるため、日影規制、斜線制限と
いった規制を受け 300％の容積率を充分使い切ることができなかったことから、区分所有者
の圧倒的合意形成を整えるにあたって、従前居住者の無償による建替えから有償建替えを
実現した過程は注目に値するし、従前の居住者が「無償」の枠を越えてコンセンサスを形
成したのは極めて稀なケースといえる 22）。  
 
【問題の所在】 
建替え決議に最終的に不賛成であった 8 名の従前区分所有者に対して行っていた売渡請
求訴訟（東京地裁平成 14 年（ワ）第２７８９６号建物明渡事件・同東京高裁平成 16 年（ネ）
１５５９号判時１８７５号 52 頁以下）は、区分所有法 63 条 4 項に基づく売渡請求を行う
場合の「時価」について、裁判所がその基準を示した｡ 
この訴訟は、平成 15 年 10 月に提起したもので、建替え不参加者である 9 名に対し、区
分所有法 63 条 4 項に定められている売渡請求権を行使しつつ、早期着工のため、これと並
行して、円満な解決としての和解を成立させるべく交渉を行っていたが、建替え決議その
ものの有効性については、建替え不参加者に理解を得られたが、売渡請求の時価について
 109 
話合いが平行線となってしまったため、裁判所に判断を委ねることとしたもので、事業者
側の主張が全面的に取り入れられたものとなっている 23）｡ 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：新宿区新小川町 
旧分譲主：財団法人 同潤会 
分譲時期：昭和９年（1934 年） 
ファミリー世帯向け 50 ㎡から 70 ㎡計 127 戸 
和・洋室 1 室タイプ計 131 戸 合計 258 戸 
使用容積率：150％ 
第 2 種住居専用地域・商業地域 
 
 
第八款 事例研究 7 「諏訪町団地」→『アトラス諏訪町レジデンス』 
 
【建替え手法】 
法定建替え 
等価交換・土地譲渡方式 
建替え円滑化法活用（国内初事例） 
 
【建替え後マンションの概要】 
建替え時期：2005 年（平成 17 年） 
敷地面積：6,619.94 ㎡（約 0.66ｈａ） 
再開発内容：地下 1 階、地上５階建て３棟 
戸数：96 戸 
容積率：300％ 
 
【現地調査の要約】 
 同住宅は、入居 45 年目。JR 山手線、地下鉄東西線「高田馬場」駅から程近い好立地に
位置し、抜群の交通アクセスを持つ。敷地面積は約 3885 ㎡で、現在の建物は 3 階建て 2 棟、
4 階建て 1 棟の団地型マンションである。1 戸あたりの専有床面積は一律約 44 ㎡。建替え
後の新しいマンションは、敷地はそのままに地下１階・地上 5 階建て 1 棟 96 戸の建物とな
り、各住戸の専有床面積は、約 34.4 ㎡～約 102.6 ㎡の 29 タイプと豊富なバリエーション
を持つ建物となる。最も多い専有床面積は 60 ㎡～70 ㎡台となっている。 
 建替え手法は、基本的には等価交換方式を採用し、2003 年 5 月には全員一致による「建
替え決議」が成立した。従前の区分所有者は、無償で建替え前の住戸と同じ床面積を確保
 110 
できるものの、仮住居等の費用は各自が負担し、全 60 戸中 50 戸が戻り入居する。 
 同建替委員会、管理組合によると、建替えに向け検討を開始したのは 1990 年頃からで、
建替え円滑化法の組合設立については、建替え決議には賛成したもののその後に反対とな
った場合の対応や、居住者が高齢化しており手続等のスムーズさが必要といった観点から
組合設立を準備したとし、「売渡請求権の行使」「権利変換手続の簡素化」「抵当権の新規建
物への移動」など大きなメリットがあるとしている。さらには、新宿区との連携が深まる
ことで、「様々な助成・支援が見込まれるのでは」と期待している。この建替えによる最大
の特徴は「マンションの建替えの円滑化等に関する法律」（以下：建替え円滑化法）第９条
による建替え組合の設立を、2003 年 6 月に新宿区に申請したことによるもので、同法適用
によるマンション建替えは全国的にも初のケースと見られるというものである 24）。 
 
【問題の所在】 
 2002 年、事業協力者選定後、区分所有者・同公社・事業協力者は一体となって、プラン
の検討や問題点の整理を行い全員合意を目的に活動し、特に建替え決議前の 1 年間は、建
替え委員会を 43 回開催、全体集会を 22 回行った。建替え実現のコンセプトのひとつであ
る「住宅規模」はこの辺にも影響し、直接対話が可能である。なおこの間、区分所有者全
員との個別会談を３回ほど実施した。こういった合意形成に向けた対応は、各区分所有者
の事情に応じた専有部分のプラン対応（全 29 タイプ）、権利者のほとんどが新建物に戻り
入居する結果に繋がっている。しかし、この継続性を担保できるのは同住宅の規模が、小
規模だから可能だったのであって、本来の団地型マンションでは困難なところである 25）。 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：新宿区高田馬場 
旧分譲主：東京都住宅供給公社 
分譲時期：昭和 32 年（1957 年） 
旧建物概要：3 階建て 2 棟、4 階建て 1 棟 
専有部分：全戸 44 ㎡計 60 戸 
使用容積率：80％ 
 
 
第九款 事例研究８ 「萩中団地」→『オーベルグランディオ萩中』 
【建替え手法】 
法定建替え 
等価交換・土地譲渡方式 
 
【建替え後マンションの概要】 
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建替え時期：2006 年（平成 18 年） 
敷地面積：1 万 5,934.91 ㎡（約１.59ｈａ） 
再開発内容：地下 1 階、地上 18 階建て 1 棟 
戸数：533 戸 
容積率：240.11％ 
 
【現地調査の要約】 
 住棟の一括建替えに取組む萩中団地（東京都大田区・68 年入居・368 戸）の管理組合､
建替え委員会は、2003 年 8 月、「建物の区分所有等に関する法律」（以下：区分所有法）第
70 条に基づく団地内の建物の一括建替え決議を住民に諮り、改正法による初の建替え決議
が承認された。同住宅は、全８棟中層５階建て。総敷地面積約 1.5ha。１戸当たりの専有床
面積は約 46 ㎡。等価交換方式を採用し建替え後は、18 階建て超高層住宅を含む 533 戸の
団地型マンションとなる。従前の居住者は無償で約 44.82 ㎡を取得することが可能であっ
た。新居室は 44.82 ㎡から 88.38 ㎡で多彩なバリエーションから選択することになる。市
街地総合設計制度を活用。 
 
【問題の所在】 
 ところで、建替え決議を住民に諮ったのはこれが２度目である。2002 年末に行った建替
え決議は、全８棟中１棟が組合員及び議決権の五分の四以上に達せず決議を見送ったもの
の、今回は６月１日施行の改正区分所有法に併せ、建替え事業の最大の難関である「合意
形成」を突破。組合員、議決権ともに全体の 80％以上の承認を得ており、各棟も組合員、
議決権数の三分の二以上のコンセンサスを得た（法 70 条に基づく団地内の建物の一括決議
は承認率 96％、20 名を超える決議未同意者は、ほとんどは 2 カ月の催告期間中に参加の回
答を行い最終的に 2 名残ったうちの一人は建替え円滑化法 15 条による売渡請求権を行使、
3 回目の審尋で和解にこぎつけたとしている）。次に、建替えには反対しないがどうしても
資金負担のメドがつかないというケースへの対応をどう行うかである。このケースでは還
元率がほぼ 100％であるから専有部分を小さくする方法も考慮されるがそうでない場合は
居住の継続性という点で問題が露呈してしまう。同住宅の建替えは、市街地再開発の手法
を除けば、建替え実例のうち最大規模である。改正法の定着・普及と建替え円滑化法の導
入により、これまでの建替えよりも､さらに大型化できる可能性が認められる。なお、権利
変換率（還元率）は従前の専有床面積を若干上回り 100％を少し超えた 26）。 
 
【建替え前マンションの概要】 
所在地：大田区糀谷 
旧分譲主：東京都住宅供給公社 
分譲時期：昭和 43 年（1968 年） 
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旧建物の概要：5 階建て８棟 
専有部分：３K タイプ（44 ㎡）、３DK タイプ（48 ㎡）368 戸 
使用容積率：116％ 
第 2 種住居専用地域 
 
第十款 小括 
 建替えによる、仮住居の斡旋、借家関係の処理、抵当権の処理、オーバーローンへの対
応、資金調達をも含めた高齢者への対応は、建替え成功事例の中でもきわめて困難である。
また、8 つの事例のうち、建替えに向けた区分所有者の対応、区分所有者の団体の対応が備
わっているのはほんのわずかでしかない。建替えはしたいが直接の動機付けはディベロッ
パー側、というのも珍しくない。計画修繕や駐車場増設等マンションの基本的問題、団地
型マンションの基本的問題等への対処というのは全く行われない、そういったなかで、３
つの建替え可能な｢コンセプト｣をクリアしたマンションのみが建替えの実現にまで到達し
ているわけである。こういった傾向が老朽化マンション建替えの100実例の大半を占める。
先の仮住戸、借家、オーバーローン、高齢者対応はすべて、建替えに参加した事業協力者
の側で処理されるのである。建替え円滑化法の施行により、ほぼ抵当権の問題については
クリアしていると思うが、今後は、建替えには反対しないが資金負担をどのように行えば
いいかという高齢者世帯が増えよう。事例研究では全体が包括的に解決した例だが、高齢
者等の居住の継続をどう行うかは今後の課題である。最後に、老朽化建替え成功実例の区
分所有者側からの立場で、建替えをみれば、それはそれとして困難な課題を克服してきた
とは思うのであるが、次節と比較すればどうも「棚から牡丹餅」といった徴候を示してい
るとしか表現できない。区分所有者が全く知らないところで「宇田川団地シンドローム」
の要件が揃っているのならば、何もしなくても事業者側の判断に併せた建替えプランがす
でに確立されていて、その路線をそのまま踏襲することで建替え実現にまで結びつくので
はあるまいか。 
 
 
第二節 不成功及び検討段階にあって未だ実施されていない事例 
 
第一款 はじめに 
「無償でしかも専有床面積が増える方法を検討してはどうか」―こういった声が住民間
に出始めたのは、“バブル景気”（1980 年代後半）と叫ばれはじめる頃とほぼ時期を同一に
している。都心の地価の上昇と併せ、郊外にもその波が押し寄せると、その声は次第に高
まり、広がりはじめた。時を大体同じくして、建物の修繕項目に、それまでに余り問題と
されてこなかったパイピング（給水・ガス・雑排水管等）の修繕問題が浮上し、入居 20 年
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目程度の住宅は、都市再生機構が 87 年に設けた「居室増築制度」の活用というよりは修繕
費用の増加・値上げ傾向を踏まえて、大きく建物の建替えへシフトし、急激に高まりをみ
せた。 
   この時点における建替え実例は、規模も小さく、都心型であるということはあまり意識 
されておらず、数ヘクタールの敷地に 500 戸、1000 戸規模以上の住戸数を抱えるという中 
での建替え構想は都心型の小規模団地型マンションの建替え実例とは大きな違いがあるに 
もかかわらず、郊外・団地型マンションもまた「宇田川団地シンドローム」の想定内にあ
り、同じくイメージされていた傾向を示す。首都圏の団地型マンションの中で、こういっ
た問題にいち早く取組み始めたマンションには、国立富士見台団地（国立市・65 年入居、
298 戸）、多摩ニュータウン諏訪２丁目団地（多摩市・71 年入居、640 戸）、若松２丁目団
地（船橋市・69 年入居、576 戸）、稲毛海岸 3 丁目団地（千葉市・68 年入居、768 戸）な
ど様々であるが、これらの住宅に共通の形式は、昭和 40 年代に入って入居が開始され、中
層 5 階建て、エレベータ（以下：ＥＶ）なし。専有床面積 50 ㎡前後・３DK、階段室型住
宅といったもので、親子２世帯の同居が実現できなくても、せめて居室に泊まれるように
したい、足腰が弱っても住める住宅を確保したいというのが、心情的な面での建替えへの
取組みの契機であった。また、経年による建物劣化、修繕項目の増加、費用負担の増加傾
向から、既存住宅への修繕という投資を繰り返すより現代的水準を備える建物へ再建し費
用対効果を高めようとするのが経済的視野に立った判断であったと考えられる。法 65 条に
よる、いわゆる管理組合を構成し同組合による全体管理のなかで計画修繕、駐車場増設、
増築からペット飼育、管理費等滞納問題にいたるまで様々な対応に迫られてきた。なお、
当節では建替え計画の失敗、不成功団地、未だ実現には至らない団地として記述している
が、これは現在のところまでであって、今後についての展開は判断し得ない 27）。なお、事
例研究にあたっては、ヒアリングを中心とした現地調査の要約を述べ、問題の所在を考察
していくことにし、小括において、自説の展開をまとめて行う形としたい。 
 
  
第二款 事例研究１ 稲毛海岸 3 丁目住宅団地 
団地の概要  
所在地：千葉市美浜区稲毛海岸３丁目３番 
敷地面積：8 万 3,755 ㎡（約 8.4ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域及び住宅地域 
建蔽率：60% 
容積率：200％ 
総合設計制度による割増で､250％確保、高さ制限 100m 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全 27 棟 768 戸 
 114 
使用容積率：70％弱 
住宅タイプ：48・50・60・63 ㎡ 特別分譲・普通分譲の混合 
建築年：1968 年（昭 43） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設２棟、管理事務施設、給水塔施設 
駐車場設置台数 520 台（4000・4500／月円） 
 
【現地調査の要約】 
89 年から 10 年以上もの間、住棟の建替えに向け先駆け的な取組みを展開してきた稲毛海
岸３丁目団地（千葉市・68 年入居、768 戸）の管理組合、建替え推進委員会は、2000 年 5
月 28 日に開かれた定期総会で「建替え決議」について住民に賛否を諮った。首都圏の団地
型分譲マンションのなかで、これだけの規模の住宅が 83 年区分所有法上の法 62 条に基づ
く決議を求めるのは全国的にも初のケースでもあった。 
同住宅が、住棟の建替えを含む再開発の検討をスタートさせたのは、89 年（平成元年）
のことで、そのきっかけとなったのは、88 年の定期総会で区分所有者のひとりから従前の
居住者が無償または低負担で可能な建替えの検討を要請する声があがってのことである。
それ以後、管理組合は建替え研究班を同理事会内に設け研究を開始。区分所有者の参加す
る建替え問題検討委員会、準備委員会等を発足・発展させる形で設計監理・ディベロッパ
ー・行政との話合いを重ね建替え計画の具体化を進めてきた。 
この間、95 年の暮れには、メインディベロッパーが撤退を表明し、建替え計画が頓挫す
るかに見えたが同年末に建替えに向けての再出発を決め、96 年になって都市コンサルを選
定し、98 年には新たなディベロッパーが確定してマスタープランを住民に諮るなど本格的
な取組みを展開した。10 年間以上もの建替えに向けた活動のなかでは、理事会や委員会の
メンバーも入れ替わるなど内・外の変動や、建物自体の修繕時期等の問題もあり、これら
の解決を図るためにも、建替えについての“烏鷺”を決する時期が到来してきたとみられ
ないこともない。こういった流れの中で、同団地管理組合、建替え委員会は 2000 年 5 月の
通常総会で区分所有者の五分の四以上の承認、もしくは十分の九以上の賛成を求めて方向
を決して行こうとしたわけである。同年の５月になって行われた住民説明会は 10 回を数え
住民説明会後のアンケート調査の結果によっては、総会の延期もあるとして慎重な調整が
行われた 28 )。 
建替えプランの大まかな概要は、約 8.4ha の敷地のうち三分の二にあたる土地を実質的
には売却し、残る三分の一の敷地部分に従前居住者の新しい住棟を建設するという計画で
あった。しかし、83 年法は土地の一部を処分し建替えを行う多数決議は認めていない。そ
こで考えられたのは売却を予定している三分の二の敷地は、ディベロッパーによる再開発
用地であり戸建て住宅群、低層マンション群の建設を予定しているところであることから、
従前の区分所有者がその敷地の何れかの住居を求めることを想定し「敷地の同一性」を担
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保しようとしたのである。これまでとは違うケースでの等価交換方式と考えられないこと
もない。資金負担からすると、限りなく等積確保（従前の専有床面積と新住戸の取得専有
床面積が同じという意味）に近づくように配慮されていた。 
そして同年５月 28 日、稲毛海岸 3 丁目団地の管理組合、建替え推進委員会は、83 年法
62 条に基づく建替え決議の賛否を住民に諮り、その結果、全体では区分所有者、議決権と
もに五分の四以上の承認を得たものの、27 住棟中８棟で要件を満たすことができず、同年
６月３日までに建替え推進委員会等の解散を決めた。五分の四をクリアできなかった住棟
は、20 戸ないし 40 戸で構成されていて、半数は１戸ないし２戸の賛成で五分の四を上回る
結果となっていたとしている。 
 今後の建替え検討部会は、組合理事会の中に 2 名程度の役員を設けて残すことにしてお
り、建替え条件が好条件となってくれば新たな展開に対応できるようにしていく方針だが、
管理組合の当面の課題は、これまで 12 年間以上、対処療法的な修繕のみを行ってきた建物
本体を、どう本格的に修繕できるかということであり、8 割を超える組合員が、建替えを望
んでいたことから特別多数決議（修繕積立金・駐車場料金の増額決議を含む：組合員・議
決権の四分の三以上）が得られるか。これはすなわち、大規模修繕工事が実施できるか、
コンセンサスの行方が注目された。 
１．建替え活動の経緯 
建替え検討開始からここまで、約 12 年間の中で採用されたプランは、大別すると 3 通り
ないし 4 通りあり、そのプラン毎に一段ずつ段階を経ている。 
〔第一段階〕89 年に建替え構想に着手し、研究班を立ち上げるときにおいて、大手ゼネコ
ンに対し無償によるプラン作成を依頼、郊外型団地の建替えを一緒に考えようとするもの
であった。その条件は、区分所有者全員一致による等価交換方式を採用しての従前居住者
が無償あるいはそれに近い状態で建替えられるプランを模索したいというものであった。
その結果、提示されたプランは 50 階建て超高層マンション３棟の建設とショッピングセン
ターを併設するというもので、このプランを土台とし建替え推進を区分所有者に諮ったわ
けである 29）。 
〔第二段階〕次に登場したのは、超高層のタワー棟を敷地の中央部に配置し、周りを高層
の住棟で囲むプランであった。 
〔第三段階〕次に考えられたのは、ほぼ正方形の敷地に東西方向に 3 本の住棟を並列に並
べる「川の字型プラン」と呼ばれたもので、既存住棟がほぼ南側にベランダを配し和・洋
室 3 室、若しくはダイニングを挟んで２居室という構成から、主婦層を中心に南面ベラン
ダ配置による設計を望む声を受けてなされたものであった。なお、この各段階を迎えるに
あたっては、同団地の管理規約に定める一住戸一議決権とした「建替え推進決議」をほぼ
90％を超える支持でクリアしており、第三段階における「川の字型プラン」は基本計画と
して実に 97％を超える承認を得た。建替え前夜を思わせるような雰囲気である 30）。 
 しかし、その数ヵ月後、事態は大きな岐路にさしかかったのである。メインディベロッ
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パー藤和・フジタグループが突然 2 年間の計画中断を提案。ほぼ撤退の様相を示した。そ
の理由は、長期化する不況、バブル経済の崩壊を受けて、余剰床の販売見込みが不透明で
このままでは約束の等価交換を果たせないというものであった。しかも、ディベの株価は
驚異的な下落を続けており、不安視する声は、コンセンサスの絶頂期から住民の間に漏れ
始めてはいたが、不安な予測が的中した形であった。周囲からは「すぐにも建替えできる
ようなことを言って結局は無理だったではないか」というような冷ややかな声が聞かれた
が、その後まもなく、建替え推進委員会は建替え推進に向けて、新たに都市コンサルを導
入して建替えの可能性を求めていくことを提案。更なる建替え推進を区分所有者に諮るこ
ととし、合意形成に向けた検討を重ね、第四段階へ進むことになる。この中で示されたプ
ランが前述の敷地の三分の二を処分する考え方である。第一段階から第三段階まで続いた
等価効果方式を採用しての任意建替え計画は、ここにきて方向を変え 83 年法 62 条の要件
をみたしながら、法定建替えの道を探り始めたのである。郊外型で、しかも大規模団地の
建替えにおいて、稲毛海岸 3 丁目団地は、国立富士見台団地に遅れること 1 年弱、多摩ニ
ュータウン諏訪 2 丁目団地とほぼ同時期に建替えに取組み常にその最前線に位置してきた。
同住宅の取組みが他の団地型分譲マンションに与えてきた影響は多大で、示唆に富む点も
多いと考えられる 31）。 
２．取組みの経緯 
1989 年 12 月 建替え問題検討委員会の発足 
90 年１月 建替え問題検討委員会の初会合 
２月 建替え検討委員会の設立 
５月 建替え準備委員会の設立 
10 月 建替え準備拡大委員会の設立 
11 月 建替えアドバイザー三社の選定〔第一段階〕 
91 年 ８月 「建替え事業基本計画案」を理事会へ答申し承認 
10 月 臨時総会で「建替え事業基本計画素案」を承認 
   建替え推進委員会の設立 
   建替え推進拡大委員会の設立 
11 月 建替えに関する速報の発行（第 1 号） 
   協力企業を公募するため「日刊建設工業新聞」に公募広告掲載 
92 年 ５月 横河建築設計事務所と設計業務委託契約締結〔第二段階〕 
     ディベロッパーとして藤和・フジタグループと基本合意書調印 
７月 建替え推進委員会に各種専門委員会の発足 
   （高層住宅諸問題専門委員会、高齢者対応設備専門委員会） 
11 月 建替え準備事務所の開設 
12 月 新たな専門委員会の設置 
近隣対策専門委員会・賃借人対応専門委員会・住戸内諸問題専門委員会 
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環境・設備専門委員会・子どものための街づくり専門委員会 
93 年 ５月 基本構想計画概要の提示 
８月 基本構想計画概要の説明会の実施 
12 月 企画設計案、建替え事業計画案の説明会 
   臨時総会で建替え決議案が了承される〔第三段階〕 
94 年 １月 個別相談の実施、企画設計案の見直し。基本設計素案の作成 
10 月 基本設計素案の説明会 
95 年 ３月 基本設計案・事業計画案の説明会の実施 
５月 建替え同意書の取得開始 
８月 千葉市長あてに要望書提出 
９月 建物診断の実施 
11 月 藤和・フジタより建替え事業の 2 年間中断申し入れ 
96 年 １月 住都公団に建替え事業への参加要請 
５月 藤和・フジタと解約合意書締結 
10 月 臨時総会で㈱アール・アイ・エーとのコンサルタント契約を承認 
97 年 １月 建替え事業参加希望者のヒアリング実施 
 11 月 マスタープラン（素案）説明会と臨時総会での承認 
98 年 ３月 マスタープランアンケートの実施 
99 年 １月 三井不動産㈱から土地買取り・建設請負による建替え事業提案 
7 月 臨時総会にて「建替え事業素案」が承認〔第四段階〕 
８月 意向調査の実施 
10 月 推進委員会に作業部会設置 
  事業検討部会・権利・税務検討部会 
  仮住居・住戸選定検討部会・合意形成検討部会 
  三井不動産㈱との業務委託契約締結 
12 月 ㈱アール・アイ・エーとの業務委託契約締結 
2000 年 1 月 宅地開発事前協議願いの提出 
    建替え決議方法の変更（任意建替えから法定建替えへ） 
    2 月 中間説明会の実施 
    4 月 建替え事業の策定、配布後に説明会・相談会を実施 
    5 月 集会開催通知および建替え決議案を配布 
       区分所有者集会の開催（建替え決議案を否決） 
    6 月 建替え推進委員会の整理・解散 
       建替え問題を理事会の管理建築担当に引継ぎ 
 
３．「建替え決議」での反対者の意見と経過の要約 
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 建替え決議に反対だとする区分所有者の意見は大別すると、①「このままの住戸、この
ままの環境の中で死を迎えたい」、②「建替えて人口が増えると環境が悪化する」、③「推
進委員会、理事会の人間が好きになれない」、④「補修で十分住める」、⑤「経済状況が低
迷しているので時期を待つべき」といったものであった。 
上の意見からすると、同団地では高齢化傾向が顕著であり、①のような意見を考慮する
とかなり説得が難しいとみられる、また④については、すでに信託銀行による不動産鑑定
を実施して、３鑑定法とも過分性を証明し広報でその結果を公開していたと思われる 32）。 
 では、次に建替え取組みのスタートから、局面毎の要約を行ってみると次のようになる。
まずはその初動期において、建替えは、居室の狭さを解消する、設備を現在の水準まで高
めるというのは本来の趣旨であるが、同団地がその初動期に目的のひとつとして捉えてい
たのは、近隣地区で見られる増築制度の活用による狭小性・水準アップということではな
く、まったく新しい方法を手探りながら考えようという姿勢にあって、これらを実現に結
びつけようとする意図があった。 
第二点目は、建替えまでの構図を先々まで示すのでなく、その折々で総会を招集しコン
センサスを得ていこうとしたこと。97 年までは、「建替えは全員一致、限りなく 100％に近
づける」とし、この構想を表面的には唱えていた。ディベ、コンサル等への支払は、ほぼ
修繕積立金からの流用となるわけだが、これも当該の総会時点で公表し特別多数決議によ
るコンセンサスを得て賄っていた。 
 第三点目は、建替え検討、推進、拡大委員会という建替え執行部の要職に、建替えにつ
いてはどうも反対だという区分所有者も巻き込み議論を重ねる。97 年までは、こういった
考え方が効を奏していた。「うちの団地に建替え反対者はいない、まだ理解されていないだ
け」このような言葉が 97 年ごろまでは聞かれた。 
 第四点目は、ディベ、コンサルによるプランをそのまま紹介することなく、推進委員会、
拡大委員会、理事会で討議し直して執行部が理解した上で公表するという方法を取ったこ
と（逆にこれは、理事会、執行部への人間不信を助長した結果にもつながる）。 
 第五点目は、理事会、推進委員会の組織化がうまく機能したこと等が挙げられる。 
 
【問題の所在】 
 ⅰ）80％以上の承認を全体、各棟で実現したとしても、最大で 150 戸前後に対して売渡
請求が可能であるかの見通しがついていなかったという点。 
 ⅱ）権利者の確定が全体にまでは及んでいなかった点。 
 ⅲ）抵当権の把握がすんでいなかった点。 
ⅳ) 担保の抹消をどう行うか、誰が行うか定められていなかった点。 
ⅴ）繋ぎ資金を融資する金融機関を管理組合が探せなかった点。 
大規模郊外型の団地型マンションの管理組合が、これらの点をすべて掌握できるとは思
わない。しかし、700 戸を超える住宅団地の区分所有者一人ひとりがこの問題を解決できる
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であろうか。ⅰからⅴまでを管理組合という団体がどこまでサポートできるであろうか。
仮住戸、高齢者の対応等、住戸という物同士の結合体である管理組合が行える範囲にはや
はり限界がある。 
建替え取組みを可能とした背景 
１．JR 京葉貨物線が京葉線となることで交通アクセスが数段向上した上、ほぼ駅前団地
（稲毛海岸駅）に近い状況となったこと 33）。 
２．海浜ニュータウンに位置しながら、建築基準法 86 条による「団地」であり容積率等
についても千葉市が好意的に扱ってくれたこと。 
３．同地区にあって都市再生機構（日本住宅公団）の普通分譲で、入居当時は後から分
譲される周辺団地の居住者層とは収入層がかなり異なっていた点等が挙げられる。 
 
第三款 事例研究２ 西小中台住宅団地 
団地の概要  
所在地：千葉市花見川区西小中台 
敷地面積：8 万 8,266 ㎡（約 8.8ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域及び住宅地域 
建蔽率：60％ 
容積率:200％ 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全 37 棟 990 戸 
使用容積率：68.5％ 
住宅タイプ：46.8 ㎡ 
建築年：1972 年（昭 47） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設３棟、管理事務施設、給水塔施設 
駐車場 479 台（6000 円） 
自己居住利用 796 戸、賃貸 155 戸、空家 27 戸、不明 20 戸 
個人所有合計 976 戸、自己居住利用 776 戸、賃貸 155 戸、空家 27 戸、不明 18 戸 
入居期間別構成比：「入居開始から」23.5%、「21 年以上」21.2%、「16~20 年」13.9%、
「11~15 年」21.2%、「6~10 年」14.1%、「5 年以下」21.5% 
年齢構成：「20 歳代」2.4%、「30 歳代」16.1%、「40 歳代」26.0%、「50 歳代」32.8%、「60
歳代」16.6%、「70 歳代」6.1% 
 
【現地調査の要約】 
 93 年に建物診断を実施した結果、物理的な老朽度に問題はなかったが、居住者間では住
戸の狭さや設備の旧式化等への不満が強く、管理組合が 94 年 2 月に作成した「住環境改善」
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に関する報告書の長期修繕計画に基づくと、94 年から今後 5 年間で 15 億円の修繕費が必
要との報告がなされ、それ以後、建替えを視野に入れた検討を行うようになった｡また、建
物の社会的老朽化が進み、40 歳代の世帯の転出が多くなったことも背景にある｡広さや間取
りを考えると、成長期の子供を抱える世帯にとっては住みにくく、入れ替わりが激しく定
着しない｡このため、団地全体の年齢構成上、30～40 歳代と 10 歳代の減少が目立つように
なってきた｡一方、これまで長期に定住してきた層は昭和 40 年代の入居当時と比べると今
後も定住していく気持ちが強くなってきていたが、定住するには広さや設備面での問題が
多かった｡このような理由により、居住者の間で建替えが話題に上るようになったが、同時
期に周辺団地において建替えの検討（稲毛海岸 3 丁目）がなされたことも影響していたと
している。 
日頃から建替えや維持管理に対する区分所有者の意識は比較的高い｡長期修繕計画にお
いては、修繕の延長線上に建替えを位置付けていた。87 年に高洲 2 丁目団地が増築を行う
1 年前には、西小中台団地で増築が話題になり規約を改正し、各棟ごとに全員合意が得られ
れば増築は可能であった｡しかし、どの住棟でも全員合意までには至っていない。概ね 80%
が増築賛成、20%ぐらいは増築ではなく建替えを行いたいという考え方である｡ 
建替えについての初動期は 93 年からで管理組合理事会の下部組織として、中長期修繕委
員会発足し、94 年には建替え検討委員会に改組、96 年に建替え委員会に移行している。以
降、建替えを長期修繕計画の延長線上に位置付けて検討する｡ 
初動期においては、建替え気運を盛り上げるために、新聞（団地内広報紙）やビデオ（集
合住宅型 CATV による全住戸配信）、掲示、イベントでの広報等、あらゆることを行い、各
区分所有者の意見がよく出るようにはなった｡この段階では建替えに対する大きな反対意
見はなく、居住者心理からしてみんなの様子を互いに窺いあうという状況であったとして
いる｡建替えについてのこの時期のアンケート調査結果によると、「建替えを進めたい」の
は 54%、「次の時点で考えたい」が 36%、「修繕を続けていく」が 7%という状況であった｡ 
同委員会がまとめた、等価交換方式を採用しての建替え計画案①においては、「建替えそ
のもの」に対する居住者の考えはアンケート調査で概ね 72%が賛成している状況であった。 
建替え計画案①の概要は超高層住棟を含む約 20棟の巨大マンションを建築する構想で住戸
数が 1.926 戸、容積率は総合設計制度を活用し 250%とするプランである。そして、無償還
元専有床面積は約 42 ㎡と試算（現状より 5 ㎡少ない）されていた。①の作成にあたっては、
稲毛海岸 3 丁目団地の建替え計画にも関わっていたコンサルタントに委託し、様々な意見
交流を行いながらとりまとめたが、コンサルタントペースで進行してしまい、十分に居住
者の意見を汲み取ることができなかった｡一方、民間ディベロッパー等の協力は得られなか
った｡既にバブル経済の崩壊後にあって経済状況が影響しているものと思われる。 
92 年 2 月に①を土台としたプランで臨時総会を行い「建替え推進決議」を諮ったが、住
民の総意として建替えの具体的計画をさらに進めていくこと、これにかかる費用は、中・
長期修繕積立金から支出すること、建替え決議までの費用を総額 1 億 8 千万円と見込まれ
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ること等を議題とし、97 年度の予算として 6､200 万円を計上した。 
既にそれまでに約 1､300 万円の調査費を支出しており、額も大きくなるため区分所有者
の意思確認を行うという意味で特別決議として諮ったが、四分の三以上の多数に必要な 743
票に 20 票ほど不足し否決となり、建替え計画案①に沿った建替え推進は中断することとな
った｡反対の主な理由は、建替えに反対というよりもむしろ、建替えに対して半信半疑とい
った面が強く、漠然とした不安から賛成できなかったものと受け止められる。 
この間の同団地の状況は、建替えの検討状況と住民総会の結果にあわせて、住戸の転売
や賃貸化の進行がみられ、かなりの住戸が売りに出ており、空家も増えて来る状況を示し
た。一住戸の売却価格は 300 万円台であり、月額 5 万円ほどのローンで買い取ることがで
きたとしており、賃貸住宅としても借り手がなかなかつかない状況である。 
居住者の多くは住戸の狭さ、とくにトイレが狭いことや洗濯機置場がないことへの不満
が強く、建替えの検討にあたって、区分所有者の意見を十分に汲み取れるような体制を目
指した 34）。その後にあっては、建替え計画案②を別のコンサルに依頼し作成。土台にある
のは、従前の住戸面積と同じ面積を新規住戸でも無償で還元される等価交換方式（等積交
換の実現）を採用してというものであったが、新プランの作成を求める住民総会では承認
が取れたものの、そのプランを提示しても建替え事業に協力するといった事業者は現れな
かった。事業者側の主だった意見は、住民側の合意形成過程が不透明である点、事業採算
が不透明である点等を挙げている。 
 
【問題の所在】 
①．いわゆる等価交換方式の無理について 
稲毛海岸 3 丁目住宅の事例報告 
②．いわゆる等積交換の無理について 
 はっきりとした認識のないままに進行している形跡が窺え、今現在は団地再生という方
向で検討が進められている。主婦層が大勢参加する建替えへの取組みではあったが、はっ
きりとした目標設定がなく、このままではいけない、どうするか、という感覚が強く、学
習の時期を迎えているという状況であった 35）。 
 改正法施行前は特に、建替え実例中、任意の手法である全員合意による建替え事例を検
証すると、約 1000 戸もの同団地の建替えプランは仮に、指定容積率・建蔽率、都市計画・
建築基準法に照らしプラン作成ができたとしても全員合意という難題があるし、プランを
実行しようとした時、約 2000 戸の巨大マンションを建設し販売できる国内企業があるかと
考えると、きわめて困難性が高い。しかも、現在の国内状況は、右肩上がりの経済情勢に
終わりを告げ、戦後経験のない未曾有の経済不況の中にあり、少子高齢化、産業構造の更
なる転換等に迫られ､都市はスプロール化という拡大傾向を弱め、むしろ縮小化の傾向を示
している。バブル期崩壊後からの建替えへの取組みであったが、再度その方向性を確かな
ものにしていくべきと考える。  
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建替え委員会がその後､構築中のプランは以下の通りである。 
ⅰ住み続けられる団地への再生 
ⅱサスティナブルな再開発 
ⅲ郊外型だからこそ可能な魅力的街づくりの実現が課題かと思われる 36）。なお、都市コン
サルタント導入にあたっては、区分所有者の希望する建替えプランと、事業協力者が参加
可能なプランが存在するはずであり、この両極を住民に示してプランの作成を進めないと、
プラン作成に要したコストは管理組合（区分所有者）が支出し、残るのは「絵に書いた餅」
としてのプランだけというのでは、どうもしっくりこない。この節で取り上げる実例はこ
のような傾向を非常に強く示している。 
 
第四款 事例研究３ 千葉幸町東住宅団地 
団地の概要  
所在地：千葉市美浜区幸町 
敷地面積：6 万 1,834 ㎡（約 6.2ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域 
建蔽率：60% 
容積率：200% 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全 19 棟戸 
使用容積率：70％弱 
住宅タイプ：48・52 ㎡  
建築年：1969 年（昭 44） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設１棟、管理事務施設、給水塔施設 
住戸タイプ、規模：３DK48 ㎡（600 戸）、３DK53 ㎡（180 戸） 
合計 780 戸、自己居住利用 607 戸、賃貸 131 戸、空家 42 戸、不明 0 戸 
個人所有合計 772 戸、自己利用居住 603 戸、賃貸 127 戸、空家 42 戸 
法人所有合計 8 戸、自己居住利用 4 戸、賃貸 4 戸 
入居期間別構成比 
「入居開始年から」35.1%、「26 年以上」0.7%、「21~25 年」10.1%、「16~20 年」16.3%、
「11~15 年」14.8%、「6~10 年」6.8%、「5 年以下」16.2% 
駐車場 577（5000） 
 
【現地調査の要約】 
物理的な老朽化だけでなく、住戸の狭さ、間取りの悪さ、収納スペースの少なさが問題
であり、これを不満として子供が成長するにつれて若い世代がどんどんと流出していった。
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その結果、団地の高齢化及び小学校の児童減少が進んだ｡建替え計画は、87 年に高洲 2 丁目
団地で増築が行われ、それ以前から建替え、増築の議論はあったが、高洲 2 丁目団地のよ
うに増築してはという意見に対して、技術者である住民から、ひずみや不同沈下をおこす
という意見が出されて、実現には至らなかった経緯がある｡そんな中で、89 年に再開発検討
懇談会が発足し、翌 90 年には再開発推進委員会に変更して建替え計画を着実なものとして
いった。建替え気運を盛り上がり、各論は様々であったが、総論としては、ほぼ 100%近い
組合員が建替えに賛成であったと思われる。同団地の建替え計画は、７棟からなる超高層､
高層の住宅群（14 階建て 5 棟、27 階建て 1 棟、32 階建て 1 棟）を作り、従前の居住者は
無償で 70 ㎡前後の専有床面積を取得できるというものであった。 
90 年に大手の都市コンサルとの契約（96 年まで）を行い、先の計画案を作成､93 年には
再開発準備委員会に変更し、基本計画見直し案作成を作成した。それを基に臨時総会を行
い建替え推進決議を諮ったところ、区分所有者の 87%が賛成した。そして、94 年には基本
計画見直し案（容積率：235% 総合設計制度を活用）の概要をまとめ、コンサルタントと
の契約を行った。ところがディベロッパーとして参加していた建設会社は、まもなく撤退、
94 年に選定したディベも 96 年には撤退する。同委員会としては保留床を 100%ディベに売
却してもらうことを希望したが、経済状況の悪化に伴って、とても売り切れないというこ
とで撤退の理由になった｡その後については、同委員会活動費 800 万円が総会で否決され、
建替え計画は頓挫したままである 37）。 
 
【問題の所在】 
96 年までに、給水管の更生を含む大規模修繕を実施。建物の補修等については当面大き
な課題はないが、96 年以降は一時、転売や賃貸化の傾向が著しく数年の間、居住者の入れ
替わりが激しくなったと思われる。こういった動きを抑えようとしても、大規模修繕工事
といった対応だけでは不足しがちではあるが、等価交換方式による従前居住者の無償の建
替え計画は、限界のあるところであろう。近居隣居という動きも若干みられるが、子供の
成長に併せ若い世代は定着化しない。なお、同団地の建替え計画は、稲毛海岸 3 丁目団地
の影響が大である。先の西小中台もそうである。「無償で新しい住宅が手に入る」といった
程度の判断で建替え計画を進行させるのは危険であり、プランを作るまでの検討となって
しまわざるを得ない。 
 
第五款 事例研究４ 町田山崎住宅団地 
団地の概要  
所在地：東京都町田市山崎町 
敷地面積：2 万 8,000 ㎡（約 2.8ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域及び住宅地域 
 124 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全 10 棟 300 戸 
使用容積率：70% 
住宅タイプ：48 ㎡  
建築年：1968 年（昭 43） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設１棟、管理事務施設、給水塔施設 
 
【現地調査の要約】 
同団地は、1998 年に入って取組みを本格化。コンサルを導入してのプランの作成を実施
し 2002 年度末には、そこに参入する事業者の選定を進めることにしていたが、同団地のあ
る木曽・山崎地区は、東京都を代表する団地群を形成し、都市計画法第 11 条による一団の
開発地区として進められてきた経緯があり、同団地単独での開発が困難であり、自治体と
の交渉という側面と団地内での建替えへの理解の浸透という二重の課題が存在し前者の課
題をとりわけ急がなければならないというわけであった。建替えプランの構想は、区分所
有者の負担を極力抑えたいとして等価交換方式を基本としていた 38）。 
 2003 年になって具体化してきたプランは、当初の計画と大きく違って、敷地の一部を約
12000 ㎡ほど売却し残った部分にその資金を投入して従前居住者の住棟を建設するという
方向性を示している。景気の低迷による影響で、従来の等価交換を行い余剰床を大量に設
けてもそれを販売しきれないという見通しに基づくものである。 
 このプランに基づいて 2006 年 3 月には、区分所有者の 99％以上の承認を得て建替え決
議が成立、法 70 条に基づく決議にともなって現在、建替え円滑化法による建替え組合の設
置を急いでいる。同組合の認可に伴い敷地売却の具体化を進める予定である。同団地単独
での開発については、地区計画を見直し単独での開発を認めていく方向で調整中で、町田
市及び東京都の認可が必要である。 
 99 年には、集会施設が手狭となってきたことを理由に、転出した区分所有者の住戸を管
理組合が買取り多目的集会所とすることを提案した経緯がある。その背景には、建替え実
施後従前組合員の共有財産として有利に運用できればとの思惑があったものの、賛否両論
が続出し附帯決議事項として実質的には見送られた。組合側としては、空家が続出する傾
向を踏まえ、これを皮切りに数住戸を抑えておきたい考えであった 39）。 
 
【問題の所在】 
 建替えについての取組みは、ここも同様に都市計画、建築基準法といった公法の規制を
どう対処するかが大きな課題点であった。これらの対応には、相当の時間を要する。例え
ば先の地区計画による見直しにしても、これを究明して、変更の要請までかかる時間は年
単位である。しかもそれを自治体が決定してくれるまで、1 年ないし 2 年必要とするわけで
ある。このプランならば合意形成に結びつくと判断しても、プラン自体が規制とバッティ
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ングしてしまえば、それ以上進めることはできない。建替え成功事例と大きく異なるのは、
成功事例は区分所有者の団体が、区分所有者の方向を見てその合意形成を行うことにほぼ
集中できるのに対し、区分所有者の団体が建替えを発想し、合意形成を行おうとする場合
は、常に自分たちの建替え計画を携えて合意の形成を求めていかなくてはならない。そし
て、自らが考えて計画自体が規制の中にあるかどうかを判断しなくてはならない。この辺
が困難性のアウトラインである。 
   
第六款 事例研究 5 六浦台住宅団地 
団地の概要  
所在地：横浜市金沢区六浦町 
敷地面積：3 万 3,312 ㎡（約 3.3ha） 
地目：宅地 
用途地域：第１種中高層住宅専用地域 
建蔽率：50％ 
容積率：100％ 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全８棟 270 戸 
使用容積率：60％ 
住宅タイプ：48 ㎡  
建築年：1971 年（昭 46） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設１棟、管理事務施設、給水塔施設 
   
【現地調査の要約】 
 同団地における管理組合内部の組織である再開発計画部会が建替え問題に取組み始めた
のは 1996 年からで、当初の基本的な考え方は、他団地と同様、等価交換方式を採用しての
従前の居住者の負担の少ない建替え構想であった。これが大きな転換期を迎えたのは 2002
年のことである。同部会では、等価交換方式という他者頼みに終止符を打って、自己負担
による住棟毎の自力建替えを行うとしたのである。 
 この背景には、同団地は、建築基準法 86 条による「一団地」の規制を受け、容積率の確
定部分を取り払わないと建物を大きくすることはできない。周辺の住宅地と同様の容積を
使用する場合も同じである。自治体への緩和要請は可能であるとみられるが、横浜市金沢
区の丘陵地帯に立地するため、高さ制限、さらには同市の宅地開発要綱等の規制を少なか
らず受けることとなり、高層化して等価交換を探るのには無理があると判断したことによ
る。そこで、団地型マンションというスタイルを最大限に活かして、棟別の建替えを基本
方針とし建替え構想を検討、団地全体が一括して建替えるのではなく、条件の整った棟か
ら棟毎に建替えを行っていく計画として、区分所有者の必要性に応じて住戸交換を行うな
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ど現実的な手法を取り入れ構築していきたいとしたのである。 
 同団地は維持・管理を計画的に行い居住の継続を図っているが、建物にあっては、階高
の低さ､スラブ厚の薄さ、エレベータのない階段室型住戸であり大規模修繕によっても解決
できない基本性能が備わっている。また、経年劣化による付属施設棟の老朽化の進行、居
住者の高齢化による病気や怪我などをしてしまった場合には、１階以外は安心して療養で
きる状況にないといった実情を踏まえ、この事態を回避するためには建替えを徐々に進め
ていかなくてはならないとしているのである。 
 建替え問題の基本的な考え方としては、①建替え費用は自らの責任で調達することを基
本とし､一定の範囲内で等価交換的要素を取り込めるならば､他の棟に支障のないことを前
提にその棟の判断に任せる、②原則として現位置に北側の壁面を固定したの棟の日照・通
風に配慮し建替え等を計画するものとし、１棟若しくは数棟での建替えを原則とする、③
合意形成においては組合員の多数が抵抗なく参加できるよう多くの選択肢を考え､提案す
る、④マンション建替えは社会的､行政的課題だが、高さ制限の緩和､優良建築物整備事業
による補助金､仮住居に関する支援､建替えコンサルタント等の派遣など､できるだけ手厚
い行政の支援を要請し､実現していく、⑤住宅金融公庫の都市居住再生融資の高齢者向け返
済特例制度や親子リレー返済制度の活用､高齢者向け住宅の併設などの制度やアイディア
を活用して､高齢者の事業参画を実現したいとする 40）。 
 
【問題の所在】 
 自己資金による建替え実現の構想は、非常に珍しい。入居後 30 年を経過し高齢化の進行
を考えればこのプランの時間的制約は、厳しいものがある。が等価交換を前面に押し出し
費用負担を全く考えない建替えプランが多い中で、どこか新鮮でもある。問題は､こういっ
た考え方が一度等価交換方式による建替え手法に染まった区分所有者に、どれだけ真実味
と実感を持って浸透できるかということではないだろうか。2002 年の建替え構想説明会時
点では、区分所有者の反応は、余り高いものではなかった。むしろ、等価交換方式を導入
できるよう再度考えて欲しいとする意見が多く聞かれた。 
 
第七款 事例研究６ 新金岡第三住宅団地 
団地の概要  
所在地：大阪市堺区新金岡 
敷地面積：3 万 7,000 ㎡（約 3.7ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域及び住宅地域 
建蔽率：60% 
容積率：200% 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全 20 棟 480 戸 
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使用容積率：70%弱 
住宅タイプ：48 ㎡  
建築年：1966 年（昭 41） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設１棟、管理事務施設、給水塔施設 
駐車場 322（6000） 
 
【現地調査の要約】  
居室の狭さからの脱出を求め同団地では 94 年、管理組合、建替え推進委員会が等価交換
方式による住棟の建替えプランを提示し、「建替え決議」を区分所有者に諮ったところ、86％
を超える承認を得たものの、議決権行使書の未提出者が 59 名、反対が 10 名あり、充分な
調整期間を設けて、建替え実現に向け区分所有者全員の合意をとりつけるよう準備に入っ
た。 
 同団地では、管理組合理事（役員）経験者らが参加する長期修繕審議会で、建替え案が
浮上し、88 年には建物の老朽化に伴う修繕の内容調査を区分所有者を対象に実施し、大半
の住民が老朽化よりも居室の狭さに対する不満を抱えているという実態を把握した。89 年
に自治サークル「将来を考える会」を発足させ、都市再生機構（住宅・都市整備公団）、取
引銀行等に依頼し区分所有者の負担のない等価交換方式による建替えの検討を開始した。 
 将来を考える会はその後、90 年に建替え審議会、93 年には建替え推進委員会と名称をか
え管理組合の中の一組織形態として活動し、管理組合を通じ同議案を提案。建替え推進に
ついては、「同団地の人口構成が老人と幼児ばかりになる」、「生活上の格差が生じて管理費
等を低レベルに押さえ込まなくてはいけなくなる」、「身体が不自由になればエレベータの
ない住宅はとても住めない」、「家族が永住できる住空間が欲しい」という理由を示してい
る 41）。 
 
【問題の所在】  
建替えプランは、敷地面積約 3 万 7,000 ㎡の中に 24 階建て超高層住宅を建設し、残る部
分に中・高層住宅 7 棟併せて 8 棟の建設を行い 1036 戸とする計画であった。従前の区分所
有者が無償で取得できる専有床面積は、77.５㎡、新しい住戸は、68 ㎡から 124 ㎡まで建設
される予定で、建替え工事は、１、２工区に分け実施し仮住戸など区分所有者の負担を軽
減する。工期は一工区 19 カ月程度と見込まれていた。建替え決議に反対した組合員の主な
理由は、時期尚早、ふるさとを壊されたくないといったもので、行使書の未提出者の大半
は、同団地に居住していない外部所有者であった。 
 この後、同プランを土台にさらに検討を重ね、97 年に建替え決議を再度求める総会を開
催したが、同委員会の中で、強力に決議を推し進めたいグループと限りなく全員一致に向
け区分所有者の理解を得たいとするグループが二分し法廷闘争に発展する。建替えのパー
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トナーであるディベロッパーが経済状況の悪化を理由に撤退し、両者は｢和解｣したが、10
年以上もの間、建替えを協議し続けながら、思わぬところで紛争化するケースであった。 
 なお、建替え決議としているが、議決のあり方、手続の仕方等から判断すると、建替え
を推進する決議事項であって、法 62 条に基づくものではないと思われる 42）。 
 
 
第八款 事例研究７ 国立富士見台住宅団地 
団地の概要  
所在地：国立市富士見台 
敷地面積：2 万 7,302 ㎡（約 2.7ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域 
建蔽率：60% 
容積率：200％ 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法  
使用容積率：70%弱 
住宅タイプ：49（80 戸）・55（140 戸）・79（78 戸）㎡  
建築年：1965 年（昭 40） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設１棟、管理事務施設、給水塔施設 
駐車場 55（8000） 
 
【現地調査の要約】 
同団地の建替えに関わる活動は、管理組合活動の一つである緑化活動の中から自然発生
的に生れたとしている。同団地の建替え運動の 5 年にわたる歩みと、1987 年 7 月から 88
年 6 月までを建替えに向けての初期活動について要約すると次の通りである。 
（１）第一段階（1987 年 7 月～1988 年 6 月） 
緑化活動から「考える会」の発足そして「建替え研究委員会」へ 
団地の緑化活動の中から自然発生的に「住宅改善」について話合いが持たれ、8 月「増築・
建替えを考える会」を有志で発足し、「考える会」による提案が広く組合員の問題として認
識され、理事会の下部組織として「建替え問題検討会」を経て「建替え研究委員会」が発
足する。 
この時点では、建替え問題に対して「検討」「勉強」「研究」をすることを目的としてお
り、1988 年 6 月における第 24 回定期総会で、区分所有者との質疑応答の結果、「建替え研
究委員会」はすぐに建替えを研究するのではなく、同団地の住宅を改善していく方法とし
て、①現状維持案（長期修繕計画のもと、良好な状態で維持していく案）、②増築案（①の
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現状維持案同様の維持管理を行ったうえで、南側に２部屋程増築する案）、③建替え案（建
て替えることにより、積極的に改善する案）の 3 案を研究することから活動を開始するこ
となった。 
88 年に約 50 人の組合員が集まって「建替え問題検討会」が発足し、活動を開始する。建
替えに対するニーズや考え方を把握するために、全組合員を対象にアンケート調査を行う。
回答総数：258、内訳は、建替えについて賛成：141 条件付賛成：90 反対：24 無回答
39 である。なお、このアンケートとともに行った意識調査では、組合員の多くが、住宅の
広さ、部屋数、収納スペース、風呂・トイレ・キッチン・空調等の諸設備に不満が高いこ
とがわかった。そしてこの集計結果が得られたことをもとに、管理組合は建替え問題は当
団地に住む以上避けて通れない問題と認識し、建替えに対して「賛成」「反対」の両者を含
めて広く組合員の参加のもとに、この問題を慎重に検討していくべき必要性が高いとの結
論から、理事会の専門委員会として「建替え研究委員会」を発足する方向性を固め、第 24
回総会で区分所有者に諮り､「建替え研究委員会」の設置を決めた。 
（２）第二段階は、88 年 7 月～89 年 6 月、先の 3 案の住宅改善方策から建替え案に絞られ
る過程である。89 年 3 月に 3 案の住宅改善方策の研究がまとまり、全組合員への説明会を
行ってアンケート調査を実施。調査結果から「建替え」を同団地の住宅改善方策として第
25 回総会に諮った結果、議決承認される。なお、この 3 案の住宅改善方策の要点をまとめ
てみると次のようなものが挙げられる。 
①現状維持案 
イ．団地の建物は構造物としての健全度が高く、構造上の安全性に問題がない｡ 
ロ．仕上げの老朽化（屋根防水、外壁塗装、給排水管の寿命、庇等のモルタル仕上げ他）
は著しく劣化が進んでおり、将来にわたる長期修繕計画が必要であり、建物修繕費
の値上げが避けられない。 
ハ．生活様式の変化に対応することに基本的な面で不都合な点が種々あり、組合員の中
には住みやすさへの要望が高まっている。不都合な点としては、電気容量の不足、
防音対策、洗濯機置場の未設置等が挙げられる。 
ニ．高齢化対策が施されていない。エレベータがなく階段の上り降り等に難渋さが目立
ち、車椅子等の生活にも全く対応できない。 
ホ．修繕費に多額の出費を行ってもアメニティの向上には繋がらない。 
②増築案 
③建替え案 
今後の経済状況の変化によって、多少の変動はあっても、基本的に従前の専有床面
積の 1．3～1．4 倍の専有面積の増床が、工事費の負担（等価交換）なく取得できる。
専有面積の増床だけでなく、最新の設備レベルとなることで区分所有者の要望が強
く認められるアメニティの改善・向上が可能となる。 
同住宅改善方策のアンケート調査結果（4 月）の内訳を示すと①現状維持案：24（9.0%） 
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②増築案：4（1.5%）③建替え案：239（89.5%） 無回答：31 というものであった。 
建替え研究委員会はその後、③の建替え案に的を絞り、より具体的、専門的に研究して
いくべきとし、管理組合理事会の承諾のもと同総会までに全区分所有者に問うべき議案の
検討を重ねるわけである。 
（３）第三段階（1989 年 7 月～90 年 6 月） 
8 月 民間のディベロッパーに対し、質問書を送付し、回答を得た会社からランダムに 3 社
を抽出し、建替えに対する考え方を聞く｡ 
9 月 建替えのパートナーの選定方法に関して（官か民かの選択をめぐって）議論が続けら
れる。 
12 月 臨時総会を開催し、パートナー選定委員会が活動を開始する。 
90 年 1 月 建替え事業計画（案）の作成をパートナーと共同して作成する諸活動を開始｡ 
5 月 説明会を２日に分けて開催。 
6 月 第 26 回総会において建替え推進決議が特別決議事項として提案され、その結果、賛
成：263（88.3%）、反対：12（4.3%）、白紙：３（1.0%）、未回答：20（6.7%）という結果
を得た。 
 
【問題の所在】 
従前の権利割合（専有床面積）に関する話合いで、意見がもつれ、組合員同士の合意形
成の見通しが立たなくなってしまう｡同団地は大きく三つの間取りの構成で専有床面積 49
㎡と 55 ㎡、79 ㎡に分けられるが、当初の建替え計画では、従前の持分を全戸一律とし、新
住戸の権利床を確保するとしたため、同研究委員会内部で考え方が分裂してしまう。全組
合員の合意形成より前に推進母体の合意の見通しが失われた。時間の経過とともに建替え
方法の条件さらに還元率がダウンし、2 年間程度、この問題を棚上げし再度建替え問題に着
手するとして住民説明会を行い区分所有者の理解を得たものの、その後、建替え推進のリ
ーダー的存在の転居等があり、次第に活動は下火になり消滅している 43）。 
 
第九款 事例研究８ 多摩ニュータウン諏訪 2 丁目住宅団地 
団地の概要  
所在地：多摩市諏訪 
敷地面積：6 万 4,400 ㎡（約 6.4ha） 
地目：宅地 
用途地域：第２種中高層住宅専用地域 
建蔽率：10％ 
容積率：50％ 
現況建物：中層５階建 鉄筋コンクリート造 RC 工法 全 23 棟 640 戸 
住宅タイプ：48 ㎡  
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建築年：1971 年（昭 46） 
日本住宅公団（都市再生機構）分譲 
付属施設として集会施設２棟、管理事務施設、給水塔施設 
駐車場 350（8000） 
 
【現地調査の要約】 
多摩ニュータウン諏訪２丁目団地の建替え検討の経過を調査してみると、当初における
住民の声というのは「高齢化社会を迎えて、安心して住める住まいが欲しい。手摺もなく
狭い階段や、玄関、お風呂場の狭さは高齢者、障害者にとって不安が一杯」、「子供も成長
して今の住居では狭すぎる。もっと広い部屋が欲しい」、「耐震性のある安全な建物に住み
たい」、「両親も子供も一緒に住める２世帯、３世帯同居できる部屋ができるといい」、「建
物修繕では追いつかないほど老朽化が進んでいて、外壁コンクリートの落下等危険が絶え
ない」、「今後に予定される予算約８億円の大規模修繕の費用のうち約５億円が不足。１戸
当たり約 80万円の不足になる。建替えを推進した方が負担が少なくて済むのではないか」、
「この団地は緑も多く、駅からも近くて便利なのに狭くて古いため資産価値が下がってい
る。良い環境を残しながら子供に残せる住まいにしたいと思う」ということだった。その
後の検討過程については、紆余曲折し、98 年に至っては建替えへ向けての活動が休止して
いたところ、建替え計画の抜本的な見直しを進め新たな展開を見せている。そして現在も
なお、新しいプランの作成を進めており、建替えへ向けての取組みを中止しているとはい
えない 44）。 
諏訪 2 丁目住宅の歩み 
1985（昭和 60）駐車場増設 
1988（昭和 63）集会所増築 建替え検討準備委員会発足 
1989（平成１）建替え検討委員会発足 
1991 住宅建替え推進決議委員会設置 
1992 建替え問題・遊具修理行政交渉 
1994 建替えコンサルタント導入 
1995 第 2 次建替え検討案・等価交換・住民説明会実施 第 3 次建替え検討案作成・住民
説明会実施 
1996 住宅建替え決議 5.26 総会 
1997 建替え会計新設 
1998 建替えコンサルタント導入 建替え基本構想・対行政交渉 
2000 建替え（ゾーニング案）推進決議 
2001 建替えディベロッパー選定作業 
※なお、96 年建替え決議は推進決議である。（筆者注） 
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【問題の所在】 
同住宅の基本的な考え方は、区分所有者の負担をなるべく抑えて建替えを実現しようと
いうもので、等価交換方式を活用して実現に結びつかせようというものである。99 年に提
示されたプランは、それとは異質で「既存建物ゾーン」、「建替えゾーン」、「資金調達ゾー
ン」の 3 つのゾーンに分けて各区分所有者がそのいずれかを選択するという方式の採用で
あった。83 年法における法 62 条による「建替え決議」を実現するというよりも、区分所有
者全員のコンセンサスを重視し建替えの実現を求めていく考え方である。現在進行中のプ
ランは、法 70 条を基調とし、敷地の売却を含む計画となっている。 
同団地の建替えへの取組みの歴史は、プランの作成と区分所有者への提示、承認という
いう側面と自治体との交渉という側面を兼ね備える。同団地は、新住宅市街地開発法、都
市計画法によるニュータウンに位置するため、建替えのために単独で敷地の利用を変更す
るわけにいかず、91 年には「一団地の住宅施設」の見直しの要請、一昨年には、優良建築
物等整備事業補助金の申請を行い、その結果、前者については 98 年に、東京都が「多摩ニ
ュータウンにおける集合住宅の建替えに関わる指針」を策定し、施行。後者については 2006
年度が助成最終年度にあたっており（年額 2000 万円 3 カ年給付）、事業協力候補の最終的
な選定を行い、2007 年度には住民総会に諮り事業協力者を決定する方向である 45）。 
 
第十款 小括 
 ここで取り上げた団地型マンションにおける建替え検討は、困難を極めているといえる。
しかしながら、目的をもって定められた時間の中で行動するものであるならば、自己負担
は伴いながらも実現が全く無理というわけではないかもしれない。町田山崎団地は、建替
え決議を経て建替え組合を設立する過程にはたどり着いた。だが､そこから先はまだ不透明
である。また、この節における事例の団地型マンションには、各住宅団地における駐車場
経営の一端を「団地の概要」に付した。駐車場の経営により建替え検討の資金を得ること
は想像に難くないと思われる。やや繰り返しの観はあるが要約してみると、建替え検討住
宅団地は、都市のスプロール化に伴うマス供給時の住宅団地に限られてくる傾向が強い。
そして、建替えを夢見る或いはその構想を現実化するプランへの投資は、かつてのモータ
リゼーションを背景とした駐車場増設を契機とする資金源の確保の有無が前提で、その資
金を活用しての建替え計画に他ならない。しかし、検討以上には現在のところ､その資金ス
トックは使用されていない。 
 先に取り上げた事例は、大型でしかも郊外型の団地である。既に「宇田川団地シンドロ
ーム」はあり得ないのであるが、それでもあらゆる方向から建替えの手法を考えてきた団
地型マンションも存在するわけである。ほぼ 20 年余、建替えを検討し続けたことになる。
この中には、改正法 69 条を活用し、これまでの建替え計画とは違った新たなプランを作成
し準備をすすめているところもある。新しい建替え計画案は敷地の相当部分にあたる土地
を売却し、従前住戸の何割かの専有床面積の還元を求め建替えを進めるというものである。
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土地の売却（ある意味で等価交換と同手法）にはまた、違った意味での強固な反対もあろ
うかと予測されるところであり、資金負担を理由に合意形成に加われない、あるいは土地
を手放すことに納得がいかない等、根強い反対意見の構成が見込まれる面が多い。 
 本節では、団地型マンションの建替えにおける基本的問題点の所在を国立富士見台団地
を取り上げることで明らかとし、稲毛海岸 3 丁目団地においては 83 年法の建替え制度への
居住者団体の限界について明確にした。稲毛海岸 3 丁目団地における経験は、改正法或い
は円滑化法に反映されていると思われるほか、国立富士見台団地における経験は建替え問
題に取組む検討住宅団地において未だ底流に潜む基本的課題であると考える。 
なお、4 年ほど前に、建替え円滑化法の施行直前、国土交通省の担当官を囲んで、10 年
以上も建替えに取組む団地型マンションを中心とした紙上座談会 46）を企画したことがある。
その中の 1 件は事業協力者も決定し、同法上の建替え組合の認可をまってようやく願いが
実現した。 
 
（１）長谷川徳之助「土地本位制大崩壊」（総合法令出版社 1994）155 頁参照。 
（２）高見澤邦郎編「マンションの建替え事業に関する基礎調査」（財団法人日本住宅総合
センター1987）15 頁参照。 
建替え等の発生要因 
A 構造的老朽化とは、構造躯体として構造耐力が低下し安全な基準を下回る場合。例
えば「これ以上建っていると危険である」というような場合は建替えが必要となる｡
一応の目安としては、60～70 年程度。 
B 設備的老朽化とは、配管、エレベータ等の設備部分の老朽。この場合は全面的建替
えではなく、部分的改修、補修で回復することもある。 
C 社会的老朽化とは、住居として備えるべき水準（規模・機能等）が社会的要請に比
べて著しく低い場合である。この場合、建替えの判断は極めて政策的判断となる。
例えば、風呂がないストックをなくしていこう、というような政策目標との関係で
決定される。 
D 経済的老朽化とは、経済的に、現在の利用を維持するよりは建替えた方が有利であ
る場合｡例えば、都市における広域的立地の変化に伴い、より高度利用が可能となる
ようなとき、建替え需要が発生すると分析する。 
（３）区分所有法に基づかない区分所有者全員合意による建替え。太田知行・村辻義信・
田村誠邦「マンション建替えの法と実務」（有斐閣 2005）103 頁参照。 
（４）土地所有者が土地を提供し、その上にディベロッパーが新建物を建築して完成した
新建物の床とこれについての土地共有持分を、従前の土地所有者とディベロッパー
が出資割合に応じて、それぞれ取得する手法。前掲書 208 頁参照。 
（５）ディベロッパーが土地共有持分を区分所有者からいったん買取り、土地をいったん
ディベロッパーの単独所有とした上で、ディベが建設会社に工事を発注し建物が完
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成した時点で改めて元の区分所有者に対してディベが区分所有建物を再分譲する方
式。国土交通省「マンションの円滑な建替え手法の開発 報告書」（国土交通省国土
技術政策総合研究所 2000）137 頁参照。 
（６）都市計画法 11 条「一団地の住宅施設に関する都市計画」参照。住宅の低中高層別の
予定戸数、公共施設、公益的施設、住宅の配置方針等を定める。 
（７）建築基準法 86 条「一団地認定」参照。採光・隣棟間の距離・日影時間、団地内通路
等の確保について定める。 
（８）国土交通省「マンションの円滑な建替え手法の開発 報告書」（国土交通省国土技術
政策総合研究所 2002）69－70 頁参照。 
（９）〔岩下謙一〕「工事進行中の千歳桜丘の建替え」日本住宅管理組合連絡協議会（日住
協）研究センター編「第１回分譲集合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO
日住協 1992．1）39－50 頁参照。〔長谷工コーポレーション建設事業部〕「初動期に
おける建替え事業」日住協研究センター編「第２回分譲集合住宅建て替え問題シン
ポジウム／資料」（NPO 日住協 1992．11）44－53 頁参照。 
（１０）敷地内に一定の更改空地を設け一定の要件を満たす建築計画について計画を総合
的に判断して特定行政庁の許可により容積率制限、斜線制限等の特例を認める制
度。建築基準法第 59 条の 2 建設省住宅局民間住宅課「分譲マンション建替えの
円滑な推進方策に関する調査研究報告書」（財団法人マンション管理センター
2000）98 頁参照。 
（１１）民間の任意の共同化事業に対して、初動期の調査、設計計画、土地整備等の費用
の一部を助成。優良再開発建築物整備促進事業制度要綱（84 年 4 月 27 日）前掲
書 84 頁参照。 
（１２）〔拙稿〕「中高層分譲共同住宅の再開発」日住協研究センター編「第 8 回分譲集合
住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）２－60 頁参照。 
（１３）国土交通省「マンションの円滑な建替え手法の開発 報告書」（国土交通省国土技
術政策総合研究所 2002）71－72 頁参照。 
（１４）〔清水澄雄〕「小豆沢団地建替え事業の歩み」日住協研究センター編「第３回分譲
集合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1993）43－56 頁参照。 
（１５）〔拙稿〕「中高層分譲共同住宅の再開発」日住協研究センター編「第 8 回分譲集合
住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）２－60 頁参照。 
（１６）国土交通省「マンションの円滑な建替え手法の開発 報告書」（国土交通省国土技
術政策総合研究所 2002）81－82 頁参照。 
（１７）〔拙稿〕「中高層分譲共同住宅の再開発」日住協研究センター編「第 8 回分譲集合
住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）２－60 頁参照。 
（１８）永田得祐「建替えか修繕かの選択を超えて」（マンション学 19 号 2004.8）58－62
頁参照。 
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（１９）〔後藤得江〕「高井戸西住宅 建替え事業計画の歩み」日住協研究センター編「第
９回分譲集合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1999）5－9 頁
参照。 
（２０）〔松本恭治〕「分譲集合住宅の建て替え問題」日住協研究センター編「第５回分譲
集合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1995）38－39 頁参照。 
（２１）〔拙稿〕「高井戸西住宅建替え成功の要因と団地型建替えの今後の展開」日住協研
究センター編「第９回分譲集合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日
住協 1999）15－22 頁参照。 
（２２）2002.7.18 記者発表資料参照。 
http://blog.nikkeibp.co.jp/mansion/archives/topics/news/000646.html 06/09/01
参照。 
（２３）太田知行・村辻義信・田村誠邦「マンション建替えの法と実務」（有斐閣 2005）
172－192 頁参照。 
http://blog.nikkeibp.co.jp/mansion/archives/topics/news/000646.html 06/09/01
参照。 
（２４）2003.6.25 記者発表資料参照。 
（２５）http://blog.nikkeibp.co.jp/mansion/archives/topics/news/000646.html 06/09/01
参照。 
（２６）〔山田尚之〕「萩中住宅建替え実現の背景」（マンション学 19 号 2004）53－56 頁
参照。 
（２７）〔拙稿〕「中高層分譲共同住宅の再開発」日住協研究センター編「第 8 回分譲集
合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）16-18 頁参照。 
（２８）前掲書 24－26 頁参照。 
（２９）〔階ゑみ〕「稲毛海岸 3 丁目建替え問題」日住協研究センター編「第１回分譲集
合住宅建替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1992.1）６ー11 頁参照。 
（３０）〔階〕「稲毛海岸 3 丁目建替え問題」日住協研究センター編「第７回分譲集合住
宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1996）7－31 頁参照。 
（３１）〔拙稿〕「中高層分譲共同住宅の再開発」日住協研究センター編「第８回分譲集
合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）12－30 頁参照。 
（３２）稲毛海岸 3 丁目団地管理組合｢速報 3 丁目管理組合｣（第 61 号 2000.6.9 付）参照。 
（３３）この経緯については､〔大庭常良〕「団地の経営」日笠端編「新訂 建築学大系 27
集団住宅」（彰国社 1966）480－545 頁参照。それによると、同団地のある地域
内に高架鉄道（貨客複々線＝京葉貨物線）の建設計画が既にあり、現在の JR 京葉
線「稲毛海岸」駅が地区センターの建設と併せて計画されていたことがわかる。 
（３４）国土交通省「分譲マンションの円滑な建替え手法の開発」（社団法人 全国市街
地再開発協会 1998）88－92 頁参照。 
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（３５）小杉学「郊外団地再生における目標設定の重要性」（マンション学 19 号 2004．8）
20－27 頁参照。 
（３６）〔拙稿〕「団地型建替えの今後の展開」日住協研究センター編「第９回分譲集合
住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1999）18－22 頁参照。 
（３７）国土交通省「分譲マンションの円滑な建替え手法の開発」（社団法人 全国市街
地再開発協会 1998）93－96 頁参照。 
（３８）〔佐藤松子〕「自治体交渉を踏まえての建替え推進」日住協研究センター編「第
８回分譲集合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）119－
120 頁参照。 
（３９）THE NEW KEY（99．5．11 付 12 面）参照。 
（４０）団地型マンション建替え方策検討委員会・六浦台住宅管理組合再開発計画部会「六
浦台住宅 X 棟建替モデル事業計画案」（2003.9）５ー30 頁参照。 
（４１）THE NEW KEY（94．10．15 付 12 面）参照。 
（４２）THE NEW KEY（98．1．24 付 12 面）参照。 
（４３）〔馬場昭〕「建替え運動の事例報告」日住協研究センター編「第１回分譲集合住
宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1992.1）29－38 頁参照。 
（４４）〔拙稿〕「中高層分譲共同住宅の再開発」日住協研究センター編「第８回分譲集
合住宅建て替え問題シンポジウム／資料」（NPO 日住協 1998）16－18 頁参照。 
（４５）諏訪 2 丁目分譲住宅 30 年史発行委員会「30 年史」（2002.3）10－14、38－39 頁
参照。 
（４６）拙稿 集合住宅管理新聞「月刊アメニティ第 242 号」（2002.11.５付 1 面及び発
行 20 周年特集号全 4 面）。「＜関係者座談会＞既存不適格 郊外型 団地型 階
段室型マンションの憂鬱 建替えの論理 建替えを促進する側、請負う側の論理」
参照。（▼以下記事本文一部抜粋）。 
ここ１０年来建替えに取組む住宅管理組合等の代表らと共に円滑化法の枠組み
に対する質疑応答を座談会の形で行った。日住協への加盟組合は、団地型マンシ
ョンが多く、この座談会でもエンパイアコープを除いてすべて団地型だ。すると、
円滑化法がすんなり役立つだろうか。区分所有法の改正も踏まえながら、公布・
施行が目前に迫った、出来つつある制度をどのように活用すべきかを射程に議論
する。 
＜出席者＞ 
井上 勝徳氏（国土交通省 市街地建築課 高度利用調整官） 
穐山 精吾氏（NPO 日本住宅管理組合協議会会長・全国マンション管理組合団体
連合会会長） 
下村 泉氏（稲毛海岸 3 丁目団地管理組合理事長） 
    【千葉市・68 年入居・７６８戸・中層５階・２８棟】 
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小澤 満寿夫氏（多摩ニュータウン諏訪２丁目住宅管理組合理事長） 
    【多摩市・71 年・６４６戸・中層・２４棟】 
山岸 光之氏（国領住宅管理組合 建替え委員会副委員長） 
    【調布市・60 年・１００戸・中層・１０棟】 
佐藤 忠雄氏（六浦台住宅管理組合 建替え委員会委員長） 
    【横浜市・70年・２００戸・中層・１４棟】 
浜岡 紀子氏（西小中台住宅管理組合法人 理事） 
足羽 智子氏（西小中台住宅管理組合法人 前建替え委員会副委員長） 
片野 貴美枝氏（西小中台住宅管理組合法人 前建替え委員会委員） 
    【千葉市・71年・９９０戸・中層・４０棟】 
山縣 知彦氏（エンパイアコープ住宅管理組合法人 建替え委員会副委員長） 
【新宿区・65年・１２０戸・高層７階・単棟】 
※【】内は、所在地・入居年・住戸数・住宅形式・棟数 
司会：竹田 智志（同紙客員編集委員 千葉経済大学非常勤講師） 
   
 司会：まずは最初に、円滑化法の全容についてご説明いただいたわけですが、今後
どのように活用していくのか、各組合の経験の中からお話いただければと思います。  
下村発言（稲毛海岸 3丁目住宅団地）：平成 12 年の建替え決議時に円滑化法があっ
たらなーとつくずく思います。もし、この法律があったら反対は半分以下だったで
しょうね。また、各棟五分の四以上の承認というのはとっても難しい。うちには１
棟 10戸というのがあって、その内の３戸が反対したら周りが全部賛成でも不可能に
なるわけです。住宅ローンの継続では、金融機関とも相談しましたが、円滑化法の
示すようには行きませんでした。 
井上発言（国交省市街地建築課高度調整官）：9月 3日の法制審に期待ですか。これ
までの全員同意からすると前向きに検討されているとは思います。 
穐山発言（全管連会長）：私は団地の一括建替えというのを是非法文化してほしいと
要求しているのですが。 
下村：団地にあって 1棟単位というのはどうも問題だと。 
穐山：タウンハウスなら３戸で１棟というのもあり、4分の 3も 5分の 4も無理、と
ても極端ですけどね。 
井上：1棟ずつ建替えるのではなく一括して行うということですか。 
下村：私どもでは、ゾーン型の建替えという考えはなく全体をまとめて行いたい。
後で残った部分に不利が生じないように、あくまで全体的にと考えてきました。平
成 4年の自治体（千葉市）折衝のときも、こういった考えから高さ制限 100 メート
ル、容積率 200％という回答が出てきたと思います。平成 12 年はディベロッパーと
の約束で時間的制約がありより全体的な説得というのは出来なかったのですが、今
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年から少しずつ学習を重ねていこうと思っています。 
小澤発言（多摩 NT諏訪 2丁目）：やはり棟毎の決議は必要になってきますかね。 
穐山：現在、基本方針を作っています。こういった話を円滑化のための基本となる
ものに盛り込んでいっていただきたい。 
小澤：豊中市のケースもあり、団地型マンションの建替えには、自治体の協力とい
うのが本当に大事ですね。 
下村：仮住戸の問題では自治体を回りましたが、あのときの制度ではだめでした。
規則通り抽選となるわけです。でも仮住戸 300 戸となると、一地区一時期では難し
い。子供達の学校の件もあるのですが。 
井上：公団も含め 300 戸となると難しいですね。 
穐山：でも、こういった側面の支援が大事です。地方自治体がこの制度をどう立ち
上げてくれるか重要。自治体にとっては大変頭の痛いところかな。 
司会：では次に、ちょっと建替えのプランづくりから議論してみましょう。 
 
＜各住宅団地の建替え構想＞  
司会：西小中台住宅団地は、建替え、増築、リノベーションを含む部分更新等を検
討し、住み続けられるための団地の再生を探ろうとしている。六浦台住宅団地は先
行してモデル１棟を建替えてから徐々に増やす方式を検討している。多摩ＮＴ諏訪
２丁目住宅団地は、等価交換、自己負担、既存部分を分割するゾーン型建替えプラ
ンを導入し、住民の選択肢を設定することで住民の合意形成を高める手法を考慮し
ている。これらは団地型、郊外型という住居を取巻く環境と少子高齢化のウェーブ、
平成不況という社会的情勢から一括建替えを回避して、資金バランスを踏まえた時
系列的建替えに着目し、これまでにない構想を展開しようとしているのが特徴であ
る。国領住宅団地は、立地的にも恵まれ一括の建替え事業にも道が開けており、最
も円滑化法の導入が可能なケースです。稲毛海岸３丁目住宅団地は、平成 10 年に建
替え決議を住民総会で諮り全体では 80％をクリア、棟毎では８棟で 80％に達せず建
替え実施を断念した経緯がある。しかし、円滑化法、改正区分所有法に先行するよ
うな展開を単独で見せていた。このなかでは唯一民間分譲であるエンパイアコープ
は、円滑化法、区分所有法の枠組みを超えて、公法の規制が最大の難関であるとい
うのが全体的な印象です。 
小澤：ゾーン型というのは、これまで育んできた住民同士のコミュニケーションを
壊したくないことから発想したものです。選択肢を広げ、建替え、売却、既存とい
うゾーンを作った。でも最近は売却ゾーンに買い手がつくかどうか心配な部分です。 
佐藤発言（六浦台）：バブルがはじけ等価交換がだめとなると１棟の建替え実現を目
指すことにしたわけです。等価交換方式による一括建替えは難しい。先ず建替え賛
成者から建替えを進め、いずれという方は居室を代わっていただくというようなシ
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ステムを考えてきました。これにあたっては方針の転換だとする抵抗の声も多かっ
たのです。私どもの住居は、専有床面積が一律に 50平方メートル以下ととても狭い。
例えば子供が２人いて男女だとすると、小学校の高学年になる頃には転居の問題が
生じてきます。 
浜岡発言（西小中台）：等価交換ではなく等価・等積交換を目指したわけですが、現
在考えてきていることは、多世代が支え育む街ということで、一括で高層の住宅に
するより、緑の多さを活用し、じっくりと再生を続けていけるようなスタンスを考
え、次の世代にも繋ごうと考えています。 
山岸発言（国領）：円滑化法は大いに役立ちそうだと思う。でも棟毎の賛否は必要か
な。私達は、反対の方もこれならしょうがないかというようなコンセンサスを目指
していきたいと思います。また、円滑化法や区分所有法とは別に、私の住宅のある
エリアでは、都市計画法上の地区計画決定を行わなければならないということもあ
ります。この解決が難しいのです。 
山縣発言（エンパイアコープ）：接道問題があってなかなか難しいのですが、隣地と
協力、事業者側の協力といったことを考えていこうと思っています。 
司会：これまで主流だった等価交換方式を採用しての任意建替えによる一括建替え
から、計画無きところに再開発なしというような徐々に建替える方式が見え始め、
これからのマンション建替えの２大潮流のように思います。出席者の皆様２時間た
っぷりと色々なお話を教えてくださりありがとうございました。 
･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････  
 筆者の企画・編集による同座談会の全体像としては、出席管理組合のほぼ全員が
改正区分所有法、建替え円滑化法の施行について好意的に受け止めていることがう
かがえる。がしかし、各発言の中で特異なのは、その複数がなお共通の疑問点とし
て挙げている建替え決議における全体及び棟毎に行わなくてはならない合意形成へ
の問いかけである。一般に管理意識の高いとされている公的分譲であり、その中で
も管理組合活動が活発と見られる住宅団地にあってもなお、住棟毎のコンセンサス
は、さほど重要な意義を持ち得ないと解されている点であって、83 年法の施行（第
二章）に伴って、棟毎管理からいわゆる全体管理に移行する団地管理組合が多く出
現したものの、一般管理事項の円滑化として 83 年法を捉え、本来の法についての受
け止め方は、未だ浸透していないことを如実に示唆していると見られるところであ
る。 
 なお、一般管理事項の円滑化という点からすると、公的分譲住宅団地における管
理規約にあっては、専有床面積がほぼ全住戸同一規模であることから一住戸一議決
権と規定し、法の求める強行・任意規定の区別なくこの規定のままに住民総会で決
議に至ってしまう傾向が随所に見られた。 
http//www.mansion.co.jp/contents/maint/maint06.htm – 06/09/30 参照。 
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第四章  建替え及び復旧制度における比較法的考察 
 
第一節 欧米諸国における復旧・建替えの法制度 
 
第一款 はじめに 
わが国におけるような区分所有制度に見られる多数決の賛否の割合を確定したシステ
ム、換言すると、承認事項毎に多数決に段差を設けたハードルを設定しているという形
式はほとんど存在しないのであるが、わが国の区分所有制度の特異性､異質性を明らかと
する上でも諸外国の法制度との比較を行うことで明確になるように思える。本格的な比
較法研究１）という段階には至らないのであるが、巨視的な立場で、最も現在に近い状況
を把握することにする。 
 
第二款 大陸法 
ドイツの住居所有権法（1951 年制定、Wonungseigentumsgesetz，WEG，住居所有権法）
の、関連規定としてー 
第 11 条 住居所有権者は、共同関係の廃止を請求することができない。重大な理由に基
づく廃止も同様とする。これと異なる規約は、建物の全部又は一部が滅失し、かつ、再建
の義務が存しない限り、効力を有する。･･･（共同関係の非解消性） 
第 21 条 本法又は住居所有権者の規約に別段の定めがない限り、共同財産の管理は、住
居所有権者が共同して行う。･･･（住居所有権における管理） 
２ 各住居所有権者は、他の住居所有権者の同意を得ないで、共同財産について生ずべき
直接かつ急迫の損害を避けるために必要な措置を講ずる権限を有する。 
３ 共同財産の管理について住居所有権者の規約による定めがない限り、住居所有権者は、
多数決により、共同財産の性質に適合した秩序ある管理について決議することができる。 
４ 各住居所有権者は、規約及び決議に適合する管理を請求することができ、もし規約又
は決議がないときには、衡平の判断に照らし住居所有権者全体の利益に適合する管理を請
求できる。 
５ 次の各号に掲げるものは、住居所有権者全体の利益に適合した秩序ある管理に該当す
るものとする。 
一 建物使用規則の制定 
二 共同財産の秩序ある維持及び修繕 
三 共同財産の現価に応じた火災保険契約の締結並びに建物及び土地の占有者の責任に対
する住居所有権者の相当な保険契約の締結 
四 相当な維持準備金の積立て 
 141 
五 予算の作成 
六 住居所有権者のために加入電話設備、法送受信装置又はエネルギー供給設備を設置す
るのに必要なすべての措置の受忍 
６ 住居所有権者は、自己のために前項第６号に掲げる措置がされたときは、これによっ
て生じた損害を補償する義務を負う。 
第 22条 共同財産の秩序ある維持又は修繕の範囲を超える建築上の変更及び出費について
は、前条第３項の規定に従い決議をし、又は同条第四項の規定に従い請求することができ
ない。これらの措置については、住居所有権者全員の同意を必要とする。ただし、その変
更により第 14条に定める程度を超えて権利を侵害されることのない住居所有権については、
この限りでない。･･･（特別の出費、再建） 
２ 建物がその価格の二分の一を超えて滅失し、かつ、その損害が保険その他の方法によ
り填補されないときは、その再建については、前条第３項の規定に従い決議し、又は同条
第四項の規定に従い請求することができない。 
第 27 条 管理者は、次の各号に掲げる権限を有し、義務を負う。･･･（管理者の職務及び
権限） 
一 住居所有権者の決議を執行し、及び建物使用規則の遵守につき配慮すること。 
二 共同財産の秩序ある維持及び修繕に必要な措置をとること。 
三 緊急の場合に、共同財産の保存に必要なその他の措置をとること。 
四 共有の金銭を管理すること。 
２～５ 略 
要約すると、①基本的に、区分所有者は建物の維持・修繕を多数決（過半数）により決
議をすることができ（21 条３項）、また、各区分所有者がこのことを請求することができる
（同条４項、５項２号）。そして、このことは、管理者の義務である（27 条１項２号）②た
だし、秩序ある維持又は修繕の範囲を超える出費は、この限りでなく、全員の同意が必要
である。③建物の滅失があった場合に、その滅失が建物の価格の二分の一以下のときには、
①と同様に、区分所有者は建物の復旧を多数決（過半数）により決議をすることができ、
また、各区分所有者がこのことを請求することができる。そして、これは、管理者の義務
である。④これに対して、その滅失が建物の価格の二分の一を超え、その損害が保険その
他の方法により填補されないときには、この限りでなく、全員の同意が必要であるとし、
経年による場合も災害等の事故による場合も、建物の効用の減退に関し一定程度（秩序あ
る維持又は修繕の範囲を超えない出費、又は滅失が建物の価格の二分の一以下（保険等に
より填補される場合も含む）までは、修繕又は復旧が区分所有者に義務づけられるが、そ
の程度を超えると、修繕・再建（復旧又は建替え）は全員の合意がない限り認められない。
後者の場合については、修繕・再建の請求又は決議が許されないことから、区分所有者関
係は解消する方向になる。ただし、解消に至る手続及び解消後の手続を具体的に定める規
定は、第 11 条１項以外には特に設けられていないが、各区分所有者が区分所有関係の解消
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を請求できるものと解されている。なお、右のような状況にあるドイツ法においては、復
旧と建替えは、特に区別されているものではなく、再建という概念で統一されている。む
しろ端的にいえば、建物の一部滅失の場合において、現実には（多数決による）建替えは
予定していないものと思われる２）。 
フランスにおける区分所有建物に関する法律は、「建築不動産の区分所有の規則を定める
法律」（de la copropriete des immeubles batis 第 557 号、1965 年）が規律して
おり、本稿のテーマに関連する規定としては「第四節 再建築 Reconstruction」の第 38 条
及び第 41 条と第 3 節 35 条である。 
第 38条 全部又は一部の損壊の場合には、被災建物を構成する区分の区分所有者の集会は、
区分所有者の議決権の多数によってその建物の再建築又は被害部分の原状回復を決議する
ことができる。損壊が建物の二分の一未満にかかわる場合には、原状回復は、被災区分所
有者の多数がそれを請求する場合には、義務的である。損害を受けた建物の維持を分担す
る区分所有者は、同一の割合及び同一の規則に従って、工事の支出を分担する義務を負
う。･･･（再建築、原状回復） 
第 41 条 被災建物を現状に回復しない旨の決議が先の第 38 条に定める条件に従って行わ
れる場合には、区分所有上の権利の数額確定及び区分所有者のうちその区分が再建築され
ない者への補償が行われる。･･･（原状回復をしない場合の補償） 
 右の諸規定より、フランス法の修繕・再建及び終了に関する制度は次のように整理でき
よう。①建物の損壊が建物の二分の一未満の場合には、被災区分所有者の過半数が請求す
ることにより原状回復（修繕・復旧）が行われる（38 条後段）。②建物の全部又は一部の損
壊の場合には、集会において区分所有者の議決権の過半数によって建物の再建築又は被害
部分の原状回復（建替え・復旧・修繕）を決議することができる（38 条前段）。③建物の全
部又は一部の損壊の場合に、被災建物を現状に回復しない旨の決議（非建替え・非復旧・
非修繕決議）が行われたときは、区分所有上の権利の数額確定（全部損壊の場合の清算・
分割の前提としての各自の持分の確定）及び区分所有者のうちその区分が再建されない者
への補償（一部損壊の場合の再建築されない者への金銭補償）が行われる（41 条）。 
 フランス法においては、第一に、事故（災害等）による建物の滅失・損壊の場合にのみ
原状回復及び再建（復旧・建替え）の規定を置いており（なお、概念上は復旧と建替えを
連続したものと捉えていると解せられる）、経年による建物の老朽化については特に規定を
置いていない。すなわち、不測の事故については原状回復または再建は問題となるが、誰
しもが予定できる老朽化については、建物の維持のための修繕・修復は問題となるとして
も、「原状回復」又は「再建」（復旧・建替え）は問題とならないものと考えているものと
思われる３）。 
 イタリアにおいては、民法第三編 所有権 第七章 共同所有関係 1120 条（変更）「共
同所有者は、第 1136 条第 5 項に示されている多数決をもって、共有物の改良あるいは便利
な使用あるいはより大なる収益に向けられた一切の変更を定めることができる。工作物の
 143 
堅固さ又は安全性を損なうような変更、それによって建築物装飾を変えるようなまたは建
物のある共用部分がたとえ唯一人の共同所有者たりともその使用あるいは共有を不可能な
らしめるような変更は禁止される」、1121 条（過分又は贅沢な変更）「変更甚だしく過分の
費用を要し、また建物の特別の状態及び目的と関連して贅沢な性質を有し、かつそれが工
作物、基礎工事又は工作場につき各別個の利用に服する場合には、それから利益を受けよ
うと欲しない共同所有者は費用における一切の分担から免れる。分離された利用が不可能
である場合には、変更は同意されない。但し共同所有者の過半数がそれを協議し又はその
費用の全額を負担する旨を承認したときはこの限りでない。第一項で予想されている場合
において共同所有者及びその相続人又は権利承継人はしかし、何時でも、その工事の実施
及び維持を負担することによって、変更の利益に参加することができる」、1127 条（建物の
最上階の建築）「建物の最上階の所有者は新しい階又は新しい工作物を建て増すことができ
る。ただし権原名義によりこれと異なる結果を生ずるときはこの限りでない。同一の権能
は外廊の排他的所有者である者にもぞくする」、及び 1128 条（建物の全部又は一部の滅失）
「建物が全部又はその価額の四分の三を代表する部分が滅失した場合には各共同所有者は
その土地及び材料の競売を請求することができる。但し反対の合意があったときはこの限
りでない。それより少ない滅失の場合には、共同所有者の会議は建物の共有部分の改築に
関して協議し、且つ各共同所有者は当該部分に対する自己の権利に比例して、これに協力
しなければない。共用部分に相当する保険金はこの改築の用に供される。建物の改築に参
加することを欲しない共同所有者は、その排他的所有権の部分についても、それについて
なされるべき評価に従い、他の共同所有者に自己の権利を譲渡しなければならない。但し
共同所有者の若干の者だけにしかその権利を譲渡することを欲しないことを防げない」４）
で本稿との関連部分を規定している。 
 共用部分の変更については特に議論のあるところであり、修繕はここに含まれず、変更
とは共有物の形態・実体を変えることのほか機能、用途の変更すべてを含むものとしてい
るのが判例の立場だとする５）。最上階の所有者には、反対の約定がない限り、一定の条件
のもとに新しい階層を増築する権限が与えられているが、一定の条件というのは、他の共
同所有者に新しい工作物によって占拠される平場の現在の価額に等しい償金を階の数で分
割して支払うことを要し、この数には建てられる階を含み且つ自己に属する階の割り当て
分の金額を控除する。彼はさらに使用する権利を有する共同所有者の全員又はその一部の
者のため外廊を新築しなければならない６）といったことである。 
 
第三款 英米法 
アメリカ法については、現実的には各州法単位で施行されているが、ここでは統一コン
ドミニアム法（Uniform Condominium ACT 1980 年）から関連規定を取り上げる。 
 1977 年に統一州法全国委員会は、従来の各州のコンドミニアム特別法の問題点を検討し、
その成果として、各州の模範となるべき統一法を策定した。その後も統一法の策定は順次
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見直されつつ展開している７）。 
第２－118 条（コンドミニアムの終了） 
 （ａ）収用権によりすべての専有部分が収用される場合（１－107 条）を除いて、コンド
ミニアムは、専有部分所有者団体の議決権の 80％以上又は宣言文書で定めるそれ以上の割
合の合意のみによって終了させることができる。コンドミニアムの専有部分のすべてが専
ら非居住用の用途に限定されている場合には、宣言文書により、この割合を減ずることが
できる。 
 （ｂ）終了の合意は、捺印証書と同様の方式の終了合意書又は終了承諾書の作成によっ
て証明しなければならない。終了合意書には日付を記載しなければならず、その日の経過
後の合意はその日以前に登録されていない限り無効とする。終了合意書及びすべての終了
承諾書は、コンドミニアムの部分が所在するすべての〔郡〕において登録しなければなら
ない。これらの書面は、登録のみによって効力を生ずる。 
 （ｃ）宣言文書において、水平の境界をもつ専有部分のみで構成されるコンドミニアム
の場合は、終了合意書で、終了の後にコンドミニアムのすべての共用部分と専有部分を売
却すべきことを定めることができる。合意によって、終了の後にコンドミニアムの各不動
産を売却する場合には、終了合意書に売却の期限を定めなければならない。 
 （ｄ）宣言文書において、水平の境界を持たない専有部分が含まれているコンドミニア
ムの場合は、終了合意書で、終了の後に共用部分を売却すべきことを定めることはできる
が、専有部分を売却すべきことを定めることはできない。ただし、宣言文書で当初から別
段の定めが登録されている場合や、専有部分の所有者が全員で合意する場合は、この限り
ではない。 
 （ｅ）専有部分所有者団体は、専有部分所有者を代理して、コンドミニアムを構成する
不動産の売却のための契約を締結することができる。ただし、その契約は、（ａ）項及び（ｂ）
項の規定に基づき承認されるまでは、専有部分所有者に対して拘束力を有しない。コンド
ミニアムの終了の後これを構成する不動産が売却される場合には、その不動産の権利は、
終了と同時に、専有部分についてのすべての権利の保有者のために信託的に専有部分所有
者団体に帰属する。この場合において、専有部分所有者団体は、売却を実施するために必
要かつ適当なすべての権限を有する。売却が完了し、かつ、売却代金が分配されるまでは、
専有部分所有者団体は、終了前に有していたすべての権限をもって存続する。売却代金は、
（ｈ）項の定めるところにより各専有部分所有者の権利の割合に応じて、専有部分所有者
及び知られている物的担保権者に分配されなければならない。終了合意書に別段の定めが
ない限り、各専有所有者及びその権利承継人は、専有部分所有者団体が不動産の所有権を
保有する間は従前の自己の専有部分であった不動産の部分を排他的に占有する権利を有す
る。その占有期間中、各専有部分所有者及びその権利承継人は、本法又は宣言文書によっ
て専有部分所有者に課されるすべての賦課金その他の債務について責任を負う。 
 （ｆ）コンドミニアムの終了の後これを構成する不動産が売却されない場合には、共用
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部分の権利（宣言文書において水平の境界を持つ専有部分のみで構成されるコンドミニア
ムの場合には、コンドミニアムのすべての不動産の権利）は、コンドミニアムの終了と同
時に、（ｈ）項の定めるところにより各専有部分所有者の権利の割合に応じて、専有部分所
有者の共有財産として各自に帰属する。専有部分の上の物的担保権は、専有部分所有者に
帰属する権利の上に移転する。各専有部分所有者及びその権利承継人は、共有財産が存続
する間は従前の自己の専有部分であった不動産の部分を排他的に占有する権利を有する。 
 （ｇ）コンドミニアムの終了の後にコンドミニアムに属する不動産を売却した代金は、
専有部分所有者団体の資産と共に、専有部分所有者、及び、専有部分上の知られている物
的担保権者のために信託的に専有部分所有者団体が保有する。コンドミニアムの終了の前
に〔登録〕〔記録〕された専有部分上の物的担保権を保有する（･･･略･･･）、専有部分所有
者団体の債権者は、コンドミニアムの終了の後、通常の物的担保者と同様の方法で、その
物的担保権を実行することができる。専有部分所有者団体のその他の債権者は、コンドミ
ニアムの終了直前に専有部分の上に完全な物的担保権を有したものとみなす。 
 （ｈ）（ｅ）項、（ｆ）項及び（ｇ）項に規定する各専有部分所有者の権利の割合は、次
の各号に定めるところによる。 
 （１）（２）号に規定する場合を除き、各専有部分所有者の権利は、コンドミニアムの終
了直前の占有部分、制限的共用部分及び共用部分に係る権利の正当な市場価格で、専有部
分所有者団体によって選任された一人以上の独立不動産鑑定士が決定したところによる。
独立不動産鑑定士の決定は、専有部分の所有者に通知されなければならず、この決定は、
通知後 30 日以内に、専有部分所有者団体における議決権の 25％に相当する専有部分の所有
者が承認を拒否した場合を除き、終局的なものとなる。各専有部分所有者の権利の全員の
権利に対する割合は、その専有部分及び共用部分に係る権利の正当な市場価格を、すべて
の専有部分及び共用部分の正当な市場価格の総和で除して算定する。 
 （２）専有部分又は制限的共用部分が損壊した場合において、その損壊が損壊前のその
正当な市場価格を鑑定することができない程度に至ったときは、すべての専有部分所有者
の権利は、コンドミニアムの終了直前における各自の共用部分に係る権利による。 
（ｉ）略 
（ｊ）略 
第３－113 条（保険） 
（ｈ）本条により保険の付保が要求されているコンドミニアムの部分が損害を受け、又は
損壊したときは、専有部分所有者団体は、速やかに修繕又は取替えをしなければならない。
ただし、①コンドミニアムが終了したとき、②修繕若しくは取替えが州若しくは地方の保
健若しくは安全に関する法律若しくは条例に違反するとき、又は③再建されない専有部分
若しくはその制限的共用部分の所有者のすべてを含む専有部分所有者の（80）％が再建し
ないことを決議した時は、この限りではない。修繕又は取替えに要する費用のうち保険金
及び積立金を超える部分は、共同の負担とする（以下、略）。 
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日本法における用語を使って整理してみると、①区分所有者の 80％以上の決議により、
当該コンドミニアム（建物及び敷地）を所定の期限までに一括売却し、その売却代金を分
配する方法によって区分所有関係を終了させることができる。②売却ができない場合には
当該コンドミニアムは区分所有者の共有となる（各自、分割請求が可能となる）。③コンド
ミニアムの一部が滅失・損壊した場合には、区分所有者団体は、これを速やかに再建（修
繕・復旧）する義務を追う。④ただし、区分所有者の 80％以上が再建しない旨の決議をし
たときには、この限りでない８）。 
 イギリス法は、コモンホールド法（The Commonhold and Leasehold Reform Act 
2002）は、コモンホールドの終了として、組合員によって行われる終了決議による任意的
終了と、コモンホールド組合が破産状態に陥った場合による裁判所による終了を想定し、
次のような規定を設けていた。ここでは本稿と関連する部分として、「任意終了の場合は組
合員の 100％の合意による終了決議の場合と組合員の 80%の合意による終了決議があり、
100％の終了決議の場合は、終了決議、清算人の任命、終了登記の申請によって終了する」
（41 条）、「組合員の 80%の合意による終了決議は、清算人の任命の後に裁判所の命令も必
要であるとされており、その後に終了登記が申請されることによりコモンホールドは終了
する」（42 条）、「コモンホールドの終了に際しては、コモンホールド組合が各区分所有者の
専有部分に対する自由土地不動産権をすべて取得し、これを第三者に一括売却することに
よって、その売却代金から債務を清算した後、その残りの資産を組合員で分配することを
予定されている」（44 条）があげられる９）が、実際に施行された法律ではこれとは若干ず
れているので条文を示すことにすると、第 43 条（解散決議）「（１）コモンホールド組合の
解散決議は、次のすべての条件を満たさなければ効力を生じない。（ａ）決議の前に支払能
力宣言がなされること、（ｂ）コモンホールド組合が解散決議を可決する前に終了宣言決議
を可決すること、（ｃ）それぞれの決議は、組合員の少なくとも 80%の賛成をもって可決さ
れること。（２）省略、第 44 条（100%の合意）「（１）本条は、コモンホールド組合が、（ａ）
解散決議及び終了宣言決議を組合員の 100%の賛成をもって可決し、（ｂ）1986 年破産法
91 条に基づいて清算人を任命した場合に適用する。（２）清算人は解散決議が可決された日
から起算して 6 月以内に終了申請をする。（３）清算人が第 2 項に指定された期間内に終了
申請をしない場合には、（ａ）区分所有者又は（ｂ）本稿の目的にかなう範囲に属する人に
よってなすことができる。」、第 45 条（80%の合意）「（１）本条はコモンホールドの組合が、
（ａ）解散決議及び終了宣言決議を組合員の 80%の賛成をもって可決し、（ｂ）1986 年破
産法 91 条に基づいて清算人を任命した場合に適用する。（２）清算人は指定された期間内
に、（ａ）終了申請がなされる文書や条件、及び（ｂ）終了申請に添付する終了宣言の文言
を決定する命令を求めて裁判所に申立てをする。（２）清算人は第 2 項に基づく命令がなさ
れる日から起算して３月以内に終了申請をする。（３）清算人が第 2 項又は第 3 項に指定さ
れた期間内に当該申請をしない場合には、同様の申請は、（ａ）区分所有者又は（ｂ）本稿
の目的にかなう範囲に属する人によってなすことができる。」、第 46 条（終了申請）「（１）
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終了申請とは特定のコモンホールド組合が権限を行使するすべての土地がコモンホールド
の土地であることを停止するという登記官への申請である。（２）終了申請には終了宣言を
添付しなければならない。（３）終了申請の受領に際し、登記官は登記簿にその旨を記す。」、
第 47 条（終了宣言）「（１）終了宣言は、（ａ）第 49 条第 3 項に従って自由不動産権を取得
した後におけるコモンホールドの土地の譲渡のためのコモンホールド組合の提案、及び
（ｂ）コモンホールド組合の資産の分配方法を明記しなければならない。（２）コモンホー
ルド・コミュニティ宣言は宣言に関するすべての土地がコモンホールドの土地であること
を停止するという場合において、区分所有者の権利に関して終了宣言に（ａ）特定の種類
の、あるいは（ｂ）特定の方法で決定される配慮をするよう要求する規定を設けることが
できる。（３）終了宣言は、第 2 項を根拠とするコモンホールド・コミュニティ宣言によっ
て設けられた規定に従わなければならない。（４）、（５）省略」、第 48 条（清算人）省略、
第 49 条（終了）「（１）本条は終了申請が第 44 条に基づいてなされた場合、及び（ａ）清
算人が第 48 条第 3 項（ａ）に基づいて終了宣言を確認した旨を登記官に通知するか、（ｂ）
第 48 条第 3 項（ｂ）により 1986 年破産法 112 条に基づく決定がなされる場合に適用する。
（２）本条はまた、終了申請が第 45 条に基づいてなされる場合にも適用する。（３）コモ
ンホールド組合は、本項により、各コモンホールド専有部分の自由不動産権者として登記
する権限を有する。（４）登記官は、終了宣言に効力を与えるという目的にかなう適切な措
置をとる。」となる。 
 ニュージーランドでは、区分所有に関し 1972 年制定の The Unit Titles Act が存在する。
以下では、同法の区分所有関係の解消及び再建に関する規定を掲げる。なお、本稿のテー
マとの関連では、その概要を示せば足りると思われるので、各条項の細かな手続的規定部
分（各条２項以下）は省略する。 
第 45 条（区分所有者の申請に基づく区分所有関係の解消）（１）登記官は、区分所有関係
にある全ての専有部分の所有者の申請に基づいて、区分所有関係を解消することができる。 
第 46 条（区分所有関係の解消命令を求める裁判所への申立て）（１）管理組合、管理者、
又は、専有部分につき一人の区分所有者がいるときにはその者、二人以上いるときにはそ
のうちの一人が、裁判所に対し、区分所有関係に関してその解消を申し立てた場合におい
て、裁判所が、管理組合の債権者、及び、専有部分又は敷地の全部若しくは一部について
権利を有する者の権利を考慮して、管理組合を解散させ、区分所有関係を解消することが
公正かつ衡平であると認めるときは、裁判所は、それを有効とする宣告をすることができ
る。 
第 48 条（滅失又は毀損の発生後のスキーム）（１）建物の部分又は敷地上若しくは建物内
の附属物が損壊又は滅失した場合、裁判所は、区分所有関係が解消されるときを除き、管
理組合、管理者、専有部分につき一人の区分所有者がいるときにはその者、二人以上いる
ときにはそのうちの一人、又は、専有部分上の登記済抵当権者の申立てにより命令をもっ
て、次の各号の規定を内容とするスキームを設定することができる。 
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（ａ）当該建物又はその附属物の全部又は一部の復旧、又は 
（ｂ）共同財産の部分とするために、専有部分を他の専有部分所有者に譲渡すること。 
第 49条（申立て請求の併合）本法の第 46条又は第 48 条の規定に基づく申立ての継続中に、
同一の区分所有関係に関して、これらの規定のうちの他方の規定に基づく申立てがなされ
た場合に、裁判所は、二つの申立てを併合して聴聞し決定することができる。 
以上のことから、ニュージーランドの法制度を要約すると、①同国では、区分所有関係
の解消が認められており、これを全員の合意でなす場合には登記（の解消）を申し立てる
ことによって行う（第 45 条）、②区分所有関係の解消については、区分所有者等が裁判所
に申し立てることができ、その申立ての理由は特に問題とされていない。解消の認否は、
関係当事者の利益を考慮して公正性及び衡平性の見地から裁判所が決定する（第 46 条）、
③区分所有関係の解消の場合と同様に、建物の滅失・損壊があった場合の復旧に関しても、
全て裁判の判断・決定に委ねられる（第 48 条）、④建物が滅失又は毀損した場合に、区分
所有関係の解消か、それとも復旧かの選択が問題となるが、その判断・決定も裁判所に委
ねられる。区分所有者等により両者の申立てが裁判所になされた場合には、これらは併合
して審理され決定が下される。｢集会における多数決による決定｣（｢集会中心主義｣）ない
しは｢私的自治の原則｣がほぼ見られない法制度である 10）。 
 なお、オーストラリアは、基本的には州法によって区分所有の諸規定を定めているが、 
1984 年 1 月に出版されたイギリスの法律委員会報告書で建築金融組合協会はイギリスの 
区分所有制度としてもっとも望ましいのは、オーストラリアの New South Wals 州の 
Strata Title Act としている 11）。ニュー・サウス・ウエルズ州における制度は現在、
「Strata schems（freehold devlopment）act 1973」として規定され、第 50 条から 
53 条で区分所有建物の終了規定を置く。ニュージーランドとニュー・サウス・ウエルズの 
制度が似ていて、国際的にも一番新しい区分所有制度であるコモンホールドがサウスウエ 
ルズを参考にして立法化されている点は注目に値する。 
 
第四款 小括 
ドイツでは、建物の一定程度の効用の減退までは原状回復又は再建（修繕・復旧）を義
務づけ、他方、効用の減退が一定程度を超えると、原状回復又は再建（修繕・復旧）は許
されないとしているのに対し、フランスでは、前者の場合については類似する規定を置い
ているが、後者の場合については決議（過半数決議）により原状回復・再建をする道と、
これをしない道との双方を選択できるようにしている。そして、第三に、後者の道におい
て、ドイツと同様に区分所有関係の解消の方向を用意している。ただし、ここでもドイツ
法と同様にその手続を具体的には規定していない。イタリア法はその点ユニークな存在で
ある。 
英米法として、まず、アメリカにおける統一コンドミニアム法を取り上げたが、75%ない
し 80%以上の多数により、何らかの理由を必要としないで区分所有関係を解消できる点に
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特徴がある（ただし、カルフォルニア州のように、解消のためには一定の理由が必要な州
もある）。この点がヨーロッパ大陸法との大きな相違点である。ヨーロッパ諸国（及びアメ
リカ以外の諸国）においては、建物の滅失・毀損（又は老朽化）等の理由なしに多数決（特
別多数決）のみによって区分所有関係の解消を許容する法制は見られない。 
 アメリカでは、災害等により建物の（大規模な）滅失・毀損があった場合については、
非再建のための多数決議がない限り再建（修繕・復旧）の義務がある法制（統一コンドミ
ニアム法）と、再建（修繕・復旧）のための多数決議がない限り解消の方向へと移行する
（分割を認める）法制（ニューヨーク州、カルフォルニア州、マサチューセッツ州）とに
分かれている。 
 ニュージーランドは先に見たように独自な法制を有している。（通常の事項に関しては区
分所有者の決議により決定されるにしても）最終局面においては、滅失・毀損があった場
合の復旧の認否及び区分所有関係の解消の認否について裁判所の手に委ねている。オース
トラリアもまたこれに倣っている 12）。ここで取り上げた大陸法、英米法以外にも 13）多数
決議による建替え制度を規定している例はほとんど見当たらない。 
  
第二節 アジアにおける建替え・復旧制度 
               
第一款 はじめに 
区分所有関係の終了として、居住の継続による建替え制度を導入する国は、わが国を除
くと日本法グループとして挙げられる韓国以外に見当たらない。同国では、ほぼ 1999 年ま
でに建替え実例 708 件、検討住宅 1163 件を数える建替えブームが見られた。しかも、区分
所有関係の基本法部分は、わが国のそれと至極類似しているものの、公法的な民事法によ
る建替え誘導制度が建替え円滑化法と連動する部分もあり、実に興味深いものがある。 
 
第二款 韓国法における建替え制度と民法の関係 
わが国における区分所有法と韓国における集合建物の所有及び管理に関する法律（1984
施行以下：集合建物法）は、条文上ほとんど変わらない。違うのは、建替えにおいては同
法のほかに韓国法は公法である「住宅建設促進法」（72 年施行）、「住宅建設促進法施行令」、
「住宅建設促進法施行規則」と呼ばれるものがあり、その流れを汲んだ形で「共同住宅管
理令」（81 年施行）、「共同住宅管理規則」等が存在する。しかもこれらは、住宅規模別に等
価交換方式を採用しての建替え実現に大きくシフトしうる制度である。わが国においての
マンション建替えをめぐっての判例と韓国のものとでは比較にならない。少なくとも 83 年
区分所有法 62 条における「老朽化」「客観的要件」という争点は、韓国において存在しな
いのである。 
 わが国の 83 年区分所有法第 62 条に当たる韓国法は、集合建物法 第７節 再建築及び
 150 
復旧、第 47 条（再建築の決議）に該当する。条文は、「建物建築後相当の期間が経過し、
建物が毀損、一部滅失その他の事情により建物の価格に比べ過多な修繕、復旧もしくは管
理の費用を要する場合、または付近の土地の利用状況の変化その他の事情により建物を再
建築すれば、それに要する費用に比べ著しい効用の増加がもたらされる場合、管理団集会
は、その建物を撤去してその敷地を区分所有権の目的となる新たな建物の敷地として利用
すべきことを決議することが出来る。ただし、再建築の内容が団地内の他の建物の区分所
有者に特別な影響を及ぼすときは、その区分所有者の承諾を得なければならない」、第２項
｢前項の決議は、区分所有者及び議決権の各五分の四以上の多数による決議による｣、第３
項「再建築の決議をするときは、次の事項を定めなければならない」、第一号｢新たに建築
する建物の設計の概要｣、第二号「建物の撤去及び新たな建物の建築に要する費用の概算額」、
第三号「前項に規定する費用の分担に関する事項」、第四号「新たな建物の区分所有権の帰
属に関する事項」、第４、５項は省略する。47 条は、第２章の「団地」をすでに包含して規
定している。まず日本法との大きな違いは「効用増」を認めている点と、「特別の影響」と
いう概念を導入しているところである。わが国の老朽化による建替え決議を巡る判例、さ
らには阪神・淡路大震災による被災マンションの建替えについての判例上、常に争点とな
る「費用の過分性」は、日本・韓国ともほぼ同一の条文であるが、韓国では住宅建設促進
法が反映し、判決上具体の問題として注目されることはまずないのである。 
 韓国における建替えをめぐる法廷での争いは 2000 年までに 20 例強を数えるが、そのな
かで、特に注目されるのは 47 条第１項の規定がそもそも争われるのではなく、住宅建設促
進法の多数決による建替え決議が問題化され、手続き的瑕疵の存否をめぐって若干争点に
なるのであって、具体的には、建物、住戸の売渡し、明渡しを争うものが多い。47 条その
ものの解釈でクローズアップされることはまずない 14）。 
 ところで、先に挙げた建替え制度面での韓国法とわが国の区分所有法との相違点として、
法構造・法体系という点で触れておかなければならないことがある。それは、集合建物法
の適用領域は、20 世帯未満の住宅について全面的にその対象とし、20 世帯以上 300 世帯未
満の住宅、あるいは 300 世帯以上 500 世帯未満の住宅、500 世帯以上の住宅では、まず住
宅建設促進法、同施行令、共同住宅管理令が各々詳細に適用領域を持ち、住宅の規模別に
綿密な法規定がなされている点である 15）。 
 なお、住宅建設促進法での建替えに関する規定は、第 44 条の３第７項で「ひとつの住宅
団地内に複数の建物が存する老朽不良住宅の所有者が再建築しようとする場合は集合住宅
の所有及び管理に関する法律第 47条第１項の規定及び同条第２項の規定に関わらず住宅団
地内の各棟別（福利施設はひとつの棟とみなす）の区分所有者及び議決権のそれぞれ五分
の四以上の議決により再建築することができる」＜改正 2000．1．28＞16）とする。 
 韓国におけるマンション建替えは、ソウル特別市の市街地または同近郊の大規模団地を
多数含んでいる。集合建物法の効用増の是非は、建替え促進に向けた一側面を十二分に持
つものであるが、実例の多くは、まず住宅建設促進法の適用を受け、進行している。同法
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施行令による細かな規定についてここでは触れないが、再建組合の設立、抵当権の移行等
具体の手続を定めていることで、建替えへの円滑なシフトが可能であったと見ることがで
きる 17）のである。 
 ところで、最近の建替え制度を含んだ韓国法の動向に触れる前に同国におけるマンショ
ン普及の法的要因について若干概観することにする。わが国における都市的居住形態であ
る中高層共同住宅は、いわゆるマンションと呼ばれ、この名称が広く国民に行き渡ってい
る。そして、借家法に基づく賃貸マンション（賃貸借権）と区分所有法に基づく分譲マン
ション（区分所有権）との二者に区別される。これが韓国にあっては、この関係がほとん
どなくマンションはほぼ区分所有権に基づいた分譲マンションである（フロー時）という
ことを、最初に踏まえなければならない。 
 次に、韓国民法典（52 年施行）は、第３章 所有権 第１節 所有権の限界 第 215 条
【建物の区分所有】第１項で「数人が一棟の建物を区分し、各々その一部を所有している
時は、建物とその付属物の中の共用する部分は、それらの共有とする」18）、第２項「共用
部分の保存に関する費用その他の負担は、各自の所有部分の価格に比例して分担する」19）
とし現在も機能しているが、共有物の変更・管理にあたって、民法の中の共有に関する規
定を適用しただけでは、集合建物を中心とした法律関係を解決するには不可能に近かった
ので、具体的な規律の必要性から、第 215 条と併せて集合建物法が制定されるに至ったの
だとしている 20）。 
 さて、韓国における分譲マンションストック 21）は、全国ベースで全住宅ストックの６割
強を占め、賃貸マンションはその５%未満にすぎない。ソウル特別市となると、マンション
ストックの割合はさらに増え、賃貸マンションはさらに減少する 22）。最近では特に第一所
得分位にあたる国民救済を考慮し計画的な賃貸住宅供給の促進を展開しつつあるが、この
背景には、韓国ならではの慣習が大きく作用していると思われる。その主なもののひとつ
が「伝貰」（チョンセ）であり、もうひとつが最近徐々に増えつつあるという「月貰」（ウ
ォルセ）と呼ばれるものである。なかでも伝貰は、韓国民法典において第６章 伝貰権と
して用益物権のひとつとして規定されており（第 303 条から第 319 条）、慣習法として広く
普及している 23）。 
 これは、韓国におけるマンションそのもののフローが、わが国と大きく異なり、賃貸借・
所有権、若しくは借地借家・区分所有の異なった二つの供給方式ではなく区分所有権付の
分譲形式で普及し、その所有者が伝貰等の形で住まい手を見出すということを示している。
マンション建替えの進行に際しては、伝貰人が多いことで、建替え実現が乱れるというよ
りも、伝貰権の取得・存続期間が明確で、むしろ住居の所有権者の判断が大きく左右する
し、決して妨げにはならず、わが国における借地・借家権への対応と比較するとかなり建
替えに特化しやすい環境にある。 
 また、公法である住宅建設促進法は、民法典に付属する法律である集合建物法が、20 戸
以上の共同住宅の建替えを扱うには適さないとして、その批判に対処する形で、87 年に改
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正した経緯がある。建替えの法的根拠を明確にするためであった。また、少し遅れて同法
施行令も改正され、建替えを行う判断基準、再建組合設立の手続等具体的で詳細な規定が
設けられた 24）。 
 この住宅建設促進法は近年、統合的な改正を行い、その一部は「都市及び住居環境整備
法」（02 年成立 以下：都市住居法）に反映し、03 年には「住宅法」へと全面改正された。 
都市住居法は、建替え事業が活発化する過程で、建替えによって建築後 10 年ないし 20 年
で共同住宅が解体撤去され、新たに高層・高密度の建物が建設されることで、周辺地域の
都市基盤施設の利用に負担をかけるなど様々な問題を提示し、また一方では、建替え事業
推進の過程でトラブルが露呈するなど社会問題化するケースも見受けられたことから、韓
国政府が建替え事業の問題点を解消するため、住宅団地の建替え事業を再開発のように都
市計画に基づく事業とみなすことを目的に同法を制定し、住居環境が不良な地域と老朽・
不良建築物を効率的に管理するため、再開発、建替え、住居改善事業を統合して制定され
ている 25）。 
 また、住宅法は、韓国における所得水準の向上に伴う多様な住宅ニーズに対処し、低所
得者層の居住の安定のため住宅の福祉的機能を向上させ、住生活の質的側面を充実させる
狙いから、新たな住宅政策の一環として登場した。また、従来の法体系を見直し、類似・
重複する規定を整理し、さらに、住宅組合制度、住宅管理制度の見直しを行い、権限の地
方委譲を図っている 26）。 
  
第三款 小括 
わが国における分譲マンションの建替え円滑化法の施行前の実例は、建替え決議におけ
る合意形成のため、資金負担を極力避ける等価交換方式を採用しての任意建替えの手法が
主流であった。この手法を採用していくには｢立地｣「未使用容積率」｢住宅規模｣といった 3
つの制約をクリアとしていかなければならず、しかも客観要件の不明確さから全員一致の
合意形成を必要とするものであった。これに対し韓国は全体の５分の４以上、棟毎だと３
分の２以上の議決を得ることで建替えが可能である点でより可能性を高めている。また客
観要件のひとつである老朽化という点では、住宅建設促進法の施行令（87 年施行）で建替
えは建築後 20 年を経過したものを対象とすることとしており、20 年が老朽化の一応の目安
として機能したわけである。 
 筆者の現地調査からすると、わが国における 02 年区分所有法及び建替え円滑化法の施行
は、2000 年までの韓国の建替え制度に近づき、韓国がリモデリング（わが国でいうとリフ
ォームとリノベーションを併せた総称として使われていると思われる）の重視を詳細・具
体に規定した住宅法へ移行したというのは、建替えから修繕への流れがあってのことであ
ろう。これに対し、わが国の制度設計は全く正反対であるだけに興味深い。韓国のマンシ
ョン建替え実例のなかで住宅団地建替えの一連の流れは、2000 年のダウンゾーニング政策、
容積規制の細分化により、余剰容積の確保が難しくなり、従前居住者の費用負担が目立つ。
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しかし、伝貰等によるコスト回収が可能であれば建替えを行う要求は依然根強いし、新た
な住居の取得面積の限定を受けつつも、政府系の住宅金融部門が融資金利を調整すること
で、建替えニーズの継続を行い、低利な融資制度を拡充することで修繕を選択するケース
も現れてくるだろう。この点で、韓国におけるマンション政策は、政府主導型でしかも経
済政策と直結している方向性が見られるのであるが、他方、わが国は、建替えに向けての
法制度の緩和は進みつつも、建替えの事業化の際の住民のインセンティブがコスト回収、
利子等を考慮してもなかなか建替えに向かう情況にはない。そうだとすると、韓国のよう
なマンション建替えブームは到来しそうもない。韓国の建替え制度の変化は、住宅普及率
＝住宅数／世帯数の近年の上昇傾向を踏まえつつ、住宅需給バランスの均衡を予見しての
政策として映る。 
 なお、国土交通省は、阪神・淡路大震災での被災マンションの建替え復旧事例を除いた
マンション建替え実績を、マンション建替え円滑化方策検討委員会の時に 69 件と報告し、
その後約 1 年を経てマンション総プロが最終の報告書（02.3）で 81 件を掲載したが、現在
の実績は公開されていない。約 100 件の実績があると推定されるが、02.3 以降の約 20 件の
うち、詳細が明らかになっているものは 15 件で、建替え円滑化法による建替え組合施行が
5 件、個人施行が 1 件、区分所有法によるものが 3 件、市街地再開発事業によるものが 1
件で残る 5 件は任意建替えである 27）。 
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（２４）〔朴〕「韓国の建替えとそれに関する法律の内容と特性」（マンション学第 19 号）
228 頁参照。 
（２５）前掲書 228・229 頁参照。 
（２６）〔周藤〕「韓国の住宅法制度の転換」（都市的土地利用研究会 集住部会 2004.10）
資料参照。 
（２７）http://www.kenplatz.nikkeibp.co.jp/mansion/rensai_2/041012.shtml  06/2/15 参
照。 
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終 章   
 
■ 第一章から第四章までの要約 
 
 第一章は、マンション普及の過程にあって、マンションブームの到来、地価上昇の局面、
対処療法的な土地政策を時系列で述べ、これらと共に、郊外化、スプロール化の進展に触
れ、マンション問題の時系列的な紛争類型の要約を行った。その中で、特に、筆者がマン
ション建替えの主流と見ている団地型マンションでの特有の問題としての駐車場増設問題
と居室増築問題とを取り上げ、前者については、管理組合の資産形成・運営の側面を視点
としての問題点を探った結果、増設された駐車場によって得られる収益が、建替えを検討
する上では大きな役割を果たすが、その実現には結びつかないことを指摘した。なお、後
者については、要請は強かったものの合意形成の進展と公的規制が錯綜し普及が余り伸び
なかったことを指摘した（ここにおいては、団地型マンションにおける従前の状態を合意
形成を通じて改変することは現実には容易でないということを明らかにした）。さらに、同
章においては、敷地利用面での曖昧さ、及び、制度適用の難しさを具体的に示した。 
 第二章では、区分所有法、被災区分所有法、建替え円滑化法、及び、標準規約の関連諸
規定において、建替えへのシフトへの円滑化部分を指摘しつつ、制度上、団地型マンショ
ンが建替えの焦点であることを明らかにした。 
 第三章は、建替え成功事例の要因の分析、及び、建替え検討事例の分析をすることによ
って、必ずしも組合員が求めるものとは違う方向から建替えが成立することを明らかにし
た。そして、今日、建替え制度が整えられつつあるなかにおいても、「宇田川団地シンドロ
ーム」と現実との間には、なお溝のあることを確認した。 
 第四章では、比較法上、わが国の建替え制度がいかに際立って異彩なものであることを
踏まえ、制度上最も近いとされる韓国との比較を行うことで、制度だけではなく、政策の
強弱によって差異が生じることを明らかにした。 
  
 
■ 結論 
 
  本稿の第一章から第四章において、わが国のマンションの建替えに関する法制度と現状
に関して検討を行った結果、次のようないくつかの点が明らかになった。最後に、本稿の
結論として、それらの点を要約して述べる。 
 
 １．マンション建替えを現実面から見た場合、その最重要課題は、建替えのための費用
をどう捻出するかという点にあると言えよう。この点については、既に現場においては熟
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知されているものと思う。83 年法の制定過程でも、この点が問題点のひとつとして議論さ
れたが、83 年法での改正の基本的立場は、建替えを区分所有者の私的自治の範囲内の問題
として捉えること以上に出なかったため、これについて、区分所有法そのものの問題とし
てはもとより、税制・公的融資制度その他においても、何らの手当てもなされなかった。
今日における見解の中には、住宅における中高層分譲共同住宅のもつ「政策的意義」と｢公
共性｣を鑑みるならば、係る消極的対応は強く批判されるべきであり、標準管理規約の整備
や都市計画法制、都市再開発法制等の整備とともに、マンションへの公的支援が今後の大
きな課題である１）とするものもあるが、基本的立場についての指摘は肯けるが、税制、公
的融資での手当という面になると、にわかには賛成できない。 
  ２．マンションの建替えについては、基本的に私有財産に関わる事項であるとして、基
本的には区分所有者ないし管理組合自らで対処すべきであるという立場に立った場合には、
建替えのための費用負担は、各区分所有者自らが現実に拠出するか、または、建替えによ
って余剰床（新たな専用部分）を産み出し、その売買代金により従前の各区分所有者の費
用に充当するという方法が考えられる。既に述べたように、一般的に、後者の方法による
ことは、単棟型マンションでは難しく、団地型マンションでのみ可能である。しかも、団
地型マンションにあっても販売可能な余剰床の創出という点から、立地条件に恵まれたも
のに限定されることになる。このようなことから、老朽化マンションについて区分所有法
の建替え制度およびマンション建替え円滑化法による建替え事業制度が、現実に機能する
のは、ごく限定された場面にしか過ぎない。多くの老朽化マンションについての現実的な
対応の選択肢は、それをできるだけそれを修復・維持させ、延命化を図ることのみが用意
されているということができよう。 
  現実を直視した場合に、区分所有法の建替え制度及びマンション建替え円滑化法の建替
え事業制度は、主として、震災や原始的構造瑕疵等というような「災害」ないし「事故」
に起因とする場合において機能するものであり、老朽化に起因する場合はむしろ例外的で
あると見る方が適切であると思われる。 
 ３．老朽化マンションの建替えの必要性は、修繕・修復工事を行うことだけではもはや
居住の継続が困難であったり、建て替えなければ居住の水準を保ちえることが困難であっ
たりする状況を迎えたときに、言い換えると、建物の維持に「過分の費用」を要するに至
ったとき、または、建物が「危険・有害」な状況に至ったときに、最も鮮明に現れるであ
ろう。上で述べた「災害」ないし「事故」に準じたこのような状況を多数のマンションが
迎えたとき「建替え問題」がクローズアップされるものと考える。ただ、このような状態
にまで至った老朽化マンションにおいては、純粋な「災害」ないし「事故」の場合のよう
に、各区分所有者が自らで建替え費用を捻出する方法を選択するかと言うと、その方法の
選択は難しいと考える。それは、このような選択を指向しないと言うより、主として、多
くの区分所有者の高齢化及び経済的理由により、選択できないと言ってよいであろう。少
なくないマンションにおいて、このような状態が訪れる時期が迫っている。 
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 ４．筆者が行ってきた 80 年代後半から直近までの建替え検討を含む事例等の現地調査か
らすると、老朽化を理由とする団地型マンション建替えの出発点としての検討段階におい
て、多額の費用捻出２）を従前の区分所有者に課すことを予定した、換言すれば、再建にあ
たって新しい建物の建設費を従前の区分所有者が多く負担することを予定する事例はほと
んどない。その理由は、私的自治の範囲内で、建替えに取組むコンセンサス形成の過程か
ら、多額の費用捻出を区分所有者に強いる建替え計画がそもそも合意形成の俎上には上ら
ないということである３）。各区分所有者の多額の費用負担ということだけで、多数の区分
所有者から建替えに取組む誘因を奪ってしまい、たとえ建替えについて抽象的な関心事と
はなりえたとしても、現実には、全体の合意を形成していこうという流れにはならないと
いうのが現実である。これまでの現実の建替え成功実例というのは、そのほとんどが、「宇
田川団地シンドローム」に基づきながら、多少変化しつつも、実現されたものばかりであ
る。区分所有者に限らず、ディベロッパーもまたこの症状を抱え込み、これを不透明な合
意形成を着実なものとする手段として活用してきた。すなわち、①現有専有床面積以上を
新しく取得するところでも無償で取得可能なもの、またはそれに近いもの、②大多数の区
分所有者の入居時の地価と比較し現在もある程度の上昇分を保持するもの、③現行の指定
容積率と比較し、使用容積率が極端に押さえられているもの、④建替え時の仮住戸の手当
てが少なくて済むもの、といった諸条件をクリアしたものに限って事業に参画している。
本来マンション建替えが社会問題として取り上げられる状況は、①から④の諸条件を兼ね
備えたものだけに留まるものだけではないはずであるが、実例からすると、先の①から④
の 4 つの条件を備える、つまり、費用の低負担、立地条件、未使用容積率、住宅規模とい
ったコンセプトを容易にクリアしたもののみが建替え事業として成立するに過ぎないので
ある。 
 ５．しかし、マンションが都市的居住形態として定着した中で、ある一定の地区・地域
に限定されたもののみが建替えられることになりはしないだろうか。そうすると、費用の
過分性といった客観的要件を廃止した今回の改正法における建替え決議の変容は、むしろ、
建替え可能な特定の地域にあるマンションにおいては、その時代的要請に伴って、常に過
度に建替えを意識した管理となりはしないか。筆者としては、客観的要件を具体に持つこ
とで逆に混乱を防げると考えるのである。さらに、現地調査から明らかとなった点を付け
加えると、建替え計画と合意形成の進行過程が余りにも長期に及ぶことが挙げられ、その
結果、建替え適時４）の時間的幅は縮小される見込みが立たない｡もう一点は、建替えを実
施・実現する機会は、合意形成の進捗によって左右され、事業面で不確実性、並びに不透
明性を助長する傾向がある。 
  ６．繰り返しの感はあるが、やや言葉を換えて、上で述べたことを確認しておこう。83
年法における立法担当者は、その改正に伴って、いわゆるマンションの建替えに対する公
的な介入や援助等の措置が併せてとられていないと認めた上で、この建替え制度の新設は、
将来その建替えをめぐる紛争が一般化するであろうことを予測し、かつ、この制度が所有
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権に対する制限という性格を色濃く帯びることに鑑みると、その紛争が一般化した段階で
これを立法化することは著しく困難になると考えられるため、未だそれが一般化していな
い現段階においてこそその立法化を実現しておくべきである、との考えの下に実現された
ものである｡これに対し、この問題に対する社会政策的な諸施策は、民事立法と異なり、こ
の問題が社会的な問題となった時点で検討されても、遅くない５）と述べる。この点につき、
公的な介入、援助、社会政策的な諸施策となると、それは必要最小限に押さえる、ないし
留めるべきで、にわかに賛成できることではない（このことは既に述べた）。現在の状況か
らすれば、立法担当者の想定通りの観としてあらためて認識されるが、建替え制度は、耐
震偽装事件６）、復興型建替え７）については、少なからず機能するものではあるが、老朽化
マンションについてまでの汎用性がどれほどあるかについては甚だ疑わしい。 
  ７．比較法的観点からわが国の建替えに関する法制度を見た場合、わが国の区分所有法
の特徴は、マンション管理の延長線上に建替えが登場する。すなわち、わが国の区分所有
法は、管理組合の「最後の仕事（管理事項）」として「建替え決議」を位置付けている。比
較法的に見るならば、あるいは、建物の共同管理の本来の在り方という側面から見るなら
ば、各区分所有者は、「現建物をできるだけ良好な状態で維持し存続（延命）させる」こと
を相互に義務づけられる（そこまでが「管理事項」であり管理組合の仕事である）と言い
うるが、そうは言っても現実には、一方では、不慮の「災害」や「事故」が発生する場合
もあり、その場合には「再建」が必要とされ、そのための法制度が用意される必要がある。
費用負担等の点から「再建」に参加できない少数区分所有者に対しては区分所有関係から
の離脱を認めつつ、大多数の区分所有者の賛成を要件として「再建」がなされる。「再建」
においては、そのための費用負担および「再建」によって産み出される価値を考慮して、「復
旧」か「建替え」かが選択されることになる。どちらを選択するかは、区分所有者の意思
（多数意思）に委ねられるが、両者は質的に異なるものではなく、「再建」の中での程度の
差に過ぎない。このような「再建」の場面においては、「建替え」もまた「管理事項」の範
囲に含まれ、管理組合の仕事であると言ってよいであろう。 
  それでは、マンションの建設から相当な年数が経過してマンションが老朽化し、多くの
区分所有者が当該建物が寿命を迎えたと判断したときに、区分所有者が共同で決定する事
項として、「再建」ということが本来的に登場してくるであろうか。ここで本来登場すべき
制度は、すなわち、区分所有者の多数決議により共同で決定されるべき事項は、「再建」で
はなく、「終了」（区分所有者の団体＝管理組合の「解散」、または区分所有関係の「解消」
と言い換えることもできよう）ではなかろうか。そして、共同で決定される「終了」とい
う枠組みの中において、「終了」の方法として、①「建物・敷地を一括売却した上での金銭
分割」、および②「従前の建物の再生（敷地利用、及び、専有部分をも含む建物の著しい改
良）」と共に、③「建替え」という選択肢も出てくるのであろう。ここでは、「終了」と「終
了」の方法としての３つの選択肢との関係が問題となるが、この点も含め、これより先の
問題については今後の課題としたい 8)。 
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（１） 〔荒川重勝〕「建替え及び復旧」丸山英氣編「区分所有法」（大成出版社 1984）308
頁参照。 
（２） 高山憲之・有田富美子「貯蓄と資産形成」（岩波書店 1996）101-138 頁参照。なお、
第５章「高齢夫婦世帯の所得・消費・資産」から本稿と関わる点について要約する
と、年金受給高齢者（60 歳以上）夫婦世帯 4743 世帯の、年間収入の平均値は年金
を含め年間 430 万円｡消費支出月額の平均は月額 229000 円（単純計算による年間額
は 2748000 円）。消費支出の内訳は、「食料」31％、続いて「教養・娯楽」、「交通・
通信」９％、次に「高熱・水道」７％、「被服」、｢住居｣、｢家具｣、｢保健医療｣が各
５％で並び、残りが「その他」である。貯蓄分布はばらつきがあるものの平均で 1956
万円で、通貨制預貯金が 160 万円。これはサラリーマン人世帯と比較し、著しく高
い数値を示している。また、持家率は 89%で正味資産は平均で 7797 万円、内訳は
土地及び住宅が 64%を占め、金融資産が 35%である。この結果からすると、高齢者
は、かわいそう論は根拠薄弱でむしろストック・エコノミーの主役であるが、通貨
制預貯金残高が高く、しかも、相当の富裕層でもない限り投資等への参加は行って
いない。筆者としては、高齢者の世帯が持家があってさらに、そこに投資するとい
うような行動が活発に行われるというようなことは無いように判断される。 
（３）松本恭治「土地資産依存のマンション建替え方式の終焉を迎えて」（マンション学第
15 号 2003）22 頁参照。なお、この点について松本教授は、地価が下がった現状で
はいくら土俵を整備しても殆どのマンションは土俵に上れないとする。筆者として
は、概ね同様であるが、建替え検討はなされるが、建替え決議を諮る議案として成
立しえないのではないかと考える。 
（４） 〔鎌野邦樹〕「マンション建替えについての一考察」遠藤浩先生傘寿記念「現代民法
学の理論と課題」（第一法規出版 2002）223 頁参照。 
（５）濱崎泰生「建物区分所有法の改正」（法曹会 1989）379 頁参照 
（６）鎌野「耐震強度偽装問題とマンションの安全性の確保」（マンション学第 25 号 2006）
2-5 頁参照、（同）田中峯子「マンションの安全性をどう確保するか」31－37 頁参照、
山岡淳一郎「マンション崩壊」（日経 BP 社 2006）14-16 参照。 
（７）日経アーキテクチュア編「甦る 11 棟のマンション」（日経 BP 社 1996）134-136 頁
参照。 
（８）ここでの記述中、特に、２、３、７の部分については、指導教授である鎌野邦樹教
授との議論の中で多大の示唆を得たものである。 
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